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序章 

 

 

  本研究は、「満州国」協和会への被統治民族の加入メカニズムと関連させ、協和会組

織末端の官僚と農村部の会員のそれぞれの意識・行動の視点から、満州国協和会の活動を

歴史実証的に解明するものである（以下「満州」と「満州国」の「」は省略して表記する）。

具体的には、協和会末端の活動の軌跡に焦点をあて、①県レベルの組織指導者がどのよう

に会員を獲得していたのか、②被統治民族の農民が協和会を如何に意識し、協和会活動が

農家経済に対していかなる意味を持っていたのかを検討した上で、③農村社会への協和会

の浸透と満州国による農業経済政策に対する同組織関与の実態を明らかにする。奉天省撫

順県の協和会を事例として考察することによって、農村社会における満州国の統治機関の

具体像を浮き彫りにする。 

 序章においては、本格的な分析の前提作業として、本研究と関連した先行研究をやや

詳しく整理し、本研究が研究史上どこに位置づけられるかを明らかにし、中国東北部にお

ける日本植民地史研究にどのような論点を付け加えることができるかを展望する。実証す

べき課題と論点を明確にし、本論文全体の構成とを示す。 

 

 

 
 



第１節 満州国の統治と経済 

 

（１）満州国における経済統制政策の実施と地方統治 

 中国東北部における日本の植民地史研究においては、満州国による経済政策の意図と

実績の追求が重要な課題となる。満州国の経済政策に関する研究は戦後まもなく 1950年

代に始まったが、なかでも植民地満洲の社会経済史研究の特徴は、満州国の経済政策の業

績をめぐる考察が満州国統治機構による土着経済の掌握程度と関連して進められたところ

にあった。 

 1950年代には、政治経済史の視点から満州国の経済政策の展開をたどった植民地政策

史研究潮流も進まれていた。例えば、石川滋「終戦にいたるまでの満洲経済開発」1 は、

満州国の経済政策の史的展開を、満州事変から日中戦争の勃発直前までの第一期と、日中

戦争の開始から敗戦までの第二の時期という二つの時期に区分して分析した。石川によれ

ば、第一の時期においては、満州国が対ソ戦に備える軍需生産（航空機 、自動車など）の

育成に重点を置いたが、第二期には経済政策の目標は日本国内の軍事生産を伸張させるた

めに必要な物資（銑鉄 、石炭）の供給に移った。しかし実際には、満州国が資金調達と原

料・燃料不足のため、計画通りに経済開発を達成できなかったとする。1960年代に入ると

鈴木隆史が、1933年の「満洲国経済建設綱要」に基づく経済政策から満洲重工業開発会社 

(満業) 設立に至る過程を考察した。2 

 井上晴丸・宇佐美誠次郎『危機における日本資本主義の構造』3の展開した分析視角を

踏まえ、日本国内の国家独占資本主義＝戦時統制経済の形成と関連づけて、満州国の経済

政策研究が今日の水準に到達したのは 1970年代に入ってからの原朗の実証研究である。

1 石川滋「終戦にいたるまでの満洲経済開発―その目的と成果―」日本外交学会編『太平洋戦争終結論』 東

京大学出版会、1958年 739-779頁。  

2 鈴木隆史「満州経済開発と満州重工業の成立」『徳島大学学芸紀要』13号 1964年 97-114頁。  

3 井上晴丸,宇佐美誠次郎 共著『危機における日本資本主義の構造』岩波書店, 1951年。  

 
 

                                                 



原朗「一九三〇年代の満州経済統制政策」4は、経済統制政策の立案過程を二つの時期（1931

年〜1935年、1936年〜1939年）に区分して実証的に解明した。第一の時期に、満州国は、

満鉄経済調査会によって立案された経済統制政策を関東軍特務部の主導権のもとに各特殊

会社の設立によって実施しようとしたが、かんばしい業績をあげることはできなかった。

第二の時期（1936年〜39年）に関しては、原は「満洲産業開発五カ年計画」と「修正五カ

年計画」の立案過程を解明し、経済統制強化に伴って実施された物資動員計画の業績を考

察した。また、1940年以降に五カ年計画の経済統制化の中止を意味した徹底的重点主義へ

の政策的展開を解明し、満洲経済統制政策に新たな知見をもたらした。さらに、原朗「満

州における経済統制政策の展開」5は、統制経済政策の実施過程に着目し、経済統制化を実

現しようとした経済機関の活躍とその矛盾を解明した。この論文で原は、それまで対満投

資と重工業構築の中心機関であった満鉄が直面した 1930年代前半における営業問題と

1936年の満鉄改組への展開を考察し、次に、統制化政策の第二の時期における満業の設立

と既存特殊会社との対立を軸として、政策実施過程における矛盾の展開を分析した。原の

研究によって、中国東北部の経済政策と満州経済の変容を課題とした経済政策史研究は経

済統制と重工業育成に重点を置いており、これによって満州経済の日本帝国全体の中への

包摂と植民地経済化をねらった満州経済政策の決定過程とその実施過程が次第に明らかに

されるとともに、これらの政策による経済統制過程が詳細に検討されるようになった。6

その中でも重要な位置を占めたのは、「満州産業開発五箇年計画」の決定と実施の過程が

分析されたことであった。この過程で満州における工業化の進展がみられたとしても、当

初の開発計画に比して実績がともなわなかったというように、否定的評価が与えられた。

4 原朗「一九三〇年代の満州経済統制政策」満州史研究会編『日本帝国主義下の満州』 御茶の水書房，1972

年, ３-115頁。  

5 原朗「満州における経済統制政策の展開―満鉄改組と満業設立をめぐって―」安藤良雄編『日本経済政策

史論』下、東京大学出版会, 1976年, 209-296頁。 

6 金子文夫「1970年代における『満州』研究の状況（Ⅰ）—日露戦争から満州事変まで—」『アジア経済』20

巻３号, 1979年３月, 39−40 頁。 

 
 

                                                 



特に後者の論点は、70年代における「満州国」支配研究者に対して、なぜ経済統制政策が

計画通りに実施されなかったかという重要な問題を提示することになった。 

 原は日本帝国の敗戦を導いた統制経済政策の失敗の背景としては、特殊会社の経営困

難と会社間の対立から発生した矛盾をあげている。この点で、注目されるのは、1960年代

において、中国東北部の地域史の視点から満洲国の経済政策の実施過程を跡付けた研究潮

流が現われていたことである。例えば、石田興平『満州における植民地経済の史的展開』7

はロシアと日本による中国東北部への経済的支配の形成を金融・流通侵略の側面から考察

した。本研究の特徴は、満洲への日露の経済的進出の検討を、漢民族による土着流通・貨

幣機構の構築との関連で行われていることにある。すなわち、石田の言葉を借りて言えば、

研究の課題である満州における「独占的二重植民地経済」とは、「中国、ロシア、日本と

いう三つの植民地主体による独占、従って、相互利用ないし相互における支配の拡大のた

めの闘争を展開し乍ら、満洲の矛盾にみちた植民地経済」8のことを表す。石田によると、

満州における中国植民地経済の起源は朝期にあったが、この時期の中国東北部において確

立してきた地主制のもとで農業生産が拡大した結果、農作物の商品化が展開してきた。次

に石田は、清朝後半期に特に営口を経由として、漢民族の貨幣・流通機構が支配するハル

ビンと上海との大豆類、小麦などの農作物と農産物加工品の流通ルートの形成過程を記述

する。さらに、19世紀末から東清鉄道の敷設による帝政ロシアの北満洲進出が地方の産業

化を促進させ、国際的な商業的資本を招いた結果、この地域には、ルーブル貨幣を中軸に

したロシア金融機構が支配的になってきたこと、そして日露戦争直後の北満洲における日

本勢力の台頭と中国系の貨幣機構の回復が述べられている。 

 日本帝国主義を中国東北部の視点から解明しようしたこと、中国本国への中国東北部

経済の依存などの点で、以上の石田の研究は、満洲研究で先駆的な存在であり、90年代か

7 石田興平『満洲における植民地經濟の史的展開』京都 : ミネルヴァ書房, 1964年。 

8 同上, ３頁。 

 
 

                                                 



ら近代中国東北地域史研究会において再評価の対象となっている。9一方石田の問題関心

は、満州事変の勃発の歴史的前提となる 20世紀初頭の満州における日中間の経済的抵抗

に及んで議論したことにあり、満州国期の日本帝国主義支配下の中国の土着流通貨幣資本

の存在は石鯛以外の研究に委ねられた。 

 70年代においては、金融史研究が満洲特産物の流通過程と関連させた満州国による統

制経済政策の実施過程を明らかにしてきた。小林英夫「満洲金融構造の再編成過程」10は、

日本帝国主義が満洲で実施した「貨幣統一事業」の政策的展開を解明した後、経済統制化

の前提である満州国統治機関による土着流通機構の掌握程度を考察する。小林は、満州国

期における官銀号・糧棧による農民収奪メカニズムと特産物買占の実態を検討することに

よって、日本帝国主義が通貨金融面での再編を一定程度達成したにもかかわらず、満州国

の経済支配機関が土着の流通資本を統制することができなかったと結論した。 

 既存研究は、満州国の工業化政策を重視し、そして満州国の経済支配を金融面の視点

から明らかにしようとしてきた。これらの研究動向を踏まえて、1980年代に入ると、満州

国の経済政策研究は農業部門にも視野を拡大し、そして経済の統制過程に関する研究は地

方行政機関、産業組合などの新しい統治機関の検討によって行われるようになった。浅田

喬二・小林英夫編『日本帝国主義の満州支配』11は、満州支配を 15年戦争を中心に検討す

るが、この研究対象となる時期を、満州事変期、日中戦争期、太平洋戦争期に時期区分す

る。そして、支配を、軍事、政治と経済に区別して把握する。本書の飯塚・風間「農業資

源の収奪」の課題は、満州事変時、日中戦争期、太平洋戦争期に時期区分し、第一に満州

国の農業関係方策の立案過程、第二に農作物蒐荷機関の活動を検討することを通した満州

国による農作物収集の実態、第三に農事合作社とそれを改組した興農合作社の活動、第四

9 松重充浩「第９章 営口 — 張政権の地方掌握過程」安冨歩, 深尾葉子編『「満洲」の成立 : 森林の消

尽と近代空間の形成』名古屋大学出版会, 2009年, 350頁。 

10 小林英夫「満洲金融構造の再編成過程」満州史研究会編『日本帝国主義下の満州 : 満州国成立前後の経

済研究』東京 : 御茶の水書房, 115−211 頁。 

11 浅田喬二、小林英夫編『日本帝国主義の満州支配 —一五年戦争期を中心に—』時潮社, 1986年。 

 
 

                                                 



に日本の満洲支配下の糧棧による統制政策の実施動向を解明することにあった。本論文が

指摘したように、満州国の主な農業政策は第一の満州事変期における農産物の増産政策よ

り、第二の日中戦争期に農事合作社による流通過程・糧棧の統制政策を経て、第三の太平

洋戦争期に糧穀会社、専管会社、穀粉会社によって農産物流通機構の統制強化と農作物収

集の一元化を目標とした政策に展開した。しかし、統制機構の内在的な矛盾と、統制経済

に対する糧棧と農民の抵抗のため、満州国の農作物収集の業績は低かった。 

 80年代には地方社会において経済統制機関としての役割を期待された金融合作社・農

務合作社などの性格と営業成績の実態が明らかになってきた。柴田善雅「『満州国』におけ

る農業金融の展開 ―合作社を中心に」12は満州国財政部系の金融合作社と、その後、それ

を吸収する興農合作社の組織的な特徴と経営実態を検討することによって、満州国支配下

の農村金融を研究課題とした。柴田によれば、農村における農家相互貸付への依存の高さ、

営業資金として活用させるための監督不足などの営業困難により、金融合作社が農村社会

を把握することができなかった。片桐裕子「『満州国』の合作社政策」13は満州国産業部系

の農事合作社とそれに続いた興農合作社の活動分析を研究課題とした。両組合の組織状況

と機能、合作社が農作物取引過程を支配するために設置した交易場の経営状況を解明した

片桐は、糧棧を中心とする土着資本の闇活動によって、統制政策が破綻していく過程を明

らかにしている。 

 以上の研究動向で見たように、80年代まで満洲研究は敗戦を導いた諸条件の検討と関

連して満州国の統制経済政策の展開を解明しようとした。この研究潮流に踏まえ、満州国

統治機関による地方社会の掌握が困難であったため、統制政策の実施過程が行き詰ってい

12 柴田善雅「『満州国』における農業金融の展開 ―合作社を中心に」『中国研究月報』第 401号, 1981年 7

月, 9−38 頁。 

13 片桐裕子「『満州国』の合作社政策」『アジア経済』第 24巻第 1号 1974年, 1983年 1月, 47-59 頁。 

 
 

                                                 



たことを示す見方が強まってきた。例えば、塚瀬進「満州国社会への日本統治力の浸透」14

が地方行政、農業政策、商業統制、財政政策を題材にして、満州国政府が経済政策をどの

程度まで浸透させたかを検討した。塚瀬によれば、「満州国政府の政策は満洲社会や『中

国人』の民族性についての理解が不十分なため、末端の社会まで浸透しないようであった。

［…］政策を伝達、実行する人材を十分に配置できなかったため、政策を『中国人』に理

解させることや、主旨に則って運用することができなかった。」15すなわち、塚瀬は満州国

の生産業績が低かった要因は、中国人社会における政策の実施過程の問題にあったと結論

づけた。 

 しかし、先行研究と異なり、山本有造「『満州国』農業生産力の数量的研究」16は 1920

年代後半から 40年代後半にかけて満洲農業部門の生産統計を整備し、満州国統治機関に

よる農作物収奪の能力に関する新しい捉え方の可能性に途を開いた。この新しい農業生産

の統計的分析に基づき、山本は 30年代前半における大豆モノカルチャー経済から農業の

多角化へという過程が進展したことと、40年代の満洲農業の停滞を強調した先行研究と違

って 1938年から敗戦にかけては満州国の農業生産が拡大傾向を示したことを解明した。 

 このような満州国による農作物収集業績の再評価と相まって、近年、満州国統治機関

による地域社会の掌握に関する捉え方も変わってきた。例えば、安富歩「定期市と県城経

済」17は満州国建国後に貨幣統一が成功し、40年代には農村の生産物の強制的買付けが相

当に成功したと指摘した。安富はその原因の一つを「県城経済」という満州に特有な流通

システムの特徴に見いだす。満洲では県城が県全体の流通の独占的結節点であり、各地の

農民がその中心地と直接に取引するという流通機構が存在していた。満洲の地方行政を強

14 塚瀬進「 満州国社会への日本統治力の浸透 」姫田光義, 山田辰雄編 『中国の地域政権と日本の統治—日

中戦争の国際共同研究 ; 1』慶應義塾大学出版会, 2006年, 109−153頁。 

15 同上, 128頁。 

16 山本有造「『満州国』農業生産力の数量的研究」『アジア経済』第 38巻第 12号, 1997年 12月 32−47 頁。 

17 安富歩「定期市と県城経済—一九三〇年前後における満洲農村市場の特徴」『アジア経済』第 43巻第 10号

2002年, 1-25頁。 

 
 

                                                 



化した張作霖政権は県城に地域社会の政治的な基盤を置いた。そこで安富によれば、満州

事変の際に関東軍による県城の軍事的政治的な占領は、県城に依存する諸農村民の徹底的

な掌握という効果を持っていたという。安富のような指摘は、満州国統治機関に関する歴

史的問いかけを取り戻し、塚瀬のような研究とは異なる問題提起をすることで、満州国に

よる地方社会の掌握程度が改めて検討する研究課題として再提起されることになる。 

 

 

（2）農村社会から見た植民地史：土地問題史と移民史 

 60年代末・70 年代初頭における土地問題史研究は、農村社会を中国東北部における日

本植民地による諸社会的経済的な矛盾が勃発した場として捉え、反植民地運動の形成過程

と関連して土地政策とそれに対する農民の対応を解明してきた。例えば、浅田喬二 18は在

満日本人地主制を日本植民地支配の柱の一つとして位置付け、満洲における日本人の地主

化の段階的な展開を政治的経済的な諸条件を含めて解明してきた。浅田が指摘したように、

満州事変以前における日中関係が悪化した中、土地商租権問題のため日本人による土地所

有権、借地権が極めて不安定であったため、日本人の満洲での地主化は事実上不可能であ

った。しかし、満州国期において日本人土地所有地をめぐる法制的保障が整備されたこと

で、日本人の地主化過程は著しく展開してきた。地主制による土地収奪が展開した背景に、

農村部における反植民地運動が設立してきた。70・80年代には、満州国期における土地集

散に焦点を当て、様々な研究は日本植民地支配下の農民階層の編成を課題としてきた。日

本人地主の土地集中過程を解明した浅田の研究と異なり、西村成雄「中国東北部における

18 浅田喬二『日本帝国主義と旧植民地地主制 : 台湾・朝鮮・「満州」における日本人大土地所有の史的分

析』龍渓書舎, 1989年, 167-250頁。（初版: 御茶の水書房, 1968年） 

 
 

                                                 



植民地支配と農村社会—『東安省』地主権力の変容」19は満州国支配の基盤となった中国人

地主による土地の集中化過程を解明した。これと反して、風間秀人「『満州国』における農

民層分解の動向（I）・（II）」は、南と北満州の差異を考慮しながら、満州国による農作

物統制政策が資本主義的な分解を阻害し、「富農の地主転化、小・零細農の雇農転落とい

う農業経営の縮小・後退現象が普遍的にみられた」。20また、満洲の農村構造について考察

した中兼和津次は、満洲における自然村が血縁的地縁的結合が弱く共同体が発生していな

かったことを解明した。21 一方、30年代前半における農民層の動向を検討した Ramon H. 

Myers は、農作物の商品化によって農民層の分解が進行したことなく、逆に小農の一部は

土地を蓄積することができたことを明らかにした。22 

 以上のように、植民地史の資格からの主な土地研究は、満州国設立以降期における土

地集中過程による農民層の窮乏と零落を協調した。ただし、「収奪と横領」という帝国史

的な着目と異なり、Myersの研究が 20世紀前半における農民の生活水準の上昇傾向も見出

した。他方、中国東北部の地域史研究は、植民地による土地政策を相対化し、土地問題を

長期的な歴史的分析を通じて再検討した。特に、江夏由樹「清末の時期、東三省南部にお

ける官地の丈放の社会経済史的意味」23は辛亥革命後における民国政府による錦州官荘の

丈放を規定した政策的過程とその実態、丈放に対する農民の対応を検討した上で、辛亥革

命移行期における官地丈放の多様な歴史的な意味を考察した。官地の払下は東三省地方権

力による重要な財政基盤となったのみならず、官地払下は清期に一部の荘頭（官地の官吏）

の獲得した「地主的支配」を公認したことによって、革命以降において在地支配層が経済

19 西村成雄「中国東北部における植民地支配と農村社会—『東安省』地主権力の変容」『大阪外国語大学

学報』第 74巻第 3号，1987年, 1−33 頁。 

20 風間秀人「『満州国』における農民層分解の動向（I）・（II）」『アジア経済』第 30巻第 8, 9号 1989年

8, 9月, 31−43 頁, 18−37 頁。 

21 中兼和津次『旧満州農村社会経済構造の分析 現代中国研究叢書 XIX』アジア政経学会，1981年。 

22 Ramon H. Myers, “Socioeconomic Change in Villages of Manchuria during the Ch'ing and Republican 

Periods: Some Preliminary Findings”, Modern Asian Studies, No.10 Vol.4, 1976, 591-620。 

23 江夏由樹「清末の時期、東三省南部における官地の丈放の社会経済史的意味」『社会経済史研究』第 49巻

第 4号, 1983年。 

 
 

                                                 



基盤を維持できた。在地権力者の事例として、江夏は清朝期に官地の管理を担当した張家

の辛亥革命以降の動向を探ることで、張家が官地の民営化によって大土地を収集し、中国

東北における革命から満州国の設立以降に至って地方政治の重要なポストを占めたことが

分かった。24さらに、江夏由樹「旧錦州官荘の荘頭と永佃戸」25は旧錦州官荘の土地権利関

係の編成を課題にするが、特に錦州官荘が設けられた清代の時期から満州国期に至るに、

払い下げられた土地に対して管荘権を有した錦州官荘と同土地に対して永佃権を主張した

永佃戸との間で土地権利紛争の歴史的展開を解明した。この論文が示すように、清朝期に

形成された慣習的土地権利が土地払下の過程を阻止し、満州国期までは権力土地権利の安

定的な確保は、政治的な圧力を行える在地権力者にのみ限定された。以上のような考察は

重要な含意を今後の研究に提示している。浅田の研究と異なり、植民地支配が「点と線」

から「面」へという展開を見せた満州国設立以降期における慣習的な土地権利の存在が、

第一に関東都督府と満州国による土地整理事業の行き詰りの要因であり、第二に東亜勧業

株式会社による土地資源の植民地的な略奪過程を阻止していた 26。すなわち、江夏が使用

した長期間の歴史的分析が、植民地下の土地政策をめぐる理解を著しく深めた。 

 多数の研究が満洲農業移民という切り口で中国東北部における日本植民地の展開とそ

れの諸矛盾の発生過程を把握してきた。例えば、松村高夫「日本帝国主義下における「満

州」への朝鮮人移動について」27は日本帝国主義に対する朝鮮人民族解放運動の発展する

条件を解明するため、20世紀前半における在満朝鮮人の移民過程、在満州における諸地域

24 Yoshiki Enatsu, Banner legacy : the rise of the Fengtian local elite at the end of the Qing, Ann 
Arbor : Center for Chinese Studies, The University of Michigan, c2004.  

25 江夏由樹「旧錦州官荘の荘頭と永佃戸」『社会経済史研究』第 56巻第 6号 1989年, 1-27頁。 

26 江夏由樹「関東都督府 及び関東庁の土地調査事業について : 伝統的土地慣習法を廃棄する試みとその失

敗」『一橋論叢』97巻 3号 367-384頁，1987年；同上「満州国の地籍整理事業について : 『蒙地』と『皇

産』の問題からみる」『一橋大学研究年報 経済学研究』37巻 127-174頁，1996年。同上,「 亜勧業株式

会社の歴史からみた中国東北地域―日本の大陸進出にみる『国策』と『営利』」江夏由樹・中見立夫・西

村成雄・山本有造編『近代中国東北地域史研究の新視角』山川出版社, 2005年, 43-69頁。  

27 松村高夫「日本帝国主義下における『満州』への朝鮮人移動について」『三田雑誌』第 63巻第 6号, 1970
年 6月, 61-87頁。  

 
 

                                                 



の分布、どの就業構成に編入されたかを考察した。この論文では、朝鮮人移民の植民地経

験の視点から、日本帝国主義の労働・移民政策の実施と農村社会におけるその矛盾の発生

が明らかにされている。日本人開拓団に関する研究が蓄積してきた。満洲移民史研究会編

『日本帝国主義下の満洲移民』28は日本国内における移民政策と農村更生計画の立案計画、

同政策の実施の流れを、反満抗日闘争に展開した営農の実態とそれに抵抗した農民生活の

困難と関連して明らかにした。近年、植民地支配による被支配民族の「収奪と横領」を追

求した帝国主義史研究と異なった視角で植民地下の農村社会の変容が記述されてきた。ま

ず、日本ファシズムの展開と関連した満洲移民研究が少なくなった一方、聞き取りとケー

ス・スタディーを重視した農村史、個人史の視角から、移民史研究が農業移民の推進過程

を明らかにしてきた。29さらに、荒武達朗著『近代滿洲の開發と移民—渤海を渡った人びと』

では、満洲への漢民族の移民史が長い時間軸を通じて考察された。荒武は、清朝期から満

州国期にかけて、山東省から満洲への移民が大規模に行われていたことに着目し、そうし

た移民の歴史を追うことで、近代の満洲社会を長い時間のなかで理解しようとした。特に

荒武は満洲への移民の歴史を論じる際、移民の送出地である華北社会との連関のなかで捉

えたことである。さらに、満洲への移民の歴史的な意味について考察した際、近年の研究

の間では反植民地運動の形成過程のかわりに、満州への移民がもたらした経済的社会的な

変容が課題となってきた。特に、満州への朝鮮人移民と水稲栽培の拡張による満洲の農業

構造の再編が課題となってきた。満洲への水稲栽培法のトップダウン型移転を重視する研

究が多くなってきた。例えば湯川真樹江と山本晴彦は、満鉄農事試験場による日本種と耐

寒性のある「改良種」の開発過程を、30季海訓は日本から大陸への耐寒性・早生品種と窒素

28 満洲移民史研究会編『日本帝国主義下の満洲移民』龍渓書舎, 1976年。 

29 高橋泰隆著『昭和戦前期の農村と満州移民』吉川弘文館, 1997年。 

30 湯川真樹江「満洲における米作の展開 一九一三-一九四五 : 満鉄農事試験場の業務とその変遷」『史學』 

第 80巻第 4号, 2011年 12月, 329-358頁。山本晴彦『満洲の農業試験研究史』農林統計出版, 2013年。  

 
 

                                                 



肥料の伝搬過程を解明した。31他方、20世紀前半の満洲における米作の発展過程に関して

は、朝鮮人移民の重要な役割が浮き彫りになってきた。例えば、朴啓玉「朝鮮人移民の中

国東北地域への定住と水田耕作の展開—1910〜20 年代を中心に」32は、満洲における水田栽

培法を満洲への朝鮮人移民の定住過程と関連づけ、ボトムアップ型の農法移転説を提唱す

る。 

 さらに、中国東北部における水稲栽培に関して重要な成果を挙げてきたのが、拓殖会

社の経営史的な実証研究である。それらは水稲耕作の諸主体の動向から満洲水田開発の解

明に寄与したが、研究対象としては特に日本の国策会社の営業実態が注目されてきた。

1970年代には浅田喬二が、満州国期における日本人の土地所有の法制的保証獲得と、半国

会社の東亜勧業株式会社・満鮮拓殖株式会社・満洲拓殖株式会社による水田開発の過程を

明らかにした。33満州事変以前における東亜勧業による水田化事業の限界の要因に関して

は、浅田は日本人による地主的土地所有を制限した租商権問題を強調する一方、江夏由樹

は東亜勧業が「皇産」という皇帝の私有地などの伝統的な権利関係を内包したままで農場

を設立したことから、その土地経営の基盤の脆弱性を指摘した。34さらに満州事変以降の

国策会社による水田開発に関しては、東亜勧業が設置した「安全農村」の役割が明らかに

なりつつある。従来の研究は植民地機構による朝鮮人の統制政策・移民政策の観点から

「安全農村」を分析してきたが、朴啓玉の近年の研究は濱江省珠河県における「安全農村」

による土地の買収、営農の実態と水田拡大の実態を明らかにしている。35また日本人の民

間企業による農場経営の解明も進んでいる。例えば白田拓郎は、日露戦争後に事実上満鉄

31 季海訓「1940年代後半の戦災都市における住宅復興―戦後統制下の住空間の創出と分配―」『社会経済史

学』第 79巻第 2号 8月 2013年, 69−89 頁。 

32 朴啓玉「朝鮮人移民の中国東北地域への定住と水田耕作の展開 —  1910〜20年代を中心に」『現代中国, 

研究年報』第 82号, 2008年, 67−80 頁。 

33 浅田喬二, 前掲書, 167−251 頁。 

34 江夏由樹, 「満州国の地籍整理事業について : 『蒙地』と『皇産』の問題からみる」, 43-69頁 。 

35 朴啓玉「満州国における『安全農村』の建設と朝鮮人農民—濱江省珠河県河東村を中心に」『近きに在りて』

第 57号, 2010年 06月, 68-82頁。 

 
 

                                                 



の統治下にあった満鉄付属地の場合は、新田開発がある程度進展したが、満鉄付属地外で

は日本人による水田化に限界が見られたことを明らかにした。36 

 以上のように、近代満洲の土地問題史と移民史の研究動向では共通する特徴が検討で

きる。それは、長期間的な歴史的分析の使用である。この長期間の歴史的な資格が、近年

の研究が植民地政策を相対化しそれの歴史的な意味に関する理解を深めることができた。

さらに、近年の研究では、長い期間軸を通じて農村社会の経済的社会的な変容という課題

を取扱うことになった。 

 

 

（3）植民地下の日中商工業の動向と中間団体 

 戦後日本植民地研究は、日本帝国主義による植民地経済の略奪過程を考察した際、特

殊会社・国営会社をに重点を置いた。例えば、井上・宇佐美の理解では満洲・朝鮮におけ

る日本軽工業の展開と商業部門での財閥の進出がを評価しつつも、満洲における日本の経

済進出の本体が満鉄をはじめとする国営会社による重工業にあった。それは、植民地工業

計画が 1920年代末・1930年代前半の日本国内の後進的資本主義における工業の未発展性

に補完的な地位をしめていたからである。これに対し、近年、満洲金融史研究が 37第一次

大戦期・戦後期において私的資本の進出が拡大傾向を実証したことで、満州における経済

支配が段階的な変革過程に視点を当ててきた。さらに、70年代において様々な研究が日本

人居留民の思想史、個人史、民衆史、運動史の視点から、日本による満洲進出を再検討し

たことによって、植民地支配の重層的編成を明らかにしてきた。 

 1970年の『国際政治』には、満州国の国つくり理念であった「民族協和」の形成母体

36 白田拓郎「一九一〇年代『満洲』水田事業」『日本歴史』第 737号, 2009年 10月, 64−80 頁。 

37 例えば、金子文夫「資本輸出と植民地」大石嘉一郎『日本帝国主義』Ⅰ、東京大学出版会、1985年を参照。 
 
 

                                                 



であり、満州国の官僚が大勢動員されていた満州青年連盟に関する二つの論文が発表され

ている。平野健一郎「満州事変における在満日本人の動向―満州国性格形成の一要因」38は、

政治思想史のアプローチを通じて、満州青年連盟内における「民族協和」の形成過程に焦

点を当てた。この研究で問題とされたのは、在満日本人が「満州問題」をどのように意識

し、満州国の建国過程と性格形成にどのような影響を与えたかということである。 平野

は満州青年連盟の議会記録書を基本的な資料として使用した。 

 在満日本人の動向を踏まえた上で、民族協和が体系的な思想ではなく、そして満州青

年連盟員が行っていた民族協和をめぐる議論の展開にも関わらず、その根本的な動機が満

蒙特殊権益の保護にあったことを明らかにした点が、平野論文における最大の成果であ

る。 

また同雑誌に投稿された松沢哲成「満州事変と『民族協和』運動」39は、異なる視点を用

いて満州青年連盟を取り扱った。満州事変と満州国の議論を超えて、満州青年連盟を日本

ファシズム運動の流れの中における大衆運動の実践的展開の開始として位置づけ、その歴

史的な意味をより大きく評価した。以上の位置づけを実証的に検討する際、松沢は満州青

年連盟結成の歴史的な背景を踏まえた社会史的分析を通じて、連盟の組織的な特徴（社会

規範）とその思想を明らかにした。満州青年連盟は、大正末期に満鉄社員のなかで進行し

ていった満鉄の政党化に対抗した運動の一環として形成された。満鉄政党化反対運動の中、

エリート社員層の会員、同志的排外的な組織、過激的思想が特徴であった大雄峯会とは異

なる満州青年連盟は、満鉄社員のホワイトカラー層、商工業会社員、銀行員を中心にした

「中間層」の連盟員が 3000 人も参加した大衆運動であった。以上のように、「民族協和」

思想の形成過程を検討した平野と、同思想を作成した満州青年連盟の連盟員の政治文化を

38 平野健一郎「満州事変における在満日本人の動向―満州国性格形成の一要因」『国際政治』43号, 1971年, 
51〜76頁。 

39 松沢哲成「満州事変と『民族協和』運動」『国際政治』43号, 1971年, 77〜99頁。 

 
 

                                                 



明らかにした松沢は、満州事変以前において軍事的侵略が在満日本人居留民の間では強い

支持を受けたこと、そして経済不況下の在満日本人居留民の思想的動揺を明らかにしてき

た。 

 1970年代後半には日本人居留民の運動史研究がさらに発展を遂げた。国外における日

本人諸機関・諸階層の動きを、国家権力の対外的な発動だけでなく、国家資本の進出とそ

れに便乗した私的独占資本の対外進出との相関関係が課題となってきた 40。さらに、日本

帝国主義による満洲進出の展開を、在満居留民の日常的な社会経済的条件を重視する「植

民地経験」という視点から検討した研究も蓄積してきた。これらの研究では、満洲の経済

支配構造は、満鉄・関東庁などの「基軸」と特集会社の「中型」とともに、中小商工業者

層にも構成され、さらに後者の場合、進出と営業が国家依存的な性格を持ち、危機の時代

にもっとも動揺したと明らかになってきた 41。居留民の研究は、日本企業や日本人諸階層

の結束と利害調整の場として機能した日本人経済団体、在外経済団体の活動を明らかにし

てきた 42。 

 近年、植民地支配下の中国東北部経済をめぐる研究も蓄積してきた。小林 43は土着商

業資本が流通機構統制から逃れ、闇市場を形成し独自の商業活動を行い得たことで、満州

国期の日本帝国主義の流通機構再編政策が破綻していく経緯を明らかにした。しかし、糧

棧が独自の商業活動を強固に保持できた背景、特に糧棧が支配していた農村の流通・金融

市場の実像の追求は残されている課題であった。70年代においては、金融史研究が満州事

変以前における土着流通資本の多様な主体動向に関する理解に著しく寄与した。例えば、

石田武彦「中国東北における糧棧の動向」44によれば、外国側の鉄道開発の進展とともに、

40 波形昭一「日本帝国主義の満洲金融問題」『金融経済』第 153号, 1975年, 61-116頁。 

41 柳沢遊『日本人の植民地経験 : 大連日本人商工業者の歴史』青木書店, 1999年。 

42 波形昭一編著 『近代アジアの日本人経済団体』同文舘出版, 1997年。 

43 小林英夫「満洲金融構造の再編成過程」, 前掲論文。 

44 石田武彦「中国東北における糧桟の動向--満洲事変前における」北海道大学經濟學部『経済学研究』第24

 
 

                                                 



生産者農民と特産商とを媒介する糧棧（商人・高利貸・地主）の「買弁的役割」が強化し

た一方、民間糧棧の一部は官商糧棧と結びつき買占めを通じて収集部面における独占体制

を確立し、輸出部面を含めて大豆流通機構を全面的に掌握しようとする動向を示した。塚

瀬進『中国近代東北経済史研究』45は 20世紀以降に日本植民地支配機構による鉄道敷設を

着目して、通商ルートの変化、農業生産の拡大傾向、金融状況の変化の中、満州事変以前

における土着流通資本の蓄積傾向を解明した。満州国期に分析を限定した風間秀人『満洲

民族資本の研究』46は、満州国の流通機構統制と満洲の土着流通資本との関係史を再検討し

た。風間はまず糧棧の量的質的の特徴を検討した。次に、満州国による流通政策の展開過

程とそれに対応した糧棧と農民の抵抗や怠業、闇市場の形成過程と土着流通資本の停滞を

解明した。この研究の主な特徴は、糧棧の活動実態をめぐる検討が北満、中満、南満の地

域差に念頭を入れて行われていたことにある。例えば、風間がまとまったデータによると、

30年代前半に糧棧の活動範囲が南満州の吉林省、安東省を中心に一時的に発展した一方、

経済統制期に入ると、全満洲の出回り量が減少してきた中で、統制下の糧棧の活動が縮小

したと風間が解明した。47統制下の土着流通資本の停滞と同様に、風間は満州国の経済統

制下の土着の工業不況も解明してきた。風間秀人「1930 年代における『満州国』工業の地

域的展開」48は、経済統制が本格となった 30年代後半において重工業が集中していた奉天

地方では工業生産の発展が記録されていたが、吉林地方などの他の地域の工業発展は困難

となった。さらに、哈爾賓地方において紡織工業や農産物加工業が中心とした土着資本の

工業は日本資本による北満進出の背景にし低迷した実態を解明した。以上のように、満州

への日本企業の進出による中国企業の「衰退・暴落」を強調する傾向のあった従来の研究

巻第 1号, 1974年 03月 141-194頁。   

45 塚瀬進『 中国近代東北経済史研究 —鉄道敷設と中国東北研究の変化』東方書店, 1993年。 

46 風間秀人著『満州民族資本の研究 : 日本帝国主義と土着流通資』緑蔭書房, 1993年。 

47 同上, 46-54頁。 

48 風間秀人「1930年代における『満州国』工業の地域的展開」『日本植民地研究』第 20号, 2008年, 22-45

頁。 

 
 

                                                                                                                                                                  



と異なり、1990年代からは植民地下の中国企業や在来の流行機構の業績が再評価されつつ

である。 

 中国近代工業において重要な位置をしめた紡織業の事例を取り上げ、中国工業史研究

の動向を簡単に再検討しよう。久保亨「青島における中国紡」49は 1920年初頭から 30年

代中旬にかけての中国人経営の紡績織企業の活動を、在華紡績機業と関連して考察した。

久保が指摘したように、日本資本の在華紡が著しく発展を遂げたこの時期には、中国資本

紡も相当の成長を記録したが、中国人紡績業の発展の背景には、在華紡績業との「対立と

協調」があった。すなわち、市場、労働力、原棉獲得などの様々な分野における在華紡績

業との競争と、初期の原棉改良事業に関する日本企業との協同関係によって、中国人紡績

業発展の途を辿ることができた。日本企業と中国企業との間の協同関係、技術移転の場と

しては中間団体の役割が再評価がされつつである。例えば、富澤芳亜「『満州事変』前後の

中国紡織技術者の日本紡織業認識」50は、久保が指摘した 1930年代における中国紡織企業

の経営好調を前提として、中国紡織学会の活動を取り上げた。特に中国紡織学会が、日本

国内の教育機関・紡績工場の、在華紡の技師・労働者としての経験、日本国内の紡績工場

の視察を通じての技術移転の経路を中心に、営業技術に関する意見交換の場として機能し、

その会員は満州事変以後のボイコットにも動ずることのなかったと富澤が実証した。さら

に、松重充浩「植民地大連における華人社会の展開」51は、1900・30年代において活動し

た大連の華人商工業者団体である大連華商公議会と小崗子華商公議会を考察した。両公議

会は徴税などにに関して積極的に協力したことで、日本植民地支配統治の補完的な役割を

果たした団体とともに、貧民救済、教育などの多様な公益活動を行っていた自治的組織で

あった。松重が明らかにしたように、20年代初頭に大連の華人商工業者の間で展開してき

49 久保亨「 青島における中国紡 —在華紡間の競争と協調」『社会経済史学』第 56巻第 5号, 1990年,  1-32

頁。 

50 富澤芳亜「『満州事変』前後の中国紡織技術者の日本紡織業認識」曽田三郎『近代中国と日本 : 提携と敵

対の半世紀』御茶の水書房, 2001年, 201-227頁。 

51 松重充浩「植民地大連における華人社会の展開」, 前掲論文, 107-137頁。 

 
 

                                                 



た初期のナショナリズムは、排日感情ではなく、文明基準達成以前における華商が文明体

得国である日本以上の水準に技術と近代文明的価値を身につける理路に沿ったものであっ

た。しかし、1921年に建値問題が発生した際、金建一体化の反対運動の指導者になった華

人商工業者団体が、初めて日本植民地金融政策に対して不満を示した。華人商工業者団体

が遂げたこの政治的展開を背景には、中華民国中央政府の大連華人社会への介入があった

と松重が指摘した。 

 近年、軍閥政権に関する研究も盛んになってきたが、特に中国東北部における商業・

工業的土着資本の発展に対する張作霖・張学良政権の財政・経済政策の役割が明らかにな

りつつである。澁谷由里「張作霖政権成立の背景」52では清末期中国東北部における地方

行財政システムが破綻している中、治安が不安定な状況にあったことが分かる。その背景

には、張作霖が指導した「保防隊」という民間自衛集団が、東北の新政と協力して「馬賊」

の討伐を行って治安維持体制の再建に積極的に参加した。次に、辛亥革命以後期に地方行

財政の設立過程の中、張作霖が巡防隊という「私兵」的集団を率いて、官憲への接近とそ

れにともなう自分の地位の向上をはかり、徐々に治安維持の主導権、ひいてそれに附随す

る地方行財政上の諸権限を獲得し、軍閥政権の設立への途を開けた。松重充浩「張作霖に

よる奉天省権力の把握とその支持基盤」53は 1916年に奉天省権力を掌握することとなった

張作霖の背景には、張が治安の維持、経済の安定と開発を切望し、また中央集権的収奪強

化策に反発していた地方有力者層の支持があったと解明した。松重充浩「『保境安民』期に

おける張作霖地域権力の地域統合策」54では、第一次奉直戦争に敗北し東北における支配

力を低下させた 1922年の張作霖がどの政策にいよって権力強化を遂げたのかが考察され

ている。論文で分かるように、張作霖政権は軍事力の再編・強化と、財政安定・強化をあ

52 澁谷由里「澁谷由里「張作霖政権成立の背景」」『アジア経済』第 38巻第 5号, 1997年 5月, 2-27頁。 

53 松重充浩「張作霖による奉天省権力の掌握とその支持基盤」広島史学研究会『史学研究』第 192号, 1991

年 06月, 53-70頁。   

54 松重充浩「『保境安民』期における張作霖地域権力の地域統合策」広島史学研究会『史学研究』第 186号

1990年 3月, 21-40頁。 

 
 

                                                 



る程度達成した後、インフラ設備ならびに当時東北の主要輸出品であった大豆・石炭・綿

織物の増産への投資によって、政治・軍事・経済の東北地域統合を促進する方向に辿った。

さらに、澁谷由里「張作霖政権下の奉天省民政と社会」55は 20年代前半における王永江に

よる東北三省の財政再建の政策的展開とその実績を明らかにした。 

 以上のように、20世紀前半期における日本と中国との関係が風間の研究が協調した敵

対関係だけでは把握しきれず、共存と協調上の関係も存在していたことが解明されつつあ

る。すなわち、日本に対しては中国企業が認識が必ずしも排日感情を持たず、日本企業が

達成した政治社会諸制度あるいは経済上の技術が自らの国家や社会の近代的再編成や経済

発展に有効であると認識していた。さらに、侵略と従属という歴史的前提のもとで、その

より一層の深化や戦争の拡大の勃発、回避をめぐって日中間で多様な交渉が進められる局

面も存在していた。56そして、植民地下の日本と中国との間の「提携」の場所としては、地

方商工業団体、中間団体が重要な役割を演じていた。 

 

 

第２節 協和会史研究 

 

（１）1960 年代末・1970 年代初頭における協和会研究：協和会の定義を求めて 

 満州史研究の場合、60年代には、満州の植民地経営に直接的に参加した関係者を中心

に、回想録をはじめ満州関係の著作が数多く刊行された。満州国を美化する傾向があった

これらの回想録をふまえ、1960年代末・70年代初頭における日本歴史学界が、植民地支

配に関する科学的・批判的な歴史研究の登場を望んだ。鈴木隆史「『満州』研究の現状と課

55 澁谷由里「張作霖政権下の奉天省民政と社会」『東洋史研究』第 52巻第 1号, 1993年, 84−117 頁。 

56 曽田三郎「二〇世紀の歴史と日中関係」曽田三郎『近代中国と日本 : 提携と敵対の半世紀』御茶の水書

房, 2001年, 7頁。 

 
 

                                                 



題」57が初めて満州国の植民地支配機構における協和会の重要な位置を協調し、協和会に関

する学問的な研究の必要性を強く訴えた。鈴木が協和会をめぐる提示した論点は、第一に

協和会の思想的組織的な実体、第二に満州事変から太平洋戦争の敗戦にかけて日本本土で

展開したファシズム運動とその体制化のプロセスの中で、満州国協和会がいかなる位置づ

けをしめたかという点にあった。 

 協和会組織に関する分析は、鈴木隆史「満州国協和会史試論（一）」と「満州国協和会

史試論（二）」58から始まった。鈴木は、戦前満州支配についていくつかの個別研究を通じ

て、その実態を明らかにし、「最近目立って数多く刊行される満州国関係の回想録や著作

にみられるように、満州国を日本の帝国主義的植民地支配の帰結として捉えるのではなく、

そこに何らかの積極的な意義を見出そうとする論調も、主に旧満州関係者を中心として、

けっして少なくない」59と回想録を位置づけた。さらに、協和会史研究が少なく、そして協

和会の全期間にわたる組織の実態や運動の具体的内容については不明なところが多いと述

べた。そこで、課題として、協和会の全期間にわたる歴史過程を追跡し、「満州国支配の

歴史的評価をめぐって、その重要なカギとなっている協和会の歴史的性格」60を解明するこ

とをあげた。鈴木が利用した主な資料は、「片倉日記」、山口重次による戦後の出版物、

笠木良明「満州国独立の精神」、小沢「父を語る」などの協和会の組織的なリーダーの回

想録、同組織をめぐる『満州評論』雑誌の記事（主に橘樸を中心に）、満洲国史編纂刊行

会編「洲国史 総論、各論」（1970、71年）、そして軍政部軍事調査部「満州共産匪の研

究」をはじめとした関東軍の資料である。 

 鈴木は、満州青年連盟、地方自治体、実を結ばない共和党を含む協和会の「前史」と同

57 鈴木隆史「『満州』研究の現状と課題」『アジア経済』12巻 4号, 1971年 4月, 49頁。 

58 鈴木隆史「満州国協和会史試論（一）」『季刊現代史』春季号, 1973年 5月, 28〜51頁、「満州国協和会史

試論（二）」『季刊現代史』冬季号, 1974年, 102〜133頁。 

59 鈴木隆史「満州国協和会史試論（一）」『季刊現代史』春季号, 1973年 5月, 29頁。 

60 同上、29頁。 

 
 

                                                 



会の歴史的展開を三つの時期に区分した。すなわち、第一期（1932年 7月の協和会の結成

から 1936年 7月の改組が行われた時期にかけて）、第二期（1936年から第四次改組が行

われた 1941年まで）、第三期（1941年から敗戦まで）がそれである。 

 鈴木によれば、協和会は満州国設立直後に、「同志的政治団体としての性格を保持し、

［…］関東軍の治安政策と地方行政を補完する役割を担った」が、第一期における同組織

の官僚化の過程によって、第二期には「国民組織」へと再編され、そして第三期に、行政

権力機構と協和会との二位一体制の確立を通じて、「協和会は満州国における戦時ファシ

ズム支配の組織的基盤」となった。61鈴木論文は戦後における協和会研究で初めて協和会の

組織的な変容を包括的に検討した。さらに、鈴木は、協和会の組織的展開を日本帝国主義

の植民地支配の論理の中に位置づけることによって、60年代に注目された協和会史の偏見

的な記述の克服に貢献をしたと言えよう。 

 この特徴が特に明白であったのは、満州国建国直後における協和会と関東軍との関係

に関する考察であった。協和会の活動を主観的に記述した回想録と異なり、鈴木論文は協

和会が満州における「民族的独立」の解消をねらったものではなかったこと、そして関東

軍による満州への軍事的な進展と同組織との関連を解明した。また、民間協力者の影響力

があった協和会以前の満州青年連盟時代にも、その宣撫事業が抗日運動との戦いに巻き込

まれたことも明らかにした。つまり、満州青年連盟時代の活動ですら満州への関東軍の侵

入と強い関連を有したのである。そこで、「民族協和」理念の形成過程に着眼した 70年代

初頭の満州青年連盟研究と異なり、満州青年連盟の活動と関東軍による満州への軍事的な

進展との関連を考察した鈴木論文は、民族間共栄を掲げた「民族協和」の理念の実像と、

居留民の政治団体が結成期から軍部に従属していたことを実証した。ただし、協和会と軍

部との関係は安定的であった訳ではない。鈴木論文は満州国支配機構の中に協和会を位置

61 鈴木隆史「満州国協和会史試論（二）」『季刊現代史』冬季号, 1974年 12月, 132頁。 

 
 

                                                 



づけるという課題を扱ったことによって、特に協和会と満州国の行政機関との間で活動領

域が重複していたことを、初めて提示した。この点は、80年代の協和会研究で改めて議論

の対象になったのである。 

 平野健一郎「満州国協和会の政治的展開―複数民族国家における政治的安定と国家動

員」62が、協和会をめぐる先行研究を二つのグループに分ける。第一のグループの議論は、

橘撲を始めとした協和会の「理想家」が抱いた主観的意図に限られた物であり、協和会関

係者の行動を美化する傾向があった。鈴木隆史に代表される第二のグループは、第一のグ

ループの研究に対して、「満州国の最終的な結果にのみ対向させるという、やや性急な傾

向」をもち、「動態的な考察が不十分」と批判した。そして、「満州人民の統合組織化」

を「如何なる形態と過程」を通じて要請されたかを検討する必要があると平野は指摘した。

そこで、「主観」と「客観」、「動機」と「結果」との間の対立を超えて、「協和会の結

成と変貌を、当時の客観的条件と当事者たちによるその主観的把握の相互関係において」

検討する必要があるとした。 

 平野論文の課題は、第一に平野が「分節社会」として定義する「満州」社会の特徴と植

民地支配の展開によって「満州」社会の中で発生する諸矛盾の検討、第二に満州国官僚に

よるそれらの矛盾の把握とそれに対処するために、協和会へ要請された機能の解明という

点にあった。 

  満州国の設立以降には、日本帝国主義による満州支配が関東州と南満州鉄道沿線各地

「点と線」の支配から中国東北部全地域を対象とした「面」の支配へ展開した。この新し

い段階に、満州支配が植民地支配に広く見られる諸矛盾に直面するようになったと平野は

指摘した。すなわち、第一に植民者と被植民者の間に発生する対立、第二に植民者たる日

本人在住者の絶対少数と被植民地者たる漢人の絶対多数という特殊な人口構成、第三に在

62 平野健一郎、「満州国協和会の政治的展開―複数民族国家における政治的安定と国家動員」『「近衛新体制」

の研究』岩波書店, 1973年, 231〜283頁。 

 
 

                                                 



満日本人と被植民者の大多数がそれぞれ都市と農村に集中していたことである。 

満州国期における「客観的な条件」でもあった上述の根本的な矛盾の背景には在満日本人

と被支配民族との緊張関係があり、それを緩和する役割を果たしたのが協和会であった。

そこで、平野論文は、国家建設期と国家動員期という二期に区分し、協和会の活動を検討

した。 

 さて、満州国の建国期、すなわち日本帝国主義による満州支配が「点と線」から「面」

へと展開した時期に、満州支配はいかなる課題に対処しなければならなかったのだろうか。

当時の最大の課題は、中国人協力者のなかで、協和派と帝制派との間の対立、建国のため

動員された土着新勢力と既存勢力との間の対立、在満日本人の間における官僚と非官僚と

の間の対立から生じた。そこで、建国期に協和会はそれらの様々な対立を政治的に安定化

させる役目を果たしたというのが平野の主張である。協和会が「民族協和」の原理を農村

社会の地方有力者・土着地主層と都市地区の在満日本人を動員して宣撫し、分裂と不安定

を覆い隠し、表面的に調和しようとしたのであった。 

 満州国後期には、日中戦争の勃発を背景に満州国は国家総動員法の決定を通じて、住

民の総合的な人的物的動員を図った。この時期には、満州では全面動員による社会変容の

なかで、様々な社会的矛盾が肥大化してきた。それは、都市部における労働の義務的動員

による労働者の混乱、農村における農作物の流通統制化がもたらした伝統的な社会経済秩

序の危機であった。そこで、協和会は隣保組織、義勇奉公隊、青少年団体の結成を通じて、

労働動員を指導し、他方、分会制度の強化によって、農村部の既成秩序を維持・強化する

役目を果たした。以上のように、平野論文は協和会が果たした政治的社会的な機能を動態

的に解明した。 

 平野論文は、満州国の植民地支配を前期と後期という二つの時期に区分し、それぞれ

の時期における植民地政策が「満州」社会に異なる矛盾を呈したと捉える。それにもかか

 
 



わらず、平野によると、満州国全期にわたり協和会に要請された唯一の機能が「満州」社

会の政治的な安定化にほかならなかったという。従って、様々な組織的形態の変容を経た

にも関わらず、協和会の本質は政治政党であった点では連続的であると指摘した。この点

において平野論文による協和会の評価は、鈴木論文とは異なる。鈴木論文では、協和会が

経た一連の改組の資料に基づき、協和会の組織的な形態の変遷を影響力の小さな組織から、

大衆的な組織、さらに「国民動員」的な組織へ段階的な変化を重視した。協和会の政治的

な機能について考察した平野論文は、満州国支配全期に亘る同組織の連続性を指摘したの

であった。 

 協和会に要請された役目は、民族的地域的な分裂を保ちながら、分裂が表面化せずに、

統一国家を装うことにあった。すなわち、協和会は、地主層に収束した組織化と不平等な

紛争管理を通じて、満州社会における既成の分節社会の単位を維持することと外見上の統

一という作為を通じて、政治的な安定化を確保しようとしていた。これによって、協和会

は満州社会の伝統的な勢力に、満州国の正当性を認めさせようとしていた。 

 本章の最後の論文としては、1928〜1932年の時期を対象に、満州青年連盟と協和党の

活動について考察した岡部論文「植民地ファシズム運動の成立と展開」63を紹介したい。

松沢論文と同様に、岡部論文は在満日本人の運動を植民地ファシズム運動としてとらえる。

さらに、植民地ファシズムを日本のファッショ化方向の起源と見なす。岡部論文の方法論

的特徴は、第一に、「上・下からのファシズム」という日本ファシズム運動研究に関する

分析概念を積極的に利用すること、第二に、日本本土のファシズムと比較して植民地ファ

シズムに関して論じることにある。同論文は、「はじめに」で植民地ファシズムの動向に

関する仮説を立てた。この論文の方法論的な特徴を含めて、それらの論点を検討しておこ

う。以上の仮説を論証するため、岡部は第一に植民地ファシズム運動の担い手とその協力

63 岡部牧夫「植民地ファシズム運動の成立と展開」『歴史学研究』第 406号, 1974年３月, 1〜16頁。 

 
 

                                                 



者の実態、植民地ファシズムの主張と宣伝の社会的意味、第二に満州事変に対する在満日

本人の参画のあり方、そして「下からのファシズム」の展開を検討した。岡部論文では、

先行研究がすでに利用した満州青年連盟の会議録以外に、同連盟が作成した様々な宣伝書、

パンフレットが資料として利用された。 

 これらの資料の検討に基づき、岡部は、満州事変以前における満州青年連盟の組織的

な特色を明らかにした。そして、先行研究が注目した同連盟の議論における「民族協和」

理念の意味を相対化した。例えば、満州青年連盟に関する 1971年の平野論文は、連盟員

の間では「日華和合」、すなわち日中提携に関する議論がもっとも重要な課題であったと

指摘した。それに対して、連盟議会記録の再検討を踏まえた岡部論文では、第一回議会か

らすでに日本人の満州進出、在満日本人の経済的政治的安定、満州における日本帝国の権

益の確保などが盛んに主張されており、満州における植民地支配の安定とその展開に関す

る議論が目立っていたと指摘した。以上の構想と関連して岡部は、満州事変以前の満州青

年連盟は日本における世論工作に全力をあげ、関東軍の軍事・政略行動に積極的に協力し

ていたと指摘した。また、連盟の関係者の中で、中国民族主義の高揚に敏感である在満日

本人経営者は、連盟の動向をもっとも左右していた民間の社会集団であった。 

 岡部論文によると、満州事変直後、協和党の成立は、植民地ファシズム運動が企図す

る大衆的ファッショ団体を大衆化する実験の場であった。大衆化を達成するため、宣伝工

作は大きな意味を持っていた。宣伝工作の中心的な理念は先行研究がすでに主張していた

ように、「民族協和」であった。しかし、植民地ファシズムが計画した、宣撫工作を通じ

て被支配者の組織化をこころみることには失敗したのである。岡部論文によると、組織化

工作の失敗は、第一に被支配者の自発的な参加を計画した協和党の理論的な問題と、第二

に関東軍への依存性にあり、思想的にも経済的にも独自の基盤がなかったことにある。こ

のような協和党が協和会に再編された 1932年には、下からのファシズムは官僚が指導す

 
 



る上からのファシズムに吸収され、満州国ではファシズム体制が成立したというのが、岡

部の評価である。 

 1970年代初頭に始まった満州国協和会研究はこれまでに指摘されてきたように政治思

想史、運動史を中心に大きく展開した。協和会の歴史的な分析が徹底的な資料収集に基づ

いて行われ、モノグラフなどの長い論文が発表された。戦後から日本では、満州における

体験についての回想録が多数発表された。これらの出版物は主観的な記述により、協和会

を含めて日本帝国による満州の侵略を美化する傾向があった。そこで、戦後における協和

会関係者が、「民族協和」理念をたたえたり、関係者の善意を高く評価したり、協和会の

実践を正当化していた。協和会研究の出発点は以上の背景のなかにあった。この時期に回

想録と関係者へのインタビューは資料として幅広く利用されていたのである。 

 岡部論文と鈴木論文は、満州国建国以降における満州支配の展開でファシズム体制の

形成が終着点であったととらえる。しかし、それぞれの研究はファシズムの理解がやや異

なるため、ファシズム体制の形成時期、そしてその形成過程における協和会の位置づけに

関しては、相違点が見られる。 

 鈴木論文は協和会について考察する際、満州国の支配体制の展開に焦点を当てた。鈴

木論文にとっては、ファシズム体制の成立は、以下の２つの条件に従属するようである。

それは、（i）国家の支配機構と社会との関係のあり方の転換という点、(ii)協和会を満州

国の支配機構の一翼とみなしたうえで、その統一性がいつ達成されたかという点である。

そこで、隣保組織の成立は協和会による住民の組織化を徹底させた結果、政治的社会的な

強制的同質化が貫徹され、第一の条件が満たされた。一方、二位一体制の成立によって、

行政と協和会との間の対立が解消された。これによって、満州国支配機構は、一義的な理

念によって秩序づけられた統一体になった。従って、太平洋戦争の開始間もない時期に、

満州国のファシズム体制は完成したと鈴木論文は示唆する。岡部論文は、植民地ファシズ

 
 



ムを運動と支配機構（＝ファシズム体制）とに区別した。上述したように、岡部論文は満

州青年連盟・協和党を民間の自発的なファシズム運動としてとらえる。1932年における協

和会への再編によって、民間を中心にしたその運動は官製的な組織になったことから、満

州国支配機構のなかで自発的な行動を継続できる余地がなくなったのである。これによっ

て、連盟・協和党が運動として解消された。そこで、1932年の協和会の成立から早くも、

ファシズム体制は形成されたと岡部論文は指摘した。ただし、鈴木論文と異なり、満州国

のファシズム体制による民衆の組織化の計画は破綻していたと岡部が評価する。両者の論

文とは異なり、平野は満州国ファシズム体制論に立ち入っていなかった。平野の理解によ

れば、被支配民衆の「みせかけの統一」を狙った協和会は、鈴木と岡部のいうファシズム

体制が狙う民衆の徹底的な組織化を実際上の課題とはしていなかったのである。最後の論

点は、満州事変と満州国支配の中における在満日本人協和会関係者の位置づけであった。

この時期の実証研究が、満州経験者の回想録が描いた協和会関係者の理想的な姿を解体し

た。 

 

 

（２）1980 年代における満州国協和会の動向：満州国地方統治における協和会の位置 

 前述したように、1970年代満州国産業政策の計画と実施の乖離に関する議論の発展で

は、満州社会における満州国支配機構の浸透度の実態を問題化した。特に、70年代前半に、

満州国地方統治を取扱った研究は、協和会史研究のみであった。これらの研究は、協和会

の政治的性格とその機能について考察したが、地方社会における協和会の浸透度、そして

地方行政との具体的な関係という課題は取扱われていなかった。それに対して、風間秀人

 
 



「農村行政支配」64は満州国地方支配機構の形成過程という課題を取り上げて、農村におけ

る地方資源の略奪の条件であった満州国による政治的支配の実態を把握しようとした。特

に、満州国がいかなる制度によって農村支配を確保しようとしていたのか、この制度はど

こまで実行力を持ち得たのかがこの論文の重要な点となる。大衆動員組織たる協和会の内

実がいかなるものであったか、協和会の諸工作が農村支配にとってどのような役割を担っ

ていたのかという課題を扱う。 

 風間論文は、満州国地方支配機構の形成過程を検討し、民国期に導入された地方公共

団体の末端機構を定めた制度たる「保甲制」から、保甲制の挫折を背景にして 1936年に導

入された地方制度の「街村制」への転換に特徴づけられたと実証した。この地方行政の展

開には、協和会がいかなる位置をしめたのだろうか。満州国が統制経済の実施に踏み切っ

た 1938年以降、総動員の推進主体として活動していた協和会と地方行政組織との関係が

密接になったと風間は指摘する。この段階には、住民の動員に関する協和会と地方行政の

間の管轄問題が生じていたのである。そこで、1942年に「満州国政府」は二位一体制の導

入によって、協和会機構を一元的に支配しようとした。しかし、30年代末に、分会制度に

よって民衆の動員力を拡大してきた協和会は、満州国農村支配政策の決定に関しては、著

しい影響力を持つようになっていた。そこで、1940年に協和会が国民隣保組織の計画を満

州国政府に提示する際、政府はそれを全面的に受け入れたのである。従って、国民隣保組

織の指導によって、協和会は地方統治の中心的な地位を占めるようになったと風間は評価

した。しかし、地方における指導者の不備と中間機関の不備のため、協和会の動員力は限

られていた。 

 風間論文の特徴は、第一に、徹底した資料発掘に基づいて立論した点である。風間は

協和会関係者の回想録を利用せずに、協和会が発行した公式資料と共に、満州国民生部、

64  風間秀人「第五章 農村行政支配」浅田喬二,小林英夫編『日本帝国主義の満州支配 : 十五年戦争期を

中心に』時潮社, 1986年, 257〜325頁。 

 
 

                                                 



治安部などの資料を積極的に利用した。さらに、『満州評論』、『東亜連盟』、協和会の

機関誌である『民族協和』などの雑誌も利用し、それらの二次資料に基づき、地方社会に

おける協和会運動の実態を実証した。第二に、農村レベルでの協和会の活動に焦点を当て、

風間論文は満州地方社会における協和会の浸透の度合いという点を議論した。７０年代初

頭の研究と同様に、満州国支配制度においては、協和会が重要な位置をしめたと風間が示

した。しかし、満州社会における協和会の浸透の限界性を主張した風間は、同組織の活動

によって満州国が満州社会をけん引することはできなかったというと否定的な評価にとど

まった。 

  

 

（3）満州支配研究から満州国研究へ — 90 年代 

 1990年代における協和会研究は、80年代において提示された研究課題を継続的に取扱

い、連続性が極めて強いが、満州国研究では日本近代国家論で開発された問題意識と研究

方法が導入され、満州国協和会史をめぐる研究水準の向上が図られた。1990年代における

協和会史研究の展開には、山本有造がリードする「『満州国』の研究」会が重要な位置をし

めた。山本は浅田喬二・小林英夫編『日本帝国主義の満州支配』の書評においては、本の

批評とともに、今後の満州国史研究に関する独自な問題設定を示した。 

 同書への批判としては、山本は、分析が満州重工業基地化構想の形成と崩壊にとどま

ったこと、満州国の政治支配が十分に検討されていないことを取り上げた。このような批

判点を踏まえた上で、満州国支配研究が残した論点としては、以下の３点をあげた。すな

わち、「『満州国』論は［…］（１）日本帝国主義の「満州」支配がその最終段階において

『満州国』という形態をとったことの理由と意味、（２）『満州国』なる特殊国家の編成原

 
 



理と編成組織、（３）『満州国』形態による『満州』支配の貫徹度とその評価」65である。

「『満州国』の研究」会は 1987年から 1992年にかけて共同研究を進めた。このグループの

一つの特徴は、満州国政治支配史は日本近代国家形成論の専門家である山室信一と奥村弘

が担当したことにある。本章で明らかになるように、奥村弘が、日本近代国家論で利用し

た分析方法と問題提起を満州国政治支配論に導入することによって、満州国政治支配史、

協和会史研究を深化させることができた。 

 次に、満州国の地方社会編成における協和会の位置という問題を取扱ったのは奥村弘

である。奥村弘「『満州国』街村制に関する基礎的考察」66は街村制という満州国全国一律

に実施された町村レベルの体系的な地方法制を再検討した。この論文では、街村制の形成

過程、制度的特質とその編成原理たる「自治」の論理が分析対象となった。風間論文に対

しては、奥村が、三つの批判点を取り上げた。第一に、風間論文が満州国成立以前の地域

社会と満州国地域行政との関連を解明していなかった点である。第二に、風間論文と異な

り、奥村が、30年代中旬までに地域社会における満州国機構の深化がある程度遂行された

と評価し、地方機構の制度的な問題を街村制形成の原因としては捉えることができないと

指摘した。そこで、街村制の成立を考える場合、異なる形成過程を考察する必要があると

奥村が述べた点である。第三に、風間論文が街村制と日本の町村制との関連性を取り上げ

ていなかった点である。以上三つの問題を取り上げた奥村は、満州国街村制を考える場合

に、満州国成立以前から存在していた地方制度形成過程→暫行街村制（旧遼寧省区域に限

定）、修正「保甲制」（旧吉林省・黒龍江省区域に限定）→街村制という形成過程を提示し

た。 

 次に、奥村は制度形態と編成理念というメルクマールに焦点を当て、日本の町村制と

65  山本有造「浅田喬二・小林英夫編『日本帝国主義の満州支配』書評」『アジア経済』28巻-5号, 1987年
5月, 91頁。これらの３つの論点は、山本有造編「『満州国』の研究」の序言で提示された。 

66  奥村弘「『満州国』街村制に関する基礎的考察」『人文学報』66号, 1990年, 15-39頁。  

 
 

                                                 



満州国街村制との特質を検討した。この分析で、奥村は街村制度において、協和会にいか

なる役割が要請されていたかを明らかにした。奥村によれば、満州国街村制は、日本の町

村制を模範として構成された。ただし、街村制では、町村制に規定された役員選出と議会

が削除されていた。町村制と街村制との相違点は、理念についてもあった。満州国街村制

の場合、「自治」制の基本理念は住民の国家への奉仕に求められていた。ただし、満州国

官僚は、満州国へ自発的に奉仕する態度を見せていなかった中国人は自治能力に欠けると

認識していた。そこで、満州国住民は直ちに地域運営を担えないとされた。これによって、

街村制の導入とともに、街村制の育成が必要とされていたことを奥村は明らかにした。具

体的に街村を運営する担い手は、協和会会員に要請されていたと奥村は指摘した。ここで、

奥村は、制度的なレベルでは、街村制に規定された地方統治制度と協和会との間には補完

的有機的な関係があったと指摘した。 

 満州国の形成、街村制の実施をへて、満州地域社会がいかに変容したのかという問題

を呈示して、奥村はこの論文を結論付ける。一つの地域社会の変容として、大街村主義の

実施をあげた。この制度によって、遼寧省を中心に、街村制における行政村が、旧来の区

村制の村を数村合併して設置された。ただし、奥村が指摘したのは、大街村の設置が、張

学良政権が課題とした区レベルの行政機構の整備と連続していたということである。すな

わち、大街村制の形成過程は、満州国以前から始まる新たな地域社会把握に向けた方向性

の上にあったといえよう。ここで、奥村は満州国の地方統治機構が、既存の行政機構を土

台として形成されていたことを実証した。 

 奥村弘「地方統治における満州国協和会の位置」67は、前者と同様に、風間論文に対す

る批判点を呈示し論文の課題を設定した。上述したように、風間論文が、1939年の満州国

協和会第七次連合協議会記録書の分析に基づき、国家総動員法（1938年）の導入以降に、

67 山本有造編 『「満洲国」の研究 』緑蔭書房, 1995年, 157−189 頁 

 
 

                                                 



地方行政機構と協和会との間に摩擦が発生したと指摘した。それは、戦時動員の指導をめ

ぐって満州国地方行政と協和会には同質の機能が要請されていたからである。 

 風間が、1940年に成立した「二位一体制」を、地方統治機構と協和会を有機的に関連

付けた制度的な装置として評価した。また、同制度のもとで、地方統治をめぐる協和会の

役割が拡大していたとも指摘した。風間論文とは異なり、30年代後半における満州国地方

統治機構の展開を巡って、奥村は街村制に関する論文の成果に基づき新たな捉え方を呈示

した。奥村は、1936年に決定された街村制のもとで、地方行政機構と協和会が相互癒着関

係を持つようになったと既に実証していた。この研究成果に基づき、奥村は、両者の間の

摩擦の要因を改めて検討する必要があると指摘した。前者の論文と同様に、この論文でも

奥村は、満州国統治機構が持つ社会編成原理という問題について改めて考察した。ただし、

この論文の主な課題は、街村制導入以降の地方行政機構における協和会の位置がいかに変

化したかにある。奥村が第七次満州国協和会全国連合協議会で交わされた協和会関係者と

満州国官吏との間の議論を再検討した。そして、全連会における最大の論点となった新経

済倫理化運動と、同運動発展の条件位置づけられた協和会の法制化は、この論文の中心的

な課題となる。次に、協和会の法制化に関する議論の背景を解明するため、奥村は戦時経

済統制化以降における満州国地域把握の実態がいかに変化していたかという点、そしてそ

れに対する協和会の対応を検討した。最後に、全連会の際に議論された課題を対処しよう

とした「二位一体制」の意味を再検討した。 

 では、1939年における全国連合協議会での議論はいかなる特質を持っていたのだろう

か。協和会連合協議会とは、1935年以降における、県旗・市・省・全国の各級で行われて

いた協和会の協議機構のことであった。風間論文と同様に、1939年における第七次全国連

合協議会では、協和会と政府との間の緊張感がはっきり現れてきたと奥村も指摘した。全

連会での協和会関係者の提案から、30年代後半において協議会が、統制経済の遂行を背景

 
 



にした住民の苦難という課題に対処しなければならなかったことが表面化した。議論の中

では、農作物流通統制の政策についての提案が特に印象的であったと奥村は述べた。流通

統制に関する議論の場合、協和会の地方機構の代表者は農作物の公定価格の引上げを要求

した農民へいかに対応すべきかという点が最大の問題であった。そこで、経済統制政策を

円滑に遂行させるため、協和会側が新経済倫理化運動の設立を提起した。この運動は、満

州国の経済的目的を住民の生活圏までに及ぼすものであった。さらに、同運動の具体的な

活動に関しても議論されていた。それは、戦時統制期における苦難に対しては、住民に

「歯を食しばって我慢」しうるような精神を育成させるためには、協和会による組織化の

強化が不可欠であった。これによって、住民の苦難の問題に限っては、協和会の議論が満

州国の経済政策の枠組みの中に位置付けられていたと奥村は述べた。 

 以上のように特徴づけられていた新経済倫理化運動の提案の背景には、街村制形成以

降における協和会分会の地方運営機能の破綻があった。一方、精神動員による協和会の住

民組織化の活動が事実上限界を見せた。それと同時に、分会に期待された地方運営機能は、

興農合作社の基礎単位・興農会の活動に脅かされていたと奥村は指摘した。農業合作社た

る興農合作社は、農事改良、増産運動などの農民の物的な基礎に基き農民の組織化を行い、

満州国の戦時経済政策を農民自身の能動性によって実現させようとした。これによって、

街村制形成以降、協和会に期待されていた機能が事実上大きく縮小された。以上の状況の

中、協和会は新経済倫理化運動を提起するとともに、同運動を可能にする条件を確立する

必要があった。そこで、全連会では、地域社会の把握が事実上の限界に達していた協和会

が、新経済倫理化運動を引き起こすために、第一に住民の訓練と組織化を協和会が独占す

る提案、第二に国政上の役割を担うための法的な位置づけを協和会にあたえる提案を強く

支持していた。 

 ここで、風間論文と同様に、奥村は第七次全連会では、満州国地方社会編成の制度的

 
 



な形態が議論の対象となり、さらに以下に記述するように、両者の研究でも、同議論が地

方社会編成の展開に対しては重要な意味を持っていたと評価した。奥村は、以上のような

協和会側の提案が、戦時体制下における住民の苦難への対策のみならず、制度面では街村

制に規定されていた地方統治機構における協和会の位置を保護する意味も有していたこと

を鮮やかに実証していた。次に、全連会において満州国政府がその提案に対して如何に対

応していたか、そして全連会での議論の結果でもある 1940年における地方統治政策に対

する奥村の評価は、風間論文とは大幅に異なる。全連会では満州国官僚が、住民の精神育

成の実施に限っては、協和会に中心的な機能を認めたが、精神動員の範囲以外については

いずれの制度的な改革も否定し、両提案に対しても対立的な立場を見せたと奥村は実証し

た。では、第七次全国連合協議会でこのように激化した地方統治を巡る政府と協和会との

対立、いかなる政策を導いたのであろうか。そして、その政策が地方統治機構における協

和会の地位に対して、いかなる意味を持っていたのだろうか。奥村は国民隣保組織、二位

一体制の政策を、その論理に焦点を当て、検討した。隣保組織が協和会の規制に排除され、

協和会が期待した地方運営機能の独占化が回避された。次に、政府と協和会の二位一体制

の名目のもとで、協和会の大規模な人事異動が行われた。これによって、満州国官吏が協

和会中央本部の機能を著しく縮小させた。そして、街村レベルでは、二位一体制のもとで、

協和会員である街村長が隣保組織の中核とされるようになった。ようするに、二位一体制

の政策は、第七次全連会での協和会の提案を事実上否定したのみならず、協和会自体は事

実上政府に吸収されることになったと奥村は評価したのであった。 

 上述したように、奥村の課題設定は、風間論文への批判が意図されていたが、問題関

心に限ってみれば、奥村論文と風間論文との間に連続性が強く感じられる。第一に、両者

とも、満州国建国前後期を取り扱わず、協和会の歴史的展開を 30 年代中旬から検討した。

第二に、地域社会における協和会の活動の具体的な内容、そしてその活動に対する協和会

 
 



員の姿勢よりも、地方制度における協和会の位置に焦点を当てた。奥村が執筆した両論文

が、風間論文の成果を踏まえ、協和会研究の進展に大きく貢献した。ここで、奥村論文に

ついて２点を特に評価したい。まず、町村制と比較し、街村制の制度的特徴を検討するこ

とは重要な分析方法である。街村制度についての考察によって、日本帝国における被支配

民族の法律上における差別的な扱いを具体的に描写した点を評価したい。もう一つの成果

が、第七次全国連合協議会での地方機構の再編に関する議論の検討によって、30年代後半

において満州国行政機構の官吏の間では、地域社会の再編原理に関して対立的な意見が存

在していたことを明らかにした点である。さらに、風間論文とは異なり、協和会員が支持

した提案が、いかに地方社会における統治機関の浸透度を高めるかという問題よりも、協

和会は街村制度における中心的な位置をいかに維持するかというセクショナリズムの問題

のもとで設定されたという点を、奥村が解明していたことである。 

 塚瀬進「1940 年における満州国統治の社会への浸透」は 68、「『満州国』の研究」会に

よる成果を評価したが、奥村弘も指摘したように、その問題設定には満州国統治下の地域

社会がどのような変容を遂げたかという植民地研究における重要な課題を十分に取り扱っ

ていないという問題をあげた。この論文は、40年代に焦点を当て、満州国が推進していた

統治政策がどのようなもので、それらは満州社会をどこまで包摂していたかという問題を

提起した。課題は、第一にどのような統治機構が組織され満州社会を統治しようとしてい

たのか、第二に 1940年代における統制経済の実施状況、第三に満州社会が満州国統治政

策をどのように受けとめていたかという点である。 

 塚瀬論文はまず 30 年代後半における満州国統治機構の動向を検討した。制度の面では、

総務庁が行政機構の人事、予算の決定権、国家運営の企画立案についての権限を獲得した

過程を検討し、総務庁が中心となった行政機構の中央集権化の動向を明らかにした。それ

68 塚瀬進「1940年における満州国統治の社会への浸透」『アジア経済』39巻７号, 1998年 7月, 2−21 頁。 

 
 

                                                 



に組織の面では、各機関における人事構成を検討した上に、中央政府、各省公署レベルで

は、日本人官僚の人数が非日本人の官僚の人数を大幅に上回るようになったとことを明ら

かにした。塚瀬がこのような官僚構成の傾向を県公署レベルにも確認したが、県公署にお

ける漢民族官僚の比率は他機関より高かったと指摘した。 

 ただ、満州国統治機構の末端では状況が異なっていたと塚瀬は指摘した。行政機構の

末端たる屯の場合、30年代後半においては、地方有力者に対する行政機構の依存度が高か

った。それに、地域社会の動員を担当する協和会会員の場合、塚瀬は協和会会員の人数の

動向と民族別構成を検討したが、30年代後半においては漢民族の会員数が増加していたも

のの、民族別の組織率は在満日本人が最大であったことを究明した。そこで、協和会によ

る被支配民族の動員力に対しては塚瀬は疑問を呈した。 

 以上のように、塚瀬論文によれば、統治機構の制度と組織の再編によって、30年代後

半に満州国が統治機構の指導力を上げようとした。しかし、その目的は達成できなかった

ため、40年代に満州国は改めて統治機構の再編を進めなければならなかった。そこで、農

村部を中心にして行政、協和会、合作社の一体化を狙った「三位一体制」と、都市部では

隣保組織導入を規定した 1941年の統治機構の改革が行われた。 

 次に、塚瀬論文は満州国統制経済の政策展開を検討した。満州国建国当初から、「満州

経済建設要綱」（1933年 3月発表）に示された根本方針のもとで、満州国経済の統制が想

定されていたが、その実施は、日中戦争が勃発した 1937年から本格的に始まったと塚瀬

は述べた。30年代後半に、多数の統制法が制定され、これによって軍需品だけでなく生活

必需品も統制下に置かれていた。これと同時に、農産物流通を含めて流通機構を統治する

特殊会社が設立された。30年代末に満州国住民の日常生活に身近な消費財や農産物が統制

下に置かれたのであった。 

 以上のような満州国経済の統制化が進められた 40年代には、満州国行政力は如何なる

 
 



ものだったのだろうか。塚瀬は、40年代における闇経済の拡大、漢民族における銀行貯金

残高の減少と満州国国債購入の停滞などから、満州社会における満州国統治機構の浸透度

の限界性を実証した。最後に塚瀬は、40年代に整備された満州国戦時体制期に、住民が経

済活動を強く統制しようとした戦時期の経済制度をどれほど理解し、満州国に対してどの

程度協力的な姿勢を見せたのだろうかという問題を提示し、都市と農村に分けて経済統制

の実態を検討していた。 

 都市部における経済統制の実態を把握するため、塚瀬論文は、配給機構の状況と漢民

族の商人の動向を検討した。生活必需品の配給円滑化が最大の課題となった 40年代に、

満州国官吏は都市における配給機構として隣保組織を利用していた。しかし、非日本人住

民が隣保組織を理解できず、必需品の配給を実施するために協和会の協力が不可欠となっ

た。他方、戦時体制が深まっていくなか、漢民族の商人を含め、満州国による商人の経済

活動の統制が必要になった。それは、第一に、商店が配給機構に組み込まれたと共に同機

構の重要な位置を占めるようになったこと、第二に、地方都市における工業化の復興のた

め、流通資本をはじめとした土着資本の統制が重視されたことに起因した。 

 では、漢民族の商人がいかなる動向を見せたのだろうか。都市部における配給制度の

導入によって、商人達の活動範囲が縮小したとともに、闇経済の勢力が拡大してきたこと

を塚瀬は実証した。そして、都市部では、被支配民族の経済活動の統制が著しい限界を見

せたと塚瀬は評価した。 

 40年代の農村部では、行政、協和会、合作社の「三位一体」的機構を通じて、農作物

の流通統制を実施することが最大の課題であった。その一方で、人材の不足、戦時体制下

の生活が困窮した農民の反抗により、経済統制の実施は地方有力者と警察力の動員に依存

させざるを得なくなり、破綻を迎えた。 

以上の成果を踏まえ、40年代後半においては農産物と戦略物資を重視した満州国経済統

 
 



制の政策が、実施過程において著しい限界を見せたと塚瀬論文は結論づけた。経済統制の

実施が挫折したことは、地域社会における統治機構の掌握が不十分であった点と、被支配

民族側が戦時体制を理解しにくく、場合によって抵抗した点により塚瀬は説明した。 

 以上のような満州国統治支配の実態に対する総括的な評価に限って、塚瀬論文は本章

で紹介した風間論文の結論と大きく相違しないだろう。しかし、塚瀬論文は、いくつかの

点で満州国統治研究の水準を引き上げた。第一に、第二章で紹介したように、浅田喬二編

『日本帝国主義の満州支配 : 十五年戦争期を中心に』には、編集者が 30年代後半におけ

る満州国統治機構の再編と経済統制の政策展開という二つの課題を、それぞれの個別の論

文で検討した。塚瀬論文は、満州国統治機構の再編を経済統制化のなかに位置づけ、それ

ぞれの政策展開の密接な結束を明らかにした。 

 第二に、塚瀬論文は地方社会における満州国統治機構の課題を都市部と農村部に分け

て検討した。この分析視角によって満州国の統治機構の形態と地域社会におけるその浸透

度が都市と農村では異なっていたことを明らかにした。 

 第三に、満州国統治機構による地域社会の掌握について、風間秀人による糧桟の商業

活動に関する研究の問題意識を踏まえ、被支配民族の社会事情と動向を、統制経済の実施

過程における重要な条件として位置づけた。 

 塚瀬進が「『満州国』の研究」会に参加しなかったとしても、満州国統治機構の浸透度

の再検討、中国東北部現代史における満州国支配の意味に関する考察という点では、この

論文は山本有造が提示した満州国研究の問題関心とは類似性があると言えよう。 

 

 

第３節 本研究の課題と分析視角 

 

 
 



（１）協和会の歴史像と論点 

 協和会史研究は政治思想史・運動史から、満州国地方制度の形成史をへて、満州国地

方支配における編成原理を取扱った研究へと展開した。草創期の協和会史研究では、満州

国の成立過程における民間の在満日本人の役割の究明を主要な課題としていたが、日本植

民地史研究の展開に呼応し、協和会の組織的な特徴と協和会の役割に総括的な評価を下す

ことを重視しつつあった。1970年代から 1980年代にかけて、満州国における産業政策の

実態に関する議論の展開と密接に関係し、満州国の地方統治にも焦点があてられた。そこ

で、1980年代の協和会史研究は、満州国地方統治における協和会の制度的な位置を検討す

るようになった。また、90年代には日本近代史を専攻する奥村弘が、日本近代国家形成に

おける地方自治制の機能に焦点をあてた明治地方自治制研究の成果との比較史的視点から

協和会研究を位置づけ、興味深い成果を出した。 

 70年代初頭における協和会研究の論点は３つである。第一点は、当時の研究者は協和

会の組織的な形態と果たした機能を分析して、協和会を定義しようとしていた。平野健一

郎は機能的な分析から判断して協和会を多民族的独裁政党と類似した。これに対して、鈴

木隆史はその組織的な形態からは国民団体から大政翼賛会へという展開をへた組織として

把握した。第二点は、「民族協和」の理念に対する評価である。「民族協和」が 20年代後

半における日中関係の悪化を背景にして作成された体系的でないイデオロギーだったと全

ての研究者が評価した。第三の点は、満州国のファシズム体制の設立過程から着目して、

日本帝国主義支配における協和会の位置づけであった。1960年代に帝国主義史の視点から

開始した満洲研究では、日本帝国主義の植民地支配全体の中で満洲における植民地支配が

いかなる位置を占めたかという課題を取扱っていた。この問題意識から着目して、当時の

協和会史研究は、日本本土で展開したファシズム運動とその体制化のプロセスの中の満州

国協和会の重要な役割を主張した。特に、この点は岡部論文と鈴木論文は、満州国建国以

 
 



降における満州支配の展開でファシズム体制の形成が終着点であったととらえる。また、

この時期の主な研究では、協和会の組織的再編が上部組織に対する関東軍からの外的な圧

力のもとで行われたと協調していた。一方、平野健一郎と松沢哲成が協和会の設立を導い

た居留民運動に焦点を当て、70年代に開花する在満日本人運動史研究を開始し、満州にお

ける帝国主義史の多様な姿の把握に寄与した。 

 80年代における協和会研究の動向を代表する風間秀人の研究は、満州国支配機構の構

造的な変容を重視して協和会の組織的発達を取扱った。この時期に満洲研究が満州国経済

政策の破綻の要因を地方支配機構による実施過程の問題に探っていた中、風間の研究は地

方支配機構において協和会運動が重要な位置を占めたにもかかわらず、経済投資政策を実

施するため協和会が農民を動員する能力を否定した。 

 90年代には、「『満州国』の研究」会をリードした山本有造は、被支配民族の帝国主義

的な略奪を可能とした植民地支配の経済的な基盤を解明するとともに、満州国の政治的な

支配基盤を検討する必要性を主張した。そして、満州国統治機構の再編原理と組織の特徴、

その浸透度の度合いという課題を提示した。これらの問題を取扱った奥村は、満州国地方

制度における協和会の位置を解明した。その上、地方制度の特徴としては、満州国地方機

構の形成過程が満州国設立以前における地域機構のあり方、そして満州国支配機構のセク

ショナリズムという要素にも著しく束縛されていたことを明らかにした。 

 

 

（２）協和会史研究に関する批判的考察 

 現在、植民地史研究の一つの目標が、植民地支配が被統治社会の歴史的展開に対して

いかなる意味を持っていたかを追求することである。先行研究が解明したように、中国東

北部における日本植民地支配機構では協和会が中心的な位置をしめた。そこで、日本植民

 
 



地支配による満洲社会の編成を追求する際、協和会史を再検討するのは重要な切り口であ

ろう。特に、協和会の組織的特徴、その活動内容と被統治社会に対する協和会活動の影響

の実態という点は満州における植民地支配史研究が重点である。 

 以上のような協和会史像が、満洲植民地支配に関して重要な論点を残した。協和会の

組織構成を把握するため、組織末端の動向を検討するのはその一つであろう。協和会の組

織的な特徴を分析した平野健一郎と鈴木隆史の研究は、協和会が経た多数の組織的な再編

に対しては関東軍による協和会の外的な指導を協調した。さらに、30年代後半における協

和会の大衆化への展開を考察した際、鈴木論文が示したのは、協和会の上層部による経営

管理・組織運営が末端まで貫徹するというトップダウン的な意思決定メカニズムの存在で

ある。他方、近年の研究では、協和会内の力関係の新しい姿が現われている。奥村論文が

示唆しているように、第七次全国連合協議会での公定価格に関する議論では、協和会中央

本部関係者と協和会の組織末端の代表者との間では、対立的な立場が表面化した。すなわ

ち、協和会に関しては、組織上部とその末端の間では異なる認識があったことが分かる。

協和会の歴史的展開を理解するために同組織末端の把握が重要な切り口であることは協和

会の組織原理からも示唆されている。協和会の組織内の連結が階層的ピラミッドの型をと

り、省・県・村のそれぞれのレベルの組織単位は行政区域に一致していた。各組織単位は

協議部、実施部、企画部に組織されていた。実施部によって協和会内の上位部が下位部の

状況を観察し、活動に関して指揮していたが、上意下達が確保されることが期待された。

他方、協和会は官僚的な組織的連結に特徴付けられていたにもかかわらず、地方分権も一

定程度認められていた。県レベルの協和会組織が、管轄地域に対して協和会の活動を企

画・実施することに期待されていた。そこで、協和会の組織構成に対する理解を深めるた

め、組織末端の動向とその組織的特徴を検討するのが重要不可欠な作業である。 

 以上の点と関連して、協和会の組織末端と直接に関わった被統治者の主体性を検討す

 
 



るのは重要な論点であろう。70年代初頭には、協和会の設立期を中心とした研究が進展し、

日本人設立者の思想、社会的な地位が議論されていたが、設立期以降における日本人の協

和会会員の動向についてはあまり注目されてこなかった。また、非日本人の協和会員の動

向は、ほとんど検討されてこなかったと言えるであろう。こうした中で、唯一平野健一郎

は、植民地下における「満州」の社会的政治的亀裂に触れた上で、民族間の緊張が高まる

なか、協和会の真の目的が政治的安定にあったことを指摘した。これによって平野論文は、

非日本人も含む協和会員の利害に対応して協和会の活動を検討したが、この考察は抽象的

なレベルに留まった。被統治民族の視点から協和会史の再検討の必要性が、協和会の資金

構造の簡単な分析からも示唆されている。すなわち、協和会の経費増額は会費、国庫補助

金、事業利益金、雑収入に構成されていたが、満州国補助金は 30年代にかなりの程度停

滞していた。会費が資金的基盤の一つであったから、協和会末端にとって新しい会員の獲

得が、協和会の活動を可能治する重要な条件でもあった。そこで、新しい会員の加入をい

かに確保するか協和会の慎重な課題であった。69この点に関しては 1935年に開催された協

和会の延吉県連合協議会の記録は興味深い。延吉県は朝鮮人開拓者が多い間島省にあるが、

この地域では協和会運動の会員数が比較的に低いことを背景に、協和会の組織的末端たる

分会がいかに強化すべきかが課題となっていた。この問題について、延吉県の分会代表は

以下のように言う。「分会ノ内容ヲ充実スルコトヲ先ズ組織ノ完備ヲ期シ、[...]次ギニ経

済方面ニ就テハ今ノ現勢ヲ見レバ会員カラ会費ヲ取レババカリデ何等興ウル利益ガナイ為

会内容ガ充実シテ行カス結果トナルト思ウ。会員ニ対シ何等カノ利権ノ如キヲ与ウレバ自

然ニ自発的ニヨクナッテ行ク訳デアル、[...]協和会ニ入ルコトハ喜バヌ、故ニ満州国利

権ヲ何等カノ方法ニ依リ興ヘル、満州国ノ精神指導機関アレバ協和会ノ功労アルモノハア

ルイハ官吏推薦権ヲ興エルトカ何トカノ隠典ヲ与ウル、斯クシサエスレバ経済問題ハ明ラ

69 「満州国協和会章程 第 11章第 33条」満州国協和会『協和会須知』1933年, 34頁。 

 
 

                                                 



カニ解決サレルモノト思ウ。」70協和会末端を強化するための条件として分会代表は、「経

済問題」の解決をはじめ、協和会による会員の「利益」を慎重に取扱うことをあげた。以

上のように、トップダウン型の意思決定が存在した協和会では、その組織末端の金融的な

基盤でもあった被統治民族の会員獲得が、協和会運動の重要な条件であった。事実上、協

和会末端の活動内容をみると、ある程度被統治民族の利害に応えようとしていた。そこで、

協和会会員になった被統治民族の量的質的特徴、協和会への加入手続の実態を検討するの

は、協和会の活動内容の立案過程を把握するための必要な作業である。近代、中国東北部

の農村社会に関する研究によって被統治民族の重層的構成が浮き彫りになっている。すな

わち、被統治民族では、都市と農村、地主と小作人、住民と移民などの複数の利害対立が

あった。ことが明らかになっている。そこで、協和会末端と被統治民族との相互規定性を

考察する際、これらの研究業績を示す被統治社会における多様な利害構成をしぼって分析

を行うことが必要となっている。 

 最後に、従来の協和会史研究では、協和会の活動と満州国経済政策の実施過程との関

係の実態という論点は曖昧なままで残されている。1980年代から 90年代にかけての協和

会研究は、満州国の統制経済政策の推移に伴って、地方支配史の視角から協和会による被

統治民族の統治と動員事業の展開を考察したが、この問題に対して多様な評価がある。

1940年に設立した満州国国民隣保組織では協和会が地方統治の中心的な地位を占めるよう

になったと評価した風間と対称的に、奥村研究は隣保組織によって協和会が地域支配機構

から外れてきたと指摘した。さらに、風間が地方指導者と中間機関の不備のため、協和会

の動員力は限られていたと指摘したが、塚瀬進によれば、協和会の動員力の限界は被統治

社会の無理解と被統治民族の抵抗のためであった。以上の相違点にもかかわらず、先行研

究が協和会を地方社会における統制経済政策を実施した支配機関との補完的な位置で住民

70 満州国協和会間島省事務局『第一回延吉県連合協議会議事録 康徳二年度十一月二、三日』1935年, 71
頁 
 
 

                                                 



の組織化を行う組織として位置付けていた。しかし、多数の資料で分かるように、協和会

が住民の組織化と並びに、経済復興事業などの「公益事業」も行っていた。例えば、1933

年に協和会が「兵匪水災の為食料の欠乏、騰貴を来たした地方に経済連合会を組織せしめ

自力復興に努力し、約三〇万元の資金を以て食料品の原価配給を致しました。」71この事例

から分かるように、協和会が積極的に地域経済に介入していた。以上のような協和会の公

益活動が、満州国の経済政策全体といかに関連していたかは不明である。他方、近代中国

の商工会議所に関する研究が示すように、植民地下の中間団体が植民地統治の補完的な役

割を果たしながら、貧民救済などの「公益事業」の実施とともに、経済主体間の技術移転

の場として機能していた。そこで、植民地下の中国東北における被統治民族の経済活動に

対しては協和会への加入がいかなる意味を持っていたのかが重要な論点として浮上してく

る。 

 

 

（３）課題と視角 

 協和会史に関する先行研究は、関東軍→協和会の組織上部→組織末端→会員というの

トップダウン型の意思決定を重視して日本植民地支配の中の協和会の位置付けを行ってき

た。さらに、満州国の経済統制政策が破綻した要因を探る際、地方統治における協和会の

地位、活動内容と住民組織化の実態を考察した。先行研究と異なり、本研究は地域史の視

角から、農村社会における協和会の組織末端と農民会員との相互規定的な関係の成立と展

開を解明する点に重点をおいて、協和会活動が満州国経済政策の実施、又は地方社会にお

ける農業開発に対してどの程度寄与したかを解明していきたい。農村社会における協和会

の組織的特徴、その活動内容を検討し、地域の農業開発に対するその活動業績を評価する

71 満州国協和会『満洲国協和会之概要』[満洲国協和会] 1933年, 23頁。 

 
 

                                                 



ことで、植民地支配を通じて中国東北部の社会編成の実態の解明に寄与することができる。

この検討は奉天省撫順県における協和会の事例を中心にして行う。 

 この課題の解明ために、分析視角と研究対象を以下の３つにしぼることとした。 

 第一に、協和会末端の指導者レベルの視点から協和会の組織的特徴を解明することに

より、協和会の設立委員会、協和会中央本部などの組織上層部の分析に留まっていた協和

会史研究の枠組を広げて、満州国協和会の全体像構築に寄与したい。一方で住民の組織化

に向けた「上から」の命令を受け、他方では組織化政策の対象であった被統治民族の「下

から」の陳情、請願を対応しなければならなかった協和会の地方指導者が、かれらの業務

をいかに認識していたのか、具体的にどのような活動を企画し、どのようにその活動を実

施しようとしたかという課題に接近してみたい。 

 第二に、協和会末端の指導者の技能・認識・活動を明らかにした上で、協和会の組織

化運動の対象となる中国人農民（部分的には朝鮮人農民）の視点から、撫順県農村社会に

おける協和会の展開過程を解明したい。会費が協和会末端の重要な資金的基盤だったので、

協和会にとって会員の獲得は、「上から」の要請を対応する意味を持ったことだけでなく、

協和会の活動の重要な条件であった。会員の獲得するために、協和会が住民の期待を理解

し、ある程度対応しなければならなかった。では、農村社会の主な会員であった中国人農

民は協和会をいかに認識し、いかなる要求をもって協和会の会員となったのかという課題

を検討する。この課題と関連して、農村社会の多様な利害関係をしぼって、協和会に大勢

に加入した小規模の土地所有者に焦点を当てたい。まず、小規模の土地所有者の形成過程

を、長期間に渡って検討していきたい。特に、清末から辛亥革命以降期に至って実施され

た土地税制改革を背景に、土地所有権の公認過程と、それと関連で発生した多数の土地所

有権紛争の性格を明らかにしたい。そして、協和会がどのように土地問題を取扱い、どの

ような裁定を下したかを解明していきたい。 

 
 



 第三に、以上のように協和会と農民との相互規定の関係を解明した上で、協和会の活

動は、満州国政府が命じた経済政策の実施過程に対してどの意味を持っていたかという問

題を取扱いたい。本章では、撫順県において食料生産である米穀の生産動向と水田用の水

利運営の制度的な展開を長期間的にわたり考察した上で、撫順県協和会が設立した水利組

合の業績実態を追求する。水利組合のケーススタディによって、先行研究が見逃してきた

協和会の経済活動による地方社会の経済活動の介入とその業績を明らかにしていきたい。 

 研究対象となる撫順県は、満州において協和会運動がもっとも展開した地域の一つで

あり、他地域のモデル・ケースとして扱われていた。そこで、撫順県における協和会運動

の展開を検討することは、満州国協和会の浸透した地域分析として重要である。さらに、

土地税制改革によって、清朝期に設立した広い官地の大部分が民営化された撫順県では、

多数の土地紛争が発生した。そこで、協和会が取扱った土地問題の性格を解明するには、

撫順県に焦点を当てるのが妥当である。最後に、本章で明らかになるように、撫順県で 20

世紀前半に早いペースで植え付けてきた水稲栽培が地方の天然資源の利用を変化させ、複

雑な民族的階層的な対立の要因となっていた。以上のように、植民地支配のみならず、

「近代」がもたらした諸矛盾に対応しなければならなかった撫順県は、変容しつつであっ

た中国東北部の農村社会を十分に代表すると思われる。 

 本研究は以下のように構成される。 

「第一部 中国東北部における近代的土地制度の成立とその諸問題―協和会活動の歴

史的前提―」では、協和会の浸透過程の歴史的前提として中国東北部農村社会の変遷を動

態的に明らかにする。特に、第一部の課題は、協和会活動の重要な位置を占めた中国人の

農村有力者（大地主・商人）と、協和会会員の大半を占めた中国人の小規模の土地所有者

に焦点を当て、被統治民族が協和会の活動をいかに認識し、協和会に入会してどのような

動向を遂げたかという点にある。 

 
 



「第１章 清末・民国期の土地税制度改革と土地所有保証の再編」では、清末・民国期

における土地税制改革の政策的展開とその実態を解明した上で、土地改革の未完成のため

発生した土地紛争の実像を明らかにしていきたい。ここでは土地所有権保証の二重構造を

示して、それが多様な土地紛争の原因となったことを示す。土地所有権問題を検討するこ

とで、協和会の活動の中で重要な位置を占めた「問事工作」という紛争調停媒介の歴史的

起源を解明するすることにつながる。さらに本章では、土地税制改革の実施以降に成立し

た新たな土地保証制度に対して、農村有力者がいかに対応したかを解明していきたい。 

「第２章 刻家族化、所有地の零細化と地方有力者の動向（1870〜1940 年代）」では、

『農村実態調査』「農家略歴史表」の分析に基づき、19世紀末・20世紀前半における草分

の宗族の分家に焦点を当て、同時期における土地零細化の実態を明確化していく。ここで

は土地所有権保証の二重構造の成立を示してさらに、「草分農家」の動向を検討することに

よって、所有地の零細化は農村の階層関係に対していかなる意味を持っていたかをを解明

する。 

「第二部 土地問題と農村社会への撫順県協和会の進出」では、上述した近代満洲の

農村社会の文脈の中、その組織的特徴と活動内容と関連させて撫順県協和会の浸透過程を

考察する。「第３章 「公益事業」と農村社会における協和会の展開」は、撫順県協和会の

組織的特徴、その活動内容と農村社会におけるその浸透度合いについて考察である。特に、

第３章では、 協和会組織が農村有力者と設立した恩顧主義的関係の分析によって、新し

い会員の加入メカニズムを明らかにする。分会活動がなぜ中国人農民の協和会会員に入会

のインセンティブを与えたのかを、農村部での協和会分会の組織特徴と活動内容をみるこ

とで明らかにしていく。 

 「第４章 農業用水利をめぐる民族的対立と協和会の媒介」では、撫順県を事例として、

1910年代から 1940年代にかけての中国東北部における水田化の実態と農業用水利経営を

 
 



規定する制度的展開の特徴を、河川の自然的条件にも留意して明らかにしたい。具体的に、

1930年代の撫順県において満州国下の水利組合の設置過程を明らかにし、地方の水田化に

対する水利組合の役割について考察する。この検討によって、満州国の経済政策に対して

は協和会活動がどの程度寄与していたのかを明らかにしていきたい。 

「第三部 協和会分会の比較的分析」では、以前に研究対象となった撫順県協和会の組

織的な特徴と農村社会へのその展開過程は、満洲の他の地域でどの程度一般化できるかと

いう課題を取扱ってきた。具体的に、「第５章 協和会分会の比較的分析」では、以上に検

討した撫順県協和会の活動と農民の動員力を、通貨省輯安県、吉林省楡樹県、濱江省雙城

県における協和会活動と比較して考察する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

第一部 中国東北部における近代的土地制度の成立とその諸問題 
―協和会活動の歴史的前提― 

 
第１章 清末・民国期の土地税制度改革と土地所有保証の再編 

 

はじめに 

 

 本章の課題は、奉天省（現在のほぼ遼寧省）撫順県を事例として、清末・中華民国期に

おける八旗制度の解体を土地制度変遷の視点から考察することを通じて、1910〜40年代の

中国東北部における零細所有地の公認過程と土地所有権の保証制度を明らかにすることに

ある。ここでは、土地税制度の変遷という問題を通じて、辛亥革命、満州国設立などの政

治的変化を経験した中国東北部において土地所有認定の変容を明らかにしていく。清朝期

の満洲において土地に対する権利を保障するのは、草分農家・農村有力者の重要な役目で

あった。そこで、土地税制改革の実施以降における保証制度の変遷に視野を広げることに

よって、近代満洲の農村において草分農家の位置がどのように変わってきたかを考察した

い。 

 明治日本において土地・地税制度の近代化が短期間にかつ徹底的に遂行されたことは知

られていることである。日本地租改正に関する豊富な先行研究はこの変革が前近代的な支

配構造を掘り崩し、その後の資本主義的経済発展を促す前提条件の一つを造出したことを

解明した。72さらに、朝鮮と台湾の土地調査・地租改正事業についても、研究が蓄積して

きたが、73中華民国期（1912−49 年）の中国土地制度改革の実態とその歴史的な意味につい

72 丹羽邦男『土地問題の起源 : 村と自然と明治維新』平凡社, 1989年を参照。 

73 台湾については、江丙坤『台湾地租改正の研究 : 日本領有初期土地調査事業』東京大学出版会, 1974年

を参照。朝鮮に関しては、宮嶋博史『朝鮮土地調査事業史の研究』汲古書院, 1991年を参照。 

 
 

                                                 



ての研究が本格的に始まったのは近年である。その中では、1980年代以降の民国政府を再

評価した研究潮流の中、笹川裕史『中華民国期農村土地行政史の研究』74は、中華民国政府

による土地・税制改革を取り上げた。笹川は江蘇省、浙江省、江西省の東中国を中心にし、

民国政府による土地測量、土地登記、土地所有権の確定・保障、地価の算定の実施過程と

地税収入の制度的実現を考察した。笹川の問題意識は、①土地改革が農村における各階層

に対していかなる意味をもったか、そして②土地改革の実施によって中華民国政府による

農村社会の掌握が進展していたかどうかを検討することにあった。これまでの先行研究に

よれば、土地改革が中華民国政府による土地把握を徹底させる事が出来ず、そして同改革

が大地主の協力に基づき実施されたことで、大地主の権力を強化させ農村社会では半封建

的な社会関係が再生産した原因となったというものである。以上の土地改革の捉え方と異

なり、笹川の研究は、土地測量が完了した面積や県数が中国の広大な国土全体の中では極

めて低い比率であっても、実施された中国東部では測量技術の改善を通じて土地制度の近

代化が徹底的に行われてきたと解明した。こうして、民国政府が徴収した課税額が著しく

増加し、財政の健全化が可能となった。さらに笹川が解明したように、徴収された課税金

額が増加したものの、単位面積当たりの税負担額は逆に小幅ながら減少したことで、中小

土地所有者に対しては不利な税負担が強いられていなかった。一方、土地税制改革の実施

以降に、従来に地方有力者が担当する非公式の税制徴収構造を堀り崩したことで、有力者

地主が慣習的に享受してきた利益を大きく損なってきた。そこで、先行研究と異なり笹川

の研究によると、土地把握と地税の徴収過程において中華民国の政府は伝統的な地主の媒

介を乗り越えて、国家による農村社会の掌握が、中小地主、自作農などの一般農民まで浸

透できた。 

 笹川の研究成果がどの程度中国東北部に当てはまるのだろうか。江夏由樹は清末・民国

74 笹川裕史『中華民国期農村土地行政史の研究 : 国家-農村社会間関係の構造と変容』汲古書院, 2002年。 

 
 

                                                 



期の奉天省における官地の民営化の実態と地方社会に対するその意味を考察した。江夏が

解明したように、奉天省において官地の民営化と土地測量の事業が著しく進展し、張作霖

政権が徴収した課税総額が著しく増加した。一方、江夏は張作霖・張学良政権期と満州国

期において「蒙地」、「皇産」などの土地種類の民営化が困難なため、満州国期に土地所

有に対する慣習的関係が維持されてきたことを実証した。そこで、満州国による土地整理

事業の未完成を明らかにした。さらに江夏は、満洲の地方有力者に対して土地改革がいか

なる意味を持っていたかを考察した。江夏によると、官地払下によって従来から官地を管

理した有力な宗族の一部が大規模な土地を獲得し、この経済的な基盤に基づき、張作霖政

府期から満州国期にかけて官僚機構における重要な地位を維持できた。従って、笹川の研

究と異なり、江夏によれば、満州における土地税制改革の実施は有力者たる地主層の利益

を損なわなかったことになる。75他方、広川佐保はモンゴル人と関わりの深い蒙地を中心

に、満州国による土地整理事業の実態を考察した。蒙地の伝統的な重層的な権利関係の一

元化を目指した土地整理事業の実施が困難であれ 1940年代前半にはある程度実施に成功

した。こうした蒙地の処理によって封建的な土地関係が解体されたことから、広川は満州

国期と八旗制との断絶性を強調した。76 

 以上のように、満州における土地改革に関しては、江夏と広川の研究が異なる評価を挙

げている。江夏の研究は満州国によって遂行された土地整理事業の限界も解明した。さら

に、笹川の研究結果と異なり、江夏によれば土地改革が伝統的な地方有力者たる大地主の

経済的基盤を損なわなかった。他方、「蒙地」の事例を取り上げた広川の研究は、満州国

の土地整理事業を再評価し、そして土地整理事業の実施が内モンゴル東部地域における封

75 Yoshiki Enatsu, Banner Legacy: The rise of the Fengtian Local Elite at the End of the Qing, Ann 
Arbor: Center for Chinese Studies, University of Michigan, 2004。江夏由樹「関東都督府 及び関東

庁の土地調査事業について : 伝統的土地慣習法を廃棄する試みとその失敗」『一橋論叢』97巻 3号 367-384

頁，1987年；同上「満州国の地籍整理事業について : 『蒙地』と『皇産』の問題からみる」『一橋大学研

究年報 経済学研究』37巻 127-174頁，1996年。 

76 広川佐保『蒙地奉上 : 「満州国」の土地政策』汲古書院, 2005年。 

 
 

                                                 



建制度を断ち切ったことを指摘した。以上のように、両者の研究は、地方有力者に焦点を

当てて土地整理事業の歴史的な性格を検討したが、中小農による土地利用に対しては近代

満洲における土地税制改革がいかなる意味をもっていたかは、残されている論点である。 

 本章では、先行研究を踏まえて、本章では小農の視点から近代満州における満洲税制改

革の政策展開と同改革による農民的な所有秩序の再編を再検討する。まず、清末・民国期

における土地税制改革の政策的推移を検討した上で、農民的土地所有の公認化に焦点を当

てて土地改革の浸透度を数量的に解明する。次に、土地払下の際に発行された「地券」の

普遍的な利用が土地所有の保証制度をいかに変容させたのかを考察する。これによって、

土地改革が農民の土地所有それ自体の質（内容）に対していかなる意味を持っていたかが

明らかにされる。 

 本章の構成は以下のようである。第一節では、清末・中華民国期における地税制改革の

政策的展開を明らかにした上で、この政策が撫順県においてどれほど浸透していたのかを

検討する。続いて第二節では、土地所有権の証明書としての地券の利用に着目し、土地改

革以降における土地所有の保証制度の再編過程とその背景を解明したい。 

 次に、本章の研究対象について触れておきたい。地税制度改革に関しては、奉天省レベ

ルの政策を考察する。中国東北部のなかで南部に所在している奉天省では、関内中国人の

移住が最も古くから行われ、土地所有の細分化が進展している地域として知られている。

南満州鉄道の敷設によって大豆の輸出地域となったため、農作物の商品化率が高くなり、

市場的関係が村の内部にまで浸透していたことは、本地域の特徴である。なお、地券の利

用に関しては、撫順県の事例を中心に考察する。 

 本章では主に日本語文献と満州国期に行われた調査を利用する。なお、2012年に著者が

遼寧省歴史档案館を訪問し、奉天省の政策の歴史的展開とその実績を明らかにする多数の

 
 



史料が残っていることを確認できた。77しかし、史料の閲覧、コピー範囲の制限を受けた。

そこで、本章は档案館で閲覧できた撫順県公署『撫順県公報』を主に利用する。 

 

 

第 1 節 清末・民国期の土地税制度改革と撫順県における土地所有の公認化 

 

 （1） 清朝期の中国東北部における土地制度 

 17 世紀末から 18 世紀初頭にかけて中国東北部では清朝期の土地制度が体系化してきた。

清国の建国直後においては清朝の文化的保留地とともに、中国東北部が重要な税収基盤と

しての位置を占めた。78中国東北三省には清朝の内廷、陵墓、宮殿が設置され、満州軍の

八旗組織に帰属されたが、一般的には、旗地と呼ばれた。その内皇室と満州族の貴族（王

荘）の所有地に関しては、清朝政府がその管理人（荘頭）の指導のもとで、奴隷（家人）

に耕作させ、又は一般農民（人民）に貸付させた。農地から徴収した地租の賞給を通じて、

旗人の生計の維持が試みられた。旗人の所得基盤を確保するために、清朝政府は官地の他

に、旗人の経営による旗地を設置した。旗人は自ら耕作し、或は奴隷（家人）に農地を耕

作させた。さらに清国の建国直後には、漢民族の東北部への流入が奨励され、開墾された

土地が人民の所有地になった。 

 清朝政府は土地取引と農民移動の禁止を制度化した。各域における旗地と民地の各々の

界内に業主権（所有権）を定めた民旗乖離制に加え、土地売買が各域内に制限され、旗人

と民人との間の土地取引が禁じられた。さらに清朝政府が魚鱗冊（土地台帳）の登録を通

77 遼寧省歴史档案館の史料紹介については、辽宁省档案馆编『辽宁省档案馆指南』中国档案出版社, 1994

年を参照。 

78 Mark Elliott, The Manchu way : the eight banners and ethnic identity in late imperial China, 
Stanford University Press, 2001, Christopher C. Isett, State, peasant, and merchant in Qing 
Manchuria, 1644-1862, Stanford University Press, 2007。 

 
 

                                                 



じ、土地所有と売買を規制しようとした。 

 しかし、東北部への漢族民流入の開始を背景にして、18世紀初頭には民地における事実

上の土地所有が成立しつつあった。すなわち、旗人民人間の土地売買が盛んになり、農民

は土地台帳に未登録の土地を耕作し占領したのである。土地売買の確認は、売券（売買証

文）と、売買の仲介人の証言をもって行われた。草分の宗族である地方有力者が仲介人と

して活用しており、そして土地帰属の確認は仲介人の証言により行われていた。79。すなわ

ち、18世紀に農民の間では八旗支配体制機関が介入しない土地売買制度は事実上に確立し

ていた。この土地売買制度は人間関係の網の目によって土地所有が担保された。80 

 このように、農民が習慣法に基づいて巨大な農地を確保する一方、旗人の占領した土地

は減少傾向にある中で、旗地の補給政策として、清朝中期の奉天省では、旗地と民地との

面積を凌駕する大規模な土地が官地として設置された。旗人の生計保護を目的として、18

世紀には清朝政府が随缺地、伍田などの地租免除の自作地を旗人に与えた。政府は土地調

査（清査）の後、民人が占領した旗地の旗人への強制的返還を定め、かつて占領した農民

の移転を収めようとする一方、開墾促進により、民人に耕作させた皇室・貴族の所有地と

して地代を徴収し、旗人の生計を補助した。しかしこれらの対策にもかかわらず、19世紀

末には近世満州における土地制度が迅速に崩壊し始めた。1860年以降のロシアと日本の満

州進出を背景に、中国国内では部分的に封禁政策が解かれ「移民実辺」政策が作用される

ようになった。満州政府は辺境に漢族農民を入植させて税収を獲得し、満州への日露進出

を阻止しようとした。81そこで、漢族の流入を背景に、旗人の一部が人民に旗地を貸付し

79 清水金二郎著『契の研究 — 満・支土地慣行基盤について』大雅堂, 1945年, 6,7, 14, 18-21頁。売券

の記載事項は、売却原因、売却不動産に対する売主の権利、売却不動産の種類、坐落、四至及び面積、

売買及びその授受に関する表示、買主の権利、売却の事情、売却後の条件、土地所有に伴う慣習上の権

利義務、公租公課の負担、中人の責任、売主その他の署名押印、年月日である。 
80 Christopher C. Isett, “Village Regulation of Property and the Social Basis for the Transformation 

of Qing Manchuria”, Late Imperial China, Vol. 25, No. 1, June 2004, pp. 124−186。 

81 上田貴子「総説 第二部 満州」蘭信三編『日本帝国をめぐる人口移動の国際社会学』不二出版、2008

年、202−203 頁。 
 
 

                                                 



た結果、不在地主の登場を招くこととなった。また、与えられた土地を失い没落した旗人

の増加や漢族による土地の蓄積が進行したり、82重複した土地利用が見られるようになっ

た。19 世紀末には、清国政府による民人占領地の登記が実施されず、土地台帳（魚鱗冊）

に登録された土地所有関係と地域社会における実際の土地所有関係には、大きな不一致が

見られるようになった。換言すれば、多数の流入した農民が事実上土地を占領したとして

も、それは登記されず地税徴収の対象外とされたのである。83 

 

 

（２） 清末・民国期における満州地税制度改革の政策的展開 — 奉天省を中心に 

 清末・民国期における土地税制改革の背景としては、日清戦争後の償金や義和団後事件

の賠償金負担と、地方自治を確保するための多額の債務を負う清朝にとっての財源問題が

存在した。84清朝政府はまず、1905年の税目改正を皮切りに、財政整理の諸事業を実行し

た。また、政府は、満州への移民の奨励とともに、土地の払下げと近代的な土地所有の導

入によって、地税基盤の拡大を図った。すなわち、清末には総合的な土地税制改革が余儀

なくされたが、1907年（光緒 33年）における旗人と民人の間の統治取引の公認は、伝統

的な土地制度の改廃過程の出発点として捉えてもいい。 

 清末・民国期における土地税制改革は、一連の政策の実施を通じて前近代的な中国東北

部の土地制度を大幅に再編した。第一に、土地制度のうち、官地などの土地種類が改革さ

れた。まず、「財政部清査官有財産章程」は（1913年［民国 2年］7月 4日公布）私有公

有ではない財産が均しく官有財産であると規定した。さらに、「章程」は民国政府が私有、

公有、官有の三種を公認した。また「鉄路浮収用土地暫行章程」（1913年 7月に公布）は

82 周藤吉之、『清代満洲土地政策の研究 : 特に旗地政策を中心として』河出書房、1944年。 

83 清水金二郎『満洲地券制度の研究』人文書林、1946年。 

84 南滿洲鐵道株式會社總務部事務局調査課編『一般民地』1914年、51頁; 南滿洲鐵道株式會社調査課『内

務府官莊』 1914年、225頁。 

 
 

                                                 



同第３条に於いて収用地の種類を国有、公有、民有の三種と為すべきと規定した。すなわ

ち清朝期の土地制度は、辛亥革命後に国有地、公有地、私有地、皇産、蒙地に分類され

た。 

 新たな土地制度において清代の官地は、国有地と公有地に分割された。国有地とは国家

各機関が経営する公地を包括したものである。公有地とは地方自治団体に属する土地を表

した。私有地は一般の個人所有地とともに「皇産」に構成されている。「皇産」は清朝期

土地制度において皇帝の所有地であった。清末期からは「皇産」が払下の対象であり、「皇

産」の処分は民国にも一層続けていた。ただし、満州国期には皇産まだ完全に払い下げら

れておらず、残りの皇産はいかに取扱うかが満州国政府の一つの課題であった。85 

 第二に、民国政府は税金徴収機関を統一化した。1913年9月13日に国税庁が設置され、

さらに奉天行政公署が各種旗地の田賦をすべて民衛門県公署において徴収する旨を各県及

旗署に通知した。86 

 第三に、土地税の統一化が遂行された。1914年（民国３年）5月 24日に奉天国税庁が奉

天省田賦等則画一章程を制定し、旗民地の多様な地税制度を廃止するとともに新たな土地

等則（上、中、下、沙域則地）と税率を設置した。87 

 第四に、払下の際に発行された土地売買譲渡証文の一体化が挙げられる。奉天省におい

ては、清末に開始された土地の払下の際、官地処分を担当する機関は払下地の買い手に地

券（土地売買譲渡証文）を渡していた。土地の坐落、四至、形状、面積、権利者の氏名な

どの不動産の現況が記載された地券は、土地払下の際に作成された土地台帳（清丈図冊、

毘連図冊）と密接な関係を持ち、登記法の公布までは原則として土地所有を公証する法的

85 保聯亨「現代満州に於ける土地制度」満州帝国国務院地籍整理局内地友会『地友会雑誌』第一巻, 1936

年 8月, 94−102 頁。 

86 經濟部税務司國税科『地税制度調査書』1938年, 3頁。 

87 东北文史丛书编辑委员会『奉天通志』1927年, 2407頁。 

 
 

                                                 



な手段として承認されていた。88ただし、官地処分機関が多数存在し発行された地券の種

類が多く、地券には利用されていた面積単位の未統一や、土地種類よって地券に記載され

た土地に対する権利の差異といった問題が生じた。そこで、土地取引の円滑化のため、

1913年 9月に奉天省は画一契紙施行細則を制定し、1913年 9月から 14年 2月にかけて 6

ヶ月間の験契條例を適用し処理することとした。画一契紙施行細則により地券は旧契と新

契に区別された。旧券については 1911年 12月以前に発給されたものとし、新券は 1912年

2月 18日に以降発給のものにされた。89 

 第五に、以上のような改革途上の地税制度の枠組の中、巨大な規模で土地の払下が実施

された。その際、以前に官有地とされた土地の払下（丈放）と、土地測量の進展によって

正確に把握された土地の払下（清賦・清丈）に区分される形で、民営化が実施された。土

地測量の発展の結果、奉天省の総耕地面積は 1887年の約 2800万畝から、1908年には約

4169万畝に、そして 1931年になると約 9314万畝へと増加した。さらに、奉天省に官地の

割合は 1887年に 78％（約 2200万畝）から 1931年には僅か 1％（101万畝）へ著しく減少

した。90この間、盛京将軍趙爾巽の旧清賦章程（1906年）により、土地測量の実施は土地

所有者自身による自らの土地所有の申告を通じて行われることとなった。さらに、以前は

地税対象外だった浮多地とその他の土地を清賦（払下）して課税徴収を行う目的で、奉天

省は 1909年 5月 28日に「新清賦章程」を公布した。また、辛亥革命以降になると、官地

清丈局の創設（1915年）がなされた。20年代にも持続した官有地の払下が適切な機構によ

って行われるようになった。土地の払下の際、正確な土地台帳が策定するように制定され

た。清朝時代には「魚鱗冊」という土地台帳が利用された。91魚鱗冊が徴税のため利用され

88 清水、『満州地券制度の研究』284頁。 

89 清水『満州地券制度の研究』前掲論文, 70-104頁。 

90 江夏吉樹「清末、旧奉天省における地主制の再編成—官荘地等の払下問題との関わりから」史学会編『ア

ジア史からの問い : アイデンティティー複合と地域社会』山川出版社, 1991年, 166−167、172頁。1畝

はほぼ 614.4 m²。 

91 清水『満州地券制度の研究』前掲論文, 224頁。魚鱗冊は、地方州庁県における里、社、甲などの区域ご

 
 

                                                 



たが、地券と相まって副次的に土地権利公証の機能を果たしていた。民国時代に、土地清

丈の際に清丈図冊、丈放土地図冊などが作成されたが、これらも清朝時代の魚鱗冊と全く

同一の目的をもって編造され、またこれと同一の機能を果たしていたのである。92 

 第六に、土地税制改革の最終的な段階として登記制度の導入が挙げられる。「奉天省試

弁不動産登記規則」（1917年公布）は、不動産および土地家屋に関する所有権、永佃権、

地上権、典質権、抵押権、賃貸借権の登記を命じた（第一条）。特に本規則は、既に不動

産に関する各種権利を取得した者が 6ヶ月内に行政機関に地券を譲渡し登記を行うことを

定めた。93また、1926年 5月 21日には中央法規たる登記通例、および不動産登記條例が公

布された。條例は、不動産に関する所有権、地上権、永佃権、地役権、典権、抵押権、租

借権の設定、保存、移転、変更、処分の制限または消滅の登記を定め、登記が完了すれば

直ちに申請人に登記証明書が発給されるとした。さらに、中国民法権編（1929年 11月 30

日公布）がその第 758條条において改めて登記主義を採用し、不動産登記條例がそのまま

が適用された。続いて満州国期になると、不動産登録法（1937年 12月 1日施行）が制定

され、登録制度の不可欠な条件である地籍の整理、土地台帳の整備、土地審定法（1936年

3月 26日施行）が策定されるとともに、不動産の所有・売買など一切の権利を行使する法

的整備がなされた。94つまり、民国期・満州国期において次第に整備された登記制度にお

いては、地券がもはや土地所有の根拠物として承認されず、所有権の証拠は登記証明書に

あると規定されるようになったのである。しかし、後述の撫順県の事例から分かるように、

不動産登記の施行が実際には進まず、満州国期においてもなお地券は土地所有の公証とし

て機能していた。 

とに台帳を作って土地の坐落、四至、形状、面積、権利者の氏名などを登録するものであった。 

92 土地局『満州国二於ケル地籍薄册ノ様式』1935年。清水『満州地券制度の研究』前掲論文, 223−229 頁。 

清丈図冊は正式に奉天全省官地清丈図冊といい、奉天全省官地清丈局が王公荘地、官荒地、蒙荒地など

を丈放される際に作成し、一部は 清丈局や一部は県公署に保管され、別の一部は財政庁へ送付された。 

93 清水金『満州地券制度の研究』前掲論文, 254−255 頁。 

94 地籍整理局『土地局資 康徳四年十二月』（1937年）6−11 頁。清水『満州地券制度の研究』前掲論文, 261−283

頁。 

 
 

                                                                                                                                                                  



 以上のように、清末・民国期においては画期的な地税制度の改革が相次いで実施された。

この改革は八旗領有制を解体した上で、清朝期に拡大した皇帝と八旗の領有地をほとんど

民営化することを制度的に保障した。その主な成果は、民国政府が最大な目標とした財政

基盤の拡張をある程度確保できたことにある。それは、土地税に関する事務を管轄してい

た機関の合理化と、地税歳入の拡大の結果であった。 

 

 

（３） 地税制度改革以降の土地制度の再編と土地所有の実態 — 撫順県を中心に 

 上記のような地税制度改革を経て、撫順県における土地所有の状況はいかに変容してき

たのだろうか。まず、撫順県の設置過程を簡単に明らかにしよう。撫順地方における漢民

族の最古の定住地が明代に創設された撫順城であった。撫順城は当時、満州人に対する防

衛の要所であり、遼東指揮司使によって管轄された。 

【表 1.1】 承徳、興仁県における官公民有地別の土地（1908年〜1934年） 

 

所有者 地目 面積（ 畝） （ ％） 所有者 地目 面積（ 畝） (%)
戸部官荘衙門 荘田 26315 県有地 5690

同 餘租地 5192 村有地 11704
満蒙漢軍・ 八旗衙門 隨缺地 58468 瀋海鉄路 5710

同 陞科地 3541 国道局要地 300
同 餘租地 23891 国有土地 886

王府 祭田 34524
内務府衙門 荘田 2927

同 伍田 2832
同 菓田 648

三陵衙門 祭田 12598
農業試験場 官田 1000

小計 171932 6 小計 24290 1
廟産 香花地 8014
郷村会 公田 2316
同 牧畜地 51338
同 樵採地 210600

小計 272268 10 小計
冊地 2230072 3102034
菜園 48562

小計 2278598 84 3102034 99
総合計 2722798 100 総合計 3126324 100

承徳県と 興仁県（ 1908年） 撫順県（ 1934年）

官
有

地
公

有
地

民
有

地

出典： 外務省政務局［ 北條太洋］ 『 奉天全省現勢』 （ １ ９ １ ０ 年） ４ ９−５ １ 頁。 撫順県協和会弁事
処編『 協和運動2ヶ 年を顧みて』 （ １ ９ ３ ４ 年） 。

 
 



 

しかし、撫順県の設置がなされたのは、ようやく 20世紀初頭であった。清朝時代には、

撫順城の附近地には三陵と関わる官地が支配的であった。清朝の三陵とは清の初代皇帝で

あるヌルハチの祖先四祖、ヌルハチ自身、清の二代皇帝・ホンタイジをそれぞれ葬った永

陵、福陵、昭陵であり、各陵はそれぞれ興京近郊の啓運山、奉天、撫順近郊に位置してい

た。951902年に興仁県が設置され、撫順城は興仁県の管轄下に置かれていたが、1908年 5

月には興仁県が廃止され新たに撫順県が置かれた。次に 1909年 4月には撫順県の県公署が

撫順城から千金寨に移動されたが、撫順路記の管轄の下にあった正紅旗、廂藍旗、廂紅旗

の一半の旗地は撫順県下に置かれた。同年には、撫順県の管轄下の数屯が承徳県に還附さ

れ、撫順県の管轄地域が最終的に確定された 96。 

 【表 1.1】は、1908年から 1934年にかけての承徳県、興仁県と撫順県における官公民有

地別の土地の割合を比較したものである。承徳県と興仁県は新民県と撫順県の管轄地とほ

ぼ一致する。承徳県・興仁県と撫順県との官公民有地の割合を比較し、地税改革の実施に

よる土地制度の変容について考察していきたい。【表 1.1】から以下の四点を確認してお

こう。第一に、、撫順県の面積は 1908年に比較して 1934年には著しく増加していた。こ

の点は、撫順県の管轄区域の拡大や土地測量の発展を反映したものといえよう。第二に、

全耕地の面積に占める民有地の割合が 84％（1908年）から、1934年にはほぼ 100％にまで

増加した。この点からは、清末に開始されていた官有地の民営化が、民国期に著しく進展

したことが読みとれる。一例として、撫順県において 1906年から 1908年にかけて払い下

げられた官有地面積が 16万３千 822畝に達成したことが挙げられる。97第三に、公有地を

見ると、自然村が占領した共有地（郷村会、村有地）の面積の比重が減少してきたことが

95 江夏吉樹「旧奉天省撫順の有力者張家について」『一般論叢』第102巻第 6号, 104頁。 

96 関東都督府陸軍経理部編『満州誌草稿 第二輯 満州地方誌 第一巻 奉天』1911年, 548頁。 

97 东北文史丛书编辑委员会『奉天通志』1923年, 2407頁。 

 
 

                                                 



注目される。1908年度には撫順県における村有地は 27万 2千 268畝（全面積の 10％）を

占めたが、1934年には撫順県における村有地が 1万 1千 704畝に低下した。第四に、減少

した官有地の経営の合理化が挙げられる。1908年には官有地の割合が少なく、経営者数は

多かったが、34年には官有地の面積が著しく減少した上、その経営は中央と地方機関に分

離されてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



【表 1.2】 1930年代後半の土地譲渡登録のサンプル調査 

 

番号 坐落村屯 売地人氏名 買地人氏名 原照名称 原照領名人 原照面之面積 此次出売面積
1 方暁村　 下房申 劉慶宝 呂□禎 民国新契紙 劉慶宝 不明 1
2 興会村　 連刀港 郭振起 湯宗海 民国新契紙 郭恆珍 不明 1
3 章党村　 下章党 周継生 楊永発 民国新契紙 周明強 不明 3
4 景崎村　 房申溝 王吉財 何承願 民国新契紙 王嗚鷹 444.5 18
5 景崎村　 房申溝 王吉財 何承□ 民国新契紙 王鳴鳳 444 18
6 石城村　 石文厰 陳徳庫 祝春恩 民国新契紙 陳高 406 4
7 営盤村　 営盤 杜雲鳳 錦県鉄路局 民国新契紙 杜克復 375 9
8 塔崎村　 王金錫□ 撫順炭鉱 民国新契紙 宝文 279 165
9 黄金村　 蓮刀港 杜恩選 曾萬春 民国新契紙 杜有名 269.5 3

10 方暁村　 里仁屯 趙海凌 季玉珍 民国新契紙 官保 269.3 8
11 方暁村　 里仁屯 趙海凌 季宝珍 民国新契紙 官保 269 8
12 黄金村　 蓮刀港 杜恩選 曾萬春 民国新契紙 杜有名 269 3
13 章党村　 下章党 周継生 楊永発 民国新契紙 周明強 232
14 方暁村　 葛布街 関文傑 撫順炭鉱 民国新契紙 花色 203 9
15 塔崎村　 戴永山 撫順炭鉱 民国新契紙 戴国良 198 18
16 黄金村　 下黄金屯 劉宝会 王章 民国新契紙 劉守奎 174 12
17 達徳村　 得古 呉連 王文貴 民国新契紙 呉鷹天 165.8 6
18 章党村　 得古 呉連 王文貴 民国新契紙 呉鳳天 165 6
19 達徳村　 得古 徐連海 楊春山 民国新契紙 徐連発 150.08 3
20 達徳村　 得古屯 徐連海 楊春山 民国新契紙 徐国治 150 3
21 張甸村　 張家甸子 王世麟 祝文海 民国新契紙 王国臣 125 6
22 張甸村　 張家甸子 王世麟 祝文海 民国新契紙 王国臣 125 6
23 塔崎村　 和気村 金恩駿 撫順炭鉱 民国新契紙 宝安 122 77
24 塔崎村　 金玉斛 撫順炭鉱 民国新契紙 金栄起 105 46
25 達徳村　 得古 周慶九 楊春山 民国新契紙 周満倉 101.4 2
26 達徳村　 得古屯 周慶九 楊春山 民国新契紙 周満昌 101 2
27 塔崎村　 和気村 景星閣 撫順炭鉱 民国新契紙 斎應学 93 24
28 章党村　 上章党 費恩有 郭慶豊 民国新契紙 費五 90 8
29 章党村　 上章党 費恩有 郭慶豊 民国新契紙 費五 90 8
30 塔崎村　 和気村 金玉斛 撫順炭鉱 民国新契紙 恩厚 72 25
31 塔崎村　 金恩珊 撫順炭鉱 民国新契紙 宝安 72 70
32 黄金村　 古立子屯 王徳栄 王鎮 民地戸管 王福 66 8
33 塔崎村　 王良屯 白尚清 撫順炭鉱 民地戸管 白尚清 65 11
34 塔崎村　 和気村 金恩港 撫順炭鉱 民国新契紙 宝長 51 18
35 前甸村　 二道房 □柄 錦県鉄路局 民国新契紙 □柄 46 5
36 東社村　 温道河子 牟憲章 武振魁 戸管 牟文節 39 3
37 東社村　 温道河子 牟憲章 武振魁 戸管 牟文範 39 3
38 塔爾崎演武溝 金玉 撫順炭鉱 民国新契紙 金三 38 9
39 塔崎村　 王良屯 趙宝金 撫順炭鉱 民地戸管 趙宝金 35 8
40 塔崎村 金国信 撫順炭鉱 民国新契紙 達藍太 34 10
41 塔崎村　 金宝峰 撫順炭鉱 民国新契紙 宝長 32 16
42 塔崎村　 和気村 金玉英 撫順炭鉱 民国新契紙 恩探 30 27
43 塔崎村　 王金錫□ 撫順炭鉱 戸管 金宝文 30 15
44 塔崎村　 干得林 撫順炭鉱 戸管 干得林 30 18
45 馬郡村　 救兵台 雷印起 劉景栄 戸管 雷徳福 27.9 12
46 達徳村　 阿及堡子 周徳成 常子言 戸管 周徳成 27.4 6
47 公家村　 公家寨子 王栄普 鮑文慶 戸管 王栄普 27 18
48 広家村　 公家寨 王栄普 鮑文慶 戸管 王栄普 27 18
49 達得村　 阿及堡子 周得成 常子言 戸管 周得成 27 6
50 馬郡村　 救兵台 雷印起 劉景栄 戸管 雷徳福 27 12
51 塔崎村　 王良屯 旧村長代表 撫順炭鉱 大照 前王良屯公会 25 13
52 河清村　 上哈達 王承澤 □宝軒 戸管 王承澤 24
53 塔崎村　 祁永清 撫順炭鉱 戸管 祁永清 24 6
54 河清村　 上哈達 王承澤 □宝軒 戸管 王承澤 24 不明
55 黄金村　 蓮刀港 杜連芝 曾唯一 大照 杜和尚 22.7 8

 
 



 

番号 坐落村屯 売地人氏名 買地人氏名 原照名称 原照領名人 原照面之面積 此次出売面積
56 河清村　 上哈達 王承澤 □宝軒 更名執照 王承澤 22 18
57 塔崎村 金宝行 撫順炭鉱 民地戸管 金宝行 22 12
58 黄金村　 蓮刀港 杜連芝 曾唯一 大照 杜和尚 22 8
59 河清村　 上哈達 王承澤 □宝軒 執照 王承澤 22 18
60 海浪村　 下海浪寨 高朋九 王珍 大照 高慶林 21 3
61 達徳村　 得古 徐士林 楊春山 大照 徐連発 21 6
62 達徳村　 得古屯 徐士林 楊春山 大照 徐連海 21 6
63 海浪村　 下海浪寨 高朋九 王珍 大照 高慶林 21 3
64 方暁村　 葛布街 荘克誠 撫順炭鉱 戸管 荘克誠 20 18
65 達徳村　 石門寨 金治山 錦県鉄路局 財除部執照 金治山 20 3
66 撫西村　 撫順城 張柄文 季徳行 戸管 張兆卿 18
67 塔崎村　 王良屯 石宝興 撫順炭鉱 旗地戸管 石雲程 18 9
68 撫西村　 撫順城 張柄文 季徳行 戸管 張兆卿 18 不明
69 方暁村　 葛布街 荘克誠 撫順炭鉱 民国新契紙 荘永敬 18 10
70 東社村　 通□□洛 王殿□ 霍純礼 民地戸管 王殿□ 18 11
71 塔爾崎演武溝 金宝興 撫順炭鉱 民国新契紙 金三 16 50
72 前甸村　 譫家屯 譫恒発 錦県鉄路局 大照 譫恒発 16 1
73 達徳村　 下哈達 時運復 王安財 民地戸管 時運復 15 12
74 黄金村　 下黄金屯 劉宝会 王章 大照 劉宝会 15 12
75 公家村　 両家子 王明賢 季忠元 民国新契紙 王景安 15 7
76 塔崎村　 戴永綿 撫順炭鉱 大照 戴永発 15 6
77 達徳村　 石門寨 金治先 錦県鉄路局 財除部執照 金治先 15 1
78 章党村　 下章党 周慶九 王安財 民地戸管 時運復 15 12
79 大東村　 馬和寺 張延林 王恒福 戸管 張鳳林 15 6
80 馬郡村　 小上溝 趙奎春 趙広先 戸管 趙奎春 14 10
81 馬郡村　 小上溝 雷印起 趙広先 戸管 趙奎春 14 10
82 塔崎村　 和気村 戴春山 撫順炭鉱 民国新契紙 戴国良 13 10
83 塔爾崎演武溝 金恩澤 撫順炭鉱 民国新契紙 金三 12 6
84 塔崎村　 和気村 戴永謙 撫順炭鉱 民国新契紙 戴国良 12 9
85 章党村　 索家溝 劉俊恒 金桂□ 戸管 劉金魁 12 2
86 公家村　 公家寨子 王栄普 鮑文慶 戸管 王栄普 11 6
87 塔崎村　 郭金 撫順炭鉱 民国新契紙 郭二各 11 5
88 方暁村　 葛布街 荘維章 撫順炭鉱 民国新契紙 荘維章 11 7
89 広家村　 公家寨 王永普 鮑文慶 戸管 王永普 11 6
90 撫西村　 偃牛庄子 関玉海 関承善 民国新契紙 花色 10 6
91 撫西村　 偃牛庄子 関玉海 関承善 民国新契紙 花色 10 6
92 河清村　 上哈達 王源普 王恩令 戸管 王源普 9 4
93 達徳村　 下哈達 季鷹有 周玉山 戸管 季鴻恩 9 6
94 方暁村　 孤家屯 張宝嶺 朱世昌 戸管 張宝林 9 6
95 方暁村　 葛布街 寇蘇氏 撫順炭鉱 戸管 寇蘇氏 9 4
96 前甸村　 譫家屯 □恒仁 錦県鉄路局 戸管 □恒仁 9 1
97 章党村　 下章党 季鳳有 周玉山 戸管 季鴻恩 9 6
98 興会村　 馬前冲 姜明俊 王世発 大照 姜永安 7 4
99 海浪村　 窩棚溝 趙景元 趙景住 民国新契紙 趙延恩 6 2

100 塔崎村　 王良屯 石宝興 撫順炭鉱 大照 石宝興 6 3
101 塔崎村 金玉潤 撫順炭鉱 戸管 金玉潤 6 3
102 塔崎村　 景星閣 撫順炭鉱 大照 祁允明 6 3
103 塔崎村　 黄金山 撫順炭鉱 大照 黄金山 6 2
104 海浪村　 窩棚溝 趙景元 趙景柱 民国新契紙 趙延恩 6 2
105 方暁村　 葛布街 寇錫諸 撫順炭鉱 民国新契紙 寇秉心 4 4
106 達徳村　 下哈達 季鷹有 周玉山 大照 季鴻恩 3
107 塔崎村　 季天来 撫順炭鉱 大照 季天来 3 2
108 章党村　 下章党 季鳳有 周玉山 大照 季鴻恩 3 不明
109 方暁村　 下房申 劉慶寛 呂殿禎 民国新契紙 劉慶寛 83.75
110 興会村　 馬前冲 郭振起 湯宗海 民国新契紙 郭恒珍 63.75

出典： 『 撫順県公報』 第５ 号1937年12月、 7−10頁, 『 撫順県公報』 第３ 号1939年３ 月、 7−10頁。

 
 



 

【表 1.3】 地券別の【表 1.2】の土地譲渡の件数 

 

 

 

【表 1.4】 撫順県における書類別の土地所有公証書類（1937年、1939年のサンプル調査）                    

 

 次に、土地登記を中心にした地税制度がどの程度実施され、農民の土地所有をいかに規

定していたのか、撫順県に焦点を当てて明らかにしていきたい。【表 1.2】では、撫順県

公署『撫順県公報』の 1937年 12月号および 1939年 3月号に掲載された、1930年代後半

の土地譲渡登録のサンプル調査をまとめた。この調査では、土地取引で行われた村（坐落

地券名称 発給官庁 発給年代 発給事由 地域
大照 奉天財政庁 清賦浮多地 撫順
大照 清丈局 清丈王公地 撫順
大照 将軍御門 清賦浮多 撫順
憑照 奉天清丈局 楽売旗地 撫順
執照 財政部 丈放官地 撫順、 瀋陽、 法庫
典税執照 財政庁 出典 撫順
戸管 財政局 売買 撫順
民地戸管 将軍御門 売買 撫順、 開通、 □南

民国新契紙 奉天国税籌備処 換契

民国８ （ 1919）
自民国４ 至民国９ （ 1915〜 20）
宣統３ （ 1911）
民国15（ 1926）
民国９ 、 10（ 1920、 21）
民国６ （ 1917）
民国６ （ 1917）
宣統１ （ 1909）

民国３ （ 1914）
輯安、 綏中、 海龍、
撫順、 瀋陽

出典： 満州拓植公社土地課『 満州土地旧慣と 土地売買契約概論』 1939年217−231頁

発給年代地券 件数
大照 14
戸管 28
民国新契紙 52
民地戸管 7
その他 4 3
合計 105

売地人と 地券所有者は
同者の件数（ ％）

5（ 38） 1911年、 1915年〜20年
16（ 54） 1917年

8（ 14） 1914年
5（ 71） 1909年

出典： 『 撫順県公報』 第５ 号1937年12月、 7−10頁
　 　 　 『 撫順県公報』 第３ 号1939年３ 月、 7−10頁

備考： 「 大照」 と は1911年に将軍御門から清賦浮多の事由で奉天財政庁、
清丈地 から 、 清丈王公地、 清賦浮田地の事由で発給さ れた地券を示す。
「 戸管」 は財政局から 売買の事由で発給さ れたも の、
「 民国新契紙」 は奉天国税籌備処から 換契の事由で発給さ れたも の、
「 民地戸管」 は将軍御門から 売買の事由で発給さ れたも のをそれぞれ示す。
詳細は、 満州拓植公社土地課『 満州土地旧慣と 土地売買契約概論』 1939年, 
217−231頁。

 
 



村屯）、売手と買い手の名、所有権の公証資料として利用された地券の種類（原照名称）、

地券で記入されている所有地の面積（原照面之面積）と出売された土地面積（此次出売面

積）が表現されている。【表 1.3】は、同サンプル調査のデータを地券の種類、登録件数、

売地人と地券所有者が同一の件数とその割合ごとに示したものである。また【表 1.4】は、

このサンプル調査で把握された地券の詳細である。98ここで特に注目すべきは、土地取引

の際に利用された土地所有権公証である。【表 1.2】、【表 1.3】、【表 1.4】に示される

ように、土地譲渡のいずれのケースにも地券が土地所有権公証として利用されていた。最

も多用された地券は、105件数中 52件数を占めた「民国新契紙」のである。これは辛亥革

命直後（1917年）に奉天国税籌備處が発行した地券である。この地券は、清朝期において

発行された地券の統一化のため、従来発行された地券を置換する土地所有権の証明書であ

る。すなわち民国新契紙は、民国期に本格的になった民有地（皇産）の払下以前に形成さ

れた土地所有権の証明である。民国新契紙以外の地券発行に関しては、発行機関と目的は

様々であるが、いずれも 1910〜20年代の官地払下の実施中に発行された地券である。従

って、その他の地券は、民国期に形成された新しい土地所有権の証明であった。その具体

的な事例として、サンプル調査において多く把握された大照について、その特徴を述べて

おこう。撫順県の場合、大照の発行機関としては将軍御門、奉天財政庁、清丈局といった

様々な機関が挙げられる。将軍御門と奉天財政庁による発行した大照は浮多地などの従来

所有者が不明確であり、清末・民国期にはその大部分が払下げの対象となった土地の払下

げの際に発行された。清丈局が発行した大照は清朝期に官荘の払下の際に発行された地券

である。 

 次に、地券の種類と所有地の規模との関連性について論じたい。『撫順県公報』に記載

された計 52件の民国新契紙の内訳を見てみると、約半分に当たる 23件は 100畝以上＝大

98 撫順県公署『撫順県公報』第 5号, 1937年 12月 11日, 6頁。 

 
 

                                                 



農の土地所有、11件は 30畝以上・100畝以下＝中農の土地所有、残りの 18件数＝小農の

土地所有であった。すなわち、清末・民国移行期の土地改革以前に形成された所有地の証

明である民国新契紙は、大規模土地所有との明確な関連性（positive association）が確

認できる。他方、報告書に記載された小規模所有地に関しても、清末・民国移行期の土地

改革の際に発行された地券との関連性が見て取れる。戸管は 28件中 26件が、大照は全て

のケースでいずれも小農の所有地の証明であった。この点は、20世紀前半の満州における

家族分割の増加を通じた土地零細化の傾向を示すものであった（詳細は第２章にて検討）。 

 またサンプル調査のからは、所有地規模に関わらず撫順県の農民たちは地券を広く利用

する一方、1930年代後半においてもなお 1910年代に発行された地券が使用されたことが

確認できよう。特に後者は、土地所有権移転の登録が不十分にしか進歩しなかったことを

示唆している。すなわち、新たな登録制度により導入された登記証明書の利用が進まず、

地券がなお土地所有権公証として機能していたのである。99 

 以上のように、撫順県においては 1908〜34年には土地の民営化と土地経営の合理化が

著しく展開してきた。特に重要な点として、国家の把握した土地所有状況と実際の土地所

有状況との乖離が削減されつつあったことが挙げられよう。 

 

 

第 2 節 土地改革と土地所有保証の再編  

（１） 土地所有権公証としての地券の利用：非公式の裁きを中心に 

 清末・民国期の土地税制改革、特に地券の発行の利用は満州における土地慣行形態を大

99  満洲拓殖公社管理部土地課「土地権利不完備証券処理要領（完）」『地有会』第４巻第３号（1939年６月）

116−120 頁には、吉林省における不備地券に関する調査によれば、はこの地域での登録は膠着していた。

満洲拓殖公社管理部土地課「土地権利不完備証券処理要領（完）」『地有会』第 4巻 3号（1939年 6月）116−120

頁）。また、黒竜江省克山県の一つの村落を対象に、行われた 1934年の土地所有権移転調査によれば、

土地移転の未登録のため、「土地移転に関して地券上の記載と実際との間に起る様々な不一致」（161 頁）

があったこと（滿洲國實業部臨時産業調査局編『農村実態調査報告書 第８巻. 土地關係並に慣行篇』龍

溪書舎 119−171 頁）。 

 
 

                                                 



きく変えた。すなわち、土地所有権の証文としての地券の利用と普及は近世満洲の慣習的

な土地紛争の解決方式を変容させたのである。1910年代以降に地券の利用が浸透してきた

背景には、公式と非公式の裁きによる所有権証文としての地券の事実上の公認があった。 

 清朝期・民国期には官憲法廷における公式的な裁定と民間諸主体による非公式的な裁定

が表裏関係で共存していた。100中国東北部では清朝期から満州国期にかけて公式・非公式

の決裁が双方ともに確認できる。土地紛争は、関東州民政署司法委員や高等法院などの地

方の裁判所、すなわち公式の司法制度によって扱われていた一方で、101民事的な問題は屯

内における有力者による仲裁調停を通じて解決に向うケースが多かった。紛争の解決手段

が見つからない場合は、農民は警察長や県公署に訴え、地方官僚による仲裁を求めた。102

中国人農民が植民地統治機関による判決を要求する場合も少なくなかったのである。103日

露戦争後に日本の租借地となった関東州ではいくつかのこうした調停事例がみられる。関

東州では 1914以降 10年間にわたり関東都督府が土地調査事業に関わっていた。事業の計

画は土地所有者並びにその境界の調査、土地測量、土地の価格調査、土地の形貌測量、地

方経済調査により構成されたが、第一点の土地所有者とその境界の調査が実施された。104

土地権利の調査を行った土地調査員は土地に関する何百件の紛争事例を取扱った。 

 満州国期においても、事実上植民地機関である満州国当局による土地紛争の非公式の調

停媒介が続いていた。特に、1932年に設置された満州国民政部土地局（1936年以降に地籍

整理局が、各地では地籍整理を行うため事務分掌機関として分支局が設立された。土地局

による調査に参考に、地籍整理局は 5年間の第一期事業（応急調査地域）と 10年間の第二

100 Philip C.C. Huang, Civil justice in China: representation and practice in the Qing, Stanford 
University Press, 1996, pp. 51-109。 

101 關東廳臨時土地調査部[編]『關東州土地調査事業報告書』1924年, 179, 182頁。 

102 満州国実業部臨時産業調査局編『農村実態調査報告書 第９巻 産調資料（45）ノ（9）農村社会生活

篇』龍溪書舎, 1989年, 192頁。 

103 『中國農村慣行調査』では、Huangが満鉄調査員による紛争解決のケースを確認した。Huang, Civil 
justice in China, p. 65。 

104 江夏由樹「関東都督府、及び関東庁の土地調査事業について — 伝統的土地慣習法を廃棄する試みと

その失敗」『一橋論叢』第 97巻第３号、368頁。 

 
 

                                                 



期事業（本格調査地域）、商租権の整理、土地官民有区分の審定作業の区分したうえで地

籍整理事業の実施を計画した。事業内容としては払下の対象外である皇産、蒙地などの処

理、浮多地などの不明地及不在地主の土地の権利関係の整理などが挙げられた。しかし、

満州国による土地整理事業は土地調査の段階に留まっており、ほとんど進展していなかっ

た。105そこで地籍整理は体系的な土地整理事業の遂行よりも、満州国地籍整理局が現地で

の土地紛争の解決に関わるケースが大半であった。例えば、1936年に半年間本局が実施し

た土地紛争に関する調査によると、調査に記載された 53件数の土地紛争事件の内、45件

は「所有権」に関する問題であり、５つの土地紛争は「境界」と関わっている紛争であり、

3つの紛争は「共有関係」の紛争であるとされた 106。 

 さらに、満州国協和会の末端機関も、「問事工作」を通じて土地紛争に関与していた。

協和会は傀儡国家の根本理念である「民族協和」を実現しようとした満州国唯一の政治団

体であった。同組織の目的は「三千萬大衆ノ支持ヲ獲得」107することにあり、1940年には

被統治民族が中国人農民を中心に１千万の会員を超えた。協和会は満州国行政の区域に対

応して、省・県・村レベルに及ぶ組織単位で構成されていたが、各組織単位は協議、実施、

企画の三部から構成されていた。協和会の上位組織の実施部は下位部の状況を観察し、そ

れらの活動に関して指導していたが、協和会の中間機関は「現地の問題解決」を行うこと

が期待されていた。「問事工作」は「アメリカに於ける Small claims courtに類似した施

設であって民族間の紛争なり民族内部の紛争なりから生じたる場合に於て各民族の文化、

風習、傳統等を充分考慮に入れて法律的な堅さをもたすに懇談的に処理しようとする機関

である」と指摘されている。108協和会の村分会の職員が「問事工作」として取扱っていた

105 例えば、関東州における土地整理事業は典に関する慣習の承認を余儀なくされた。江夏「関東都督府 

及び関東庁の土地調査事業について」327−377 頁。 

106 『地友会』1938年、第３巻第２号,122頁。 

107 「満州帝国協和会創立の理念」1932年 8月を参照。 
108  南満州鉄道株式会社総裁室弘報課『満州国に於ける民族問題―主として協和会を通して― 弘報資料第

八五号〈昭和十四年十月刊〉』1939年, 36頁。 

 
 

                                                 



農民間の紛争は、金銭掠奪、許欺、涜職、小作紛争、宗族の分家の際に発生した紛争の民

事事件であった。 

 以上のように、地籍整理局および満州国協和会が現地での土地紛争の解決に関わってい

た。ここで注目すべきのは、満州国期においても司法制度による民事事件の処理とともに、

非公式の紛争調停が持続していたことである。後者の場合、地籍整理局や協和会などの植

民地機構が争議の仲介者として紛争の解決の担当者になっていたことは重要であっる。 

 

 

（２） 民国・満州国期における土地所有保証の二重構造 

 地券の利用はいかに慣習的な紛争解決方式を変容させたのだろうか。清朝期満洲におけ

る農民間の土地売買譲渡では、売主が仲介人と証人が押印した売買契約書を作成し、売主

は従前所有売買譲渡証文とともにこれを買主に交付して売買手続が完了した。そして、原

則として売買契約の完了後に地方官庁による売買契約の公認が必要であった。すなわち、

18世紀から土地売買の際に民人は地方官庁に届出し、一定の不動産取得税（契税）を納付

することが規定され、官庁は売買行為に関する適切な登記書を作成して所有権移転を認証

したのである。例えば、民人間で交わされた農地売買契約書には、官庁が発行する契尾を

添付することになっていたが、契尾は契税の納付を証明した資料であった。しかし、第一

節が示したように、清朝期には旗民不交産令に違反して、旗人民人間に自生的な土地売買

譲渡体制が成立していた。 

 清朝末・民国期における土地税制改革の中では、新たな土地譲渡制度が成立してきた。

土地所有権公証の統一により、従来の所有権移転に関する書類は無効になった（第一節を

参照）。109さらに、民国期における新たな登録制度により、売買取引が完了した時、売主

109 小口福馬「地券の取扱に就て」『地友会』第 1巻第 3号, 1936年 12月, 121頁。 

 
 

                                                 



は私署証書に、払下の際に所得した地券（原照又は老契）を添付して官庁に、申請するこ

とを要請された。官庁が売買譲渡の契税を徴してから原照（地券）を廃棄するとともに、

新所有権者に新しい書類を発給することを兼務とした。110 

 以上の所有権移転に伴う登録制度の導入にもかかわらず、一方では撫順県の事例（第一

節を参照）のように、土地払下の際には地券が依然として利用された。土地改革以降にお

ける在地の土地売買譲渡では、売買取引の完了の際、土地移転が未登録であるにもかかわ

らず買主に私署証書と地券が交付される習慣が成立してきた。この新しい土地売買譲渡体

制は、地券と私署証書の双方で構成されている土地所有権保証の二重構造の原因となっ

た。 

 たしかに、地券の利用は根付いていたが、所有権証文としては地券に限界があった。ま

ず、農民が土地売買移動を行っていても、地券に土地移動の来歴は地券に記入されていな

かったために、土地売買の実施に伴って地券が示す所有地と事実上の所有地が乖離する現

象が生じ、地券の所有権証文としての証拠能力が減殺されるようになったのである。所有

権証文として地券の利用に関しては他の問題もあったが、特に地券の不統一はそれである。

1913年に地券の一元化を目標とした政策の実施（第一節を参照）にも関わらず、【表 1.4】

で撫順県で所有権の公正証書として利用された地券をみると、その発給原因としては官地

の丈放、土地売買、出典（不動産担保）などが挙げられている。さらに、【表 1.4】での

地券は旗地、官地などの多様な地目に対する権利を示していた。すなわち、本章で紹介し

たサンプル調査が示唆するように、地券の発給原因とその実際の利用（＝所有権の証明書）

との間では乖離があった。加えて、一定の地券の種類は発給時代によってことなる土地権

利を示していた。また、奉天省政府が 1913年には税金徴収機関の統一化を目指した政策

を実現しようとした以降も、多数の官庁が地券を発給していた（【表 1.4】を参照）。そこ

110 満洲拓殖公社管理部土地課「土地権利不完備登券処理要領」『地有会』第 4巻第 2号, 1939年 4月, 143
頁。 

 
 

                                                 



で、土地所有権に関する紛争が発生した際に、地券の多様な種類に対する正確な理解を持

つ者のみが正しい鑑定を行うことができた。111さらに、地券のもとで所有地の面積を判断

することも困難であった。その主な原因は、満州における土地丈量の多様性にあった。満

洲では、畝、弓、晌、天地の面積単位が利用され、そして地域によってそれぞれの面積単

位の解釈が異なっていたのである。また、地券と土地台帳との乖離があった背景には、土

地所有者にとって地券が所有権を公証できる唯一の書類であるケースが少なくなかった。

このため、水災、火災、盗難などによる地券の損失の場合、土地に対する権利を公権力に

訴えることがとても困難であった。112以上、所有権証文として地券の利用に関しては多数

の問題があった。それにしても、土地売買契約書が法律上では証拠物件で、土地所有帰属

の決定では地券が依然として重要な証券であるとされた。すなわち、地券と土地売買契約

の土地所有保証の二重構造は土地帰属によって事実上承認され、この制度が維持されてい

たと言える。 

 以下では、様々な土地紛争の事例を紹介しつつ、売買契約と地券の利用の実態を検討し

ておこう。まず、売買契約書の効力の検証である。関東庁臨時土地調査員が鹽厰屯で取扱

った典（土地抵当貸出）に関する紛争を見ておこう。この紛争事件では、関姓が同家の祖

先は 1810年 3月に龐姓に一定の所有地を出典したと主張し、この取引を証明する証拠書類

を調査員に提出した。一方、龐姓はこの出典申し出を否定し、関農家から土地を購入し、

そして売買と貸出の契約に基づき翌年に同土地の一部は他人に転売したと主張した。しか

し、調査員は龐姓の提出した売買契約と貸出契約（租帳）を検討した上で、「（龐姓が）売

契と租帳との土地は同一なりと主張するに対し坐落四至は実地と売契と合致せす。又売契

及租帳の坐落四至も相一致せさるのみならす同日の立契なるに両者立字人を異にし売契を

111 清水金二郎著『満洲地券制度の研究』人文書林, 1946年, 7-12頁。 

112 滿洲拓植公社土地課『滿洲土地舊慣ト土地賣買契約概論』1939年, 15−18 頁。 

 
 

                                                 



造偽ならすとするも本件係争地に該当するものとは認むること能はす」と結論付けた。113

龐姓が提出した資料を基にの調査員が龐姓の主張する土地購入を否定し、関姓の訴えを正

当と認めたのである。調査員は土地帰属を決定するに当たり、主張者が提出する売買契約

を詳細に検証するが、同書類が効力が低いと認定された時には龐姓の土地所有権を認めな

かった。この事例が示すように、民国期には事実上土地所有権の帰属の判断基準には、土

地売買証文の検証は相変わらず重要な証拠として取扱われていた。 

 他方、払下の際に発行された地券は、その低い証拠能力にもかかわらず、農民の間の土

地売買・譲渡では事実上所有権を示す証文として扱われていた。公式の裁きにおける地券

の取扱いに関しては、中国における最上位の裁判所たる大理院の判決（1914年上字第一四

二号）が挙げられる。「依一般慣例、凡不動産必交付直接之上手老契、為証明該不動産並

無他項糾葛之要件、藉以捕無登記制度之窮、故如売主不交上手契、買主貿然承買者、一経

他人提出上手契、或根拠上手契、証実其有某種権利、則買主即不能以其所有権之移転興之

抵抗」。114不動産の二重売買があった時に、売主からの「上手老契」（地券）の被交付者が

最初の買主ではなく、後の買主だけであった場合、前者は後者に抵抗しえないという。す

なわち、土地登記の有無にもかかわらず、地券を所持する者はこれを持たない者よりも優

位にあったのである。次に、地券の有無が非公式の土地帰属にも重要な条件であったこと

は以下の事例から理解できる。この事例も、関東庁臨時土地調査員が取扱った廟地に関す

る土地紛争を示すものである。本県の問題となっているのは、崔家屯、会三三廟屯、崔家

屯の近くに所在する廟産である。廟産は道・仏・倫等の神仏を祭祠するために設けた堂宇

並びに、その維持・経営のために存する土地とその他の財物をいう。廟産の土地である廟

113  関東庁臨時土地調査部『関東州土地調査事業報告書』1924年, 189, 190頁。 

114  日本語訳：「一般の慣例によれば、不動産は必ず直接の上手老契を交付し、該不動産に何等糾葛なきこ

とを証明する要件とする。藉りて以て登記制度無き窮状を補はうとするのである。故にもし売主が上手

契を交付せざるに買主が経率に買受けたときは、他人が上手契を提出し又は上手契に根拠して実際某種

の権利を有することを証明すれば買主はその所有権の移転を以て之に対抗する得ない」。清水『満洲地券

制度の研究』前掲論文, 286, 287, 289。 

 
 

                                                 



地は村有地であり、又は場合によって廟を成立した同宗族の導士者の所有地であった。本

件では、廟の導士者である耿姓の十名が廟地に対する私的所有を調査員に訴えた。そこで、

調査員が「道士たる耿姓に於て耿姓所有として特に買収したる証憑あるのみにして其の他

の土地に関して廟有又は耿姓有として買収及寄進を受けたることなきものなり」とし

た。115証憑は土地の払下の際に奉天省公署名義で発給された地券を意味するが、本書類と

関わる土地が売買された際売主は県署に税契手続を行って戸管（地券の一種）をうけるこ

とを要請された。116 

 満州国期にも、非公式の土地帰属確定に当たって地券の有無・内容は検証の対象となっ

た。以下は、撫順県協和会が取扱った土地紛争の事例である。「馬郡村王新屯居住の張某

と関某との土地が隣接して居るが、境界修理を多年行なはなかったので境界となって居た

排水溝を修築せんとした事より両者の土地境界に就き紛争が起こり、これを［協和会］分

会にも持込んで来たので常務員、[撫順県馬郡村分会]書記は現地を踏査し、両者所持の土

地執照（地券）を標準とし新に測量を為し境界たる排水溝の位置を定めて解決した。（［］

や下線は引用者）」117ここでの土地執照は民間の私署証書ではなく、土地所有権移転の登録

の際に官庁が発給した書類を意味する。上の事例が示すように、土地登記が進展しない中

で、土地移転に際して地券上の記載と実際の土地所有との間に齟齬が生じたため、地券は

証明書としての効力が減殺された。従って、地券は所有権証の性質を持っていなかったと

され、土地帰属には土地売買契約書が重視された。ただし、上記の事例で明らかなように、

農地所有者の経済生活の局面では地券の譲渡が依然として重要な意味を持っていた。 

 以上のように、清末民国期の土地税制改革の実施以降に、地券と私署証書の双方で構成

されている土地所有権保証の二重構造が成立してきた。所有権公証としての地券と私署証

115 関東庁臨時土地調査部『関東州土地調査事業報告書』1924年, 191-193頁。 

116 清水『満洲地券制度の研究』前掲論文, 88−90 頁。 

117 満州帝国協和中央本部調査部『農村分会実態調査報告』1943年, 50頁。 

 
 

                                                 



書の利用が根付いてきた背景には、公式・非公式の裁きによる地券と私署証書の事実上の

公認があった。加えて、以上の新しい土地所有権公証制度の確立は重要な結果をもたらし、

地券の普遍性が土地紛争の解決方式の専門化を進展させた。近世期の満洲では、土地に関

する紛争が発生した際、土地売買取引の仲人として活用した地方有力者が売買証文に基づ

いてその紛争を解決できた。上述したように、地券に記載されている土地権利を鑑定する

のは、地券に関して十分な理解を持つものに限られてきた。地券の利用が根付いてきた 20

世紀前半には、軍閥政権と植民地の地方機関の職員は地券の適切な解釈によって土地紛争

の解決ができた。 

 

 

（３） 土地利用の不安定化と地券の浸透 —「所有権不単一」の問題— 

 地券と私署証書の双方で構成されている土地所有権保証の二重構造が成立した背景には、

公式と非公式による地券の事実的な公認があった。上述した「上から」の地券の公認に加

えて、20世紀前半における農民による土地利用の不安定化も、農民が土地所有の公認にあ

たって地券に重点を置くようになった原因であった。 

 土地税制改革が進展していた清末民初期に、土地所有と土地利用の動揺はすでに現われ

てきた。撫順県の紛争事例を見ておこう。1909 年には臨時省議会が浮多地の払下（清賦）

を決定した。清朝政府は、占領者の自発的な申告によって従来未登録の所有地を確保しよ

うとした。その際、申告の資格を持つ者から小作人が排除された。また、払下の手続経費

は対象となった土地のそれぞれの地価に無関係であり、占領者が県公署による清賦の布告

後の一年間内に申告した場合には、県公署は経費を徴収しないまま地券を交付したのであ

る。118【表 1.1】が示すように、1908年に撫順地方を含む承徳県と興仁県の地域では土地

118 「民国初年官庄、旗地的丈放和変化」政协抚顺市委员会, 中共抚顺市委统战部编『抚顺文史资料选

 
 

                                                 



の民営化がかなり進展していたが、伍田、随缺田などの土地がまだ残っていた。1909年に

この地域において浮田地の払下が開始された時、農民による抵抗事件が頻繁に発生した。

その中には、本来の浮多地の申告期日を一年以上遅延した占領者が払下の経費の支払いに

抵抗した事例、また不在地主の場合、小作人が土地に対する権利を訴えて払下手続に対し

て抵抗した事例などが多かった。119そこで、払下過程を円滑に行うために奉天省が 1915

年に「各県調査田賦辨法」を公布した。これは、正確な土地価格を巡る調査の基準を確立

したものである。さらに、1918年に「奉天全省清賦章程」が浮田地の払下手続を規定した

が、本章程では原所有者が期間内に所有を申告しない場合、小作人による申告が可能とな

った（第二条）。さらに手続の経費に関しては、同章程は土地代金を徴収せずに一畝に付

き大銀元二角を徴収することとした（第八条）。120これら二つの法令によって土地払下の

手続が円滑になり、業主は土地の払下手続へ積極的に参加し、地券の発行によって土地所

有権を確保するようになった。以上の事例が示すように、土地改革による土地権利関係が

再編される中で、農民にとっては地券の獲得は土地所有の権利を保証できる重要な手段で

もあった。 

 さらに、「所有権不単一」のため土地の利用が安定せず、それをめぐる紛争は、権力に

よる土地税制改革の進展とは直接に関係なく農地所有者と利用者の間で発生していた。例

えば、第５章で分析の対象となる濱江省双城県新康村においては、土地税制改革の実施以

降、土地を獲得し不在地主の旗人と実際に土地を耕作している漢民族移民との間で土地に

対する紛争が頻発した。この事件に対応する土地所有権の整理事業の確定は、双城県にお

ける協和会が結成過程のきっかけとなった。121さらに、第２章で検討する黒河省瞹琿県松

辑第十辑』辽宁人民出版社, 1996年, 93−95 頁。 

119 經濟部税務司國税科『地税制度調査書』1938年, 3頁。 

120 同上, 22−26 頁。 

121 協和帝国協和会雙城県本部『県本部工作概況並康徳七年度運動方針説明書 康徳七年度』1940年, 5, 6
頁。 

 
 

                                                                                                                                                                  



樹溝屯にも「所有権不単一」のための土地紛争の事例が確認できる。この村では漢民族の

定住が 18世紀前半にあったようであるが、1900年に治安の不安定のため、一時的に本村

は無人になり、辛亥革命以降における地方の土地払下の際、本村移住が再開した。そこで、

多様な時期に定住した農家の間では、所有地に関する紛争が頻発した。122以上の濱江省と

黒河省の事例では、近代満洲において流動性の高い農民の間では、土地に対する権利が重

なった結果、土地利用は不安定であった。 

 「所有権不単一」のための土地紛争発生の背景には、慣習的な共有地が消えていく実態

もあった。本章で検討した撫順県の事例が示すように（【表 1.1】を参照）、土地税制改革

以降に公有地として位置付けられてきた共有地の面積が著しく減少してきた。こうした共

有地の縮小過程の進展は紛争の頻発をもたらした。満洲では多様な共有地種類が存在して

いたが、その中で廟地の事例を考察しよう。上述したように、廟地は神仏を祭祠するため

に設けた堂宇並びに、その維持のために存する土地であったが、廟地はもともと祖先崇拝

のため、農村有力者の宗族が経営した公有地であった。123第２章で明らかにするように、

20世紀前半には分家の事例が増加しつつあり、伝統的な複合型の宗族は減少傾向にあった。

分家の際に土地を含む家産の分割が行われているが、その割当に関しては分家から形成さ

れた新しい世帯の間では多くの紛争が発生していた。こうした紛争事件の中では、以前に

宗族が経営した廟地に関する紛争が少なくなかった。例えば、旅順の近くに所在する三潤

堡会土城子屯に 1709年に定住した張姓宗族が長春庵（後に観音草庵）を設立し、その付近

に 30天地（約 300畝）の廟地を整備した。関東庁臨時土地調査部が関東地方で土地整理事

業を行う 1910 年代には、張姓の子孫である七家が廟地に対して各自の所有と主張したが、

これに対して観音草庵の檀徒は管理人として土城子屯の廟地に対する利用権を訴えた。こ

の紛争を取扱った調査員は張姓の７家が所有するそれぞれの地券を検討した上で、この紛

122 國務院實業部臨時産業調査局『康徳三年度農村實態調査報告書. 戸別調査之部. 第一分冊』2頁。 

123 地籍整理局『満州土地関係調査報告収録』1936年, 58-59頁。 

 
 

                                                 



争を解決しようとした。以上の事例の場合も、宗族が経営した廟地に対しては宗族の子孫

の家が権利を訴えたが、この場合も地券の有無は紛争の解決の重要な条件であった。 

 「所有権不単一」と関連する土地紛争に加え、30年代に台頭する中国人の地主と朝鮮人

の小作人との間の対立は、土地利用の不安定化の重要な原因であった。第４章での撫順県

の事例が示すように、30年代における商租地の整理事業が進展された中、小作人争議が発

生していた。満州国期以前に中国人地主が商租契約に基づき土地を朝鮮人に貸付けた。商

租権を一般の貸付契約として解釈した中国人地主に対し、日本側は商租権を「30年以上の

長期かつ無条件で更新可能の賃借権に一致する」ものとして看做した。満州国設立以降は、

満州国が商租地登記により事実上土地所有権を失うこととなる中国人地主は、その回避の

ために貸し付けた土地を回収し、他の契約に基づく中国人あるいは朝鮮人への水田を貸し

付けたのである。土地の回避に対しては、朝鮮人農民が土地に対する「小作権」を訴えて

小作契約の更新を請願した。こうした小作争議が台頭する中、中国人地主は土地利用を確

保するために、地券は重要な書類であった。 

 以上のように、土地税制改革の進展の実施以降に土地利用が不安定化している中、土地

の民営化の際に発行された地券を確保することは農民にとって土地を利用する条件になっ

た。 

 

 

（4） 土地所有の習慣的な判断基準の剥奪、土地所有保証の二重構造の成立と土地問題 

 地券の利用が根付いてきた原因は、公式・非公式の裁きによるその事実上の認定と土地

利用の不安定化にあったのみならず、土地慣習の剥奪にもあった。すなわち、土地所有権

の慣習的な鑑定評価基準が無効になった背景に、農民は地券をもって所有権を公証するよ

うになった事実があった。以下に、満州における大豆経済の展開に伴う「接壟」という農

 
 



地境界の習慣的な判断基準の空洞化を事例として挙げる。 

 20世紀前半における分家の発生と関連して、土地問題は頻繁に発生した。上に紹介した

『關東州土地調査事業報告書』に記載された土地紛争の種類の中では、相続人の間では遺

産の分割に関する紛争があった。ただし、分家に関する紛争は遺産の問題だけではなかっ

た。20世紀初頭における満州農作物の世界市場への編入が、従来利用されてきた農法を変

容させた。特に、貨幣経済に立脚した市場が発達した南満州では、124大豆三品の価格上昇

が大豆の連作慣行の普及の引き金となった。ここに紹介する土地紛争の典型的なケースは、

分家の後に相続人が利用する農地境界の習慣法と輪作の廃止との矛盾を要因にする紛争で

ある。 

 中国東北部は多様な気候地帯により構成されており、農業は乾燥農法に相応しい湿潤地

帯において集中的に行われてきた。同地域における乾燥農業は、様々な自然的制約に直面

した。強風による過度の乾燥、種まきが行われる春期にしばしば低温に悩まされること、

不均等な降水、アルカリ土壌によって湛水に見舞われやすいことなどはこうした自然的制

約である。125 

中国東北部では、表面の水系の管理（surface drainage system）として機能した畝立て

農法が開発された。126農地に溝と畝を設置する畝建て農法では、播種が畝に制限され、溝

は排水路として採用されていた。畝立て農法により、春季と秋季には土壌の水分保護と保

温が、夏期に湛水の防止が可能となった。 

 

 

124 風間秀人『満州民族資本の研究 : 日本帝国主義と土着流通資本』緑蔭書房, 1993年, 57−73 頁。 

125 National Economic Atlas of China, 1997; Wang Shaolo, Wang Xiugui, Larry C. Brown and Qu Xingye, 

Current status and prospects of agricultural drainage in China, “Irrigation and Drainage”, Vol. 

56, Issue S1, 2007, pp. S47-S58。 

126 天野元之助によれば、「［中国東北部東北］の農業は、ウネ立て農法が採用されている点、華北の

農業と違う」という（天野元之助『中国農業の地域的展開』龍溪書房 1979年、20頁。） 

 
 

                                                 



【図 1.1】 「接壟」による各年の農地境界の決定

 

 

  

 栽培が畝に限られたことから、一定の農地における畝の本数とその幅の設定は収穫量と

密接な関係がある反面で、排水路として機能した溝を適切に作成しそれを維持管理してい

くことも収穫自体を可能する重要な条件であった。従って、一定の農地の土壌を畝と溝の

均衡的な活用により維持・管理することが農作物の収穫増大の重要な条件であった。 

 畝の作成は栽培と輪作の段階によって定められていた（【図 1.1】を参照）。中国東北部

には二つの栽培の輪作が作用されていた。第一に、トウモロコシが主作物となる栽培の場

合、トウモロコシ→粟→高梁（又は大豆）との順番で農民が三年或は四年輪作を行った。

第二に、高梁及び大豆が主作物となる栽培の場合、高粱→大豆→粟、又は高梁→粟→大豆

という順番で三年間の輪作が一般的であった。127畝の作成は、整地・播種の作業が行われ

る各年三月に課題となるが、畝の改作はその年の栽培作物によって定まっていた。高粱の

あとには粟、又はトウモロコシのあと高梁の場合は、前年の畝がそのままに活用され、畝

127 満鉄農務課『満州在来農業 農事試験場彙報 第五号』41−42 頁。 

 
 

                                                 



の上に種まきが行われていた。しかし、大豆の栽培の場合には、畝を作り直す必要が生じ

た。畝の改作に関しては様々な様式が知られていたが、128一般的にこの作業には農民が犁

で旧畝を左へ犁き返し、前年の溝に当年の壟を作り、こうして畝と溝の位置を代えるのが

通例であった。 

 畝の改作に関しては二点を注目したい。第一に、畝の改作は、来年いかなる農作物を栽

培するかという、農業運営をめぐる重要な決定とともに計画された。第二に、畝の改作は

大豆が栽培される三年ごとに行われていたことであり、農作物の輪作の特定段階において

循環的に実施されたのである。  

 清朝期においては、父権によって「家族共同体の指揮統率者」であった家長が、所有地

における農業の経営とともに、畝の適当な管理、畝と溝を含むその水系を管理する機能と

責任を果たしていた。129さらには、清朝期においては輪作が継続的に利用されていた。 

 本節の中心的な課題となる「接壟」は、壟（＝畝）による農地境界決定という習慣を意

味する。同習慣が中国東北部では広く利用されていた。130この「接壟」が分家のあと利用

されるのが典型的であった。131すなわち、土地を所有する大農の分家の場合、均等相続制

により所有地が相続者たる家長の息子たちに分割された際、新しく発生した新しい所有地

は、境界として畝が利用されていた。農地境界の決定要素としては畝が著しく不安定で、

128 畝の改作の様式に関しては、実業部臨時調査局『康徳元年度農村実態調査報告書 農具の部』を参照。 

129 清朝期における中国の家族法における家長の位置に関しては、仁井田陞『中国の農村家族』（復刊 1978

年）166頁などを参照。農業運営をめぐる大農における労務分担と家長の「総統率者」の役割に関しては

天野『中国農業の地域的展開』36、37頁を参照。家父長制が家族の出生行動抑制のために中国の歴史人口

学的な展開を左右した説に関しては、Arthur P. Wolf, “Europe and China: Two kinds of patriarchy”, 

Theo Engelen and Arthur P. Wolf, Marriage and the family in Eurasia. Perspectives on the Hajnal 
hypothesis, Aksant, 2005, pp. 216-238。 

130 地籍整理局『満州土地関係調査報告収録』1936年は、奉天省の村落、吉林省、龍江省、熱河省、興安

南省の各1村落を対象にした、慣行法に関する調査報告である。同調査の研究対象となる五つの村落では、

「接壟」の利用が確認できる。 

131 満州帝国協和会地積整理局分会編『土地用語辞典』巌南堂, 1939年, 362−363 頁。また、国務院地籍整

理局の調査報告によれば「境界を干溝其他によって明瞭ならしめたものは問題ではないが、接壟によって

分割されたものは毎年壟の鋤返しが行われるので一年は壟となり一年は溝となる訳である。接壟分割は

多くは分家の場合に起こる現象である、且つ分家は家庭不和の場合に行われるのが普通である。従って

その不知は接壟の作付に迄延長し、前記の如き慣行に依らず、壟の両面より作付を行う場合もある。」

（『遼陽県における土地に関する慣習調査報告書 康徳五年十二月』1938年, 34頁）。注目すべきは、こ

の資料が接壟の再作成の課題を輪作の循環とを関連させて検討してはいなかったことである。 

 
 

                                                 



隣接地の所有者の間に頻繁に紛争が生じる原因となっていた。 

 「接壟」をめぐる紛争の背景には、隣接者が矛盾する農業運営を選択することが普通で

あった。農地境界の様式とする「接壟」の安定性のもとでは、隣接地の所有者が、畝の管

理だけでなく、各所有地と関連する農業運営に関しても共同的な決定をとる必要があった

ということがある。しかし、1910・20年代において満州大豆が世界市場へ編入されたため、

農家の間では伝統的な輪作を実施せず、価格が高騰した大豆を連作するようになった。132

そこで、従来のように農作物の栽培を輪作するか大豆の栽培を連作するかという問題に関

しては、隣接者が農業運営を調整しない方針をとった時、農地境界をめぐる紛争が発生し

た。 

 以下の事例では、「接壟」に関する紛争とそれに対する撫順県協和会の対応を検討して

おこう。「張廣才と張廣昌との土地は隣接して居りその境界になって居る壠は毎年交替に

耕作する約束となって居た。ところが今年は張廣才の耕作する順番になって居たにも拘わ

らず張廣昌が先に耕作してしまったことから口論となった。[撫順県馬郡村分会]常務員、

書記が調査した結果右の事実を確めたのでその壠の所有権を張廣才に譲らせその代償とし

て大豆半升を張廣才より與へさせることにした。」133 

 以上の事例では、撫順県協和会の組織末端は「接壟」の問題を取扱っていた。残念なが

ら、協和会の職員がいかなる方法でこの紛争を解決したかは記載されていない。ここでは、

「接壟」による伝統的な土地境界の判断基準は無効になって、土地境界の制定には協和会

の職員の介入が必要となったことが重要であった。「接壟」の問題の経緯から明らかなよ

うに、満洲農作物の世界市場との連結を背景にして、20世紀初頭には農民の土地習慣が不

安定化してきた。上述したように、近世満州においては農村有力者が土地慣習に基づいた

判断を下して土地に関する紛争の媒介を行っていた。「接壟」の事例が示すように、20世

132 満鉄農務課『満州在来農業』1935年, 41頁。 

133 満州帝国協和中央本部調査部 『農村分会実態調査報告』前掲書, 50-51頁。 

 
 

                                                 



紀前半には有力者が裁定する土地慣習が土地権利に関する判断基準として利用できなくな

ってきた。従来の土地帰属の判断基準の無効になった中、農民は土地税制改革の実施によ

って公認された所有権を地券に基づき確保しようとした。 

 

 

おわりに 

 本章では清末民国期の奉天省における土地税制改革の政策的展開を検討した上で、撫順

県の事例を中心に、土地改革の実態と、同改革の実施による土地所有権保証制度の変容を

検討した。【表 1.1】を見ると、1910年から 30年代にかけて奉天省では改革の重点であっ

た土地測量、土地の民営化、官有地の経営合理化の展開がかなりの程度進展してきたが、

土地登記については未完成であったことが判明する。清朝期に官有地が支配的であった撫

順県では、官地払下を通じて、八旗制のもとで地方行政により公認されない形で事実的に

土地を使用した農民や小作人は、土地払下の際に発行した地券により土地の所有権を確保

する条件が与えられた。そのため、土地改革以降に実施された土地調査では、小農の割合

が激増するようになった（第２章を参照）。 

 土地税制改革が所有地の規模のみならず、近世中国東北部で成立した農民的所有秩序が

以下の変容を被った。撫順県では払下の際に発行された地券は農民の階層の区別なく普及

した。土地税制改革の進展の結果として、土地売買契約と地券の検討に基づいた土地所有

保証の二重構造が成立した。地券の利用が浸透した原因の一つは、公式・非公式の土地所

有の裁きが土地所有権の証文としての地券の利用を事実上公認したことにあった。さらに、

この新しい所有権公証制度の成立の背景には、共有地に対する所有権の重複、地主と小作

人との間の対立などのための土地利用の不安定化と満洲農業の世界市場への編入がもたら

した土地慣習の変容があった。 

 
 



 以上のように、近世・近代以降期の満洲において土地慣習の連続性を強調した先行研究

と異なり、本章で明らかになったように、土地税制改革の実施以降に形成された新しい土

地所有の公証制度は、農村有力者を中心となる「人間関係の網の目」が保証していた伝統

的な物権変動慣行との断絶の上に成り立っていた。地券で記載されている土地権利を鑑定

するのは、地券に関して十分な理解を持つものに限られていたので、地券の利用が根付い

てきた 20世紀前半期には、軍閥政権と植民地の地方機関の職員は地券の適切な解釈によ

って土地紛争の解決が可能であった。そこで、国家の土地所有への関与が一応強化されて

きた。言い換えれば、土地税制改革の実施が不動産の売買習慣を再編したことで、満洲に

おける農民の所有秩序も変化し、近世中国にみられた「民間による自主的市場的な交替方

式、来歴（私契）による個別家族の土地経営（生業）の社会的確保尊重の体制」134が衰退

してきた。 

他方、以上の新しい土地所有公証制度の成立は以下の二つの結果をもたらした。第一に、

所有権証文として地券は多数の問題があったため、満州農村社会における地券の利用自体

は、土地と農民に対する権利関係の不安定性の原因となった。第二に、土地紛争の際、地

検に対する十分な理解を持つ者のみが地検に基づいて土地権利関係を鑑定できるようにな

ったので、農村有力者が土地に対する権利を保障することができなくなった。これによっ

て農村有力者の政治的な権力が著しく損なわれた。 

 
 
 
 
 
 

第２章  家族の変化、所有地の零細化と地方有力者の動向（1870〜1940 年代）  

134  寺田浩明「中国近世における自然の領有」柴田三千雄[ほか]編『シリーズ・世界史への問い』第 1巻「歴

史における自然」岩波書店、1989年、211頁。 

 
 

                                                 



 

 

はじめに 

 近年、集約的な農業に基づいた東アジア経済発展経路が重要な論点になっている。自立

的小農社会について論じた中村哲が特に注目したのは、これらの地域における小農経営が、

労働集約的であるとともに土地生産性を極めて高めたことであり、これこそが東北アジア

における資本主義形成の内在的な条件であったと主張している。135宮島博史は小農社会の

展開を東アジア諸社会における近代的土地変革と関連づけて考察している。宮島は、近代

的土地所有を導入しやすい条件について、支配層の土地所有が在地から切り離されており、

小農の土地保有が既成事実化していた点にあったと述べている。136近代日本農村史研究で

は、近世的土地所有秩序の解体が農民の土地慣行への抑圧として推進されたこと、近代的

な土地改革政策が変容しつつある農村の階層構成の再編を加速化させる場合があるのであ

る。137以上のように、近世近代移行期における土地慣行の再編を、土地改革政策と関連し

て分析する研究動向の出現は、中国における小農形成論においても土地変革政策の展開と

の関連が検討されるべき課題であることを示唆している。中国農村史では、民国期におい

て大経営が解体し、小規模の経営が農業生産の主体になっていく方向の歴史的背景を追求

するのが論点になっている。138三品英憲は、農家経営の展開を分析して、商品経済に包摂

されつつある近代中国の農村では、小農形成の要因が家族総収入が増加し生存に必要な限

135 中村哲「序論 東北アジア（中国・日本・韓国）経済の近世と近代（1600〜1900年）—その共通性と差

異性」中村哲編著『近代東アジア経済の史的構造 東アジア資本主義形成史』日本評論社, 2007年, 1−30

頁。 

136 宮島博史「第四章 東アジアにおける近代的土地変革 — 旧日本帝国支配地域を中心に」中村哲『東ア

ジア資本主義の形成』青木書店, 1994年、161−188 頁。 

137 松沢裕作「近世・近代以降期村落史研究の諸課題」『歴史評論』第 731号, 2011年 3月, 59−68 頁。 

138 三品英憲「近代中国農村研究における「小ブルジョア的発展論」について 」『歴史学研究』第 735号,  2000

年 04月,35-45頁。 

 
 

                                                 



界面積が減少してきた点にもあったと主張している。139これに対し、柳澤和也は家産の分

割が決まる分家の進展と関連して農家間の土地移転を洞察することによって、農地規模が

「土地集散の恒常的反復」の形を取り、またそれを農家のライフ・サイクルの展開の成果

であるとした解釈を提起した。140 

 近代中国東北部における農家経営の規模変容については、日本植民地史の視点からも研

究が積み重ねられてきた。浅田喬二は日本人地主の「満州」進出（以下は「」を省略）に

よる土地集積の事例を検討した。141風間秀人は、北満洲と南満州の差異を考慮に入れて、

満州国による農作物統制政策が資本主義的な分解を阻害し、「富農の地主転化、小・零細

農の雇農転落という農業経営の縮小・後退現象が普遍的にみられた」と主張した。142しか

し、一方では、Ramon H. Myersは、1930年代前半の満洲を対象として、風間とは逆に農村

における市場経済の浸透に伴い、小規模の土地所有者による土地蓄積のケースが少なくな

かったことを実証した。143中国側研究においても近代の東北三省における土地集積の展開

の研究が進展してきている。乌廷玉は大地主の形成過程を検討し、地方有力者による土地

集積が清末・民国期における土地払下の際にもすでに展開していたことを主張した。144さ

らに、大規模の経営を検討した衣保中は、民国期・満州国期を通して荒地の開墾による土

地生産性の上昇、商品生産化などを検証し、大地主による農業の近代化を指摘した。145従

来の研究は、中国東北部における土地経営の方向を、1930年代を中心にして検討したが、

乌廷玉の研究のように、その展開を長期的視野にたって洞察する研究は多くない。特に、

139 三品英憲「近代中国農村における零細兼業農家の展開 : 河北省定県の地域経済構造分析を通して」『土

地制度史学』第 43巻第 2号, 2001年 1月, 18-35頁。 

140 柳澤和也『近代中国における農家経営と土地所有 : 1920-30年代華北・華中地域の構造と変動』 御茶

の水書房, 2000年, 63−111 頁。 

141 浅田喬二『日本帝国と旧植民地制』御茶の水書房, 1968年, 167−250 頁。 

142 風間秀人「『満州国』における農民層分解の動向（I）・（II）」『アジア経済』第 30巻第 8,9号, 1989

年 8-9月, 31−43, 18−37 頁。 
143 Ramon H. Myers, “Socioeconomic Change in Villages of Manchuria during the Ch'ing and Republican 

Periods: Some Preliminary Findings”, Modern Asian Studies, Vol.10 No.4, 1976, 591-620。 
144 乌廷玉, 张云樵, 张占斌著『东北土地关系史研究』[长春] : 吉林文史出版社, 1990年, 163-171頁。  

145 衣保中「论近代东北区的大农规模经济」『中国农史』第 25巻第 2号 2006年 2月、51−58 頁。 

 
 

                                                 



地相改正の実施によって近世土地慣行が再編された日本の事例を念頭において、清末・民

国期に実施された八旗制度の廃止が農民的土地所有の秩序に対して、いかなる意味をもっ

ていたかという論点の検討は残された課題である。さらに、従来の中国農村史研究が農地

零細化傾向を考察した際、均分相続制を重視した。中国には家族の分家の際、家産が均分

制のもとで相続人に分割されることは通説として示されている。ただ、農民の民事習慣に

関する多数の研究が実証したように、資産の分散を避けるために、家長は均分主義に従わ

ず、家産の等しくない分割を行ったケースは多く見られた。146従って、後者の場合、分家

がかならずしも所有地の零細化をもたらす訳ではない。 

 本章では、土地の零細化が均分相続制と結びつきをもっていたとする先行研究を踏まえ、

19世紀末〜20 世紀前半における家族の分家発展過程を長期間にわたって再検討する。そ

の際、清末における八旗制の長男子相続制の解体過程に注目する。上記のような家族発展

に関する考察は、残存史料が極めて限られているため、全満州レベルのデータを使って進

めていきたい。 

 

 

第１節 清朝末以降における分家頻度の増加 — 『農村実態調査』の「農家略歴史表」の

分析（1870〜1940 年代） 

 近年の歴史人口学研究は、清朝期における満州における家族形態の異なる様式を明らか

にした。James Z. Lee と Cameron D. Campbellは、東北部の八旗の人口・世帯登録制度か

らの資料に基づき、1792 〜1873年を中心に、遼寧省道義屯における 1万以上の旗人の世

帯構造を分析した。この研究によれば、全世帯の 4分の 3が結合家族の形態をとっていた

146 Shiga Shuzo, “Family Property and the Law of Inheritance in Traditional China”, David Buxbaum 

ed., Chinese Family Law and Social Change: in Historical and Comparative Perspective, Seattle: 
University of Washington Press. 1978, pp. 141-143. 

 
 

                                                 



が、これは 19世紀初頭以降の分家頻度の漸減傾向を反映したものだった。147 

 以下では、Leeと Campbellの研究では分析外とされた、19世紀末から 20世紀前半にお

ける分家頻度の実態を検討する。ここで利用する資料は、『農村実態調査』である。 

これは口頭調査により収集された資料であるため、Leeと Campbellが利用する資料ほどの

詳細さと精確さに欠くが、旗人以外の農家の動向を明確にし、さらには遼寧省以外の多様

な地域の分家動態を考察するという意味においては利点をもった資料と言える。148 

 【表 2.1】は、『農村実態調査』の「戸口調査部」に記載されている農家略歴史表を基

に、中国東北部における 11の村落（計 555戸）の分家発生件数を、10年ごとにまとめた

ものである。1〜6は南満州の村落で、7〜11村は北満州の村落である。この表から分かる

ように、1870〜90年代にかけては 10年ごとに分家の件数が 2件、6件の程度であったが、

1900年代から 1940年代にかけては 13件、27件の程度になり分家の発生率が明白に高くな

った。特に、1880年〜1899年、1900年〜1919年、1920年〜1939年という三つの時期に焦

点を当ててみると、分家の発生率が 6件、21件、50件というように 20世紀に入ってから

恒常的に増加してきた。さらに、分家の発生率は南満州ではやや多いというものの、家族

の分割頻度の増加傾向は北満州でも確認できる。 

【表 2.1】 1870年〜1939年間に満州における分家の 10年ごと発生率 

147 James Z. Lee and Cameron Campbell, Fate and fortune in rural China: social organization and 
population behavior in Liaoning, 1774-1873, Cambridge, U.K.: New York: Cambridge University Press, 
1997, pp. 109-114。さらにジェームズ・リーのグループ、1789〜1909年に同省の蓋平県と開原県におけ

る二つの村落でも世帯形態を分析し、同様の結果を再確認した。James Z. Lee and Cameron D. Campbell, 

“Headship succession and household division in three Chinese banner serf populations, 1789-1909”, 

Continuity and Change, Vol. 13 No.1, 1998, pp. 117-144。 

148 江夏由樹 [著]「国東北地方における農村実態調査 : 康徳三(1936)年度、満洲国農村実態調査報告書に

ある統計資料について」（Discussion paper / 一橋大学経済研究所中核的拠点形成プロジェクト [編], No. 

D97-23）Institute of Economic Research, Hitotsubashi Unversity, 1998.2 

 
 

                                                 



 

 『農村実態調査』によれば、分家の発生過程に関しては二つのパターンが検討である。

第一のパターンでは、家族の発達過程の中で、分家が 20〜35年の世代的間隔に発生する

型である。例えば、南満州の奉天市に近くに所在する二道河子屯（【表 2.1】では屯番号１）

の小農（C農家）が挙げられる。【図 2.１】で分かるように、C農家の祖先が 1820年代か

ら新民県に土着し、1865には祖父が本屯の草分である崔家の娘と結婚し本屯に定住した。

結婚の 34年後、1899年に本農家が２つの家に分家を行い、その中の一つの農家は妻の父

と新しい世帯を形成した。次は 30年間後に 1929年がは、1899年に形成された２つの家が

改めて４つの家に分家した。 

 

 

 

 

 

 

屯名 農家数 合計

1 新民県二道河子屯 90 0 0 2 2 2 4 2 12
2 海龍県孫家街屯 46 0 0 0 0 0 0 2 2
3 盤山県孟家舖屯 57 - 0 0 2 2 6 6 16
4 梨樹県輩家油房屯 40 0 0 0 1 0 1 0 2
5 延吉県陽城村 24 - - 0 0 0 2 2 4
6 荘河県金廠屯 38 2 0 1 3 0 2 3 11
7 敦化県三台山屯 50 - 0 0 0 1 0 1
8 富錦県岳家屯 36 0 0 0 0 0 2 2 4
9璦琿県松溝屯 63 - 0 0 0 3 3 0 6

10 豊寧県選将営子屯 79 - - 2 5 0 5 5 17
11 兆南県大茂好屯 32 - - 1 0 1 1 1 4

合計 555 2 0 6 13 8 27 23 79

1870〜
79年

80〜
89年

90〜
99年

1900〜
09年

10〜
19年

20〜
29年

30〜
39年

出典： 国務院実態実業部臨時産業調査局『 康徳三年度農村実態調査報告書． 戸別調査之部.
第一分册』 （ 1936年） ４〜 15頁, 142〜 151頁, 386〜 393頁, 『 第二分册』 （ 1936年） 4-
13頁, 344-353頁, 570-577頁, 『 第三分册』 （ 1936年） 474-495頁, 686-695頁, 『 第四分
册』 （ 1936年） 4-13頁, 300-311頁, 452-469頁から 作成。
備考： １ 屯は奉天省新民県腰高台子村に, 2屯は奉天省海龍県太平村に、 3屯は錦州省盤山
県寛字段村に、 4屯は奉天省梨樹県勤耕村に、 5屯は間東省に、 6屯は安東省荘東村に、 7屯
は吉林省に、 8屯は三江省に、 ９ , 10屯は黒龍省に、 11屯は内蒙古に位置する。

 
 



【図 2.１】  二道河子屯の C農家の分家展開 

 

 

1865年に定住した時、本農家は３畝の土地を入典（担保による不動産担保の取得）し、最

初の分家の際に土地は 1.5畝と 1.5畝と分割された。1918年には土地の払下が行われたが、

農家は 1.5畝の土地の所有権を手に入れ、自作と労働者として土地を耕作していた。次の

分家の際に形成された４つの世帯の中、二つの農家は小規模の土地所有者・小作になり、

二つの農家は小作・雇農になった。この事例では分家が両親の死亡などの家族の周期的な

段階で行われたのではないかと推測される。149 

『農村実態調査』では、分家の発生過程に関してはもう一つののパターンが検討できる。

すなわち、分家が家族のライフサイクルに沿って周期的な展開を示すとは関係せずに、短

期間に自然災害や恐慌による農作物価格の暴落等の外的なショックによって分家が発生し

た事例がある。自然災害に関しては寛字段村孟家舗屯（【表 2.1】では屯番号 3）の事例が

挙げられる。 

149 國務院實業部臨時産業調査局『康徳三年度農村實態調査報告書. 戸別調査之部. 第三分冊』1936年, 

484−489 頁。 

 
 

                                                 



 【図 2.2】 寛字段村孟家舗屯の宗族 Bの分家の展開 

 

同屯の宗族 B（農家５と農家 22）と宗族 C（農家９、10、11）の両者は 1930年には分家を

引き受ける。その背景には、同年の大洪水の際に、耕地への水害があった。150さらに、家

族の分割は経済的な衝撃によって発生した事例もあった。例えば、黒河省瞹琿県松樹溝屯

（屯番号９）の事例もある（【図 2.2】を参照）。同屯には、1928〜30年の間には、水害、

国際関係の緊張を背景にしたシベリアとの貿易の杜絶のため、一つの宗族は分家した。151

梨樹県第一区勤耕村輩家油房屯（屯番号４）には、1802年における土地の払下の際、輩家

と季家の草分けが本屯に定住した。輩家は 1834年に油房を開き、そのあと営業が 1930年

代まで続けた。しかし、日本の満洲大豆の需要が減少し、大豆油価格低下に直面した 20年

代後半には、満洲油房事業が破綻した結果、1928年には輩家が分家した。152以上のように、

【表 2.1】にまとめられた分家には、家族の周期的なサイクルに対応したもの、又は自然

災害や経営破綻などの外的なショックで発生したものの 2種類があり、多様な発生形態を

みせていたのである。両親の死亡の前、息子達がすべて結婚した後という家族史の周期的

150 國務院實業部臨時産業調査局『第四分冊』前掲史料，302−307 頁。 

151 國務院實業部臨時産業調査局『第一分冊』前掲史料，1−3 頁。 

152 國務院實業部臨時産業調査局『第三分冊』前掲史料，683−687 頁。 

 
 

                                                 



なサイクルにそって発生するものもあった。153しかし、分家発生が家族の周期的な展開で

はなく、自然被害や短期的経済的なストレスのために発生した分家事例もあった。自然災

害の中では、特に水害を直接の原因として発生した分家のケースが多かった。154また短期

的経済的なストレスに関しては、1928〜30年の間には世界市場と日本市場の動向に規定さ

れて満州大豆の価格が下落した結果、油房事業が破綻した結果としての分家事例が挙げら

れる。155ここで、19世紀末〜20世紀前半における家族分割の長期的傾向について検討し

てみよう。 

【図 2.3】グラフは、Lee/Campbellの研究グループが検討した遼寧省道義屯、同省蓋平県

盖州および開原県村（平均世帯数はそれぞれ 512、263、190）における分家頻度と、156『農

村実態調査』から著者がまとめた 11の村落（合計世帯数 555）における平均の分家頻度（い

ずれも 10年ごと、住民 1000人当たり）を比較したものである。ここから観察されるのは、

1890年代以降は増加へと転じた家族分割の長期的傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

153 Lee and Campbell, Fate and fortune in rural China, p. 94。清朝期の中国東北部における結婚の平

均年齢は 19〜22歳で、最初の出産後の両親の平均余命が 33〜36年間であった。 

154 國務院實業部臨時産業調査局『第四分冊』前掲史料，302−307 頁。屯 n.3（寛字段村孟家舗屯）の事例が

挙げられる。同屯の宗族 B（農家５と農家 22）と宗族 C（農家９、10、11）の両者は水害のため分家を行

った。 

155 國務院實業部臨時産業調査局『第三分冊』前掲史料，683−687頁。屯 n.４（梨樹県第一区勤耕村輩家油

房屯）輩家の事例を参照。この時期における油房の破綻については、柳沢遊『日本人の植民地経験』青木

書店,1999年。 

156 Lee and Campbell, “Headship succession”, p. 119頁。 

 
 

                                                 



【図 2.3】 

 

 

 Lee/Campbellの研究は 19世紀における分家減少の背景として、人口的な圧力の増加や

穀物価格の上昇とともに、制度的な制限を指摘している。157特に制度に関しては、旗人の

場合、多数の旗人の家族を包括する「族」の族長が分家に対する承認権限を持ったため、

分家は八旗制度に強く規定されていたという。さらに、資源に対する人口圧力が過剰とな

った 19世紀には、清朝政府が講じた満州農家の移動制限策や出生率の低下が、分家頻度

の減少の一因とされた。しかし、19世紀末〜20世紀初頭には、八旗制度の解体、鉄道敷

設、農家流入奨励制度、そして人口圧力の上昇の下、分割頻度も増加した。 

 以上のように、19世紀末から 20世紀初頭の制度的な改革を背景にして、清朝末以降期

には家族分割の頻度が高くなってきた。家族分割の進展がどの程度所有地の零細化の原因

となっていたのだろうか。以下は個別事例でこの課題を議論していたい。 

157 Lee and Campbell, Fate and fortune in rural China, pp. 27-54頁。 

 
 

                                                 



 

 

第２節 「草分農家」の分家に関する個別事例 

 【表 2.2】では、［Ⅰ.］（奉天省新民県腰高台子村二道河子屯）、［Ⅱ.］（熱河省豊寧

県選将営子屯）、［Ⅲ.］（黒河省瞹琿県松樹溝屯）における村落の農業生産力関係のデー

タがまとめてある。三村の最初に入植した「草分農家」の場合、それぞれの社会経済的な

環境を洞察すると、分家の際、［Ⅰ.］と［Ⅲ.］では所有地の分割が均分制に従って行わ

れている一方、［Ⅱ.］では不等な分割が実施されていることが分かる。この三村における

異なった家族の発展過程を、それぞれの社会経済的な環境に位置付けて浮き彫りにするこ

とによって、近代満州における多様な典型的な所有地の分割パターンとその背景を明らか

にしていきたい。158なお、［Ⅰ.］の新民県は撫順県に隣接するだけではなく、定住が古く

人口密度が高いこと、農作物の高い商品化率という点で撫順県との共通した特徴を持って

いるから、撫順県における草分農家の展開過程に対して示唆的な意味を持っている。【表

2.2】から、三つの村ともに労働力不足（1.e.）を補完する役畜の相対的に多量な投入が見

られること（2.b）、旱地での 1年 1作の作付様式の採用、農家収入における出稼収入が重

要な割合を占めること（1.d.）という満洲農業の特徴が洞察できる。他方、三つの屯の間

には相違点も存在した。［Ⅰ.］と［Ⅱ.］の場合、後述するように開拓が古かったため、

農家一戸当たり耕地面積は小規模であった一方、［Ⅲ.］では定住が 20世紀になって本格

化した（1.g.）。さらに、［Ⅰ.］は、新民県の都市近部の商品作品地帯と自給的穀作地帯

との中間的な位置をしめる村である。［Ⅰ.］の農地は頻繁に洪水に見舞われたため、調査

実施には氾濫した土地でも栽培しやすい高粱作付の比率が高かった。本屯においては生産

力が比較的に高位なのは（5.a.）、作付の多角化、役畜と肥料の利用が小農レベルまで浸

158 例えば、均分性に従う土地分割は、【表 4.1】の村番号７（農家 A）、２（農家 A）、４（農家 A）にも

確認できる。不等の土地分割は村番号４（農家 A）と８（農家 A）にも見つけられる。 

 
 

                                                 



透していたからである。［Ⅲ.］には小麦、粟などの麦類の穀物が主な生産物であるが、製

粉工場のある黒河市と瞹琿市（県城）の市場で収穫の一部を販売する農家は少なくなかっ

た。すなわち、［Ⅰ.］のように本屯の場合に市場経済の浸透が進んでおり、農家は生産力

を高めるため、労働力不足を補完する役畜を利用し、作付けの多様化に関しては工夫をこ

らしていた。［Ⅱ.］が所在する豊寧県は鉄道からかなり離れた地帯に存在しており、その

他の農作物の商品化率がより低かった。しかも、本県が大閣市場を通じて河北省との頻繁

な往来を行うものが多かったが、満洲事変後満州国の成立と同時に税関線が国境に敷かれ

たため、物資の流通ルートの変化が生じた、特に事変当時に軍事的な衝突による治安の混

乱が著しく、大閣市場における取引は著しい損害を受け、農産物の流通ルート変容と相ま

って商品の欠乏のため自給経済の中に閉じ込められる状況に陥った。［Ⅰ.］の位置とは対

照的に、本屯は作付の多様化が推進せず、肥料の利用と農家当たり役畜の比率は低く、生

産力は極めて低い状態におかれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



【表 2.2】 三村の生産力比較 

 

 

 次は、これらの屯において「草分農家」の動向を検討しておこう。［Ⅰ.］では、17世

紀に本屯に最初に入植したのは高家であった。本屯の全家族の 90家族の中では、29家族

が高の宗族内に構成員であった。清朝期には本屯が内務府官荘地として位置付けられたが、

1669年に渡満した高家の祖先が本屯付近の官荒葦塘地十天地（約 100畝）に給興され、そ

して４年後開墾が完了された際に、五十天地（約 500畝）の土地に対する「業主権」を獲

得できた。さらに、奉天内務府大粮庄頭に命じられ、高家は本屯を含む地域の開墾を監督

１ ． 概況
91 79 63

82.53%
5.62 4.78 5.42

1.75 1.93 1.89
342.7 1031.88 3351.4

3.76 13.06 53
2.71 75.3 31.3

42.1 84.4 150
2.16 0.93 2.88

12.28 8.17 4.75
土糞 ？ ？

３ ． 作付様式

４ ． 生産量
5.31 2.68 6.74

81.51 3.98 —
24983.6 4113.6 28741.6

５ ． 社会的指標
72.9 3.9 8.56

198.28 26.8 268.6
48.7 10.8 94.85

Ⅰ. 新民県二道河子屯 Ⅱ. 豊寧県選将営子屯 Ⅲ. 瞹琿県松樹溝屯

a. 戸数
b. 農業戸・農業戸割合　（戸・％） 84.61％ 89.87％

c. 農家１戸当人口　（人）
d. 農家総合収入における農業的収入割合　 71％ 50％ 47％
e. 農家１戸当労働力単位*
f. 耕地面積　（畝）
g. 農家１戸当耕地面積　（畝）
h. 労働力単位当耕地面積　（畝）

2． 生産手段

a. 役畜頭数**
b. 農家１戸当役畜頭数
c. 100畝当役畜頭数

d. 肥料の種類

a. 役畜頭数
一年一作　 　 　 　 　 　
　 高粱・ 稗子・ 小麦・
大豆

一年一作　 　 　 　 　
大豆・ 稗子・ 粟

小麦4年・鈴璫麦3年・
大豆1年・粟1年

b. 作付比率

高粱40％・ 稗子8％・
小麦3％・ 大豆8％・ 其
の他41％

大豆17％・ 高粱6％
・ 包米10％・ 稗子
51％・ その他16％

鈴璫麦26％・小麦23％
・粟18％・大豆16％・
其の他17％

a. 調査年度畝当産量　大豆　（斗/畝）
b. 同上　　　　　　　高粱　（斗/畝）
c. 穀物総生産量　　　         （斗)

a. 土地生産量　　　　　　　（斗/畝）
b. 労働生産性（穀物総生産量／労働力単位）
c. 農家人口１人当穀物産量

出典： 國務院實業部臨時産業調査局『 康徳三年度農村實態調査報告書. 戸別調査之部. 
第三分冊』（1936）471−473頁。同上、『 第四分冊 』449−451頁。同上『第一分冊』1−137頁。
*(家族労働力単位)＋（ 雇用労働力単位…年工は１ 、 日工は 1/200、 月工は3/20）

**換算基準は牛,馬＝１ 、 騾馬＝1.5、 驢馬＝0.8
こ の計算方法については、 吉田浤一「 二〇世紀前半華北穀作地帯における農民層分
解の動向」 『 東洋史研究』 （ 1986年） 45（ １ ） 56-57頁を参考。

 
 



した。開墾の完了の際に、作業に従事した農民は庄頭に銭祖を納付し、開墾した土地の

「業主権」を得た。また高家は、地方の官地を管理する官僚として、実質的に 1500畝の土

地を支配した。1910年代後半の土地の清丈の際、高宗族が既に分家を行い、多数の高家が

14〜88畝の範囲に及ぶ所有地を公認した。その後こうした所有地は、土地移転と分家によ

り、さらに分割が進んだ。『農村実態調査』が行われた 1935年の高宗族の全 29世帯の内

訳は、地主が 9世帯、自作・自小・自雑が 12世帯、雑業者が 5世帯であった。土地所有者

の中で、10畝以上の土地を所有していたのは、中小農の 3世帯（農家番号１＝16畝、農家

番号 10＝36畝、農家番号 14＝10畝）だけである。それ以外の高宗族の内、20世帯が 10

畝以下の零細小農、6世帯が労農・雑業就業員であった。家族構造に関しては、いずれの

ケースも単純であった。［Ⅰ.］には「草分農家」が分家によって大地主から小規模の経営

者へと変化し、同屯における小農の標準化傾向を示した。小経営の場合であっても、生産

手段への投入は維持されたため、土地生産性の著しい下落は起らなかった。例えば、高宗

族の農家番号 14（所有地地面積 10畝）と農家番号 22（所有地面積 5.22畝）を比較してみ

ると、双方が大車と役畜 2頭をそれぞれ所有しており、1畝当たりの農作物の平均的収量

は前者が 6.36石であり、後者は 5.53石であった。159 

 ［Ⅲ.］には最初の定住が 18世紀前半にあったようであるが、1900年のロシア軍兵が境

界を越えて治安が不安定になり、一時的に本村は無人になった。辛亥革命以降における地

方の土地払下の際、本村移住が再開した。例えば、A農家 160の場合、本村における最初の

移住は 18世紀前半にあり、20世紀初頭に村から離れたが、1908年には改めて定住した。

土地払下で 340畝の土地を獲得し、1915年には 100畝の土地を購入してから 1925年には

分家が行われた際、所有地は均分で 4人の相続人に分割された。次に、分家の後、A農家

159 國務院實業部『農村實態調査報告書. 第三分冊』前掲史料，514, 518頁。 

160 國務院實業部臨時産業調査局『康徳三年度農村實態調査報告書. 戸別調査之部. 第一分冊』前掲史料，

6−15 頁。 

 
 

                                                 



の相続人（農家番号２）は 110畝の土地を所有することとなったが、30年代に土地購入の

結果として所有地面積は 350畝になった。つまり、この地域には土地資源に対する人口圧

力が低く、分家の結果必ずしも所有地の零細化に帰結したわけではない。 

 一方で［Ⅱ.］の場合、18世紀中旬から 19世紀末にかけての間に白、英、杜の三姓の旗

人の指導により漢民族の農民に開墾させた。白、杜の二姓が早くから入屯し所有地の直接

管理に当たったのに対し、英の入屯は、収納小作料をあてにした北京での生活が経済的に

行き詰まった 19世紀末であった。以上の旗人の家族は土地払下によって本屯の大規模の

土地を確保し、地代の徴収によって生活を行った。しかし 19世紀には、旗人の生計が次

第に逼迫になり、貸出し契約を出典（不動産担保）の契約に変更した。例えば、18世紀に

定住して 1000畝の土地を占領した旗人の宗族の一つは（同族関係 A）、1894年にはなお

300畝を所有していたが、「農家略歴史表」によれば 1935年の分家の際 112 畝（農家番号

2）、0.6畝（番号 44）、172畝（番号 57）の土地に分割された。三家族の一つである農家

番号 57を詳細を見ると、家族の所有地の殆ど（169畝）は 14軒の農家に基づく不動産担

保による貸出しの対象になった。家族内労働供給者の一人当たり耕作規模は 6.6畝であっ

た。161本農家は役畜を一頭所有し、車を持っておらず、高粱と粟のみ作付した。１畝当た

りの農作物の平均的収量が 2.65 石であった。［Ⅱ.］の場合も農業経営の零細化が［Ⅰ.］

と同様に確認できるが、経営零細化が大農家（旗人）の経営の破綻のために発生したとこ

ろにに特徴があり、この［Ⅰ.］ほどには分家が重要な意味をもっていなかった。 

 以上のように、［Ⅰ.］と［Ⅱ.］の両者を比較すると、「草分農家」の分家による大土

地所有の分割と屯内における小農経営の形成との因果関係がともに確認できた。ただし、

［Ⅰ.］の場合、役畜手段の投入などが推進できたことで土地生産量が上昇し、都市が農家

の過剰労働力を吸収することもできた。これらの条件が小農の生産性向上を可能にした。

161 國務院實業部『農村實態調査報告書.  第四分冊 』前掲史料，474−475、494−495 頁。 

 
 

                                                 



一方、後進地帯の［Ⅱ.］の場合、農家経済の破綻による土地の不動産担保による貸出しや

土地売却によって農地零細化が進んだ。本屯では、耕地面積が広いものの、役畜の投入が

少なく、土地生産性は極めて低かったのである。大地主の主な収益基盤は地代収入であっ

た。従って、重要な収入源の分割を回避するため、［Ⅰ.］と比較して本屯の方が「草分農

家」の分家過程が緩慢であり、かつ均分相続制が実施されていない場合もあった。他方、

［Ⅲ.］への定住が遅く農業開発の余裕があり、本屯では均分制に基づく土地の分割が可能

であったが、［Ⅰ.］と異なって分家の後に零細化の現象は見られなかった。第３節では撫

順県における所有地の零細過程を詳細に検討するが、撫順県が新民県の［Ⅰ.］のと共通し

ている社会経済的な環境にあったことを考慮すれば、［Ⅰ.］における家族分家による土地

分散は撫順県にもあったことは、充分に考えられる。 

 

 

第３節 撫順県における土地所有構造の変容と分家（1917 年〜1942 年） 

 大地主の家族分割は撫順県ではどのように表れたのであろうか。撫順県の場合、農家歴

史に関する資料の入手が難しい。その代わりに、撫順県における官公民類別所有地の面積

を報告した資料が存在する。周知の如く、分家のさいに、家産の最も重要な位置を占めた

所有地が分割されていた。ここは、撫順県における所有地の変容とともに、家族の分割に

ついて考察したい。【表 2.3】は辛亥革命直後において行われた調査（1917年）、「満州

国」期における行われた三つの調査と併せて四つの調査を利用して、撫順県における土地

所有の面積別の戸数とその割合についてのデータをまとめたものである。 

 

 

 
 



 

【表 2.3】  撫順県における所有地面積の推移（1917〜1942年） 

  
戸数（1917 年） 戸数（1934 年） 戸数（1937 年） 戸数（1942 年） 

大

農 100 畝以上 3609（16） 926（5） 755（５） 
1（0.1） 

中

農 

50 畝以上 6423（28.5） 
3711（20,1） 

1717（11） 16（3.1） 
30 畝以上 4659（20.7） 

12772（84） 

103（20.5） 
小

農 

10 畝以上 4500（20） 
13800（74,9） 

291（58） 
10 畝未満 3300（14.6） 90（17.9） 

合

計   22491(100) 18437 15244（100） 501(100) 
出典：『奉天通誌』（1934 年）第三巻、2534-35 頁、 

  興農会合作社中央会調査課『康徳８年農村戸別概況調査報告書： 

 土地所有官関係編』1943 年、500-502 頁 

  奉天省公署『奉天省統計年報 康徳４年度』37、38 頁 

  満州国協和会撫順県弁事処『協和運動二ヶ年を顧みて』1935 年 

 （）は％ 

     

 

この表から、同地域において土地所有の形態がいかに変化したかを検討したい。1917年の

データは、張作霖の指揮に従い掲載された『奉天通志』からとった、撫順県の全人口の調

査である。一方、それ以外はサンプル調査であり、調査対象となった農家数は限定的であ

る。【表 2.3】に見られるように、両調査の対象となった戸数は大幅に違うことで、両調

査を比較する際、戸数に関する直接的な比較は困難である。そのため、著者は調査がぞれ

ぞれ提供した所有面積の戸数のグループを大農、中農、小農という範疇に改めて分類し直

し、【表 2.3】では新しく著者が作成した所有面積基準の戸数割合の変容を観察した。10

年代から 40年代にかけての戸数割合を見ると、1917年には全土地所有者の 44.5％を占め

た 50畝以上の土地所有者（大農と中農（上））の割合は、30〜40年代においては僅か 3〜5％

を占めるようになり著しく減少したことが分かる。それとは対照的に、同時期に小農（30

畝未満）の割合は 34.6％から 75.9％の割合を占めるようになり激しく増加した。すなわち、

50畝以下・30畝以上の土地所有者の割合が安定的な中心軸として、大農の割合の収縮と

 
 



30畝未満の小規模土地所有の割合の拡大という二つの傾向が浮かび上がる。撫順県におけ

る小農化傾向の原因について考える場合以下の点を考慮する必要がある。第一に、清朝期

に人民が不法に官有地を占領し自己の土地とした事例が頻発した。こうした土地について

は、清末・民国移行期における官有地の払下の際、農民が地券を手に入れてはじめて土地

所有権を公証することができた。従って、とくに 10畝未満の「小農」戸数の激増（1917

年〜1934年）は、大勢の農民が既に獲得していた習慣法上の所有権が 1917年の個数調査

統には表現されていないが、34年に至ってはじめて表現されるという意味で、みかけ上の

戸数大部分を含んでいる可能性がある。第二に、1910年代〜40年代には大規模な耕地の

小土地所有化は、撫順県においても急速な宗族数の減少を示唆することである。この点は、

1910〜40年代に撫順県おける共有地の再編から推察することができる。承徳県と興仁県

（1908年）および撫順県（1934年）の官公民有別所有地に関する【表 1.1】からは、撫順

県における共有地面積の減少が確認できる。共有地の解体は、土地の民営化を目標とした

中華民国政府の地税政策の実施を反映していたことは上述した。満州には自然村の多くが

宗族の定住のもとで構築されたことを考えれば、撫順県における共有地の解体の要因とし

ては、土地民営化とともに、宗族の分家による家産の分割があったと想定することができ

る。 

 以上のように、1910年代〜40年代には撫順県においても所有地の小土地所有化がみら

れた。小土地所有化は、清朝末・民国移行期の土地改革を背景にした小規模の土地所有の

公認とともに、家族の分家による所有地の分割が原因となることを指摘したい。 

 

                          

第４節 土地零細化と農村有力者の危機 

 八旗制度が解体された清末・民国期以降に、満州における宗族分家の発生率が上昇して

 
 



きた。前節で解明したように、農業生産力の向上の可能できる条件がある地域では、分家

が増加した結果として、土地所有の規模は縮小する傾向を見せた場合が多かった。では、

こうした所有地の零細化は農村内の権力関係に対していかなる意味を持っていたのだろう

か。 

 中華民国期から満洲国期にかけての地方統治制度の変遷と、地域統制内における「屯」

の位置づけを簡単にまとめておこう。辛亥革命直後中華民国政府は地方統治機関の改革を

整備した。まず、1914年に地方自治試行条例によって、中華民国政府は市鎭村の区域に基

づいた清朝期の自治体制を中止した。次に、同年に地方警察庁官制により中華民国政府は、

各県で県警察所を結成した上で、県レベル以下において管轄区域内の警察事務を管理する

警察分所を設置した。以上の地方警察組織とともに、中華民国は清朝以前から継続する自

治的な治安維持制度である保甲制を再編した。保衛団条例（1914年 5月に公布）により保

甲制度が改革の対象となったのである。保衛団条例は、戸は単位で、十戸を牌とし、十牌

を甲とし、五甲を保とし、若干の甲を合して団とする自衛団体を規定した。さらに奉天省

の場合、1914年 11月に奉天省各県保甲章程が公布された。章程が制定したように、県知

事に保甲制を監督させ、さらに各県が警察区により区分し、各区に総甲長一人を置き甲団

を組織させ、各屯の十戸乃至二十戸をもって一甲とし、甲長を置いて、十甲以上をもって

保となし、保に保長一人を置いていた。162以上のように、辛亥革命直後に、治安回復を目

的で、県レベル以下の警察組織の改革と地方警察組織との補完的に民間の自衛団である保

甲制が強化された。上述ように、屯は保甲制の細胞組織として位置づけられていた。 

 さらに奉天省では、奉天省各県区村制試行規則（1922年 10月に公布）により区村制が

施行されたことで、地方行政機関が設置された。この規則により県下の管轄地方が 8区に

分割され、各区に区長が県公署長の命令で設置されることになった。規則は区内の住民を

162 山田弘之『奉天省吉林省に於ける警察､保衛団､郷村制度 パンフレツト ; 第 37号』南満洲鉄道, 1927

年, 14-17頁。 

 
 

                                                 



二百戸以上の主村と二百戸未満である小村でまとめ、主村に村長を設置し、小村を連合し

て主村と村長ををすることを規定した。村長は管轄地域に置いて区長から命じられたすべ

ての事宜を弁理すること、村内の公益、公安、公金の管理、戸籍事務を担当する事になっ

ていた。163満州国期には、満州国が村レベルの行政組織を重点を置いて、街村制の導入

（1937年 12月に実施）により既存の県・区・村の行政区域が県・大村・屯へ再編された。

以上の地方の行政組織の展開にもかかわらず、自然村である屯は依然として満洲農村部社

会の事実上の組織的単位の位置が継続されていた。中華民国期・満州国前期において地方

の行政組織の実力は区レベルにあり、164村公署の代わりに、区レベル以下の住民への連絡

命令の伝達、税徴収などの業務は管轄内の甲長により行われていたのである。保甲制の区

域は自然村・屯と不一致することがあったが、牌長は屯内の事実上の有力者と一致したの

は普通であった。165さらに、農作物の集荷、必要品の分担などの流通統制政策が本格的に

実施されるようになった 1930年代後半以降には、流通統制政策の実施過程の基礎組織は

事実上屯にあった。166屯長と屯の評議員会である屯会は、大・中規模の土地所有者・集家

に更生されていた。167例えば、撫順順県馬群村 12屯長の中、大地主の農家は２家、中農

（100畝以下 30畝以上の土地所有者）は８家、小農（29畝以下の土地所有者）は２家であ

った（【表 3.3】を参照）。168 

 以上のように、地方統治制の事実上の組織単位は自然村・屯にあったが、屯内の有力者

163 山田弘之『奉天省吉林省に於ける警察､保衛団､郷村制度 パンフレツト ; 第 37号』南満洲鉄道, 1927

年, 25-28頁 
164 撫順県の事例については、満洲帝国土地局『奉天省第一回県参事官会議議事録（土地問題） 康徳二年

十一月一八, 一九日』1935年, 5頁を参照 
165 満州国実業部臨時産業調査局編『農村実態調査報告書 第９巻 産調資料（45）ノ（9）農村社会生活篇』

龍溪書舎, 1989年, 151-158頁。 
166 撫順県馬群村の事例については、滿洲帝国協和會中央本部調査部『農村分會實態調査報告書. 康徳 10年

度』1943年, 31頁を参照。 
167 満州国実業部臨時産業調査局編『農村実態調査報告書 第９巻 産調資料（45）ノ（9）農村社会生活篇』

龍溪書舎, 1989年, 5頁。滿洲國地方事情編纂會 編『奉天省台安縣事情, 満洲國地方事情 ; A第 1 號 』

村上正雄, 1934年, 20頁。 
168 満州帝国協和会中央本部『農村分会実態調査報告書』1943年, 26、27頁。 
 
 

                                                 



は屯区域内の大中の土地所有者であった。大中の土地所有者が屯の有力者として、自衛、

税徴収などの多数の事務を実施して地方統治制の中心的な役割を演じていた。さらに、屯

内の有力者は土地売買の取引、結婚式の仲介人、保証人の役割を演じた。169また、村民の

間の紛争が発生した場合、最終的な解決の決め手となったのは農村有力者であった。170こ

うした有力者である地主はいかに屯内の権力的な位置を再生産できたのだろうか。 

 屯内における権力に対しては大規模の所有地が重要な意味をもっていた。近代満洲では

土地の蓄積が多様な形で発生していた。前節で紹介した奉天省新民県二道河子屯の高家は、

17世紀に本屯に入植し大規模な土地を占領し開墾して、土地税制改革の実施によって土地

に対する所有権の公認を獲得した。高家の事例のように、漢族の屯内の大地主の中では、

清朝期に不法な土地の開墾と耕作を行った移民農家が多かった。171他方、上述した熱河省

豊寧県選将営子屯場合、18世紀中旬から 19世紀末にかけて旗人の白家と杜家は屯内の土

地の管理人として早くから入屯し、漢民族の農民による土地開墾を指導していた。次に、

20世紀の初頭に行われた土地払下によって、白家と杜家は本屯の大規模の土地所有を確保

した。選将営子屯の事例が示すように、清末の官地払下の際に清朝皇室や王公などの管理

人は、払下の際に地域の多くの土地の権利を有していて勢力を持続できた。172 

 屯内の権力は、土地の貸付、不動産担保の取引と金額の信用貸付などの村民間の経済関

係によって実現されていた。以下、二つの屯内有力者・大地主の事例を詳細に分析しよう。

まず、上述した熱河省将営子屯の旗人の草分宗族の子孫の農家（資料では農家番号 57）の

事例を見ておこう。同農家の家族構成は８人で、家族内の労働供給者は一人であったが、

169 清水金二郎『契の研究：満・支土地慣行規範について』大雅堂, 1945年, 14, 5頁。 

170 満州国実業部臨時産業調査局編、『農村実態調査報告書 第９巻 産調資料（45）ノ（9）農村社会生活

篇』（復刻版；龍溪書舎, 1989年）191−194 頁。Philip C. C. Huang, Civil justice in China: 
representation and practice in the Qing, Stanford University Press, 1996年, 58-61頁。 

171 満州国実業部臨時産業調査局編、『農村實態調査報告書. 第三分冊』前掲史料，137頁。 

172 Enatsu Yoshiki, Banner legacy: the rise of the Fengtian local elite at the end of the Qing, Ann 
Arbor: Center for Chinese Studies, The University of Michigan, c2004.  

 
 

                                                 



172畝の土地を所有していた。173所有地の殆ど（169畝）は 14つの農家に貸出し、土地を

借りた農家はすべて屯内の家族であった。174将営子屯の農家番号 57は、旗人家族は 20世

紀にも経済関係による村内勢力を維持できた。次に、三江省富錦県長發甲岳家街（【表 2.1】

の屯番号８）の草分農家・岳家の事例を検討しておこう。調査が行われた 1936年には、68

人に構成されていた岳家は 440畝（312畝の耕地と 131畝の荒地とその他）の土地を所有

していた。岳家の所有す耕地の中、162畝の土地が自作で、150畝の耕地は貸出してい

た。175労働供給者は 12人で（すべて男人）、農労は 175人（年工６人、月工１、日工 169

人）176、小作人はすべて屯内の農家であった。177さらに、岳家は金銭の信用貸付も行なっ

ていた。岳家から貸付を引き受けた９戸の内、７戸は屯内に所在していた。178以上の事例

で分かるように、大地主は土地担保でも金融を通じて村内におけるその権力的な地位を再

生産できた。 

 しかし、土地の小規模化によって上記の農村内の権力関係が崩れてしまった。特に、第

二節の二道河子屯の高家の事例が示すように、豪農の分家による大所有地の分散化は村内

権力の経済的な基盤を弱化させた場合があった。179このような農村秩序の変容の中で、

満州国設立後に協和会分会は設置された。 

 

 

 おわりに 

本章では、奉天省とりわけ撫順県の農民の土地所有問題を事例にして、小規模土地所有地

173 國務院實業部臨時産業調査局『第四分冊 』前掲史料，474−475、494−495 頁。 

174  同上, 612−613 頁。 

175 國務院實業部臨時産業調査局『第一分冊』前掲史料，408−409 頁。 

176  同上, 402−403 頁。 

177  同上, 422−423 頁。 

178  同上, 472−473 頁。屯内における金額の貸付関係については、南滿洲鐵道株式會社經濟調査會[編輯]『満

洲に於ける一農村の金融 : 吉林省永吉縣農村調査中間報告』南滿洲鐵道, 1935年, 16-24頁を参照。 

179 國務院實業部臨時産業調査局『康徳三年度農村實態調査報告書. 戸別調査之部. 第三分冊』（1936年）

471−473 頁。 
 
 

                                                 



の増加傾向とその要因について考察してきた。明らかにされた点を要約しておこう。【表

2.3】で 1910〜40年代間の撫順県における規模別耕地所有農家の変遷に関する規模別戸数

表を見ると、50畝以上の相対的大規模な農家が４割から５％未満まで著しい減少を示すと

ともに、30畝未満の小農が 35％から 75％へと増加を示していた。小規模化の条件として

以下の二点を指摘した。第一に、第１章で見たように、八旗制度の解体を前提として清

末・民国期における土地税制改革の実施による小経営者の土地所有の公認で進展したこと

である。第二に、清末以降農家の分家が頻繁に行われることによって小農が形成された。

【2.1】で分かるように、清朝末以降には土地制度改革の実施と相まって、中国東北部では

家族制度史上の重要な展開があった。八旗制度の解体による分家の自由化と農家の流動性

の増加により、19世紀末から家族分割の発生度の上昇を引き起した（【表 2.3】を参照）。

特に、生産力の上昇する条件があった地域では、近代中国東北部における家族分割の発展

は農民の土地小規模化の重要な要因であった。 

 撫順県でも確認できる以上の土地所有の小規模化の傾向は、近代満洲の地方統治制度の

地域単位である屯内の権力関係を不安定化させた。従来、大地主は屯内の農家への土地と

金銭の貸付によって地方の権力的な地位を再生産できたが、分家による所有地の零細化に

よって以上の屯内の権力関係は著しく損なわれることになった。第３章で解明するように、

満州国設立以降にこうした不安定な立場に陥った屯内有力者の多くは協和会の組織末端・

分会の職員になっていた。そこで、屯内有力者は分会職員として県レベル協和会機関と会

員の屯内農家との連結機能を果たすことによって、屯内の権力的な位置を再生産しようと

していた。 

 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 
第二部 土地問題と農村社会への撫順県協和会の進出 

 

第三章   

『地域社会における満州国協和会の展開と農民の動向 — 奉天省撫順県を中心に』 

 

 

はじめに 

 本章は、1932〜43年奉天省（現在の遼寧省とほぼ一致する）撫順県農村部における「満

州国」（以下は「」を省略する）協和会の展開過程の特質とそれに対する農民の動向を、協

和会の組織的な基盤との関連において考察することを課題とする。 

 1960年代には、満州の植民地経営に直接的に参加した関係者を中心に、満州関係の著作

が数多く刊行された。その中に登場した協和会に関する回想録には、満洲の農村部社会へ

の協和会の展開過程について述べたものがある。例えば、満史会編『満州開発四十年史』

（1964、65年）は、農村部への協和会の進出過程において、協和会が実施した教育、衛生、

社会的な救済などの多様な「啓蒙工作」を記述している。180協和会のリーダーの一人であ

った山口重次によると、商務会と農務会の会員獲得によって、協和会は農村有力者を動員

させることができたことが、農村部における協和会の進出を円滑かつ容易にさせた原因と

なった。181 

 1960年代末・70年代初頭における日本歴史学界は、「満州国」を美化する傾向があった

回想録の主観的な歴史的記述を批判しながら、協和会に関する科学的・批判的な歴史研究

の展開を期待した。満州国協和会史研究が登場したとき、満州国の成立過程における在満

180 満洲国史編纂刊行会編 『満洲国史』満蒙同胞援護会, 1970-1971年, 94頁。 
181 山口重次『満洲建国の歴史—満州国協和会史』栄光出版社, 1973年, 205頁。 

 
 

                                                 



日本人の役割が当初は主要な課題であったが、日本植民地史研究の展開に呼応し、協和会

の組織的な特徴と協和会に関する総括的な評価が重視されるようになった。1970年代から

1980年代にかけて、「満州国」における産業政策の実態に関する議論の展開と密接に関係

し、満州国地方統治にも焦点があてられた。そこで、1980年代以降は協和会史研究が、満

州国地方統治における協和会の制度的な位置を検討するようになった。182 

 社会運動史から満州国の地方支配編成の解明へという展開をみせた先行研究では、支配

原理や地方支配の浸透について興味深い成果を出しつつある反面、協和会関係者の回想録

で指摘されていた植民地化された地域社会への協和会の進出過程の具体像が欠けている。

特に、協和会と被統治民族との接触過程に関しては、地域史・組織史的な視点からの考察

はほとんど行われる傾向が見られる。協和会の組織末端が植民地政策の実施過程において

最終的な遂行者として取扱われていた。ただ、本章で明らかになるように、資金調達面で

は、協和会の県・村落レベルの組織には協和会会費が欠かせない資金源であったことから、

会員の獲得と維持が協和会運動を担保するために重要であった。もちろん地域の協和会の

末端組織では、会員の動員能力が統一したとは限らない。では、撫順県では、協和会がい

かなる過程によって会員を獲得し、そして加入した会員をいかなる方法で維持していたの

だろうか。 

 さらに、先行研究は協和会に対する被統治民族の対応を解明したわけではない。そのた

めには、協和会の活動分析にとどまらず、農民を中心にして満州における被統治民族の自

律的な行動を浮き彫りにする必要がある。その前提として、地域社会における特有な農民

の利害関係の在り方に関する分析が必要となろう。 

 本章は 1932年〜43年の間における撫順県協和会会員の増加傾向を観察することによっ

て、本地域に協和会運動が根ざしていく動態を解明する。次に、撫順県協和会が動員でき

182 協和会史先行研究のサーベイについては、ドルネッティ・フィリッポ「『満州国』協和会研究の成果と課

題」『三田学会雑誌』第 105巻第 4号, 2013年 1月, 171-195頁を参考されたい。 

 
 

                                                 



た政治的経済的な資源を検討した上で、恩顧主義的関係を通じて県レベルの協和会組織・

弁事処による物資の供給・農業経営改善の指導の実施過程を明らかにする。183最後に、

1937年の地方行政改革以降における協和会による多様な工作の挫折に対して、会員の加入、

退出と発言の行動を分析して中国人農民がいかに対応していたかを解明する。 

 研究対象となる撫順県は、満州において協和会運動がもっとも展開した地域の一つであ

り、他地域のモデル・ケースとして扱われていた。そこで撫順県における協和会運動の展

開を検討することは満州国協和会分会の活動が浸透した地域分析として重要である。 

 

 

第１節 撫順県農村部の社会経済的な特徴 

 撫順地方における漢民族の最古の定住地が明代に創設された撫順城であった。撫順県が

1908年に設置され、清朝時代には、撫順城の附近地には三陵と関わる官有地が支配的であ

ったが、清末・民国期における八旗制度の解体と土地税制改革によって、官地の民営化が

著しく進展した。 

 満洲には清末における八旗制度の解体による長男子相続制の弱化が家族の分家の増加と

ともに、土地小規模化の重要な要因であった。撫順県にも 1910〜40年代には土地の小農

化傾向が見られる。1911年に 30畝以下の小農は 7800戸で所有者の 34.6％を占めたが、

1934年には 18437戸に関するサンプル調査では、小農は 74.9％を占めるようになったので

183 恩顧主義的関係、あるいは庇護者−随従者関係（patron-client relationship）は上下の二者間の対関係

と把握され、庇護者と随従者との間で資源の互酬的交換が長期的に漠然と存在していると考えられた。

両者に互酬性が存在しているから、随従者にとっても単に抑圧的であるわけではなく最小限の利益は存

在し、この両者の間には一種の信頼関係が存在することが考えられた。典型的に人的関係があるのはク

ライエンテリズムの一つの特徴である。場合によって、庇護者と随従者との間では、ブローカーの媒介

が存在している。S. N. Eisenstadt, L. Roniger, Patron, Clients, and Friends. Interpersonal 
Relations and the Structure of Trust in Society, Cambridge, 1984年, 48−49 頁。河田潤一編『汚染・

腐敗・クライエンテェリズムの政治学』ミネルヴァ書房, 2008年, 5頁。 

 
 

                                                 



ある（第二章を参照）。184 

 前章で解明したように、中華民国期から満州国期にかけての満洲では、地方統治制度の

組織単位は屯（農家の定住している自然村）であった。屯内の有力者である大中規模の土

地所有者は、自衛、税徴収などの多様な事務を実施して地方統治制度の中心的な役割を演

じていた。さらに、屯内の有力者は土地売買の取引、結婚式の仲介人、保証人の役割を演

じた。また、村民の間の紛争が発生した場合、最終的に解決方向を決めたのは農村有力者

であった。屯内の有力な地主は土地の金額の貸付を通じて村内におけるその権力的な地位

を再生産できた。しかし、第二章で解明したように、所有土地の小規模化によって農村内

の権力関係が崩れてしまった。特に、草分農家の分家による大所有地の分散化は村内権力

の経済的な基盤を弱化させた場合が少なくなかった。このような農村秩序の変容過程のた

だ中で、満州国設立後に協和会分会は設置されたのである。そこで、本章で明らかにする

ように、屯内の有力な大中の土地所有者は、協和会の組織末端・分会の職員にすることで、

土地零細化によって不安定になった屯内の権力関係を維持しようとしていた。 

 次に、農村部における最大な産業部門は、農業であった。撫順県には漢民族農民の定住

が古く、尚かつ 20世紀前半の農村部では著しい人口増減が見られない。1910年代〜40年

代の間では、総合の作付面積と収穫高の増加傾向は同時期の満洲全体ほど目立たない。

1916年には作付面積がほぼ 51336陌（収穫高 44842屯）で、1851930年に 62770陌（87980

屯）、1935年に 75612陌（73830屯）に昇り、1941年には 64177陌（104697屯）に減少し

た。農業の産出構造に目を移すと、本地域には東北部の本来輪作制に利用されている大

豆・高粱・粟が主な農作物であった。最大の部分を占めた大豆と高梁の動向を検討してお

こう。農作物大豆は 1930年に作付面積が 18880陌（収穫 23140屯）で、1935年に 27820

184 『奉天通志』前掲史料，第三巻, 1934年, 2534−35 頁; 満州国協和会撫順県弁事処『協和運動二ヶ年』

1935年。 

185 主编杜景琴『抚順县志』沈阳市 : 辽宁人民出版社, 1995, 409, 411, 412頁。作付面積と収穫高のデー

タは、本資料に纏まっている 1916年の大豆、粟、1913年の高粱の作付面積と収穫高の総計に作成されて

いる。１陌＝10畝＝0,666ha。1石＝100 litres。 

 
 

                                                 



陌（27057屯）に昇り、1940年には 18846陌（24577屯）へ減少し、30年代初頭のレベル

に戻った。高粱は作付面積は 1924年に 24600陌であり、1861930年に 15730陌（収穫 27870

屯）に減り、1935年に 27820陌（24912屯）に上昇した後、1940年にはまた 20013陌（40752

屯）へ減少した。187すなわち、1930年代前半における経済恐慌、政治動乱、天災凶作を背

景にし、特に農作物の生産が停滞し、1937年には大豆と高粱の農作物の生産量も 20年代

のレベルを回復してきた。また、40年のデータでは大豆と高粱が減少の傾向を見せるが、

特に、高粱の生産量は大豆の生産量を著しく上回り、撫順県の農作物の生産量の最も重要

な取り分けを占めるようになった。この点は、1938年に修正された「満洲産業開発５ヶ年

計画」の目標であった食料品増産一面で反映する一方、総合的な産出減少は 1939年以降に

本格的になった農産物出荷統制に対する農民の抵抗や統制外取引による農民の農作物の取

扱いを物語っている。他の農作物の場合、水稲は 1930年に作付面積が 1880陌（収穫 3680

屯）であったが、1935年に 3839陌（3568屯）に、1940年には 6510陌（16047屯）へ増加

し、農作物の中では最大の増加率に特徴付けられた。 

 上の撫順県における農業構造の特徴と関連して、協和会運動の展開にあたって、２つの

経済的・自然的な条件に留意しておきたい。第一に、協和会が設置された 1932年には、

農家経済が著しく動揺していたのである。そこで、副業奨励を企図した協和会による農業

改善指導が農民の注目を引くことになった。第二に、撫順県における水田開発は、社会的

な摩擦の原因となったことも重点である。特に、第４章で明らかになるように、水稲栽培

と関係していない農家には水田開発は極めて危険なものとして認識され、多数の農家は水

路建設に対して抵抗したり、工事を阻止しようとしたりしていた。188さらに、満州におい

186 庶務部調査課『満州高粱に関する調査』1925年, 21頁。 

187 南滿洲鐵道株式會社總務部調査課『満洲産業統計』1930年, 12,13頁, 満鉄産業部『満州農業統計 昭

和 10年』1937年, 55頁, 調査部『満洲農産統計 昭和 15年』1940年, 52頁, 調査部『満洲農産統計 

昭和 16年』1941年, 56,57頁。 
188 例えば、撫順県に関しては、「撫順県下の鮮農水田も漸く春耕期に入らんとする際、移住鮮農の未墾地開

拓から端なくも土着満農が死活問題を叫んでこれに反対し満鮮農間の紛争益々表面化し、今後県下鮮農

 
 

                                                 



ては水田開発にともなって多数の小作争議が進展していた。特に、撫順県においては 1934

年以降には、朝鮮人移民の小作契約の未更新問題が発生した。189水田開発に伴って発生し

た社会的な摩擦も、協和会による紛争調停事業の対象となった。この場合も、農民の日常

生活に下降した協和会の指導は、農民の関心を引いたと思われる。  

 

 

第２節 満州国協和会の組織的特徴 

 満州国協和会は「満州國内堅實なる唯一政治國體」として定義されていた。190満州国体

制内における協和会の位置付けは曖昧であった。統治機関の組織構成を規定する「組織法」

には協和会が記載されていない。帝政実施以降、協和会の組織改組のあと、「満洲帝国協

和会程」には協和会が「政府と表裏一体となり」（第二条）、「満洲帝国協和会の根本精神」

には協和会が「政府の精神的母胎なり」という曖昧な表現で、協和会の地位が規定され

た。191 

 協和会の名目上の目的に関しては、1932年の「協和会章程」と改組後の「協和會運動ノ

基本方針」（1936年）を検討しておこう。「章程」は、協和会が「満州国ノ建国精神作興

竝王道政治ノ宣化ヲ圖る」（第四条）と規定し、協和会の目標は第一に満洲国の政策宣伝と

第二に建国理念の実施であるとした。「基本方針」は、「満州國の政治は民主主義的議會

政治の顰に倣はず、専制政治の弊に陥らず民族協和し正しき民意を反映せる官民一途の独

創的王道政治を實現す」192とする。すなわち、1936年の「基本方針」には、「1．政策宣

伝」と「2．国家理念の実現」とともに、この時期には「3．下意上達」も重視されてきた。

の水田開墾に重大影響を齎さんとしている」『満州日報』 1935年 3月 21日。 
189 滿洲國協和會撫順辧事處州国協和会『協和運動二ヶ年を顧みて』1942年, 26−28 頁。 
190 「満州帝国協和会創立の理念」（1932年 8月）満洲帝国協和会編『満洲帝国協和会組織沿革史』不二出版

株式会社, 1982年, 17頁。 
191  満洲国史編纂刊行会編『満洲国史・各論』満蒙同胞援護会 , 1971年, 97, 101頁。 

192 同上, 101頁。 

 
 

                                                                                                                                                                  



その背景には、帝政実施以降に「組織法」における皇帝の導入と立法院の廃止を通じて、

国制上で民意を代表する機関が解体されてきたことがあった。193 

 以上の展開にも関わらず、会員募集はその設立以降から協和会の重点であった。例えば

「創立の理念」には、協和会が「三千萬大衆ノ支持ヲ獲得シ得ルニ至ラバ之ヲシテ國家ノ

根本國策ヲ決定セシムベキ」とされた。 

 協和会の基礎的構成要素は分会であった。分会は農村部では、地方行政区域と一致した

基礎的な分子に形成されであり、都市部では職業別組織が基礎的な単位であった。農村部

の場合、分会が自然村・郷村をベースにして設置されたが、194街村制の導入（1937年）以

降には分会が村レベルに設置され、その組織単位は村落・支部になった。 

 協和会の組織内の連結が階層的ピラミッドの型をとり、省・県・村のそれぞれのレベル

の組織単位は行政区域に一致していた。各組織単位は協議部、実施部、企画部に組織され

ていた。実施部によって協和会内の上位組織が下位組織の状況を観察し、その活動に関し

て指揮していたが、下意上達が確保されることが期待された。以上のように、協和会は官

僚的な組織的連結として特徴付けられていたにもかかわらず、地方「分権」も一定程度認

められていた。下意上達を可能とした協和会の協議制は、1934年に開催された協和会連合

会であった。連合会には協和会会員の代表者が満州国政府と行政の代表が一緒に提案した

課題について議論することができた。同制度に基づき、協和会の中間機関は「現地の問題

解決」を行うことが期待されていた。例えば、1941年度の満州国協和会全国連合協議会の

際、農民生活の向上に関する一連の提案に関しては、協和会中央本部委員曲実践部長が以

下のように答えた。「土地の問題、或は耕作の問題、價格の問題、労力の問題等に付ては

農村工作要綱を樹立しまして、全國的に是を展開せしむる計画であります。…単に一般農

193 山室信一「第三章 『満州国』統治過程論」山本有造編『「満洲国」の研究』（新版）緑蔭書房, 1995年, 

92−98 頁。 
194  満洲帝国協和会編『満洲帝国協和会組織沿革史』不二出版株式会社, 133頁。 

 
 

                                                 



民大衆が関係官廳のみに—所謂他力本願でなく農民自體が自力更正に依りて此の運動を促

進せしむるべき部門が多多あると思います。…もっと分会自體が自立的に自發的に此運動

の實施部門と云ふものを期待すべきものではないかとおもいます」（下線は引用者）。195連

合会に取り上げられた問題に関しては、分会を含めて「王道政治ヲ実現ス」る協和会中間

機関が現地での解決を見つけるように期待されてきた。特に県レベルの協和会弁事処、村

レベル分会を中心にし、協和会の中間・末端機関の企画部が管轄する地域に適切な政策を

計画とその実施を行うように期待されていた。 

 協和会の資金面をみると、協和会の経費増額は会費、国庫補助金、事業利益金、雑収入

に構成されていた。196国庫補助金は 1932年度に 519万 6千円に、1933年から 39年にかけ

ては 1938年の 462万円を除いて、100万円前後に固定していた。1939年度からは協和会補

助金会計が用意されたが、39年に 600万円以上に、40年〜42年には１千万円以上を達成

した。197すなわち、満州国補助金は 30年代にかなりの程度停滞していた。以上の満州国

補助金の動向を背景にし、協和会末端における協和会会員の獲得は、会費を通じて協和会

組織の活動の資金源の拡充の視点からも重要であった。 

 

 

第３節 撫順県農村部における協和会会員の性格とその数量的な動向 

 原則としては、会員になるのは協和会の「用紙に会員たる二名の推薦人と共に記名調印

せる入会願を自己の所属せんとする分会長を経て所轄本部長に提出しその承認を」（満洲帝

国協和会会員規則、第二条）受けることになった。そして会員の身分の得失変更は所轄本

195 満州帝国協和會『康徳七年度 全國聯合協議會記録並各部分か委員會記録（日文）』106頁。 

196 「満州国協和会章程 第 11章第 33条」満州国協和会『協和会須知』1933年, 34頁。 

197 平井廣一「『満州国』一般会計目的別歳出予算の動向」『北海道大学経済学研究』第 52号第 4巻, 2003年
3月, 107頁。 

 
 

                                                 



部長の会員名簿によって証明されている（第三条）。会員は会費を毎年納入するべきであ

ったが、会費納入の手続完了を確認したら、所轄本部長は分会長を経て会員の身分を証明

する会員証を会員に発行してそれを渡した（第四条）198。普通会員と正会員という二つの

身分から協和会会員は構成されていた。普通会員の場合、会費の年額大洋一元、普通会員

は分会の評議会の際に発言権と分会長と評議員の選挙権を有していた。正会員の場合、会

費が年額代洋二元で、正会員は普通会員と違って分会長と評議員の表決権と被選挙権も保

有した。199正会員の推薦が一定の資格のある者に限定された。特に、県税年額十百円以上

を納入するもの、普通会員となって満二年以上を経過するもの、県弁事処へ年額三円を寄

付するものであった。200 

 以上のように、協和会への加入手続は入会申込によって行われていた。普通と正会員の

区別では、分会の指導部は大地主に限定されたが、普通会員の会員募集には制限がなかっ

た。協和会への加入に関しては、協和会分会への入会を強要する様々な社会的な圧力があ

ったと思われるが、それだけでは協和会会員の増加傾向は説明できない。以下の資料は協

和会の組織末端である分会の「指導方針」から引用したものである。   

 「満州國協和會ノ本質ハ平天下顯現ノ國民的主導力トナルコトニシテ之カ為メニハ土豪

劣紳ヲ除ク純良ナル一般國民ノ信望ヲ把掌スル必要カアル、一般國民ノ信望ヲ把掌ノ最良

手段ハ本會ノ工作カ國民一般ノ生活ト直接間接ノ関係ヲ持チ其ノ改善向上ノ資トナリ日常

生活ニ於テ希望ト安心ヲ有セシムルニ存スルハ言ヲ俟タス。」201この資料から分かるよう

に、日中戦争以前にも協和会が分会設置による大規模な会員獲得を計画した。そして、協

和会への被統治民族の加入は、「国民一般」の日常生活の「希望ト安心」をもたせるため

であり、それは「一般國民ノ信望ヲ把掌スル」能力の次第であると指摘されている。 

198 満州国史編纂刊行会『満州国史・各論』1971年, 102頁。 
199  「会員規則」（第二条、第三条）満洲帝国協和会編『満洲帝国協和会組織沿革史』不二出版株式会社, 1982

年, 79頁。 
200  「正会員推薦」（第一条） 満洲帝国協和会編, 81頁。 
201 聯合協議會籌備委員會「分會指導方針」 満洲帝国協和会編『満洲帝国協和会組織沿革史』, 99頁。 

 
 

                                                 



 協和会からの脱退は会費未納による上部組織からの除名という形をとった。協和会設立

直後における『分会規則』の第六条には、「會員ニシテ本会ノ統制ヲ亂シ又會員タルノ體

面ヲ毀損スルカ如キ所為アリタルトキハ除名ス」と規程する。さらに「満洲帝国協和會會

員規則施行細則」には、会員除名の条件としては「一、會ノ統制ヲ紊ル行為アリタルトキ 

二、故意ニ會費ヲ納入セザルトキ 三、刑ノ判決ヲ受ケタルトキ 四、阿片吸食其ノ他悪

習ニ陥リタルトキ 五、會員タルノ本文ニ悖リ名誉ヲ毀損スル行為アリタルトキ」という

件が挙げられている。202協和会の方針に違反した活動を行う中国人農民は除名処分をうけ

たのである。203 

 次に、撫順県の協和会会員の数量的な動向を検討しておこう。【表 3.1】には馬群農村

分会と県本部レベルの協和会会員の推移を示すデータをまとめた。先行研究が指摘した協

和会会員の増加は確認できるが、資料の問題性については議論したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

202 同上、80頁。 
203 呂作新著 ; 滿洲帝國協和會中央『協和會の概貌』1939年, 66頁。 

 
 

                                                 



【表 3.1】 奉天省撫順県における協和会会員数 

 

 

【表 3.1】でまとめた資料は会員数には大幅の相違を示すことは明瞭であろう。特に、1939

年における県範囲の会員数に関しては、協和会中央本部『滿洲帝國協和會現勢概要. 康徳

6年版』が提供したデータと奉天省本部『康徳七年度奉天省連合協議会要綱』が提供した

データは約 1万５千人異なる。以上のようなデータの相違がいかなる意味を持つのだろう

か。数量的なデータの信頼性の判断はその収集方法の検討から始めなければならないが、

残念ながらデータの収集方法は資料上の制約により明らかにし得ない。協和会は会員数を

把握するため完ぺきな会員調査を行っていなかったと推察されるのである。さらに、新し

い会員の登録を担当する協和会分会の会員記録簿の整備は、かなり不十分であった。 

 農村分会の事務書類に関する調査が明確したように、分会事務は事務書類の杜撰な管理

資料名 年度

協和会会員数

1932 800
1933 1100
1934 20862
1935 23386

1936 1800

1939 40892
1940 2500

1939 55736
1940 55474

1943 2532

1944 64807

撫順県馬郡
村分会

撫順県弁事処・
県＋市本部

満州国協和会撫順県弁事処編『 民族協和二カ 年』 　 （
1935年） 7頁

満州国協和会奉天省地方事務局『 満州国協和会会数一
覧　 康徳二年六月現在』 （ 1935年） 35ー48頁

満州帝国協和会中央本部調査部『 農村分会実態調査報
告書』 （ 1943年） 18頁

満州帝国協和会中央本部『 滿洲帝國協和會現勢概要. 
康徳6年版』 （ 1939年） 160、 161、 176、 177頁

満州帝国協和会奉天省本部『 康徳七年度奉天省連合協
議会要綱』 （ 1940年） 26頁

満州国協和会奉天省本部『 康徳十一年度奉天省連合会
協議会要綱』 （ 1944年） 37頁.

出典：満州国協和会撫順県弁事処編『民族協和二カ年』　（1935年）7頁, 満州国協和会奉天省地
方事務局『満州国協和会会数一覧　康徳二年六月現在』（1935年）35ー48頁, 満州帝国協和会中
央本部調査部『農村分会実態調査報告書』（1943年）18頁, 満州帝国協和会中央本部『滿洲帝國
協和會現勢概要. 康徳6年版』（1939年）160、161、176、177頁, 満州帝国協和会奉天省本部『
康徳七年度奉天省連合協議会要綱』（1940年） 26頁, 満州国協和会奉天省本部『 康徳十一年度奉
天省連合会協議会要綱』 （ 1944年） 37頁.

 
 



のため、正確な会員簿を作成していなかった。204同調査が示唆するように、会員記録簿と

違って、協和会分会の予算に関するデータの方が正確性は強かった。205協和会会員数は各

年度の会費収入のデータに基づき推定されていたのではないかと思われる。206さらに、協

和会会員数の不確実性は会員資格の曖昧さも反影する。207 

 以上のように、【表 3.1】でまとめた資料は会員数の収集方法の不正確性と、会員資格

の曖昧さをもとに反映している。他方、Knut Heidar氏が指摘したように、党員数を計算

する作業自体の問題性のため、政党の党員に関する数量的なデータは慎重に取扱う必要が

あるが、同データは政党数のトレンドをめぐって重要な意味を持つというのである。208 

 【表 3.1】では撫順県と撫順県馬群村の会員数のデータをまとめた。図を見て、会員数

の動向についてはいくつかの点が言える。第一に、1932年〜1944年の全時期における会

員数の増加傾向が確認できる。第二に、撫順県における会員数の増加は協和会成立直後か

ら始まったのみならず、30 年代後半期にくらべて 30 年代前半期の会員増加が著しかった。

例えば、県レベルの会員数増加率は、1932年から 35年にかけての三年間には 29倍に、35

年から 40年にかけての五年間には 2.3倍とされていた。後述するように、このような会員

数の急増は、この時期における協和会による農業経営改善の指導の実施を反映したもので

あった。第三に、【表 3.1】の満州帝国協和会中央本部『滿洲帝國協和會現勢概要. 康徳 6

204 満州帝国協和会中央本部調査部『農村実態調査報告書』1943年, 撫順県馬群村分会による事務書類の

管理に関しては調査員が以下にように厳しくコメントする。「常務会上提議案やその協議記録、その処理

経過、記録、は何もなかったし、問事工作書類に就ても同様であり」33、34頁。 

205 同上。 
206 この仮説によれば、【表 3.1】の大幅なデータのズレが各機関による推定の違いから発生したと説明で

きる。満州国協和会撫順弁事処には 1932年における会費収入が 870円で（19頁）、同年には会員が「僅

かに日系六〇〇、満系二〇〇」（７頁）にされていた。満州国協和会『協和会須知 大同二年四月二日』

（1933年）普通会員の年額現大洋 1円、正会員の年額現大洋 2円とされた。（35頁） 

207 満州帝国協和会『康徳三年度 全国連合協議会（日文）』1936年, 88頁。1936年度の「協和会全国連

合協議会」の際に提出された提案の中、「会員手帳もしくは会員証明書発給方の件」と「会員徽章改製の

件」の提案は協和会の会員徽章制度の改革を取り上げたが、その利用としては以下のように述べられた。

「従来本会には入会の際会員徽章及門札の交付を受くるも、…往々会員外の者に貸興し又は紛失する結
果、不逞分子等に悪用される等諸種の弊害を惹起する事例多し」。この提案からは会員資格の曖昧さを十

分に読みとれるだろう。 

208 Knut Heidar, Party Membership and Participation, Richard S. Katz, William Crotty ed., “Handbook 

of Party Politics”, (London ; Thousand Oaks, CA : SAGE Publications, 2006), 303頁。 

 
 

                                                 



年版』（1939年）と満州帝国協和会奉天省本部『康徳七年度奉天省連合協議会要綱』（1940

年）のいずれの場合も 39年以降には増加率が著しく低下した。具体的に、40年〜43年間

の馬群村の会員数は殆ど変化を見せていなかった。40年代における以上の会員数の動向は、

戦時下の経済統制政策の実施中、協和会が新しい会員の獲得を軽視するようになったこと、

尚かつ協和会に対する被統治民族の離脱と抵抗が増加したことを部分的に反映していると

推測される。一方、以上の動向は、1940年における会員の増加傾向は最高限度を達成した

と考えられる。撫順県の場合、協和会が分会結成期から一戸一名（男性）の会員政策を取

った。209馬群村は 1943年に全戸数は 2465戸（その内 1348戸が土地所有者）であったと考

えると、1940年には協和会が農業労働者を含めて一戸一会員の目標を達成したようであ

る。210馬群村における会員獲得がかなり発展しており、県の会員動向を代表するとはかぎ

らない。県全体の会員数の動向の場合も、1939年には県内における会員数／戸数が 40892

人／49578戸で 82.4％を達成し、40年代にも会員数が増加する余裕を見せた。211ここで特

に強調したいのは、この時期には協和会による農村工作の実施が著しく減退してきたにも

かかわらず、撫順県協和会から膨大な会員の退出は確認できないことである。会員数の増

加傾向から協和会会員の性格について考察してみよう。 

 

 

 

 

 

 

209  満州帝国協和会中央本部調査部『農村実態調査報告書』前掲史料， 18頁。 
210 同上, 8頁。 
211 治安部警務司『主要都市市街地戸口統計表 康徳六年十二月末現在』55頁。 

 
 

                                                 



【表 3.2】 撫順県における民族別協和会会員数 

 

 【表 3.2】では 1934年と 1939年のデータを使用し、撫順県における民族別の協和会会

員の変容をまとめた。1938年に実施された行政区域の改革の後、従来の撫順県の管轄下の

地域は撫順市と撫順県に分割したことを注意したい。【表 3.2】から分かるように、日本

人会員の増加率は中国人より高いが、中国人は 1939年には撫順県と撫順市のデータを合

わせて全会員の８割を占め、絶対数では最大の部分を占めた。 

 次に、撫順県と撫順市のそれぞれの性格を検討した上で、この地域における協和会会員

の実像を解明しておこう。撫順市の管轄下区域は炭鉱地帯と都市部に構成された。撫順市

における職業別の住民を検討すると、農業勤務者は 3万 3687人で総人口の 20.14％を占め

たことが分かる。一方、1939年の撫順県では、農業に勤めた人は 11万 2638人で総人口の

57.94％を占めた。212すなわち、撫順市より撫順県の方が農業が最大の産業部門である農

村社会としての性格は強かった。以上の印象は県市別の協和会分会の種類からも確認でき

る。協和会の村分会は「地域分会」「職業分会」と「団体別分会」という三つの種類に分け

られていた。地域分会が行政末端の区域と相当する「地域別組織の対象を農村に置く」分

会である。職場別分会に移すと、この分会種類「の対象は官吏、会社員、軍員」とされて

いる。次に、職業分会は、その対象が「大小都市に於ける商工市民」とされている。民族

別分会の対象が「日本人、朝鮮人、蒙古人」で、団体別分会の対象は「教室、社会、経済

212 満州帝国協和会中央本部『滿洲帝國協和會現勢概要. 康徳 6年版』1939年,160、161、176、177頁 

日本人 「 満州人」 朝鮮人 合計
会員数 ％ 会員数 ％ 会員数 ％ 会員数 ％

撫順県 800 3.8 18000 86.2 2062 9.8 20862 100
撫順市 5911 31.1 12426 65.4 637 3.5 18974 100
撫順県 95 0.6 21316 97.2 504 2.2 21915 100
合計 6006 14.6 33742 82.5 1141 2.9 40889 100

1934年

1939年

出典： 満州国協和会撫順県弁事処編『 民族協和二カ 年』 　 （ 1935年） 7頁、 満州帝国
協和会中央本部『 滿洲帝國協和會現勢概要. 康徳6年版』 （ 1939
年） 160、 161、 176、 177頁

 
 

                                                 



文化団体」とされている 213。言換えれば、地域別分会は原則として農村部の性格が濃く、

職場と職業別の協和会分会は都市部において多い。1939年における撫順県・市における分

会の種類を見ると、撫順県の 33の分会の中、地域分会は 30である一方、撫順市では、54

分会の中で、地域分会は 24と数えられる。さらに、撫順県における地域分会は農村区域

と一致するが、撫順市の 24地域分会の中、撫順市の区域内 10区のそれぞれの分会と、古

城子、東郷坊などの６つの炭鉱地帯の分会が確認できる。以上の分会に関する検討から分

かるように、撫順県には農業が中心的な産業部門である一方、撫順市では農業の重要性が

比較的に低く、撫順市と撫順県は社会経済的な特徴が異なっていた。 

 では、以上の撫順県・市の区別を留意して【表 3.2】を再検討しておこう。1939年度の

データを見ると、農村としての性格が強い撫順県の場合、31115戸の 70.46％に及ぶ 2万

1915人が会員であった。都市としての性格が強い撫順市の人口は 37457戸であった一方で、

会員数は 1万 8975人に留まり、会員/戸数は 50.6％に止まっていた。214次に、【表 3.2】

で 1939年の撫順県市における日本人協和会会員の立地を見ると、日本人会員のほとんど

（5911人）は撫順市において所在していた。さらに、撫順市の協和会会員の所在する分会

を検討すると、炭鉱地域に所属する日本人の会員は 2195人、工場分会に所属する分会会員

は 980人で、都市の区域内に所属しているのは 814人であった。215以上のように、日本人

系の協和会会員の割合が低い撫順県では、区域内の住民の組織化率が高い一方、日本人会

員が集中している撫順市では、協和会による住民の組織化は炭鉱施設と都市部を中心にし

て行われたが、この区域内の同運動の浸透度は撫順県全体より低かった。つまり、撫順県

でも市でも協和会会員の大半を占めたのは中国人系の会員で、中国人会員の確保こそこの

地域における協和会運動の大きな目標であった。日本人の協和会会員は撫順市における炭

213 満州国協和会組織處「分会組織要綱」満洲帝国協和会編『満洲帝国協和会組織沿革史』不二出版, 1982年

198−199 頁。 
214 満州帝国協和会中央部『満州帝国協和会現勢概要』1939年, 125頁；満州国通信社出版編『満州国現勢 康

徳 6年版』1939年, 207頁。 
215 満州帝国協和会中央本部『滿洲帝國協和會現勢概要. 康徳 6年版』（1939年）160、161。 

 
 

                                                 



鉱施設、工場と都市部に集中していた。以下は、都市部の日本人の協和会会員と農村部で

の中国人の会員がどのような関係を取り結び、その関係によって協和会は【表 3.1】に示

されている馬群村においていかに住民の組織化を進展させたかを解明していきたい。 

  

 

第４節 撫順県協和会の組織の構造的な分析  

 撫順県協和会の組織的な特徴を検討する前提として、まず、人事、予算、情報獲得、政

策を検討することで撫順県弁事処の組織的な特徴を明らかにしたい 216。 

 撫順県弁事処の人事の変容を検討しておこう。撫順県における協和会の組織トップの民

族的構成を検討すると、中国人の人事登用が 1934年から登場するが、その役割は弁事処

の属託と通訳の役割を果たし、下部の地位しか占めていなかった。1939年に撫順県本部の

本部長と本部員、撫順市本部に本部員の間では、中国人の人事採用が確認できるが、1934

年の状況と比較してその割合が増加してきた。しかし、この変容にも関わらず、撫順県協

和会の上層部を指導していたのは日本人の割合が圧倒的である。217 

 次に、弁事処のトップの大部分を占めた在満日本人の経歴を見ておこう。満州青年連盟

期（1929年〜1932年）から撫順県本部期（1936年〜1945年）にかけては、協和会の組織

上部は、当時撫順実業協会という撫順の商工会議所との人事的連続性が確認できる。218 

 では、撫順実業協会はいかに満州青年連盟・協和会の活動と関わっていたのだろうか。

1913年設立の撫順実業協会は、日本人の撫順在留民の代表的機関とともに、商工業の発展

216 組織的な分析の理論的な概念に関しては、Gabriel A. Almond, G. Bingham Power Jr., Comparative 
Politics: Systems, Process and Policy,  Boston : Little, Brown, c1978 .を参考。 

217 「満州国」の行政組織の末端における人事の民族的構成の変容については、浜口裕子著『日本統治と東ア

ジア社会 : 植民地期朝鮮と満洲の比較研究』勁草書房, 1996年, 54−143 頁を参考。 
218 例えば、青年連盟に参加し、1932年に撫順における協和会の設立委員会の一人である瀬田修逸は、撫順

商工公会への参事者で撫順農産株式会社の取締役であった。満鉄撫順地方委員として満鉄社員としても

活用していた。 

 
 

                                                 



に寄与する機能を果たす組織であった。撫順の自治組織が再編された 1929年以降は、実

業協会が自治的発展と撫順の満鉄附属地行政の補助的な役割を果たした。219 

 1920年代における撫順の日本人の実業者と満鉄は、水田開発と大豆の出回り市場の拡大

に重点を置いて、地方の特産物の商業、食料品加工業の発展を課題としていた。22020年代

半ばに、近隣の重要な特産物取引所たる奉天取引所との競争的な立場に置かれていたが、

撫順の特産物取引所の勢力圏は撫順県と興京県の二つの県であって、前者は大豆全出回り

額の 66％、後者が約 30％を達成した。こうして、撫順は地方の特産物取引所の中心的位

置を占めるようになった。しかし、1927年に奉天と海龍を結ぶ奉海鉄道の新設によって、

撫順県は出回高の約 40％に落ち、興京県は４割程度の貨物が奉海線に奪われ、撫順の特産

物市場に著しく影響した。221 

 満州青年連盟議会では、満州青年連盟撫順支部が「朝鮮人の保護」、背後地における研

究調査、奉海鉄道の行線変容の請願などの様々な方法で満鉄に撫順の背後地への進出の奨

励を訴えた。222奉海線の敷設による特産物の撫順取引所の商取引停滞は、20年代末に勃発

した世界恐慌を背景にした大豆価格の激落と絡んで、30年代前半にも継続した。特産物の

価格下落が厳しい局面で、「満州国」設立以降には、撫順実業協会は満州国協和会への支

持を再確認した。特に、満州事変以降に撫順県における出回圏の再構築、農村部に関する

情報獲得の点では、撫順実業協議会では協和会との緊密な情報交換と相互協力が重要な意

味を持った。 

219 撫順商工公会編『撫順商工要覧 康徳五年十二月』7頁。 
220 撫順商事株式会社をはじめ、撫順では 10年代末における食糧雑貨販売、精米業を扱う多数の株式会社の

設立、1921年に関東庁への撫順取引所の設立の撫順実業会による出願は重要な事例である。取引所設立

の出願に関しては、「撫順 取引所追願」『満州日日新聞』1922年 6月 17日を参考。 
221 南満州鉄道株式会社庶務部調査課『奉海鉄道の満鉄に及ぼす影響 満鉄調査資料第九十四編』1928年, 37

頁。 
222 満州青年連盟の第一回議会（1929年６月）、撫順支部の代表者の提案である「背後地進出対策に関する

件」、第四回議会（1931年 10月）の同支部の代表者は「瀋海鉄道を満鉄撫順駅に連絡せしむる件」を参考。

満州青年連盟史刊行委員会『満州青年連盟史』1968年, 108−107, 635 頁；「撫順 特産出回りを促進する 奉

海線連絡要望 撫順の発展策として 在住支那人も等しく希望」『満州日報』1928年１月 11日、４頁を参考。 
 
 

                                                 



 次に、撫順県協和会における撫順炭鉱庶務課の位置付けを検討していきたい。満州青年

連盟撫順支部長の役職は独占され 1929年に中野忠夫に、つづいて升巴倉吉に、というよ

うに当時の撫順炭鉱庶務課の参事に占められていた。協和会設立以降は依然として升巴倉

吉は弁事処の処長の位置をしめていたが、39年の資料によると、同年の協和会撫順市本部

長としては太田雅夫が確認できる。太田は当時撫順炭礦次長の任務についていた。満鉄参

事、撫順炭礦次長兼総務局長兼礦業局長の位置を占めた。以上のように、撫順県協和会の

上部組織には撫順炭鉱庶務課との連続性が明らかであろう。 

 撫順炭鉱庶務課は、撫順における満鉄附属地（満鉄が行政権を獲得した鉱区の周辺地）

の教育、衛生等の行政業務を果たす機関であった。特に治外法権撤廃・「満州国」への附

属地行政権移譲 1937年 12月 1日までは、附属地外における在満朝鮮人の管理、未墾地の

開拓、渾川の水利の管理、炭礦業に必要な土地の獲得などの点で、撫順炭鉱と附属地外の

農村部に重点を置いた協和会との協力が密接であった。  

 撫順炭鉱、撫順実業協会と協和会弁事処と密接な関係は、まず地方の協和会への資金調

達において具体的な形を取った。撫順協和会の設立直後に、撫順の商工業地区と撫順炭礦

内には協和会分会が設置されたが、協和会に多数の組織された実業者、満鉄の社員と労働

者の入会費と会費は、撫順協和会の活動の重要な資金的源泉となっていた。さらに、撫順

県協和会が、政策の計画と実施の過程において撫順炭鉱と撫順の日本人財界に重要な支持

を受けていた。一つの具体例として、協和会撫順弁事処のもとで実施された農村民の診察

の事例をみておく。「大同二年[1933年]六月及七月県下前甸子、撫順城、方小屯三ケ村を

中心とせる附近部落民一一四三名（内科三四九、外科三八眼科五一六、歯科二〇四）に対

し診療試薬を行ひたり。尚ほ同施療班組織に就いては満鉄撫順院長内野博士が弁事処の援

助方懇請を快諾せられ、同院長初め内科大沼、桂、外科捲手、眼科遠藤、歯科酒井、並に

 
 



薬局永房、中野諸先生の参加を得たり。」223この事例から明らかであるように、診察の実

施は満鉄撫順医院との協力関係のもとではじめて可能となっていた。 

 

 【表 3.3】 撫順県馬群村分会常務員名簿（1943年５月現在） 

 

出典：満州帝国協和会中央本部『農村分会実態調査報告書』1943年, 26、27頁。 

 

 

 興味深いことに、診察班の参加者の一人である満鉄撫順院歯科・酒井肇は、1932年 6月

に満州青年連盟撫順支部の幹事長に、協和会の結成以降に 1932年に弁事処の地方常務員

に、1939年には協和会撫順市本部事務長として任命されていて、協和会の前身組織からの

長い経歴のある人物である。資料が少ないため、この工作の決定過程の詳細については不

足であり、協和会と満鉄撫順院との間の媒介に関して酒井の役割がいかなるものであった

223 満州国協和会撫順弁事処『協和運動二ケ年を顧みて』1934年, 24頁。 

人名 職業 所有土地（ 畝）

1 趙栄洲 屯長（ 農） 24
2 趙允徳 村助理員 32
3 王景波 国民学校校長 30
4 劉承吉 屯長（ 農） 30
5 季國福 〃 60
6 金魁五 〃 15
7 趙恩山 〃 30
8 木村柄杰 農 67
9 趙桂峰 屯長（ 農） 42

10 趙中信 〃 58
11 唐經緒 〃 85
12 趙栄著 〃 58
13 禮思卿 〃 120
14 季徳山 農 90
15 趙慶林 〃 1550
16 崔明恩 屯長（ 農） 80
17 王徳棟 農 70
18 王延 屯長（ 農） 100
19 王春堂 〃 57
20 韓恩九 農 240

合計 2838
平均 135

 
 

                                                 



のか全面的には把握できないが、酒井の協和会でのいくつかの経歴は決して無意味ではな

かったと考えられる。 

 次は、協和会の組織末端たる農村分会の人事について考察しよう（【表 3.3】 撫順県馬

群村分会常務員名簿（1943年５月現在）を参照）。分会は都市部と農村部とは分けて検討

した方がいいが、本章では農村の分会人事を考察する。分会の人事は、分会長、副分会長、

常務員に構成されていた。人事の会員による選挙をへたのち、上層部から確認を受けた上

で、選出されていた。農村分会員は普通会員と正会員に区別されたが、投票権は全ての会

員に与えられたが、正会員のみ評議員として選挙される資格があった。まず、協和会弁事

処の人事状況と正反対に、組織末端たる農村分会では中国人が大部分の重要な組織をしめ

ていた（【表 3.3】を参照）。それは、人口的な構成を部分的に反映し、前節で明らかにし

たように、都市部には日本人中心の分会が多いが、農村部には日本人が殆ど存在していな

かったからである。次に、1943年における撫順県馬群村分会常務員の検討によって、農村

分会の人事の特色について考察したい。馬群村分会の 20人の常務員の中では、半分以上

（11人）は 100畝以下・30畝以上の面積を所有する者で、中上・中農が多くことが分かる。

そして、12人の常務員は班長として（加えて一人は学校長と一人村助理員として）農村行

政の役目を果たしたことが重要であり、協和会末端は地方行政組織の人事をも兼ねていた

ことが分かる。 

 次に、協和会の撫順弁事処の予算について考察したい。弁事処の決算には、協和会の中

央からの補助金が 1932年に 3510元、1933年には 2900元となり、弁事処の総収入の中の

比重が減ると同時に、224新会員の獲得につれ会費の割合が増加した。さらに、1942年の撫

順県分会連合会の決算をみると、総収入 53756元の中では、会費収入の部分が 37677元と

224 満州国協和会撫順弁事処、前掲史料，17−20 頁。 

 
 

                                                 



され、組織末端の資金的な自立の傾向は 40年代にさらに拡大した。225撫順県協和会の組

織末端は比較的に高かった。1942年における撫順県馬群村分会、吉林省楡樹県土橋分会、

通化省輯安県楡林分会、錦州省興城県新民屯分会の予算を比べると、それぞれ 7280元、

8504元、1590元、305元になり、撫順県馬群村分会の予算の優れた地位を確認できる。226 

 適当な政策を提供するために、政策の対象となる地域をめぐる情報の獲得が重要な条件

である。撫順県協和会は基本的に三つの方法によって農村部に関する情報を獲得できた。

第一に農村実態調査の実施、第二に協和会の組織内部の「下意上達」制度の活用、第三に、

パトロン制の運用による非公式のネットワークの利用がそれである。 

 まず、1933年２月 15日に撫順弁事処は「撫順県下農村事情概略、及農村民俗調査開始

[し]、二月十五日完了」227した。さらに、撫順県協和会は二つの地域調査を行った。即ち、

1934年 7月 3日に「撫順城村村勢調査」と、1934年 8月に撫順県満鉄附属地外の諸農村を

対象とした「農村基本調査」である。これらの調査の目的は、「農村社会の共同生活現象」

を概観するとともに、同調査は「農産物とその販売状況、一般農村産業状態、農事指導、

農業経営の指導樹立の基本的資料となし、農家余剰労力の調節、自治精神の涵養方法考

察」228に重要な意味を持っていた。 

 次に、協和会の組織内の下意上達による農民要求の吸収システムを検討していきたい。

下意上達は農村レベル分会連合会をはじめ、協和会の協議会制度によって推奨されていた。

一定の条件のもとで、連合会には分会の代表者が分会員の要求をまとめて提案することが

できたのである。撫順県協和会の場合、1934年 9月 1日に撫順県北部連合会が開催された

が、参加者の中では、撫順県長、撫順県警務指導官、県教育局長、協和会弁事処職員、県

225 満州帝国協和会中央本部調査部『農村分会実態調査報告書』1943年, 36−41 頁。 
226 撫順県馬郡分会、吉林省楡樹県土橋分会、通化省輯安県楡林分会予算、錦州省興城県新民屯分会予算の

予算に関しては、満州帝国協和会中央本部調査部、同上、36−41、67−69、117−118 頁を参考。 
227 満州国協和会撫順弁事処, 前掲史料，20頁 

228 満州国協和会撫順弁事, 処前掲史料，44頁 

 
 

                                                 



下第二・三区所在分会長がいた。そのさい、学校校舎の増築、連合分会事務所の新築に関

する二つの提案が提出された。229次に、同年 11月１日と 2日に撫順県連合協議会が開催さ

れた。その際、協和会中央事務局、奉天省事務局、撫順県弁事処、撫順県公署、警察、憲

兵隊の代表とともに、農村分会の代表が 101人参加した。連合協議会には、治安、在満朝

鮮人の小作権、地方の行政組織、農村財政、農村金融、衛生状況などの幅広い課題を取り

上げて分会代表が提案した。230県公署を含めて撫順協和会は、この制度によって地方農村

社会に関する重要な情報を獲得することができて、政策の立案の際に参考になった。 

 

 

第５節 撫順県協和会の恩顧主義的関係の形成（1932〜36 年） 

 以上、撫順県協和会は多様な組織的資源に依拠して活動していたことを示したが、その

なかでは日本人の実業者と撫順炭鉱の支持は特に重要な意味を持っていたことが判明した。

次に、協和会の活動の展開を検討する際、「分会形成期」（1932年〜36年）、「問事工作

期」（1937年〜42年）という二つの時期に区分し、撫順協和会と農民との間に形成された

庇護者−随従者関係の動向を明らかにしたい。庇護者−随従者関係に関しては馬群丹分会の

動向に焦点を当てて議論したい。馬群丹は乾燥農業を行う農村であり、隣接の森林から林

業も行われていた。この地域は、撫順県における流通の中間的な位置を占めていた。行政

区域に関しても、第６区における中心的な村で、警察機関が設立されていた。撫順県と興

京県との境に近く、満州事変には治安の問題が特に厳しかった。 

 1932年〜33年には、憲兵隊による抗日運動の鎮圧とともに、協和会弁事処員が始めて

農村部に工作活動展開のために入った。そこで、分会の設置のあと、1933年４月から四ヶ

月間馬群村を中心にし、毎月６０石の食用と播種用高粱を供給していた。さらに、1933年

229  同上，50−51 頁。 
230 満州国協和会奉天地方事務局『第一回管下県連合協議会記録概要』1935年 12月, 31–82頁。 

 
 

                                                 



〜35年に、撫順弁事処が実施した政策は【表 3.4】にまとめてある。産業振興、教育（日

本語）、衛生、紛争調停という農民生活と営業にかかわる領域にわたる政策である。 

 

 

 

 

 

 

 
 



【表 3.4】 撫順県協和会の活動内容（1932年～1943年） 

 

 

 教育の政策としてはまず「農民美術研究所」の事例をあげたい。「本年[1934年]七月撫

撫順県協和会運動の工作 対象 時期 資金・ 協力機関 内容
宣撫工作 ビラ、 ポスタ ー， 演説、 座談会

討伐（ 「 安然の維持確保の協力」 ） 警察、 自衛団

農村救済資金 撫順県公署 食用， 潘種用高粱の配給

協和会日語講習会開設

農村失業調査及び就職幹旋

紛争調停

集家工作 民政部 移動宣撫施行

撫順県下各村分会

痘苗無料配付 撫順県下各村分会

撫順城協和会日語専門学校開設

馬群農林日語学校 馬群村 撫順県弁事所の資金 日本語、 農業技術改良、 林業、 副業
撫順農務契連合会 撫順県

函舘火災義損金募集 撫順付近２ ３ 分会

ク ローバー栽培奨励 撫順県下朝鮮農民

協和会模範養鶏場 撫順城村永安堡

農民美術研究所開設 撫順城村

撫順城村村勢調査 撫順城村 人口、 経済・ 社会状況に対する調査

前甸子協和水利社創立 第２ 区に於ける前甸子村（ 水田地） 「 満人」 と 朝鮮人の農村組合

撫順県

 必要品の申請、 配分撫順県下各分会、 村経済委員会

「 増産」 、 労働指導・ 監督 撫順県下各分会、 分会人事、 書記

農作物の出荷 撫順県下各分会

労働、 家畜の「 供出」 撫順県下各分会

撫順県（ 1932年） 、 清原県、 鐵嶺県、
興京県（ 1933年）

1932〜 1933年

撫順県・ 興京県の県境（ 第六区＝馬群地
区）

1932〜 1934年

第六区二於ける腰嶺子、 馬群丹、 救兵台
（ 1934年から 馬群村）

1933年４ 月〜７ 月

炭鉱区、 第３ 区前甸子（ 朝鮮工作人の水
田地） 、 第４ 区営盤

1932年４ 月〜？ 初級生徒数68名、 中級生徒数10名

調査対象地域： 撫順県， 清原県、 海龍県
。 調査員： 「 満人２ 名」

1933年４ 月

1932年： 朝鮮人、 1933年： 日満， 鮮満
、 満人間紛争

1932年〜 1932年（ 総計189件） ： 朝鮮人に対す
る紛争、 金銭借家貸借紛争、 耕地貸借
周施

1933年9〜 11月撫順県全区 1933〜 1934年

家庭常備薬実費及び贈品協和薬の無
料配付

1933年 富山県米田薬房製薬、
大和買薬会社

家庭常備薬に配付し 、 常備さ せ、 村民
に無料配給

1934年 満鉄の管理下撫順炭鉱
衛生課

衛生課に依頼して痘苗３ 千個を 用意し 分
会に配付

撫順城で成立さ れ、 職員は分会長、 生徒
は「 満人」 、 朝鮮人

1934年4が10日 授業科目： 日本語、 音楽、 体操、 木彫
、 課外講義： 民俗研究、 自治問題研究
、 統計学

1935年3月〜？
1933年５ 月〜 撫順警察、 撫順朝鮮人

民会、 金融会
朝鮮人間紛争処理、 共同販売、 貸借斡
施、 学校成立、 朝鮮人用金融

1933年 協和会中央事務局経由
資金配給

分会長は損金募集会を 成立し 、 協和会
を 通じ て２ ９ ５ 元65銭を 得る

1933年5月 自給肥料増産を 計るために、 本年（ 大
同2年） 5月、 北海道産紅白二種のク ロ
ーバー種子５ 升を 鮮農に配付

1933年4月 白レ グホン 1千羽の飼育にかかり 、 毎年
農家一般に雛の配給、 養鶏産卵のよる
副業奨励

1934年７ 月 農村副業： 郷土色彩豊かな玩具、 実用
的日常品を 素木石炭、 粘土を 主剤と して
製作

1934年7月３ 日

1934年４ 月

分会， 分会連合会設立及びその強化
運動

1932年〜

日常な配給は農村の経済委員会、 非常
な時に分会常務員が協議し 、 県本部に
品物を 申請する。
「 労働改善、 廃耕防止の宣伝、 一般の
農民に政府の要求する所を 知ら し めて
居る」 （ 『 農村分会実態調査報告書』 , 
47頁）
「 分会は大会になるし 、…他の屯、 他
の部落と 比較して…公平化、 不満除去を
図ると 言う 意義がある」 （ 『 農村分会
実態調査報告書』 , 49頁）
「 炭礦に対する労工給出と 軍需品あな
る豚の給出」 、 分会に於ては給出の割
当、 攤派…常務会に於いてそお標準を
」 （ 『 農村分会実態調査報告書』 , 49頁
）

出典： 満州帝国協和会中央本部調査部『 農村分会実態調査報告書』 （ 1943年） ,　 満州国協和会撫順弁事処『 協和運動二ケ年を顧みて』 （ 1934年） 。

 
 



順城村に農民美術研究所を開設し、日本人専門教師を聘し講習生としての農民美術の興隆

を促進せんが為に講習生の技能修得と相俟って組合を組織せしめ満州農村としての郷土色

彩豊かなる玩具、実用的日常品を素木石炭、粘土を主材として製作し、漸次一般農村家内

手工業にまで普及せしめ製品を組合に集め検査を行ひ合格品を満州土産品として市場に送

り進んで輸出販路の開拓を画せんとするものなり。」 231「農民美術研究所」の事例では、

協和会の教育政策は日本語の教育、政治的な育成に限定されることなく、地域の地理的な

特徴と資産に基づき農業副業奨励とする計画も含まれていた。この事例には、丸川順助の

中心的な役割を確認できる。さらに、素木が撫順炭鉱製材所から特別払下がなされた背景

から、協和会への撫順炭鉱の協力を改めて確認できる。 

 以上の撫順協和会弁事処による分会員への資源の供給は、ブローカーとして活躍した弁

事処主事・丸川順助を中心に行われていた。丸川は、撫順炭鉱の撫順実業補習学校の講師

に委嘱されていたが、丸川は撫順の財界との関係が薄かった。撫順のみならず、他の地域

にも、そして組織の中央機関にも協和会の重要な位置をしめた。撫順の場合、満州青年連

盟期には撫順支部に表れておらず、協和会の結成以降は撫順協和会の会員として確認でき

るのである。1934年に撫順弁事処の主事とし、1939年には撫順県協和会本部の事務長の

任務についていた。232 

 30年代前半における協和会の事業に限っては、政策の決定と実施には丸川の役割が特に

重要であった。233丸川はクライエンテリズムの関係におけるブローカーとして活躍してい

た。馬群丹の場合、協和会による事業の提供は丸川と分会長・張鶴齢との人格的な信頼関

係が重要であった。張は 20天地（約 160畝）の大地主で、「学董」として地方行政の役務

231 満州国協和会撫順弁事所, 36頁。 
232 「弁事処規則 第六条」満州国協和会『協和会須知』1933年, 46頁。 主事は協和会の経理、庶務、組

織及び宣伝、情報、分会連絡の項目を取扱うことになっていたが、協和会の活動に対する実践的な役割

をはたしていた。 
233 満州国協和会撫順弁事, 処前掲史料，同上、25, 35頁。農村副業状況に関する調査に参加した。さら

に、『満鮮旬報』という撫順における朝鮮人の新聞の刊行に発行人として活躍していたなど。 

 
 

                                                 



を果たしていた。234馬群屯の場合、協和会からの農村救済事業の供給には、丸川が農村と

協和会とのブローカーの役割を演じたようである。「分会長張氏は弁事処主事丸川氏の助

力を求め、丸川は撫順県公署農村救済資金の補助を得ると共に県城一般より寄付金を募り、

協和会の名に於て大同二年[1933年］四月により七月まで四ヶ月間、毎月六十石宛、播種

用及食用高粱を馬群丹、救兵台、腰嶺子の三村［…］に配給し、農業の生産の維持と難民

救済に当たった。」235以上のように、この時期には協和会弁事処が農家経済の回復を目的

した多様な政策を実施できた。経済基盤が弱化してきた農村有力者は、村内において政策

の実施過程において中心的な役割を果すことで、村内の既存の力関係の安定化を狙った。

そして、農業生産力が停滞していた 30年代前半の撫順県では、農民には、以上の政策の実

施は協和会への加入のインセンティブとなった。そこで、撫順県協和会の会員数が短期間

に急増傾向を見せた。 

 

 

第６節 撫順県協和会の恩顧主義的関係の再編（1937年〜43 年） 

 第二期には、満州国の治外法権撤廃以降に、地方の行政組織の再編、協和会の改組、第

三に 30年代末における農作物流通の統制化によって、協和会と農村との関係が著しく再

編された。第一に、地方行政組織の再編であるが、撫順県の場合、1934年に集団部落が実

施の段階にいたった。236次に、1937年における「街村制」の実施は、1929年に遼寧省村制

大綱によって制定された区村制を取り替え、大村が地方の行政組織の中心になった。村以

234 満州帝国協和会中央本部調査部, 処前掲史料，20頁。「遼寧省村制暫行大綱 第三条」1929年 10月 6日

遼寧省政府公報第二四四号所載、満鉄調査課編『事変前に於ける東北四省行政機構 昭和七年二月』131

頁。村董は村長と村副長と共に村公署の組織員であった。学董は「学田」を経営する役目を果たしていた。

民国期の土地制度改革によって形成された学田は、学校などの教育施設に用いる公有地と示したが、そ

の経営は一般的に地方団体・行政組織に委ねることとなっていた。 
235 同上, 13頁。 
236 同上, 13頁。 

 
 

                                                 



下の行政単位である屯は、集団部落が設置された。一方、1937年 12月 1日に撫順県と独

立した撫順市が設置され、撫順市に附属地行政権が移譲された。以上の行政末端の改革に

よって、地方社会に対する満鉄の介入が大きく相対化された。こうして、地方協和会が重

要な協力団体は失っていた。次に、既存の県・区・村の行政区域が「街村制」の実施によ

って、県・大村・屯へ再編された。さらに、満鉄附属地の撤廃のあと、都市部を対象とす

る撫順市の行政単位が設立され、撫順県の行政は都市部と独立した。 

 第二に、協和会の地方組織の改組だが、以上の地方行政の改革のもとで、撫順弁事処が

解体され、撫順市協和会本部と撫順県協和会本部は設置された。そして大村制の設置につ

れ、大村に相当する協和会支部、屯に相当する協和会分会が設置された。さらに、1935年

から撫順県分会連合会が開催されはじめた。連合会には、分会代表者は県公署官僚達に陳

情することができた。 

 第三に 1937年の日中戦争開始後に、本格的な実施に入る農作物出荷の統制化のことで

ある。「貿易統制法」をはじめ、1937年末から統制関係の法律が制定されていた一方、生

活必要品、農作物の流通機構を統轄する特殊会社の設立によって経済統制が推進された。

さらに、日中戦争の長期化を背景にし、1940年に「産業五カ年計画」の修正版では、石炭

増産とともに農作物の増産が重視されてきた。消費材と農産物との流通の統制化が推進さ

れ、40年代には農作物の蒐荷は農村の合作社によって公定価格制のもとで強制的に行われ、

消費財の配給は通帳式によって実施されてきた。 

 協和会分会は消費財の配給と農産物の集荷を指導する組織であり、農村レベルの流通機

構の統制を担った。1943年に出荷工作報告に関する懇談会には、井上報告者が農産物の蒐

荷工作に関しては以下のように言う。「［奉天省の］各県では協和会もこの組織の中の一員

となっておりますが、県によって少しづつ違っている訳であります。撫順県辺りは一ヶ班

を受持って協和会が分担する、さうしてそこに模範的指導工作をやらうと云う処もあるし、

 
 



又他に県に依てはさう云う組織の中の一員として加って居り乍ら尚其の外県全体に会とし

ての活動をして居る処もあります。」237以上から分かるように、撫順県の場合、農産物の

集荷工作には協和会が中心的な役割を果たしていた。特に、村レベルの分会は農産物の蒐

荷過程に重要な役割を果たした。協和会分会の常務会によって部落の代表者が上から指示

された出荷要請について討議することができて、出荷の割当をはじめ、その実施が常務会

で確定された。消費財の配給の場合も、分会は中心的な位置をしめた。238 

 この時期には、撫順県協和会の人事動静をみると、30年代末の時点では協和会の改組以

前との連続性があった。弁事処側のブローカーであった丸川順助が相変わらず撫順県本部

の指導的なポストを占めていた。さらに、分会の改革にも関わらず、馬群分会長であった

張は、支部長になって、40年代には撫順県協和会の組織末端において重要なポストをしめ

た。 

 しかし、満鉄、在満日本人の実業界との繋がりが切断した背景に、【表 3.4】で確認で

きるように、30年代後半には農村への協和会による農家経営改善工作の実施は持続できな

くなってきた。例えば、農作物出荷工作の実施中、1933年に撫順県協和会が開始した家畜

の配給事業が破綻してしまった。「分会活動内容の一つであった副業奨励（養鶏、養豚）

に依って全村漸一千羽余に及んだ鶏は、出荷が徹底し過ぎた為飼料不足を来して飼養不能

となり現在百羽以下に激減してしまった。」239 

 中国人農民会員は、協和会による農家経営改善工作の中止に対してはいかに対応したの

であろうか。農家経営改善事業が著しく減少したにもかかわらず、【表 3.1】では協和会

からの農民の著しい脱退は確認できない。その代わり、農村における会員は、協和会分会

で度々不満を申し立てた。 

237 満州国協和会文化部『農安県出荷工作座談会 康徳 10年 12月』1943年, 64頁。 

238 満州帝国協和会中央本部調査部『農村実態調査報告書』1943年, 45頁。 

239 満州帝国協和会中央本部調査部, 前掲史料，21頁。 

 
 

                                                 



 1942年 7月 18日付高木清寿苑の丸川順助の封書で分かるように、撫順県協和会による

農作物の出荷の失敗は農民の大きな苦情を引き起こした。「出荷させた糧穀が四百トンも

野積み、無保管のままで、スッカリ腐敗しているのです。何という無慈悲な役人共でしょ

う。思わず涙がこぼれました。村に入ると臭気が、蠅が、除幕の式がすんだ後で、一日中

お百姓と倶楽部の一屋で何やかと愚痴を聞いてやりました」240。 

 協和会による「農村救済工作」の破綻が解明になると、農村有力者は協和会の組織全体

に対する批判を表すことはせずに、満州国の官僚に対する不信を表明した。例えば、馬群

村支部長になった「張氏の語る所に依れば、建国当初会運動に於てのみならず政府其他方

面に於てもこの地方に活躍した日系に比較して現在政府其他に在る日系は素質がかなり低

下して居るため［協和］会運動も十分導展しないと思はれるとのことである。尤も建国当

初この地方には丸川順助氏其他熱烈高邁なる志士が居り、現在とてその指導的地位に在る

日系がその熱意手腕に於て著しく遜色あるものとは言へないであろう。」241すなわち、協

和会撫順市部長・張は、丸川のような「熱烈高邁なる志士」と 30年前半における協和会の

活動を高く評価しながら、「現在政府其他に在る日系」に対する不満と指導力の欠如を表

した。 

 以上のように、協和会による農業改善工作が破綻した 30年代後半に、撫順県協和会が

醸成した恩顧主義的関係が破綻したとは限らない。ここでは、三つの主な要因をあげたい。

第一に、協和会の恩顧主義的関係は伝統的な村内権力関係に基礎づけられていた。第二に、

「農村救済工作」は持続できなかったが、40年前半期にも農村レベルの協和会分会は土地

紛争の調停を行った。例えば、「馬郡村王新屯居住の張某と関某との土地が隣接して居る

が、境界修理を多年行はなかったので境界となって居た排水溝を修築せんとした事より両

者の土地境界に就き紛争が起こり、これを分会にも持込んで来たので常務員、[撫順県馬

240 高木清寿関係文書、国会図書館憲政資料室所属資料、憲政資料。 

241 満州帝国協和会中央本部調査部, 前掲史料，21頁。 

 
 

                                                 



郡村分会]書記は現地を踏査し、両社所持の土地執照（地券）を標準とし新に測量を為し境

界たる排水溝の位置を定めて解決した。」242 

 満州国地積整理局が土地公証に関する問題を解決しなかった背景に、膨大な官地が払い

下げられた撫順県では土地所有に関する紛争が満州国期に入っても続いていた事実があっ

た。紛争の調停過程の中、地券の洞察は重要な段階であった。ただし、地券の種類が多く、

その解釈には専門的な知識が必要であった。そこで、農民には、県レベル協和会機関との

関係を持っている協和会分会が、解決しにくい紛争の場合も調停を導く重要な資源であっ

た。 

 第三に、庇護者による資源の供給が障害されていても、随従者がすぐに退出することな

く、しばらくの間「忠誠」を表すのは、恩顧主義的関係の特徴である。以下は、1941年 5

月 18日の年月日を表す手紙の日本語訳だが、丸川をはじめとする協和会県本部宛に撫順

県協和会分会連合会の代表者が送ったものである。 

 

「袁本部長、九川事務長： 

 協和会は東亜の先輩たちの行動を見てきたが、順調になるよう心より祈る。 

 均部の人事異動は既に分会長を招いて、会議を開いた。分会の活動を強化して、徹底に

立案して進行する。会員全体は感激して、皆期待している。撫順県の中は農村部が貧しい、

古い規則に従い、ますます窮境になったことが既に分かった。われわれはここ数年、政策

を作って努力したにも関わらず、その窮境を変えることができなかった。近年、飢饉が発

生し、住民が悲惨な生活を送っている。経済協議は農村の生産を増やすことを進めている。

これは唯一の解決策である。産業は開始して以来、旱魃した畑が良くなった。東アジア新

体制が文化の建設に力を入れた。道徳、精神の向上を重視する。友人と思って、誠心誠意

242 満州帝国協和中央本部調査部, 前掲史料，50頁。 

 
 

                                                 



に撫順の再生を考えている。 

 多くの義士が援助してくれた。ここで、県全体の会員を代表して各分野で議案を考え、

実施していた。農村の振興が会員の皆の幸福であり、これは又東亜建設の希望である、だ

から、ここで要請する」243。 

 

 以上の文章から分かるように、1940年代に分会の代表者は県本部の指導者に農村の救済

工作を改めて嘆願していた。撫順県の場合、農民は協和会による「農村振興工作」の復興

を未だ期待して、協和会から脱出するよりも、協和会を再起し、1930年代の農家経済奨励

政策を強化するように不満を申し立てた。 

 

 

 おわりに 

 本章は、1932〜43年奉天省撫順県農村部における満州国協和会の展開過程の特質とそれ

に対する農民の動向を、組織史・地域史の視点から明らかにしてきた。 

 撫順県では協和会による農民の組織化事業が協和会設立直後から開始した。1932年〜36

年の間に協和会は、「農村経済救済工作」の目標を掲げた、副業奨励から日語学校の設立

までの多様な工作を実施して、流通統制の確立を整備した。しかし、1937年から 1943年

にかけては、従来の「農村経済救済工作」政策が縮小され、協和会は撫順県における農作

物流通統制を管掌する機関となった。撫順県協和会がこうした工作を実施できた原因は、

243 高木清寿関係文書, 国会図書館憲政資料室所属資料, 憲政資料。「袁本部長、九川事務長鈞鉴/協和碩

望東亜先駆風慶/東渡企祝順遂/鈞部人事異動曾召分/會長會議開於分會活/動強化対策徹底協議立/案進行會

員感激全体/翘待探御撫順縣下地処/郷僻農村凋弊固/守舊規日趋困厄難有/我々多年改善終以實/力困乏不足

為済近年/又値歳饉民衆窘迫日/甚院経協議推重農村/増産實為唯一之計産/業開歳足使早苗起色/矣加以東亜

建設文化力/求向上一徳一心盛義更為/友邦竭誠実践撫邑甦/生帷冀/仁人義士授手即乞/便中代表全縣會員各/

方實施呼顧果得議案/實現而使農村振興則/會員準福亦即東亜建/設之曙光也粛以奉懇/救請/旅祺諸祈/垂鉴不

荘/北部連合分會長傘慶衡金同瑾/北部連合分會長金殿閣王治山/中部連合分會長張鶴齢/南部連合分會長富子

珍/康徳八年五月」。 
 
 

                                                 



撫順における在満日本人財界と撫順炭鉱の協和会運動との協力関係の緊密性にあった。30

年代前半に大豆の出荷高を拡大しようとした撫順実業会は協和会に協力した。満鉄撫順炭

礦は 1932年の反満抗日ゲリラの攻撃のあと、治安の回復を目指して、協和会を支持育成

していた。在満日本人の商工業界と撫順炭鉱による寄付と技術的な支援のもとで、県レベ

ルの協和会は多数の工作を企画しそれを実施できた。撫順県協和会のリーダー・丸川順助

と農村内有力者が取り組んだ恩顧主義的関係を通じて、撫順県協和会は産業奨励、紛争調

停などの実施で農民に物資と便益の供給を行いえた。県レベル協和会組織と一般会員との

連結機能を果たしていた農村有力者には、協和会へ加入することで従来の農村内の権力的

な地位を維持できた。その有力者農民に依存する農家は、社会的経済的な不安定な状況の

中、自らの土地所有を保護するため農家経営の改善を掲げた協和会に積極的に参加した。

さらに、多数の朝鮮人小作人は開墾した水田に対する「小作権」を守る目的で、問事工作

を重視する協和会に加入していた。しかしながら、農家経営改善工作が中止された 1936

年以降においても、撫順県では協和会からの会員の著しい退出が確認できない。そのかわ

り、協和会のメンバーである農民は協和会分会の政策展開への不満を発言しており、農村

有力者は従来行われていた農家経営の改善工作の復活を協和会組織に要求した。他方、協

和会が 30年代前半に構築した農村有力者との関係に基づき、村レベルの農作物の蒐荷と

生活必需品の分配などの農作物流通統制を実施することができた。このように撫順県は農

村社会において協和会はかなりの程度浸透できた事例であったが、第五章では以上の撫順

県協和会の組織的特徴と浸透程度を他の三つの事例と比較して、撫順県協和会の事例はど

の程度一般化できるかを考察する。 

 

 

 

 
 



 

 

 第４章 

近代中国東北部における地方水利経営（1913 年〜1943年） — 撫順県を事例に 

 

 

はじめに 

 本章は、奉天省（現在のほぼ遼寧省）撫順県を事例として、水田開発の実態と関連づけ

て辛亥革命直後から満州国後半期にかけての中国東北部における水利運営の史的展開を明

らかにすることを課題とする。244 

 中国東北部では 20世紀初頭に水田開発が本格化したが、満州事変以降水田化のペース

は一層加速した。「満州国」（以下は「」を省略する）設立以前の 1924年から 1931年にか

けては、水田面積は約 5万 7000haから約 8万 2000haへ増加する一方、満州国期の 1932年

から 1945年にかけておよそ 6万 3000haから 34万 9000haへと急増した。245こうした米生

産については、様々な視点から研究が直積されてきた。 

 近年の満州国の農業政策に対する分析が著しく進展した。従来、満州国の農業政策の実

績に関しては消極的な評価が通説であった。例えば飯塚靖は、満州国建国当初の「満州国

経済建設綱要」での農業部門は軽視され、そして 1937 年の「満州国産業開発五ヶ年計画」

で重視された食用作物、飼料作物、工芸作物の増産と 1938年の「五ヶ年計画の修正」によ

る食糧生産拡張の失敗を強調した。246飯塚は、この失敗の要因として、満州国による農産

244 本章の作成に当たり、平成 26年慶応義塾大学の「ユーラシアにおける『生態経済』の史的発展と発展戦

略」研究会（カテゴリーC, RA）の研究費補助金による援助を受けた。 

245 山本有造「『満州国』農業生産力の数量的研究」『アジア経済』第 38巻第 12号, 1997年 12月, 39頁。 

246 飯塚靖、風間秀人「第七章 農業資源の収奪」浅田喬二, 小林英夫編『日本帝国主義の満州支配 : 十五

 
 

                                                 



物流通機構の不十分な掌握や、経済統制化に対する農民と糧桟の抵抗を指摘した。それに

対し中兼和津次と山本有造は、満州国後期には既存の大豆モノカルチャー構造から脱し、

水田拡張を含む農作物の構成が本格的に多角化したことを強調する。その背景として 1925

年以降の満洲大豆の世界需給の変化を挙げ、農作物の多角化を目標とした満州国建国期の

農業基本政策の実施を再評価するのである。247 

 こうした政策史研究の進展とともに、20世紀前半の満洲における米作の発展過程に関し

ては、農法の技術移転と栽培品種の開発を視野に入れた研究が盛んである。朴啓玉は、満

洲における水田栽培法を満洲への朝鮮人移民の定住過程と関連づけ、ボトムアップ型の農

法移転説を提唱する。248他方、満洲への水稲栽培法のトップダウン型移転を重視する研究

が多くなってきた。例えば湯川真樹江と山本晴彦は、満鉄農事試験場による日本種と耐寒

性のある「改良種」の開発過程を、249季海訓は日本から大陸への耐寒性・早生品種と窒素

肥料の伝搬過程を解明した。250 

 さらに、中国東北部における水稲栽培に関して重要な成果を挙げてきたのが、拓殖会社

の経営史的な実証研究である。それらは水稲耕作の諸主体の動向から満洲水田開発の解明

に寄与したが、研究対象としては特に日本の国策会社の営業実態が注目されてきた。1970

年代には浅田喬二が、満州国期における日本人の土地所有の法制的保証獲得と、半国会社

の東亜勧業株式会社・満鮮拓殖株式会社・満洲拓殖株式会社による水田開発の過程を明ら

年戦争期を中心に』時潮社, 1986年, 423−545 頁。農事合作社による農作物の流通機構の統制の実態につい

ては、 浜口裕子『日本統治と東アジア社会 : 植民地期朝鮮と満洲の比較研究 』勁草書房, 1996年, 209−242

頁を参照。 

247 中兼和津次「旧満州(現東北三省)の地域別農業生産構造 : 地域別中国研究への一接近」『一橋論叢』第

87巻第 5号, 1982年 5月, 606-628頁。山本有造「『満洲国』農業生産力の数量的研究」『アジア経済』 第

38巻第 12号, 1997年, 32-47頁。 

248 朴啓玉「朝鮮人移民の中国東北地域への定住と水田耕作の展開—1910〜20年代を中心に」『現代中国, 研

究年報』第 82号, 2008年, 67−80 頁。 

249 湯川真樹江「満洲における米作の展開 一九一三-一九四五 : 満鉄農事試験場の業務とその変遷」『史學』 

第 80巻第 4号, 2011年 12月, 329-358頁。山本晴彦『満洲の農業試験研究史』農林統計出版, 2013年。  

250 季海訓「1940年代後半の戦災都市における住宅復興―戦後統制下の住空間の創出と分配―」『社会経済

史学』第 79巻第 2号 8月 2013年, 69−89 頁。 

 
 

                                                                                                                                                                  



かにした。251満州事変以前における東亜勧業による水田化事業の限界の要因に関しては、

浅田は日本人による地主的土地所有を制限した租商権問題を強調する一方、江夏由樹は東

亜勧業が「皇産」という皇帝の私有地などの伝統的な権利関係を内包したままで農場を設

立したことから、その土地経営の基盤の脆弱性を指摘した。252さらに満州事変以降の国策

会社による水田開発に関しては、東亜勧業が設置した「安全農村」の役割が明らかになり

つつある。従来の研究は植民地機構による朝鮮人の統制政策・移民政策の観点から「安全

農村」を分析してきたが、朴啓玉の近年の研究は濱江省珠河県における「安全農村」によ

る土地の買収、営農の実態と水田拡大の実態を明らかにしている。253また日本人の民間企

業による農場経営の解明も進んでいる。例えば白田拓郎は、日露戦争後に事実上満鉄の統

治下にあった満鉄付属地の場合は、新田開発がある程度進展したが、満鉄付属地外では日

本人による水田化に限界が見られたことを明らかにした。254 

 これらの研究動向によって、近代中国東北部における水田開発についていくつかの点は

今後の研究に残されている。第一に、土地政策を移民政策と関連づけて日本企業による水

田造成過程を明らかにした研究と比較すれば、中国人の農場経営に関する実証研究は低調

である。第二に、張作霖・張学良政権の農業政策の実績と限界が、満州国期の農業政策の

立案者にとって重要な前提であった。それにもかかわらず、満州事変以前期と満州国期の

両時期に及ぶ水稲増産政策の展開を分析する研究はなお不十分している。第三に、中国東

北部における水稲耕作の拡張に関しては、畑作を行う多数の中国人農民と水田経営を志向

する朝鮮人小作人との利害対立があり、この対立をどう調整するかという問題が水田化を

251 浅田喬二『日本帝国主義と旧植民地地主制 : 台湾・朝鮮・「満州」における日本人大土地所有の史的分

析』龍渓書舎, 1989年（第一版 1968年）167−251 頁。 

252  江夏由樹「経済と組織(両大戦間期の天図軽便鉄道と日中外交東亜勧業株式会社の歴史からみた近代中国

東北地域―日本の大陸進出にみる『国策』と『営利』」江夏由樹 [ほか]編 『近代中国東北地域史研究の新視

角』山川出版社, 2005年, 43-69頁 。 

253  朴啓玉「満州国における『安全農村』の建設と朝鮮人農民—濱江省珠河県河東村を中心に」『近きに在り

て』第 57号, 2010年 06月, 68-82頁。 

254  白田拓郎「一九一〇年代『満洲』水田事業」『日本歴史』第 737号, 2009年 10月, 64−80 頁。 

 
 

                                                 



進める上で不可欠な課題であった。 

 本章は撫順県を事例として、1910年代から 1940年代にかけての水田化の実態と農業用

水利経営を規定する制度的展開の特徴を、河川の自然的条件にも留意して明らかにしたい。

特に 1930年代の撫順県において満州国下の水利組合の設置過程を明らかにし、地方の水

田化に対する水利組合の役割について考察する。以下は分析視角と論文構成を述べる。満

州における水田への用水施設は主に水路により河川水を流入するものであったことで、河

川の流水量変動は水稲耕作に著しく影響を与えていた。そこで、撫順県における水田開発

の動向を分析する際、撫順県を流れる主な河川である渾河の特徴に関する考察は重要な出

発点であろう。この予備的な検討は、第１節の内容である。第２節の課題は、日本企業の

みならず多様な水田耕作者の動向を洞察しながら、撫順県における水田化の実態を数量的

考察を通じて解明することである。撫順県における水田拡張の過程を、異なる地理的な特

徴をもつ同県における三つの水田地帯を分けて検討することによって、水田化の多様な展

開過程を浮き彫りにする。第３節では、上記で明らかにされた水田開発を、水利運営の側

面から説明したい。特に３節では、張作霖政権期から満州国の敗戦直前にかけての奉天省

の農業用水利運営の史的展開の中で進められた、撫順県の水利組合の結成過程を明らかに

する。そして、水利組合が設置された水田地帯での水稲作付の拡大を他の水田地帯と比較

検討することにより、水田化に対する水利組合の意味を明らかにしたい。 

 本章での研究対象となる撫順県は奉天省の主な水稲耕作地の一つであり、1930年代の満

洲において撫順米は良質であることで有名であった。255この生産地を取り上げた理由は、

第一に、本県では国策会社が確保した農地が比較的に狭く、それの以外の水田経営者の動

向を検討できるからである。第二に、撫順県は満洲の水田地帯の典型的な地理的特徴を持

つためである。すなわち、他の地域のように撫順県では水田が沖積地帯に展開しており、

255 「満洲米作と品種」『中外商業新報』1926年 3月 8日。 

 
 

                                                 



水田経営者は河川の頻繁な水害に見舞われていた。そして第三に、撫順県における水利組

合の設置は実験的な性格を持っていたため、撫順県の水利合作社の検討を通じて、中国東

北部における水利組合制の実績と政策的限界に迫ることが可能となるからである。 

【地図 4.1】 撫順県北部における農業地帯（1932年） 

出典：『宣統撫順縣志略』（復刻版：「宣統撫順縣志略 . 民國興京縣志 . 宣統昌圖府志 . 民國昌圖縣志 . 宣

統康平縣郷土志 . 康熙鐵嶺縣志」鳳凰出版社, 2006年）、陸地測量部[作製]『旧満州五万分の一地図集成』

（復刻版：科学書院, 1985年）から作成。 
 

 

第１節 撫順県における渾河河岸の自然環境 

 撫順県の地形は基本的に山地からなり、主な平地は撫順県北部の渾河の沖積平野にある。

その他の地域は、多数の山間の断層盆地と谷盆地に分類される。撫順県の主な河川は同県

北部を流れる渾河である。多くの小川がある。遼河の支流でありる渾河は、渾河を含む遼

河流域は南満州の最大な流域である（【地図 4.1】を参照）。水源地である清原県から、撫

順や奉天という都市とその周辺地を含め、奉天省を流れる河川であった。渾河の延長は

 
 



415.4kmに達し、その流域面積は 1万 2216.39km²として記録されていた。256 

 撫順県の平地は農業に適した肥沃な土地だったが、撫順県を含めた中国東北部は長年に

渡り天然災害に見舞われた。遼寧省区域内における 1791年から 1911年にかけての水災事

件は 78回に上がっており、一般の洪水の頻度は 1.55年に一回、大洪水は 30年に１回であ

った。257撫順県の場合、1888年〜1949年の間に 15回の洪水と８回の旱魃が起きた 258。

1910年代から 30年代にかけての時期を詳細に見ると、洪水は 10年代に６件、20年代と

30年代にはそれぞれ５回発生した。旱魃の発生は洪水より少なかったが、1910年代には

３回、20年代および 30年代には各２回だった。すなわちこの地域では、河川の旱魃と洪

水が平均的に４〜５年周期に発生し、20世紀前半では頻度の著しい変化は見られなかっ

た。 

 水害の要因の一つは、中国東北部の気候的特徴にある。満洲は大陸性モンスーン気候に

属し，特に南満州では降水の季節性が著しかった。そのため遼河流域の場合、河川流水量

は季節による増減が激しく、最大の増水期は 7・8月であり、解永期 3・4月は流水量は最

も減少した。259さらに、天然災害の要因として、遼河流域の地形が挙げられる。満州にお

ける河川流域の地質構成は軟弱であるため、沈降量が大きく、石、沙、泥、粘土などの堆

積が著しかった。そのため、川底が隆起し、流路変化により、洪水が頻発することとなっ

たとはいえ、天然災害を避けるため適切な河川統制は、20世紀後半までほとんど行われて

いなかった。260 

 満洲における河川利用は清朝期中旬から開始された。18世紀には江南への満洲大豆の輸

出が始まり、遼寧省から上海への大豆の河川航行による輸出の規模は 1770年には 100万石

256 辽宁省地方志编纂委员会办公室主编『水利志』辽宁民族出版社, 2001年, 30頁。 

257 同上, 49頁。 

258 社景琴『抚顺县志』 辽宁人民出版社,1995 年, 125−127 頁。 
259 辽宁省地方志编, 前掲書, 33頁。 

260 谷光世「満洲河川誌」第 122巻東北亜研究所編輯 『滿蒙地理学史風俗誌叢書』景仁文化社 , 1995年, 210

頁。辽宁省地方志编, 前掲書, 19頁。 

 
 

                                                 



であり、19世紀初頭には 1千万石に増やした。261こうした輸出の展開にもかかわらず、河

川航行は河川水量がもっとも多い季節に限定され、体系的な河川統制は行われていなかっ

た。262それは、当時は河川付近の定住は少なく、天然災害による被害も比較的少なかった

ためであった。近代的な治水事業に関する計画が確立されたのは、清末には清朝政府が遼

河水系における最初の実測を命じてからであった。19世紀後半から河岸周辺における人口

増加を受け、洪水への懸念が高まってきたものの、1907年以降の南満州鉄道（株）の設立

と活動により川船流通が著しい打撃をうけたことで、都市の近くの堤防の構築以外には満

州における河川統制はなお大きくは進展しなかった。 

 また、人間の経済活動も渾河の水害の要因となった。特に近代満洲の森林伐採は当時の

遼河水系の水量の激変の原因となったと考えられる。遼河水系が広がる奉天省、吉林省の

森林被覆率は 19世紀末の時点で 60％強であったが、1949年には遼寧省で 20％弱、吉林省

で 30％にまで低下した。263 

 以上のような河川水流の変容は、撫順県における農業生産に大きく影響を与えた。特に、

渾河の氾濫は河岸近辺の表れる水田と畑地に被害を与えた。また、河川の旱魃は、乾燥農

法が行われている畑の耕作には大きな影響を与えなかった一方で、河川から水を流入され

る水稲耕作には著しい影響をもたらしたのである。特に、後述するように渾河の頻繁な氾

濫は撫順県における水田拡大によって阻害要因として機能した。 

 

第２節 撫順県における水稲栽培の動向をめぐる定量的な分析（1905 年〜1941 年） 

 1905年から 1941年にかけては、撫順県における水田の総面積は一貫して増加した。撫

261 Bozhong Li, Agricultural development in Jiangnan, 1620-1850, New York : St. Martin's Press, 1998, 
113-114頁。 

262 清朝期・中華民国期の遼寧省の堤防の建設に関しては、辽宁省地方志编, 前掲書, 221−230 頁を参照。 

263 永井リサ「第三章 消えた豹の森—鴨緑江流域森林開発から見た中国東北森林消尽過程」井上貴子編著『森

林破壊の歴史』明石書店, 2011年, 84頁。 

 
 

                                                 



順県で水稲耕作が始まった 1905年以降、同県の水田面積は 1914には 197.87畝であったが、

すでに 1924年に 27,000畝に達し、1934年に 46,484畝に昇り、1940年には 65,100畝に上

がった。264とはいえ、県内における水田開発が一様に進んだわけではない。ここでは、万

達屋、楡林堡、大官屯の村落を含む「満鉄附属地内領域」（①）、東社、得力俄哈、西社を

含む東社河領域（②）、鮑家屯、前甸子、二道房を含む渾河北岸領域（③）という三地帯

における水田面積の動向を検討していきたい（【地図 4.1】 撫順県北部における農業地帯

（1932年）を参照）。後述するように、③地帯には 30年代に水田組合が結成されたが、

この比較的検討は特に水田拡大における組合制の業績を浮き彫りにしたい。 

 まずは、これらの水田地帯の灌漑施設の違いに注目してみよう。渾河南岸に位置した①

は、千金寨（1907年〜1931年）と永安台（1932年以降）という撫順の市街地に近く、古

城子、楊柏堡の採掘施設に近接する炭坑地区内にあった。この地域では、渾河から河川水

の流入とともに、農業用水としては水田経営者が吸水機関によって吸収された鉱水を利用

した。②は渾河支流の東社河両岸に広がる地域であり、農民は引水施設を通じて東社河か

ら引水した。②の地域は傾斜が多く、河川水流の速度は高かったが、洪水は比較的に少な

かった。265 渾河北岸に位置する③では 1930年代に組合が結成されたが、それ以前の前甸

子等の村落では、氾濫が頻発する渾河からのみ河川水の流入が行われた。 

 撫順県における水田拡張の動態を、①〜③の地域についての水田面積比較の表を用いて

検討してみよう。【表 4.1】では、1914年から 1941年に至る４つの時点の水田面積の統計

データをまとめた。県レベル以下の水田面積に関する資料が非常に少ない中で、これらの

データは撫順県における水稲面積の推移を把握するには便利である反面、注意点がある。

264 南満州鉄道株式会社地方部地方課『南満州米作概況 産業資料其一 大正三年』1914年, 10−12 頁, 「撫

順要覧」東北亜研究所編輯『滿蒙地理学史風俗誌叢書』景仁文化社, 1995年, 滿洲國協和會撫順辧事處『協

和運動二ヶ年を顧みて』1942年,  『満洲農産統計 昭和 15年』1940年, 52頁。 

265 辽宁省地方志编, 前掲書, 20頁。 

 
 

                                                 



1941年のデータは調査対象の地域面積がかなり限られているサンプル調査から得られたも

ので、この資料から①②③地域の水田総面積の推移を考察することができない。 

 

 

 

【表 4.1】 

 

【表 4.1】から第一に 10年代から 30年代にかけての三つの地域の水田面積推移が分かる。

第二に、41年時点（サンプル調査）の③地域における水田面積と後述する同地の水田開発

計画との比較的分析によって、30年代から 40年代にかけての③地域の水田開墾の計画と

実際との落差を読みとることができる。三つの水田地帯は 1914年には県内の水田の総面

積の 68.9％を占めており、特に②の東社屯と③の前甸子屯の引水施設を利用する地域がこ

水田地帯別撫順県における 水田面積の推移（ 単位： 畝）

水田地帯
1914 1924 1934 1941

% % % %

①
26.44 13.36 133.3 0.49 3484 7.49

23.7 17.9其の他 36.5 18.45 5866.7 21.72 3655 7.86

②
41.66 21.05 10000 37.03

15415 33.16 89.5 68.1江南河 1000 3.7

③ 68.32 34.53 5000 18.51 13411 28.85 1.1 0.8

其の他

塔峪、 石文厰 24.9 12.58 1000 3.7 5255 11.3 - _-

0 0 4000 14.81 4265 9.17 - -

合計 197.82 100 27000 100 46484 100 131.2 100

満鉄付属地内地域
、 万達屋、 楡林堡
、 大官屯

東社、 得力俄哈、
西社

鮑家屯、 前甸子、
二道房

塔而丈、 臺溝、 碾
盤、 張家甸子、 元
龍山、 小夾邦、 龍
鳳坎

出典： 南滿州鐡道株式會社地方部地方課[編]『 南滿洲米作概況　 産業資料 其 1,10（ 大正3年 , 
[大正7年]） 』 （ 1914年） 11−15頁。 「 撫順要覧」 東北亜研究所編輯『 滿蒙地理学史風俗誌叢
書』 景仁文化社, 1995年, 165−166頁。 満州国協和会『 協和運動二ヶ 年を 顧みて』 撫順 : 滿
洲國協和會撫順辧事處, 1942年。 興農会合作社中央会調査課『 康徳８ 年農村戸別概況調査報
告書： 土地所有官関係編』 1943年、 500-502頁。 1畝はほぼ614.4 m²。

 
 



の時点に重要な位置を占めていた。1924年と 1934には②と③の地域が本県における水田

の総面積のほぼ６割（1924年に 59.51％、1934年には 62.01％）を占めていた。【表 4.1】

に示されるように、1924年には東社河領域の水田面積は渾河領域の水田面積の二倍であっ

たが、以後 10年間で③の水田は、②の水田面積に迫るほど著しい増加を見せた。とはい

え 1941年の調査は、1930年代後半には③における急速な水田拡張が継続しなかったこと

を示唆する。1932年の時点で前甸子付近の農業用水路は未完製であったため、満鉄経済調

査会の調査では開田可能の水田面積は約 10,120畝とされた。266しかし、1941年の調査の

対象となった前甸子屯付近の官嶺屯、吉子屯では水田が開墾されていなかった。すなわち、

③の場合、30年代に設置された水田組合による水田開発計画は必ずしも奏功しなかったと

いえよう。 

 以上のような水田面積の動向を、第一期（1905年〜1920年）、第二期（1921年〜1930

年）、第三期（1931年〜1941年）の三つの時期を区分して検討しておこう。在来農法では

灌漑施設が利用されてこなかった。撫順県では、朝鮮人移民が水稲耕作法の技術を移転し、

水田経営の主要な労働力となった。本章では、朝鮮人の人口増減が水稲への労働供給の変

容を示す指数として取扱われている。第一期には、朝鮮人の人口動向を見ると、撫順県へ

の朝鮮人移民の流入がまだ限定的であり、1919年の時点での県内の朝鮮人人口は 514人に

過ぎなかった。267この時期、朝鮮人の半分以上は②と③の地域に定住し、水田を開墾した。

1910年には③の 鮑家屯では朝鮮人農民である宋秉植、金萬里が開田すると記録されてい

る。268さらに、1910年代後半になると、在満日本人の実業家が水田開墾を始めた。第二期

には引水施設を利用する満鉄付属地外の②と③の水田開発が加速した。この時期には満鉄

付属地外では日本人実業家が商租契約を通じて土地獲得、水田開墾を進めており、1930年

266 藤原堅一「邦農移植を目的とする特殊農業耕地候補地調（其の一）」1932年 8日, 満鉄経済調査会『満

州農業移民方策』（『立案調査書類』二編一巻一号）86-87頁。 全滿朝鮮人民會聯合會『全滿朝鮮人民會聯合

會會報』第２号, 1933年 4月, 66頁。 

267 外務省政務局編『関東州並満州在留本邦人及外国人人口統計表 第 11回 大正８年』1919年, 22−23 頁。 

268 南滿洲鐵道地方部農務課『満洲の水田 産業資料其十四』1932年, ３頁。 

 
 

                                                 



には②と③を中心に、約 10名の日本人実業家が水田開墾に従事した。269 

 

【表 4.2】 

 

 

他方では、中国人地主による朝鮮人への土地貸付を通じた水田開墾の事例も増加した。

【表 4.1】と【表 4.2】を比較してみると、③の場合、1929年には日本人実業家によって

水田開墾した面積は 3,962畝であり、同地域における水田の全面積（1934年）の 22.4％を

占めるにすぎなかった。270東拓と中島の開墾以外の約 9000畝の水田面積を考えると、そ

の大半が朝鮮人小作人による耕作であることが推測される。これは、第二期に撫順県での

水田開墾が主に中国人の所有地を借りて小作を行う朝鮮人移民によって進展してきたこと

を示唆している。1921年〜30年の間には撫順県における朝鮮人移民流入数が 1,399人から

6,022人へ増加した。271さらに、1922年に設立された朝鮮人団体・撫順朝鮮人民会が新田

269 南滿洲鐵道殖産部農務課『滿洲邦人農業經營者一覽』1930年。 
270【表 4.1】と【表 4.2】の③の欄を参照。③の日本人実業家にって開墾された水田面積について考察する

ためには、［表二］の東洋拓殖会社と中島右仲の開墾面積を合計した。 

271 外務省政務局編『関東州並満州在留本邦人及外国人人口統計表』, 外務省亜細亜局編『支那在留本邦人

社名・ 経営主体 地名 開墾開始 灌漑様式 土地関係 小作関係

古賀初一 機械灌漑 商租契約

①万達屋 商租契約

会名会社大松号 ②東社 商租契約

③飽家屯 所有

中島右仲 商租契約 朝鮮人小作人

撫順県における日本人の拓殖会社（ 1929年）
面積（ 1929年）

①心太和村 1925年 2,823.532畝

直営、 朝鮮人小作
人組合、 中国人小
作人

撫順公司（ 代表者
： 山口文雄） 1926年 481.283畝

渾河から 灌漑
溝

小作人組合（ 朝鮮
人戸農家70戸）

1915年 2,350畝
灌漑排水は水
利局の施設

日本人2人、 朝鮮
人28戸、 中国人4
戸

東洋拓殖会社（ 代
理人： 久保孚） 1923年 3,449.201畝

水利局の灌漑
排水施設、 渾
河

小作農家： 朝鮮人
７ 戸、 日本人1戸、
中国人1戸

③前甸子、 靠
山屯 1918年 513.369畝

山間渓流の引
用、 渾河より
水利局の灌漑
溝（ 大夾屯）

出典： 南滿洲鐵道株式會社庶務部調査課編『 滿洲に於ける邦人の土地利用状況（ 滿鐵調査資料, 第98編） 』
南滿洲鐵道, 1929年, 52−95頁。

 
 

                                                 



開発をバックアップした。同会は、在満日本領事館の指導の下、満鉄付属地外の朝鮮人住

民に対して、教育、衛生、金融、産業、救済の工作を実践していた。また、満鉄農務課が

設置した農事試験場により 1913年から水稲優良種の育成が行われ、1928年には満鉄によ

る採種田設置を通じて、優良種の育成と農民への供給はさらに進展した。272 

 この時期における水田面積拡張の背景には、奉天水利局の指導の下で、水田へ河川水を

流入させる多数のダムの建設が存在した。例えば、1918年に砂と石から成る高さ 0.5メー

トルの大東洲ダムが設置され、前甸子など渾河両岸の村落に引水し広大な水田が作られた。

1921年には高力管子棵石ダム、26年には前甸子ダムが建設され、自然流水の水量が増加

した。273 

 第二の時期には、前述したように撫順県における水田総面積は 27,000畝から 46,484畝

へと速いテンポで増加したようであるが、一方では水田開墾の進展は地域レベルで見ると

不安定であった。この点を、撫順縣における朝鮮人の人口変動を基礎に検討していきたい。

朝鮮人の年次別人口動向を観察すると、増減が激しかった村落があったことが分かる。例

えば、渾河の北岸の③地帯に位置する上章党村では、朝鮮人数が 1921年に 200人であった

が、1923年までは 70人まで減少した。次に 1924から 1928年までは 120人程度になり、

1929年にはまた 70人に減り、その後改めて増加し続け 1934年には 128人になったのであ

る。2741923年と 1929年には夏の大雨で撫順県が洪水に見舞われたが、本村における朝鮮

人数の激減は水稲耕作は被害を受けて朝鮮人は移動を余儀なくされたことが考えられる。

このことから、気候と河川治水の不足がいかに水田開発に影響していたかが判明する。他

方、農村における朝鮮人の人口変動は気候的な条件と異なる要因からも生じた。南満州で

及外国人人口統計表 : 昭和三年十二月末日現在 』。 

272 南満洲鉄道地方部庶務課『地方経営梗概. 昭和 6年版』1931年, 221頁。 湯川真樹江「満洲における米

作の展開 一九一三-一九四五 : 満鉄農事試験場の業務とその変遷」『史學』 第 80巻第 4号, 2011年 12月, 

329-358頁を参照。 

273 主编杜景琴, 前掲書, 463頁。 

274 同上, 125-127頁。  

 
 

                                                                                                                                                                  



は小作契約が常に 1~3年間の期間で設定され、小作人の流動性が高かったことを考慮すれ

ば、20年代の朝鮮人の減少は、中国人小作人による朝鮮人労働力の代替をも示唆するので

ある。 

 満州事変後の第三期における主な動きは、水利組合が設置された前甸子の村落を含む③

の水田地帯が停滞していく一方、②の水田地帯がさらに発展し、付属地内の①の水田地帯

の比重が増加し始めたことである。満州国建国のなされたこの時期には、①と②において

日本人実業家による水田開発が進んだ。すでに第二期の末期の 1926年に田村壽明、古賀

松治、中野某が撫順農業公司を設立し、翌年には満鉄付属地内の村落である塔浦、塔湾周

辺の引水施設を建設した。これを利用して、渾河流入水により水稲の試作を行ったが、こ

の事業が成功に至らなかった。1928年には①において、龍鳳坎近辺で 166畝の水田を開発

し、翌年には万達屋近辺で 4833.3畝の水田開発をはじめた。1933年には社名が撫順起業

会社に変名し 6万 2000円の払込資本金で事業を続けた。275同社の動向から読みとれるよう

に、第三期には日本実業者による水田開発が発展してきた一方、水利組合が設置された③

の水田地帯をはじめとして、渾河から引水施設を利用する水田開発は停滞局面を迎えた。

以下では 1920年代と比較しつつ 30年代における東拓の水田経営を見てみよう。1923年に

東洋拓殖会社（【表 4.2】を参照）が前甸子屯近辺の土地を獲得し、1929年には東亜勧業株

式会社（1936年から鮮満拓殖株式会社）への経営を移行した。ところが、1941年の鮮満拓

殖株式会社の水田経営面積を見ると、その面積は 1923年の時点の面積と同じであった。

満州国体制下で、渾河流域の東亜勧業の水田経営が発展しなかったことが分かる。276 

 30年代には中国人による水田経営が普及してきた。1934年から 41年にかけて撫順県に

おける水田の総面積は 40%増加したにもかかわらず、1931年から 10年間で撫順県における

275 南満洲鉄道株式会社総裁室地方部残務整理委員会 著『満鉄附属地経営沿革全史』[富士ゼロックス]、鈴

木邦夫編著『満州企業史研究』日本経済評論社, 2007年, 901頁。 

276 東亜勧業株式会社「東亜勧業株式会社拾年史」1933年, 高見成 編纂「鮮満拓殖株式會社満鮮拓植株式

會社五年史」1941年, 106頁, 波形昭一, 木村健二, 須永徳武監修『社史で見る日本経済史 : 植民地編, 第

30巻, 第 15巻』ゆまに書房, 2004年, 132-133頁。  

 
 

                                                 



朝鮮人の総人口は僅かに 8200人から 10870人への増加に留まった。277そこで、20年代に

すでに始まった朝鮮人の労働供給は 30年代にさらに増加したが、中国人の水田耕作者も

増加したことがここから伺われる。278次に、30年代に③の渾河北岸では水田開発が何故停

滞していたのであろうかを、水利経営の変化から見てみよう。 

 

 

第３節 奉天省における地方水利経営 

（１）奉天省水利局の設置と慣習的な水利経営（1913年〜1933 年） 

 1913年に張作霖政権下の奉天省公署は奉天水利局を設置した。水利局は中央本部に加え、

瀋陽、新民県と撫順県の分局によって構成された。新民県で水田の大地主であった蘇咸亭

が水利局局長となった。279本局の目的は管轄地域における河川治水や農業用水利施設の管

理であった。「奉天省水利局の管理用水規則」から農業水利に関する水利局の主要課題を

拾うと、次の三点が挙げられよう。すなわち、第一に農家の登録制度を通じた新田開発統

制（第一条）、第二に農民が行う灌漑施設建設に対し協力を行うこと（第三条）、第三に

用水利用の統制（第五条 若シ土地高位ニアリ河川自然流入スル能ハザルトキハ須ク本局

ニ報告ノ上事情ノ審査を受ケ臨時ニ水閘ヲ設ケ利益ニ均霑スルヤウニスベシ）である。280

同 13年に公布された「徴集水利税局章程」は、管轄区域内の河川利用者に対して水利税課

税を命じた（第一条）。特に奉天省各県における水田所有者の毎畝年当現洋六角、瀋陽県

に関しては十七角の課税を定めた（第四条）。とはいえ、海龍領事館分館の資料によれば、

「…水利局長ノ談ニ依レハ奉天実業庁ニ於テ決定シタル趣キニテ水利局トシテハ地主ヨリ

277 國務院總務廳臨時國勢調査事務局『臨時国勢調査報告. 康徳 7年 第二巻地方編. 第 13・14 巻四平省、

奉天省』1942年、186−187 頁。 

278 30年代には水田用のダムの建設に関しては、主编杜景琴, 前掲書, 463頁を参照。 

279 東亜勧業株式会社, 前掲書, 92頁。 

280 奥田享、工藤要「満州水稲作の社会的諸条件」『満鉄調査月報』21巻 13号 1941年 12月, 129−130 頁。 

 
 

                                                 



徴収ニ於テ建前ナルモ実際ハ小作契約ニ基キ水利局折半納付トナル…」281とあるように、

事実上の水利税納入の半分は朝鮮人小作人が負担したことが分かる。  

 奉直戦争後の 1922年には奉天省代理省長を兼ね民政上の権限を事実上張作霖から一任

された王永江が、奉天省の財政再建と地域経済の保護育成を図った。282数多くの増産政策

と、水稲栽培の発展を背景に、水利局の事業もまた拡大の途をたどり、1922年には奉天水

利局暫行章程の修正により、水利局の管轄は奉天省全域に広がった。本部と２つの分局に

加え新に二十余の分局を増設し（第二条）、283地方機関強化と官吏増加を通じて、水利局

事業の発展が企図された。さらに、暫行章程の修正は水利に対する水利局の介入を強化し

た。以前のように水利局の経費を水利税によって賄うことに加え、奉天省公署の財源から

水利事業への直接出資の可能性に途を開いた（第四条）。さらに、1925年には水利局が奉

天省公署実業庁に併合され、同庁の一分局となって、奉天省公署のより強い監督を受ける

ことになった。 

 では、こうした水利局の事業拡大により、奉天省内の実際上の水利管理に対し水利局が

どの程度関与できたのだろうか。『奉天通志』で引用された 1928年の「［奉天省］実業庁

水田調査」によれば、水稲栽培が行われた奉天省の 39県の中で水利局の事業が確認できる

のは、瀋陽県、岫巖県、桓仁県、懷德県だけであった。284また、撫順県の場合、農民によ

る水利施設の建設が奉天水利局の指導の下で実施されたことが判明する（【表 4.2】を参照）。

つまり、水利局による水利事業は、奉天城の周辺地域に集中していたのである。285奉天水

利局による水利事業と治水事業は、依然として特定の地域に限定されていた一方、他の多

281 在海龍副領事松浦興「水利税徴収ニ関スル件」B-E-4-3-1-6_005 (所蔵館：外務省外交史料館)。 

282 澁谷由里「張作霖政権下の奉天省民政と社会」『東洋史研究』第 52巻第 1号 84−117 頁。Ronald Suleski, 

Civil Government in Warlord China, Tradition, Modernization, and Manchuria, New York : Peter Lang, 
c2002, 81-124頁。 

283 JACAR(アジア歴史資料センター)Ref.B12082710200、「支那河川改修治水工事関係雑件」

(B-3-13-2-24)(外務省外交史料館)。 

284 王树楠, 吴廷燮, 金毓黻等纂东北文史丛书编辑委员会点校 『奉天通志』第３巻, 东北文史丛书编辑委员

会, 1983年 2408−2410 頁。 

285 東亜勧業株式会社, 前掲書, 92頁。 

 
 

                                                 



くの地域では水利税滞納運動によって農民は水利局に抵抗していたようである。 

 1922年 6月、奉天省公署長による奉天水利局暫行章程修正の省議会への提議に対し、水

稲に関わる安東県の農民が分局の増設に反対する陳情書を提出した。分局の増設が実施さ

れると、特に重要な水稲生産地である安東県の朝鮮人小作人を中心に、水利税徴収反対運

動が勃発した。この反対運動の背景には水利局の実施する水利事業と徴税政策に三つの問

題があった。第一に、水利税の負担が重かったことである。規則が定めるように、水利税

は通例「各県稲田毎畝年当現洋六角」だったが、安東県の場合は一畝当たり年額大洋三角

五六分と、かなり高額だった（規則第四条）。286第二に、水利税徴収反対運動が問題視し

たのは、水利局による水利事業の対象地域と非対象地域との間の利害対立が深刻化したこ

とである。水利局の分局増設に反対した農民たちによれば、「［徴収反対運動］の理由とす

る所は天然の水と人為的による水利とを区別せず何等官憲に於て水利上施設をなさずして

農民より苛重なる徴税をなすは不当なりと言うにあり。」287すなわち、上述のように奉天

城近辺地域では水利局による施設建設の進展がみられたものの、それ以外の地域での水利

局による事業は僅かにしかなされなかった。水利局の第三の問題は、河川治水の不足を解

決できなかったことである。水利局による治水事業が比較的進展していた新民県において

さえ治水施設の整備効果は限定的であった。新民県西公太堡では、水利局が「渾河の堰止

及水路の浚渫作業等遅延し用水期に至るも流水を見ざる」288と報告していた。 

 以上のように、水田開発と水利経営は奉天省水利局の主要課題とされたが、実際には、

水利局による水路建設は局地的なものにとどまり、水田開発や水利運営は国家に干渉され

ることなく行われることが多かった。特に奉天省で見られたのは、「申し合わせ」という

慣習的な水利経営である。「申し合わせ」型の場合、水田灌漑施設の建設とその利用は地

286 「在満鮮農の危機、水利不法苛税に就て、安東領事館から奉天総領事館へ調査事項送附」『京城日報』 

1922年 12月 30日-1923年 1月 7日。 

287 同上。 

288 東亜勧業株式会社, 前掲書, 97頁。 

 
 

                                                 



主と水田小作人との談合決定に基づいていた。水路は借地の形式を取り、耕作者によって

設立された小作人組合の代表が水路敷設地所有者および水田土地所有者と契約し、所定の

借地料を支払った。289中国人地主は水稲作や水利に関する技術をもたなかったため、水路

の建設と水利運営は朝鮮人小作人に委ねられたのである。水利施設の改修費も朝鮮人小作

人の負担であった。水田の開墾費は大規模工事を除き、小作人が負担し、堤防水路とその

他の修築費は地主と小作人が切半で負担するか小作人が負担する場合が多かった。290小作

契約は、開墾の段階で 8〜10年間とされたが、開墾後には再度契約が交わされ、その更新

は毎年か３年間ごとに行われることとなった。291 

 【表 4.2】の灌漑様式の項目から分かるように、撫順県の日本人経営水田の場合、農業

用水路の建設には奉天水利局の介入があったが、水利は「申し合わせ」型に基づき運営さ

れていた。例えば、中国人地主から商租契約を通じて土地を獲得した撫順公司の場合は、

朝鮮人小作人組合（撫順農民組合）との契約に基づき土地開墾と水利経営を決定した。契

約によれば、灌漑の建設と改修への投資は撫順公司の負担とされる一方、施設建設のため

の労働投入は朝鮮人組合の負担となっていた（第二条）。292しかし、中島右仲などの他の

日本人経営者の水田経営では、水利局の灌漑施設が利用されており、奉天水利局の介入が

存在していたのである。 

 第二節で見たように、1920年代には渾河北岸における水田開発が著しく進展したが、そ

の背景にはこうした慣習的な水利経営があった。さらに、地域によっては奉天省当局と中

国人による在満朝鮮人に対する「迫害」の増加傾向が見られた。1920年代末において、撫

順県では朝鮮人への民族差別は比較的に稀であった。ある満鉄調査によれば、1927年の奉

天省 12県での在満朝鮮人の迫害 31事件の内、11件が新民県で起きたのに対し、撫順県で

289 奥田享, 口藤要, 前掲論文, 131−141 頁。 

290 民政部総務司調査料編『在満朝鮮人事情 調査資料第三号 大同二年九月』1933年, 95, 119, 157頁。 

291 民国司法行政部 編(清水金二郎,張源祥 共訳)『支那民事慣習調査報告. 上』大雅堂, 1942年,43頁。 

292 南滿洲鐵道株式會社庶務部調査課編『滿洲に於ける邦人の土地利用状況（滿鐵調査資料, 第 98編）』南

滿洲鐵道, 1929年、92頁。 

 
 

                                                 



は２件にとどまった。293このように、周期的な水災にもかかわらず、渾河北部の地域を含

め撫順県では水利局の監督のもとで「申し合わせ」の水利経営が比較的安定した水田開発

を可能にしたのである。 

 

【表 4.3】 「奉天省農業水利組合令」と「水利組合条例」  

 

293 南満州鉄道株式会社社長室人事課『在満鮮人圧迫事情 昭和三年三月』1938年, 160−164 頁。 

総則と 目的

第一条

第一条

第二条

第三条

第四条

 組合員第二条

第七条　第三条

設立

第四条　

第八条

第十二条

会計

第八条 第三十五条

第九条 第三十六条

第十条 第三十八条

「 奉天省農業水利組合令」 　 ［ 1934年3月15日］ 「 水利組合条例」 　 ［ 1890（ 明治23） 年］

　 土地を 所有する者は其の土地の農業上の水利用増進
の為め灌漑排水又は水害予防に必要なる 共同の施設を
為す目的を 以て水利組合を設立する こ と を 得

府県税又ハ群費ノ 支辨ニ属セサル水利土功ニ関
スル事業ニシテ其利害関係ノ 区域市町村ノ 区域
ト 符合セサルノ 又ハ符合スト 雖ニ市町村ニ渉ル
モノ ニシテ特ノ 専情ニ依リ 市町村若ク ハ町村組
合ノ 事業ト ナスコ ト ヲ 得サルモノ アル場合ニ於
テハ此法律ニ依リ 水利組合ヲ 設置スルヲ 得

水利組合ハ分テ左ノ 二種ト ス
　 普通水利組合
　 水害予防組合

普通水利組合ハ用悪水等ヲ 土地保護ニ関スル専
業ノ 為設置スルモノ ト ス

水害予防組合ハ予防組合ハ水害予防ノ 為ニスル
堤防浚渫沙設置スルモノ ト ス

水利組合は組合事業の為利益を 受く る土地を 以て区域
と し その区域内の土地を 所有する 者を 以て組合員と す 普通水利組合ハ組合事業ノ 為利益ヲ 受ク ル土地

ヲ 以テ区域ト シ其土地所有者ヲ 以テ組合員ト ス
但旧慣アルモノ ハ其旧慣ニ依リ 区域ヲ 畫スルコ
ト ヲ 得

本令の適用に付ては条約の定むる 所に依り 土地を 商租
し たる 者を土地を私有する 者と 看做す

水利組合を設立せんと する と き は組合員たるべき者五
人以上発起人と なり 組合規約及事業計画書を 作り 組合
員たる べき者の過半数にし て組合の区域と なる べき 土
地の三分の二以上に当たる も の所有する 者の同意を 得
て省長の認可を 受く べし
　 水利組合は前項の認可を 受けたると き 成立す

普通水利組合ハ左ノ 場合ニ於テ第十条乃至十二
条ノ 手続ニ従ヒ 之ヲ 設置スルモノ ト ス
一　 組合員タ ルコ ト ヲ 得ル者五以上ノ 情願アリ
タ ルト キ
二　 組合事業ニ関係アル土地ノ 群長又ハ市町村
長ノ 具状アリ タ ル

創立委員ハ組合規約案ヲ 調整シ関係ノ 総会議ニ
付スヘシ関係者百人以上ニ及フ ト キハ府県知事
ノ 認可ヲ 経テ更宣総代人ヲ 選ハシメ 其集会ヲ 以
テ総会議ニ充ルコ ト ヲ 得 　 前項ノ 総会議ハ関
係者若ク ハ総代人ノ 全員三分ノ 二以上出席スル
ト キハ決議ヲ 為スコ ト ヲ 得其決議ハ過半数ニ依
ル

水利組合は組合員に対し 其所有する土地の面積及受益
程度に依る是等に応し 組合費を 賦課するこ と を 得
　 組合の事業に依り 特に利益を 受く る土地に対し ては
特別の賦課を 為すこ と を 得

普通水利組合費ハ土地ニ賦課シ水害予防組合費
ハ土地及家屋ニ賦課スルモノ ト ス［ 省略］

水利組合は新たに編入する 区域内の土地に付加入金を
徴収する こ と を 得

組合費ハ組合規約中ニ予メ 連年据置ノ 賦課額ヲ
設ケ之ヲ 徴収スルコ ト ヲ 得

組合費其他の徴収金の督促、 滞納処分、 追徴及環付に
付ては国税の例に依る

組合ハ其事業ノ 為夫役現品ヲ 組合員ニ賦課スル
コ ト を 得但水害予防組合ニ在テハ夫役ニ限リ 其
区域内ニ住居般ノ 人民ニ賦課スルコ ト ヲ 得

出典： 奥田亭、 工藤要「 満洲水稲作の社会的諸条件」 『 満鉄調査月報』 第21巻第12号（ 1941年12月） 129,130頁； 春名頼「 水利組合条例正解 : 談理紀実」 新愛知社
（ 1894年） 44−148頁（ http://kindai.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/796335）   

 
 

                                                 



 

 

（2） 撫順県前甸子協和水利社の結成過程（1934 年）  

 1932年の満州国の設立により日本帝国主義による満洲支配は「点と線」から「面」へと

いう拡張を遂げたが、このような統治の拡大は水利運営に対しても重要な意味を持ってい

た。1934年 3月、満州国の奉天省公署は「農業水利組合令」の公布によって農業用水利経

営に関する組合制度を導入するとともに、これまでの水利局および水利税を廃止した。こ

の結果、水利事業への奉天省権力の介入が頓挫し、既存の自生的な水利経営が法的に公認

されることになった。「組合令」公布の背景には、満州国における農民の組織化を目標と

した協同組合政策の奨励があり、満州国が軍閥の「悪税」の是正を掲げる中で、朝鮮人農

民による水利税撤廃の要求がかつてなく高まりを見せたことがあった。294【表 4.3】から

分かるように、「組合令」は、組合の目的、組合員の資格、その成立と会計を中心にし、

日本の「水利組合条例」（1890年）を模範として制定された。すなわち、日本の自生的水

利組合に基づき、奉天省の農業水利組合は設置された。「組合令」によれば、奉天省水利

組合の目標は「土地を所有する者は其の土地の農業上の水利用増進の為め灌漑排水又は水

害予防に必要なる共同の施設を為す」（第一条）ことだった。組合加入の資格は、土地所有

者と商租地の獲得者に限定された（第二条）。組合は水利事業を組合費の徴収によって確

保しようとした。組合費は土地面積と「受益程度ニ依ル等級」に応じて決定された（第八

条）。295 

 水利組合令に関しては次の二点を強調したい。第一に、水利組合令は水利費徴収方法の

294 「JACAR(アジア歴史資料センター)Ref.B09041201100、満、豪各地ニ於ケル朝鮮人ノ農業関係雑件 第二

巻(B-E-4-3-1-6_002)(外務省外交史料館)」。1933年 4月に満州国朝鮮人民会全国大会では、新民県の朝

鮮人代表者による水利税撤廃をめぐる提案に関しては、全満朝鮮人民会連合会「第五回全満鮮人大会に於

ける訓示要領」全滿朝鮮人民会連合会『全滿朝鮮人民會聯合會會報』４号, 1933年 6月, 58−59 頁を参照。 

295 全満朝鮮人民会連合会「第六回連合会定期総会」『全滿朝鮮人民會聯合會會報』16号 1934年 6月、110

頁。 

 
 

                                                 



合理化を目標とした。1922年の奉天水利局暫行章程修正により、水利局本部は奉天省にお

ける全県の水利事業を指導することになり、県は水利事業と水利税徴収の単位として定め

られた。しかし、水利局主導の水利経営が限界を見せたことで、水利組合令は中央集権的

な水利管理を廃止し、組合による水利事業と水利費の徴収を組合員に限定したのである。

第二に、組合加入が土地所有者と商租権を公証する者に限定されたことにより、組合令が

規定した水利制度は既存の慣行的な水利経営とは相入れないものだった。「申し合わせ」

型の水利経営は、土地所有者・商租契約者と朝鮮人小作人組合との間の契約に基づいてい

たのであるが、組合令は水利経営から小作人を事実上排除したのである。 

 水利組合令に基づき、奉天省においては 1937年までに康徳水利合作社、興京水利合作

社という 2つの水利組合が実験的に形成され、さらに５つの県で水利組合設立が申請され

ていた。296一方、小作人が組合加入制から排除された問題に関しては、撫順県における朝

鮮人小作人が不満を表明した。特に、1934年 5月 21日から 23日にかけて開催された第六

回全満朝鮮人民会大会では、撫順県朝鮮人代表が水利組合令の撤廃を求めた。撫順県代表

によれば、「水利組合をつくって行く事になれば小作人たる鮮人は百姓が出来なくなるの

であります。私の地方に十年六百天地の水田を開墾する為め水溝を設けたのであります。

当時地主が半分を出資し、小作人が半分出資したのです。無論鮮人は労務出資であります。

然るにこの水利組合令が布かれてからこの水路権は遂に満人側に奪われたのであります。

それのみならず小作地まで全部巻き上げられたのでありますが、これを見ても本組合令の

撤廃は極めて必要な事と考えます。」297すなわち、水利組合令が朝鮮人小作人の「水路権」

を侵害しているとして、朝鮮人民会を通じて、水利組合令の撤廃を請願したのである。 

 撫順県では朝鮮人小作人の要求は取り入れられ、満州国協和会を活用として、1934年 8

296 満州国通信社編『満州国現勢』鵬和出版 1937年、200頁。 

297 全滿朝鮮人民會聯合會「第六回連合会定期総会」『全滿朝鮮人民會聯合會會報』16号 1934年 6月、112

頁。 

 
 

                                                 



月 25日に合作社「撫順県前甸子協和水利合作社」が設立された。協和水利合作社の規則に

よれば、組合加入に関しては、「前甸子所在の水溝を利用する地主小作人が［…］一切の

権利義務を平等に」（水利社規則の第二条）とされ、地主小作間の利害調整が重視された。

水溝使用料の徴収に関しては、「一畝ニ付国幣四銭ヲ納入スルコト、［省略］水溝ニ関ス

ル一切ノ費用ハ地主小作人平等ニ負担スルコト」（第六条）とされた。こうして、協和水利

合作社は慣習的な水利組合で見られたような、朝鮮人小作人による水利施設経営を再度復

活させたのである。水利社設立当時は、朝鮮人経営者 118戸、767人が組合員となった。

協和水利組合の具体的な目標は、既存の水路と堤防の経営（第二条）、「自今水利事業カ

順調ニ行ク場合ハ水溝ヲ拡張延長スル事」（第六条）にあった。組合の収支は、1935年を

例に見れば、収入は地主・小作人の水溝使用料金約 4000円、支出は翌年度の水溝修理費

1000円、積立金としての銀行貯金 500円、水利社の消費組合部資金 2000円だった。298 

 

 

（3） 撫順県における自生的な水利経営の限界  

 第二章で見たように、1930年代後半には撫順県における他の水田地帯と比べて③の渾河

北岸の水田開発テンポが鈍化し、水田面積に関しては前甸子村落付近の水田地帯の比重が

低下してきた（【表 4.1】を参照）。 前甸子協和水利社は前甸子水田地帯において安定的

な水利事業と新田開発を実現できず、むしろ協和水利組合が水田開発過程を阻止したと考

えられる。ここでは、協和水利組合による渾河北岸地帯（③）の水田開発計画の実施がな

ぜ行き詰まったかについて、満鉄付属地内領域（①）と東社河領域（②）と比較しながら、

考察する。その際、1930年代に水田化を妨げた天然災害、水利紛争と小作紛争という問題

に対し、それぞれの地域において水田経営者が見せた対応の違いに着目したい。 

298 満州国協和会撫順弁事処『協和運動二ケ年を顧みて』1934年, 47, 48頁。 

 
 

                                                 



 まず、河川行政の問題を検討しておこう。1930年代には撫順県における洪水と旱魃の発

生頻度は依然として高く、水利局の廃止以降も治水行政が不十分であった。例えば、1935

年夏の渾河氾濫では、渾河北岸の撫順城村周辺の水田地帯が浸水被害に見舞われた。こう

した事態を受け、満州国協和会の協議会である協和会連合協議会が 1935年 11月に撫順県

で開催された際、協和会代表が「渾河氾濫ニ因ル農村破壊ニ関シ対策講究ノ件」という提

案で渾河の治水事業を改修するよう請願した。代表によれば、「渾河ノ水害ハ炭礦立地ニ

ヨリ対岸ノ損害カ増大シタ事ハ炭礦テモ認メテモ堤防ヲ築イタノテアリマスカコノ時撫順

城テハコレニ反対シタノテ堤防ハ現在ノ様ナ短イモニトナツタノテアリマス撫順城ノ上ノ

欧家屯ノ所迄堤防カ出来テ居レハ今次ノ水害ハ或ハ僅少テ済ンタカモシレマセン撫順城村

カ反対シタ為メニ只今ノ様ニナッタ譯テアリマス」。299以上のように、代表は街場として

撫順を防備するために、満鉄が渾河南岸に堤防を築いた経験を踏まえ、北岸堤防の増築延

長（撫順城より東側）を希望したのである。1930年代には渾河氾濫が依然として農業生産

に否定的な影響を与え、渾河北岸の新田開発の阻害要因となっていた。 

 こうした洪水に加え、渾河は河川水の流出量が少なく、旱魃も頻繁に発生していた。例

えば、1935年 5月には河川水量の著しい減少の中で、飲料用水と工業用水のために渾河下

流の河川水を大量に利用しようとした撫順炭鉱と、渾河上流の河川水を利用する水田経営

者の間で水利用をめぐる衝突が発生した。日本帝国外務大臣廣田弘毅に宛てた奉天省総領

事・蜂谷輝雄の電報でも見られるように、「撫順の飲料水及炭坑関係各種工業用水も枯渇

の惧ある趣を以て本件優先的考慮方申出ありたる結局撫順上流に於ける各地堰止の一部を

開放する」300ことで解決が試みられた。すなわち、渾河の下流炭坑地帯への水供給を増や

すため、上流の水田の堰止が強制的に開放されることになった。満洲での水稲栽培におい

299 満州国協和会奉天地方事務局『満州国協和会奉天事務局第一回管下県連合協議会記録概要』1935年, 61

頁。 

300 『在奉天総領事館/１』外務省資料館・外務省記録・E門・４類・３項・１目満蒙各地に於ける朝鮮人の

農業関係雜件、第六巻、（B-E-4-3-1-6- 006） (外務省外交資料館) 215-216頁。 

 
 

                                                 



ては、5月は田への流水を断えず行わればならない時期だった。そのため、堰止開放によ

り稲作に被害が生じ、朝鮮人経営者がこの治水政策に対する争議を起こした。「撫順内鮮

人は［五月］十三日本件に関し市民大会を開催し関係機関に陳情を為す等不穏の計画あり

たるを以て撫順警察署をして鎮撫に当らしめたる結果沙汰止」となったのである。301この

ように、満州国期には不十分な河川治水体制のもと、河川流水がかなり不安定なまま、農

業用水への水の安定的な供給よりも撫順炭礦・撫順市への水供給が優先される場合が生じ

たのである。 

 次に、水路建設をめぐる農民間の紛争を考察する。満洲ではしばしば農業用水路の施設

は農民間紛争の要因となった。1934年 12月、撫順県第三区下哈達村に居住する朝鮮人に

よって新たな水田拡張計画が目指されたが、この計画と中国人農民の耕作利害が衝突した

のである。すなわち、同県第四区徳占村約 1万畝の水田計画において、中国人地主との土

地契約が結ばれ、翌 35年 3月には開墾が着手された。しかし、「撫順県下の鮮農水田も漸

く春耕期に入らんとする際、移住鮮農の未墾地開拓から端なくも土着満農が死活問題を叫

んでこれに反対し満鮮農間の紛争益々表面化し、今後県下鮮農の水田開墾に重大影響を齎

さん」とする事態となった。302同資料が述べるように「土着満農」が水田化を「生活の敵」

として認識した要因は、畑の耕作者（中国人農民）と水田耕作者（朝鮮人農民）との間で

は、灌漑施設がもたらす水系変容をめぐる根本的な対立があった。例えば、錦州省内の朝

鮮人経営者が関わった紛争についての調査（1935年１月〜6月）によれば、62件の紛争中、

水利関係のものは 34件を占めた。紛争事件の中には、「河水引込のため氾濫を怖れたも

の 」、「堰堤を設けた為め河水の氾濫せしもの」303など田地養水運営をめぐる問題があっ

た。すなわち、錦州省内には紛争事件の約半数が水路施設からの水害、あるいは水害の可

301 『在奉天総領事館/１』, 同上, 216頁。 

302 「問題…撫順模範田 ますます悪化、水田化は"生活の敵"と叫び満農、鮮農を排撃、満鮮農民紛争」『満

州日報』 1935年 3月 21日。 
303 「頻々として尽きぬ内、鮮、満農の紛争 : 一月から六月まで五十八件」『満洲日日新聞』1935年 8

月 5日、23頁。 

 
 

                                                 



能性を原因として発生していた。1934年春季の奉天省における農民紛争に関する調査では、

以下の事例も記録されている。撫順県の満鉄付属地内にある大瓢屯では、日本人実業者で

ある古賀初一（【表 4.2】参照）が設置した「灌漑用水路ヨリ河水侵入畑地被害ヲ生ジタル

ニ因ル、地主及経営者両方ヲ招致シ示談セシメ経営者側ヨリ金五百圓を賠償シテ解決」す

ることとなった。また、瀋陽県渾河堡の村落において農務組合が水路を建設する中で、

「満人地主カ水害ヲ憂ヘテ水溝工事ヲ防害シタルニヨル、［奉天在総領事館］本館員ト県

公署係官トノ協同調査ニ依リ水害ノ憂ナキコト」が判明したという。304加えて、瀋陽県楡

樹屯の事例に見られるように、洪水が実際に発生していなくても、水路建設に対しては中

国人農民が激しい抵抗を示していたことは興味深い。畑耕作者が恐れたのは、水路建設が

表面の水系管理を変えることで、農民が乾燥農法で耕作する畑に悪影響を及ぼすことであ

った。こうした農民の抵抗の背景には、畑作と水田経営との間で農法が異なるという深刻

な問題があった。中国東北部では乾燥農業が発展していたが、特に畑の湛水を避けるため

に、溝と畝を両方設置する畝建て農法が開発された。305この農法では、表面の水系管理

（surface drainage system）として畝立てが機能した。播種は畝に制限され、そして溝は

排水路として採用されたのである。畝立て農法により、春季と秋季には土壌の水分保護と

保温が、夏期には湛水の防止が可能となった。こうして水稲栽培の水利施設の建設がなさ

れると、畝立て農法に立脚した地域の水系管理に深刻な影響を及ぼすことが予想されるた

め、畑作農家には新田開発が極めて危険なものとして認識された。そのため、多数の農家

が水路建設に抵抗したのである。 

 1930年代の撫順県で水田化を妨げた条件の一つは、満州国設立以降に発生した小作権を

めぐる闘争であった。撫順県では 1920年代末でも朝鮮人迫害事件が比較的少なかったに

304 「JACAR(アジア歴史資料センター)Ref.B09041206800、満、豪各地ニ於ケル朝鮮人ノ農業関係雑件 第五

巻(B-E-4-3-1-6_005)(外務省外交史料館)」81-82頁。同資料では瀋陽県における水利紛争の事例も確認で

きる。 

305 天野元之助によれば、「［中国東北部東北］の農業は、ウネ立て農法が採用されている点、華北の

農業と違う」という（天野元之助『中国農業の地域的展開』龍溪書房 1979年、20頁。） 

 
 

                                                 



もかかわらず、1933年以降には朝鮮人小作人に関わる紛争事件が頻発した。特に、いわゆ

る「慣習人小作人」、すなわち満州事変以前に水田を開墾してきた朝鮮人移民は、中国人

所有者が従来の小作者を排除する小作契約の未更新を問題視した。3061933年の第 5回満朝

鮮人民会連合会では撫順県の朝鮮人代表者が、「地主との契約が仲々困難なので協和会に

仲裁して貰って圓滿解決する様になって居りますけれ共、仲々うまく行かないので心配し

て居ります」と述べた。307また、1935年の第７回連合会でも、撫順県代表者が「満州国建

国以来不当課税全部は撤廃され鮮農の経済も稍回復の緒に就かんとする昨今［1934年］地

主満州国人に於て農期にも関はらず無条件に小作権を取上げ満州国人に轉作せしむる事実

少からざる」308と発言している。1935年５月 22日に奉天領事館・蜂谷総領事が満州国特

命全権大使南次郎に宛てた書簡でも、「従来鮮農独占的農業たりし水田耕作は近年滿人か

其有利に着目漸次土地を回収するに至り特に本年［1935年］に入りてより如上傾向題著と

なり各所に紛争を生しつつある」309とされた。さらに、1936年 7月 23日に開会した満洲

帝国協和会全国連合協議会でも、撫順県協和会代表者は「満鮮人間の小作問題並に水利問

題に関する件」と題した提案の中で、「満鮮人間の小作問題及水利問題に関する法令を制

定し以て両者の紛争を防止し共存共栄の実を挙げられ度し」と請願した。310撫順県では特

に 1934年以降朝鮮人小作人関連の小作紛争が多発したが、その主な原因は上述した小作

契約の未更新にあった。満洲では小作契約が毎年口頭で決定され、地主は契約の更新を三

回まで認めていた。中国国籍を持たない者の場合は、商租契約が結ばれたが、中国人地主

は商租契約を一般の貸付契約として認識していた。耕作関係をめぐる慣習法とは異なり、

306 滿洲國協和會撫順辧事處州国協和会『協和運動二ヶ年を顧みて』1942年, 26−28 頁。 

307  前掲論文,『全滿朝鮮人民會聯合會會報』4号 1933年 6月 66頁。 

308  全満朝鮮人民会連合会「第七回全満朝鮮人民会連合会定期総会議事録」」『全滿朝鮮人民會聯合會會報』

28号 1935年 6月 148頁。 

309 『在奉天総領事館の分割りの１』外務省資料館・外務省記録・E門・４類・３項・１目満蒙各地に於け

る朝鮮人の農業関係雜件、第六巻、（B-E-4-3-1-6- 006） (外務省外交資料館) 218-219頁。 

310 満洲帝国協和会『全国連合協議会記録（日文） 康徳三年度』1936年, 131−132 頁。 

 
 

                                                 



朝鮮人の「慣習人小作人」は水田経営の技術と水利施設への労働力を投資していたため、

自らの小作権付与を主張し、小作契約の回復を強く訴えた。1935年の撫順県にでも協和会

連合会において、朝鮮人代表者は、「我等カ努力、孜々営々トシテ荒地ヲ開拓シ良田美田

トナレハ満人地主ハ其ノ初期ノ約束ヲ無断変更シ第二、第三ノ鮮農ニ於カモ比較的高価ナ

ル小作料金ニテ貸興シテ居リマス。農地ヲ奪ハレタル鮮農ハ活路ヲ失ヒ路頭ニ迷ヒ地主ニ、

官憲ニ泣訴スレト術ナク、万止ムナク生クカ為メニハ直接闘争ノ挙ニ出テ不祥事件トシテ

軽蔑サル、是正ニ根本問題ノ解決方法ナキ所以タリ、満州国建国後、民族協和ノ一大工作

ニ貢献センニ在満鮮農ノ小作権問題ノ解決コソ最モ速急ヲ要シ、吾等ノ亦挙ツテ御願ヒス

ル所以テアリマス」311と窮状を訴えている。 

 こうした朝鮮人による小作契約更新の要求を回避するため、中国人地主は水田の自営や、

中国人あるいは朝鮮人との新たな耕作契約の締結といった措置を構じた。前述したように、

満洲では開墾中の貸付契約期間が 8乃至 10年という長期にわたるものだったが、開墾後の

貸付は短期契約となる習慣があった。このことから、朝鮮人小作人との契約問題の発生の

一因を貸付契約の慣習に見ることができよう。他方、1934年以降の「小作地回収」事件頻

発の背景には、満州国の土地政策の展開があった。満州国は 1933年 12月、朝鮮人の生活

安定化を目的として「暫行商租契登記法施行規則」を公布した。312この規則は中国人地主

に対し、建国以前に商租契約に基づき朝鮮人に貸付した土地を、義務的に成文契約によっ

て公認させようとするものだった。満州国設立以降は、商租権関連の紛争が発生してお

り、313商租権を一般の貸付契約として解釈した中国人地主に対し、日本側は商租権を「30

年以上の長期かつ無条件で更新可能の賃借権に一致する」ものとして看做した。商租地登

記により事実上土地所有権を失うこととなる中国人地主は、その回避のために貸し付けた

311 満州国協和会奉天地方事務局『満州国協和会奉天事務局第一回管下県連合協議会記録概要』1935年, 

66−67 頁。 
312 「暫行商租権登記法」『全滿朝鮮人民會聯合會會報』9号 1933年 11月 98、104頁。 

313 「JACAR(アジア歴史資料センター)Ref.B09041206800、満、豪各地ニ於ケル朝鮮人ノ農業関係雑件 第五

巻(B-E-4-3-1-6_005)(外務省外交史料館)」81-82頁。 

 
 

                                                 



土地を回収し、他の契約に基づく中国人あるいは朝鮮人への水田を貸し付けたのである。 

 次に、撫順県における 1930年代の水田化と水田化に関わる社会的な摩擦に対する水田

経営者の対応を、渾河と東社河の両岸の地域に即して検討してみよう。前述したように、

東社河の灌漑を利用した②の水田には、東社河水災が少なかったため安定的な水田耕作が

持続した。渾河の河水を利用した①と③の水田の場合は、水害が多かったが、炭鉱水を利

用した古賀初一の事例（【表 4.2】を参照）が示すように、①の水田地帯では水源の多様化

を通じて、渾河の旱魃への対応を試みた。水路紛争と小作問題に対しても地域ごとに様々

な対応が見られた。①の地域で水路紛争が発生した際には、日本拓殖会社・撫順起業会社

が開墾過程を中止して別の地方へ水田化事業を移行させた。314さらに、①と②では、「申

し合わせ」型の水利経営が継続し、一乃至三年間の契約に基づく水利運営が実施された。

ここでは、朝鮮人小作人の交渉力は比較的に弱く、小作紛争が問題にならなかったため、

水田化が円滑に進んだ。それに対し、③の協和水利合作社は 1930年代に発生した紛争を

治めることができなかった。1940年に『奉天興農合作月刊』で発表された調査によれば、

水利組合に関しては「撫順として重大なものは六百人の鮮農を組合員とする水利組合指導

助成である。これは資金関係のあり、組織上各別考慮を要するものと目下研究中であ

り」。3151935年から 40年にかけて朝鮮人の組合員数は 767人から 600人へ減少し、協和

水利合作社は資金問題を抱いていた。組合費が水利組合の唯一収入源であったため、資金

の限界は、水利組合が目的を達成するための十分な組合員数を獲得できなかったことを意

味する。こうした協和水利社の動員力の限界は、紛争の頻発に原因があったと考えられる。

すなわち、「申し合わせ」型の水利経営と違って、地主だけでなく小作人も組合員である

協和水利合作社では朝鮮人小作人の交渉力が強く、小作問題と水利に関する紛争の頻発は

314 地方部残務整理委員会編纂係[編]「第八章. 産業 第一節. 産業 二. 農作物 農業（二）水稲作」『満

鉄附属地経営沿革全史 撫順管内』[富士ゼロックス] 

315 「興農合作社地区会議概況」『奉天興農合作月刊』第３巻第８号, 1940年 8月, 76頁。 
 
 

                                                 



組合員の動員力を減殺させた。その結果、水利組合は古賀初一のような水源の多様化を実

現できず、渾河の不安定な河川水供給に対応できなかったため、計画通りの水田拡張の実

現は難しかったのである。 

 

 

（4） 撫順県における水利経営再編：政策的展開とその実態（1937 年〜1943 年） 

 1930年代末から 40年代前半にかけ、協和水利合作社は満州国産業組合に従属化し、水

利経営は中央集権的な性格を持つようになった。1937年には治外法権撤廃と街村制の導入

による地方行政の改革が施行されるとともに、316在満朝鮮人組織である満州国朝鮮人民会

の会員が満州国協和会に吸収され、同会が解散を余儀なくされた。これらの政策を通じて、

在満朝鮮人は「満州国民」として、行政村の村民となり、30年代後半には朝鮮人による小

作争議も減少した。 

 次に、1930年代後半における水利組合の政策的展開に目を転じよう。1937 年には満州

国産業部が農事合作社を設置したが、農事合作社の事業内容は農作物の集約と共同販売、

農具などの協同購入と利用、そして必要物質の協同購入などであった。同年に公布された

「実行合作社規約に関する件」によれば、「県合作社の生産指導統制の遂行を円滑ならし

むるため共助を為す」317ものとされ、合作社の組織末端は満州国による経済統制の政策的

受け皿として位置付けられた。さらに、「農事合作社指導に関する件」（1937年 8月 8日）

では、「県を区域とする既存産業団体（例えば農会の如き）に付ては其の県における県合

作社の組成を俟って解消し其の機能中行政機関に総合すべき」318とされ、30年代前半に奉

316 満州国における地方行政改革については、奥村弘「『満州国』街村制に関する基礎的考察」『人文学報』 第

66号 1990年 3月 15-39頁を参照。 

317 「実行合作社規約に関する件」産業部大臣官房資料科『農事合作社関係資料』94頁。 

318 「農事合作社関係資料 （康徳四年十二月一日現在）」産業部大臣官房資料科『農事合作社関係資料』47

頁。 

 
 

                                                 



天省公署を設置した水利合作社を含む既存の組合は産業部系の農事合作社へ吸収されるこ

ととなった。 

 米穀の販売統制政策により、従来水利組合が担った事業は産業部の下に置かれた。特に、

1939年に発行された米穀管理法施行規則の「第二章 水田の造成の許可」により、水利組

合の目標であった水田開発と水利施設の造成は産業部の管轄となった。協和水利社の満州

国興農部政策への従属化政策は、1943年 12月の水利公会設立をもって完了した。興農部

に従属する水利公会、は中央水利公会と、地方機関である水利公会に構成された。同会の

目的は地方機関を通じて農地の造成と改良、地方レベルの必要な水利と治水事業の施行、

中央機関を通じて用水配分と排水防水の設備維持などの河川治水の管理にあった。組合加

入の資格は一般農地の所有者と国有地及び公有地の使用者に限定された。撫順県における

水利公会の場合、主要な工事は水溝、貯水池の建設であり、工事予算額は 350万円であっ

た。319貯水池建設という「上から」の巨大な土木事業の計画によって、満州国産業部に属

する水利公会が前甸子付近の水田への安定的な水供給を確保しようとした。  

 満州国興農部への前甸子水利社の従属化は 1942年に行われた。撫順県協和会リーダー

丸川順助の封書によれば、「撫順県に水利組合（官製）が出来て、前甸子も強制的に加入

させられ、昨、今、明、三年間 四百万円の水田造成に取りかかりました。水利土木請負

人は在官中にこれらの計画を自分でたてた興農部のかなりの高官です。［…］私達の村の

組合も統合を強いられ、これから負担も増しませう。」320こととされた。このように、30

年代末〜40年代の水利行政の再編の中で、1943年に協和水利合作社は興農部系の組合へ

と再編された。自治的な水利経営が廃止され、水利合作社は興農部政策の受け皿になると

ともに、朝鮮人小作人もまた水利経営から排除されたのである。 

  

319 陳湛綺『民国偽満州時期東北経済資料双書 第８冊：農田水利』2006年, 132−135 頁。 

320 「高木清寿関係文書」国会図書館, 憲政資料室の所属資料。 
 
 

                                                 



 

おわりに 

 本章では、撫順県における水田経営の推移を、辛亥革命期から満州国後期にかけての水

利運営の展開と関連づけて考察してきた。1910年代前半には奉天省公署が水利局を設立し

て水利局が主導する農業用水利運営制度を確立し、1920年代には張作霖政権は地方の水利

事業に対する水利局の介入をさらに強化しようとした。満州国設立直後には、水利局が廃

止され撫順県などの数県では日本の自生的水利組合に基づき、「奉天省農業水利組合令」

によって農業用水施設の自生的な運営を試行的に導入した。しかし、1940年代に入ると治

水と農業用水の運営は、村落を単位とする水利公会を通じたトップダウン型の形態へと移

行し、撫順県の水利組合は興農部の政策の受け皿にすぎなくなかった。 

 以上のような制度的展開に関連し、以下の二点を指摘しておく。第一に、自生的な水利

運営を規定した政策の性格についてである。周知の如く、満州国政府は建国直後から民族

協和と農民の自治精神の強化を掲げたが、奉天省で導入された自生的な水利運営はこうし

た建国理念に即した政策としてのみ捉えられるべきではない。水利組合制度は、水利事業

運営と水利税の徴収権を水利施設利用者に委託することを定めていたことから、水利事業

の合理化を目指す政策であった。第二の点は、満州国後期における統治機構の中央集権化

に対する評価にかかわる論点である。塚瀬進は、戦時経済体制の構築が本格的になった

1937年以降に、満州国における国家総動員体制の構築を目標とした統治機構の強化傾向が

見出せると指摘した。321しかし、協和水利合作社の動向を検討すると、1940年代におけ

る水利事業の中央集権化は、自主的な水利運営体制が不安定な河川治水と農民間の利害対

立の深刻化によって失敗したことを前提として実施されたことが分かる。 

 本章では撫順県における三つの水田地帯の推移を比較史的に考察することによって、同

321 塚瀬進「 1940年代における満州国統治の社会への浸透」 『 アジア経済』 第39 巻第 7号, 1998年, 2-22頁。  
 
 

                                                 



県の協和水利合作社の結成が水田の開発過程を遅滞させたことを明らかにした。合作社に

よる水田開発計画の失敗の要因は、河川治水事業の限界と協和水利合作社の営業問題にあ

った。すなわち、20世紀前半の満洲における森林伐採と河川治水不足のため、河川流水は

極めて不安定な状態にあり、水田耕作者は水田に安定的な農業用水を流入できなかった。

さらに、日本人実業家が複数の水利施設を利用しえた他の水田地帯と違って、協和水利合

作社は渾河以外に水田用の水源を多様化することができなかった。合作社の運営の限界は、

水利組合が農民を組織化することができなかったことによる。満州事変以降、水利紛争と

ともに撫順県で特に深刻な問題となった小作紛争は、組合加入者間の対立を招き、組合員

減少・営業資金不足の要因となった。これが、水利事業の円滑な遂行を困難にしたのであ

る。 

 渾河下流の河川水を利用しようとした撫順炭鉱と、渾河上流の河川水を利用する水田経

営者の間で水利用をめぐる衝突の事例が示唆するに、渾河流域における工業化と都市化の

進展に伴って、河川水の農業用、飲料用と工業用の河川水利用者間の利害対立が深刻とな

った。1930年代後半における水利事業の中央集権化の背景には、多様な利用者を調整する

河川治水機関の必要性があったのである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 
第三部 協和会分会の比較的分析 
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協和会分会の比較的分析 — 

満洲帝国協和会中央本部調査部『農村分会実態調査報告書』を中心に 

 

 

はじめに 

 本章の課題は、満洲帝国協和会中央本部調査部『農村分会実態調査報告書』（1943年）

という資料を主に利用して、農村社会における撫順県協和会の地域的展開の在り方を比較

史的に考察することである。具体的には、通化省輯安県、吉林省楡樹県、濱江省雙城県の

３県を対象に検討していく。第三章で明らかにしたように、撫順県においては協和会運動

が 1930年代前半にすでに農民の組織化を開始し、短期間に地方社会に根付いて、この奉

天省で最も多い会員を獲得できた。撫順県協和会のこのような著しい業績向上の背景には、

協和会が農村経済救済工作、紛争調停媒介などの工作の実施によって、農民に協和会への

加入インセンティブを提供したことがあった。さらに、撫順県協和会が行った衛生、医療、

教育、文化、環境設備などの「公益」的事業の実施は、撫順炭礦の協力と、協和会が被統

治民族と形成した恩顧主義的な関係のもとで可能となったことを解明してきた。本章で行

う比較的考察の目的は、撫順県における協和会運動の組織的特徴と農民の動員力の業績が、

協和会運動が及んだ全満州国においていかに位置付けられるべきか、そしてどの程度一般

化できるかを解明することである。 

 
 



 本章の構成が以下のようである。まず、協和会会員数の省別分配に関するデータを用い

て、地域的な差異を念頭において満洲社会への協和会組織の浸透程度について予備的な考

察を行う。次に、撫順県における協和会の組織的な特徴、活動内容と農民の組織化の実態

事例を、通化省輯安県楡林村、吉林省楡樹県土橋村の分会と、濱江省雙城県新康村連合分

会と比較的に考察していきたい。 

 

第１節 協和会会員に関する定量分析 

 協和会運動は満洲国の住民をどの程度まで組織化できたのだろうか。表一では、1938年

において省別の協和会会員数がまとまっている。 

【表 5.1】 協和会会籍現勢一覧表（1938年 12月現在） 

 

まず、9万人以上、9万人以下５万人以上、５万人以下 1万人以上、１万人以下のという４

つのグループでまとめて、省レベルでの協和会会員数を分析しておきたい。【表 5.1】か

省部 省本部数 分会数 会員数市本部数 県本部数 地区本部数 合計

吉林省 1 1 14 2 17 416 326121

奉天省 1 7 17 1 25 1009 278789

新京特別市 1 2 130 99567

濱江省 1 6 7 13 190 79583

安東省 1 1 6 7 277 69960

錦州省 1 1 3 4 8 304 59144

龍江省 1 1 1 9 11 207 51654

熱河省 1 5 5 10 226 45377

牡丹江省 1 1 4 5 69 33956

通化省 1 9 9 155 29264

間島省 1 5 5 50 28321

北安省 112 27341

三江省 1 1 6 4 11 83 16953

東安省 25 11202

興安東省 1 33 6813

興安北省 1 34 5729

黒河省 32 5152

興安西省 1 3 1500

興安南省 1

合計 17 13 76 34 123 3218 1176426

9万人

以上

9万人

以下5

万人以

上

5万人

以下1

万人以

上

1

万

人

以

下

出典： 満州帝国協和会『 協和文庫三輯　 協和会の概貌』 1938年、 19-22頁。

 
 



ら分かるように、吉林省と奉天省だけが 25万人の会員を越える行政地域で、両省の会員

数を計算した総数は、満州国の全会員数の 59.88％を占めていた。吉林省と奉天省に続い

て、同表では新京特別市において協和会の組織化した会員数が 9万 9千人で目立つが、9

万以下 5万以上の会員数を獲得した協和会の省レベル組織は濱江省、安東省、錦州省、龍

江省であった。さらに、5万人以下 1万以上の協和会会員数を表したのは熱河省、牡丹江

省、通化省、北安省、間島省、三江省の省である。残りの興安諸省、黒河省、東安省には

協和会会員数が１万２千人以下であった。【地図 5.1】では、各グループの地理学的な地

位が確認できる。地図で分かるように、協和会による住民の組織化は南満州鉄道沿線地帯

が最も多く、その次の会員数グループが南満州鉄道沿線地の周縁地に位置し、第三目のグ

ループは満洲東側に、第四目のグループは満洲西側に位置している。 

 奉天省と吉林省における会員数の県市別の分配を見ると、奉天省の場合、最低の県会員

数が 146人（清原県）で最高の県会員数は 4万 4412人（梨樹県）であった一方、吉林省の

最低の県会員数は 2711人（徳恵県）で、15万 6765人の会員が組織化された永吉県を除け

ば、最高の会員数は 3万 2105人で舒蘭権にあった。永吉県は吉林省における協和会の全会

員の 44.77％を占めていたわけである。そこで、永吉県の特別な事例を除けば、吉林省と

奉天省との間の協和会の会員数の差がかなり小さいもとなると推定される。 

 【表 5.1】は、協和会の組織末端である分会数と、協和会の中間機関である県・市本部

数を示す。以上に４つのグループの会員数の分け方は分会員数と県市本部の省別の分割に

当てはまるが、以下の点を特に確認したい。すなわち、吉林省には協和会会員総数が奉天

省の会員を５万以上越えている一方、奉天省には協和会の組織的末端である分会数が吉林

省の分会数の二倍以上で、ほぼ全満州国における分会数の三分の一を占めた。さらに、奉

天省（23県 7市）には、県・市レベルの協和会の中間的な組織が吉林省（18 県 1市）より

多い。言換えれば、奉天省では協和会会員総数が吉林省より低いが、協和会の分会対協和

 
 



会会員数との比率が最も低くかった。 

 【表 5.2】 満州国各省における民族別の協和会会員数では、省別の協和会会員数が民

族別でまとめてある。この表では、ほとんどの省の場合には、民族別の会員数が満（漢）・

日・朝・蒙・露という順で分配されているが、蒙古民族が集まっている熱河省など地域で

は蒙古人の会員数が朝鮮人会員数より多いことが分かる。【表 5.2】 満州国各省におけ

る民族別の協和会会員数では、在満日本人の協和会会員数の省別の分配を、1万人以上、1

万以上以下と４千人以上、4千人以下千人以上、千人以下という４のグループでまとめて

検討していきたい。【表 5.2】 満州国各省における民族別の協和会会員数で確認できる

ように、在満日本人の協和会会員数別の省の４つのグループが、【表 5.1】の 4つのグル

ープに当てはまる。 

【表 5.2】 満州国各省における民族別の協和会会員数 

 

すなわち、以上のデータが日本人の協和会会員数と協和会会員全数との間の正比率関係を

民族別会員数

省本部名 日 満 鮮 蒙 露 其他 合計

奉天省 46430 228921 3330 29 61 18 278789

新京特別市 43782 54255 1494 36 99567

濱江省 7982 68258 1858 14 1471 79583

安東省 5060 62615 2285 69960

牡丹江省 4952 24110 4830 57 7 33956

吉林省 4813 317246 3998 59 4 1 326121

龍江省 4203 46685 328 402 36 51654

錦州省 3948 54788 61 341 5 1 59144

三江省 1610 14496 801 46 16953

間島省 1587 8046 18661 6 21 28321

熱河省 1279 41769 16 2312 1 45377

興安北省 929 3449 38 151 1162 5729

通化省 657 24706 3901 29264

黒河省 656 4367 102 7 5152

興安東省 330 5820 3 636 24 6813

興安西省 123 1350 6 21 1500

興安南省

合計 128361 960881 41712 4001 2879 49 1137883

日人会

員数

1万人

以上

1万人

以下4

千人以

上

4千人

以下1

千人以

上

千

人

以

下

 
 



示す。特に、奉天省と吉林省に位置している長春（新京）の日本人会員数の合計は、日本

人会員総数の７割を占めている。ただし、【表 5.2】 満州国各省における民族別の協和

会会員数は、例外的に協和会会員総数が最も多い吉林省の場合、日本人の会員数が中国人

に比して低いことを示す。ここは、奉天省の高い協和会会員数の要因についての予備的な

仮説を挙げたい。奉天省は、満州国設立以降に協和会を設立した時に満洲青年連盟の関係

者がもっとも活動した地域であったことに留意したい。満洲青年連盟は、「五族協和」に

つながる日満一体化の理念を掲げる一方で、満洲への日本帝国の軍事的な介入の必然性を

訴え、満州事変において関東軍の作戦に協力した居留民の運動であった。この在満日本人

の運動は地方支部に 19つの構成されていたが、その中の 15つの支部は奉天省に（大連、

沙河口、金州、普蘭店、瓦房店、大石橋、熊岳城、営口、鞍山、奉天、撫順、鐵嶺、開原、

四平街、本渓湖）、4つのは吉林省に（公主嶺、長春、吉林、ハルピン）に位置していた 322。

満洲事件直後に、1933年には協和会の組織化が、奉天省（分会数 162）、吉林省（分会数

３）、濱江省と龍江省（ハルビンとチチハル地方）（分会数 72）、熱河地方（分会数１）、

間島省（分会数１）に始まった。323 

 

 

 

 

322 満洲青年連名史刊行委員会『満洲青年連名史』原書房, 1968年 925−1033 頁。 

323  満州国協和会『満州国協和会の概要』（1933年）26−28 頁。 

 
 

                                                 



【表 5.3】 満州国各省における民族別の協和会会員数満州国各省における種類別の協和会

分会数 

 

 

さらに、1935年に開催された第二次全国連合協議会の省別の協和会地方事務局の出席代表

者の名簿を見ると、奉天省の代表者は 26人と多数を占め、新京地方の代表者は 10人で、

吉林省の代表者は９人であった。一方、濱江省と龍江省の代表者は 27人に達し、熱河省

の代表者は 12人、間島省の代表者は 5人、呼倫貝爾地方の代表者は 3人、依蘭地方の代表

者は 3人であった。324以上のように、日本人の協和会会員の主な集積地である奉天省は、

20年代後半期以降満洲青年連盟支部の所在地域でもあり、満州事変直後にこの地域で協和

会の末端組織の設立が始まったときに、いちはやく地方の協和会分会を設立して住民の組

織化に活躍した地域であった。こうして、協和会運動が在満日本人社会でのもっとも根付

324 満洲評論社編『満洲國と協和會』満洲評論社, 1935年, 487-496頁。 

省本部名 地域 職場 職業 民族 宗教 団体 合計

奉天省 748 197 56 6 2 1009

吉林省 384 20 11 1 416

錦州省 217 38 17 31 1 2 304

安東省 218 44 13 2 277

熱河省 195 19 10 2 226

龍江省 164 34 8 1 207

濱江省 138 32 16 1 1 190

通化省 113 24 14 4 155

新京特別市 68 61 1 130

三江省 57 6 13 7 83

牡丹江省 48 19 2 69

間島省 43 6 1 50

興安北省 23 11 34

興安東省 29 4 33

黒河省 32 32

興安西省 3 3

興安南省

合計 2480 511 165 56 4 2 3218

 
 

                                                 



いた奉天省においては、最大数の被統治民族の会員加入を獲得できたことが分かる。以上

の奉天省における協和会の展開の原因については、本章で考察する。 

 省別の協和会分会数が分会種類別にまとめた【表 5.3】から、分会種類の性格を簡単に

説明したい。地域分会が行政末端の区域と相当する「地域別組織の対象を農村に置く」分

会である。職場別分会に移すと、この分会種類「の対象は官吏、会社員、軍員」とされて

いる。次に、職業分会は、その対象が「大小都市に於ける商工市民」とされている。民族

別分会の対象が「日本人、朝鮮人、蒙古人」で、団体別分会の対象は「教室、社会、経済

文化団体」とされている 325。言換えれば、地域別分会は農村部の性格が濃く、職場と職業

別の協和会分会は都市部において多い。【表 5.3】から分かるように、どの省でも地域分

会が他の分会種類より多い。すなわち、協和会が組織した住民の大部分は農村部の分会に

位置している。 

 以上のように、協和会会員数の中では農村部において組織化されている漢民住民が大部

分であったが、協和会による住民の組織化は在満日本人が最も多い南満州鉄道の付属地の

都市で行われていた。すなわち、以上に見た協和会会員数に関するデータによれば、協和

会による被統治民族の組織化は在満日本人数が多い地域においてもっとも展開していたこ

とが浮び上がる。 

 

 

第２節 撫順県馬群村における協和会分会 

 撫順は、1907年に行政義務を満鉄撫順炭礦に引き継いだのち、経済的・社会的に発展を

遂げ、満洲の中間的な規模の都市となった。満州国設立以降期（1933年）に撫順県の総人

口は 22万 1341人、日本人 5666人を数えた。1940年には、撫順県と撫順市の総人口が約

325 満州国協和会組織處「分会組織要綱」満洲帝国協和会編『満洲帝国協和会組織沿革史』不二出版, 1982

年 198−199 頁。 

 
 

                                                 



44万 4767人で、日本人は約２万 7千人（1938年）を数えた。石炭鉱業が本地域の最も重

要な産業であり、撫順炭礦の石炭生産は満洲石炭の最大のシェアを占めていた。撫順県に

おいて石炭業以外の工業部門がある程度発展を遂げた。撫順県には 1909年に酒造業（1社）、

製粉業（2社）、搾油業（2社）、製革所（４社）が存在していたが 326、1938年には主な

工業は軽金属製造工業、製鉄工業、鉄工業（25工場）、窯業（15工場）、化学工業（6 工

場）、紡績工業（4社）、食料品工業（26社）、製材及び木製品工業（10工場）、印刷工

業（10工場）などになったのである。327農村部における最大な産業部門は、農業であった。

農業の産出構造に目を移すと、本地域には東北部で従来から輪作制が利用された大豆・高

粱・粟が主な農作物であった。1930年代前半には、経済恐慌、政治動乱、天災凶作を背景

として、特に農作物の生産が停滞し、1937年には両者の農作物の生産量も 20年代のレル

を回復してきた。また、特に、高粱の生産量は大豆のレベルを著しく上回り、撫順県の農

作物の生産量の最重要な取り分けを占めるようになった。他の農作物の場合、水稲は 1930

年に作付面積が 1880陌（収穫 3680屯）で、1935年に 3839陌（3568屯）に、1940年には

6510陌（16047屯）へ増加し、農作物の中では最大の増加率に特徴付けられた。 

 清朝時代には、撫順県の土地には三陵と関わる官有地が支配的であったが、清末・民国

期における八旗制度の解体と土地税制改革によって、官地の民営化が著しく進展した。満

洲には清末における八旗制度の解体による長男子相続制の弱化が家族の分家の増加ととも

に、土地小規模化の重要な要因であった。撫順県でも 1910〜40年代には土地の小農化傾

向が見られる。1911年に 30畝以下の小農は 7800戸で所有者の 34.6％を占めたが、1934

年には 1万 8437戸に関するサンプル調査では、小農は 74.9％を占めるようになったので

ある。328以上の撫順県農村部における社会経済的な特徴は『農村分会実態調査報告書』で

326 関東都督府陸軍経理部編『満洲誌草稿 第 2輯  第１巻 4 . 奉天省』クレス出版, 2000.11-2002.1年, 558

頁。 

327 撫順商工公会編『撫順商工要覧 康徳五年十二月』（1938年）43−50 頁。 

328 『奉天通志』第三巻, 1934年, 2534−35 頁; 満州国協和会撫順県弁事処『協和運動二ヶ年』1935年。 

 
 

                                                 



分析対象となった馬群村の事例でも確認できる。馬群村における耕地の総面積が 2万 8567

畝で、その９％は水田でその以外は畑であった。馬群村民の 55％（1348戸）は小作人で、

50畝以下の土地を所有するは 38％（928戸）で、100畝以上 200畝以下の土地を所有する

大地主は 7％（184戸）であった。同村における耕地総面積の 45.31％が主に小作人が工作

する 30畝以下の小規模の畑であった。 

 奉撫線の終点に位置する撫順は、「南満州の穀倉」と称する東辺道の背後近くにあり、

農作物及び雑貨類の中継市場として 1910年代から発展を遂げた地域であった。1938年の

撫順県における商業部門は、物品販売業をはじめ 24業種にして総営業戸数 2千 500戸であ

った 329。撫順において 1906年に日本人居留民会が設置された際、この居留民会が土木、

教育、衛生、居住民の福祉を司ったが、翌年に行政業務を一切撫順炭礦に引継し、1910年

に一般邦人市民の自治的親交機関として千金寨商工倶楽部と変名した。1913年には撫順実

業協会に改称し、日本人商工業者の代表的機関として商工業の発展への寄付と同時に、

1929年から付属地行政の補助するようになった。330さらに、20年代末に撫順では満洲青

年連盟支部が設置され、撫順の青年連盟員が満洲への日本帝国の軍事的な介入を訴えてい

た。満州事変直後（1932年）に撫順県では県レベルの協和会組織・弁事処が設立されたが、

撫順県においては協和会組織が比較的に早かった。撫順県協和会弁事処の設立の背景には、

活発的な満洲青年連盟会支部の存在があったとともに、満州事変の勃発に伴う撫順県にお

ける治安の不安定化があった。 

 撫順県協和会の会員数に移すと、1939年に県・市レベルの協和会員数が３万 1890人を

数え、本章の検討する地位域の間で最も多かった（【表 5.4】を参照）。人口に対する会員

数比率が四割を超えて、かなり高かった。【表 5.5】では、村レベル・協和会分会の会員

数の推移が把握できる。 

329 撫順商工会編『撫順商工要覧』（1938年）31頁。 

330 同上、5-7頁。 

 
 

                                                 



 

 

 

 

【表 5.4】満洲帝国協和会の省別（1938年）・県別（1939年）分会・会員数 

 

 

【表 5.5】満洲国協和会の分会会員の推移（1933〜1942年） 

 

【表 5.5】が示すように、撫順県馬群村の場合、村分会が設置された 1933年には協和会へ

の会員数が既に 1100人を数え、1936年に 1800人になってから、1942年には 1532人に達

した。40年代には馬群村においてほぼ半分の家庭が協和会に加入していたことは、本地域

での協和会の高い浸透程度を十分に伝えるものである。以上の住民組織化の著しい業績の

ため、撫順県協和会が協和会運動の模範的な位置を占めていた。例えば、協和会青年団体

省部

分会数 会員数

分会数 会員数地域分会 他の分会 総数 邦人会員 総数

吉林省 384 32 416 4813 326121 楡樹県 11 5377 6.3

奉天省 748 261 1009 46430 278789

撫順県 33 12915 41.5

撫順市 54 18975 50.6

濱江省 138 52 190 7982 79583 雙城県 62 7104 9.1
通化省 113 42 155 657 29264 輯安県 14 3178 16.5

会員/戸数（ ％）

出典： 満州帝国協和会『 協和文庫三輯　 協和会の概貌』 （ 1938年） 19〜22頁

満洲帝国協和会中央本部『 満洲帝国協和会現勢概要　 康徳6年年版』 （ 1939年） 160,161、 176−178、

村名 1933 1936 1938 1940 1941 1942

楡樹県土橋村 238 559 1355 3278 70

撫順県馬群村 1100 1800 2500 2532 50

雙城県新康村

輯安県楡林村 1100 50

会員/人口（ ％）

出典： 満州帝国協和会中央本部調査部『 農村分会実態調査報告書』 （ 1943年）

 
 



員が「…訓練の上、奉天、撫順を見学せしむる」とされていた 331。 

 【表 5.6】撫順県馬郡村、通化省輯安県、吉林省楡樹県協和会農村分会の予算 

（1942年, 単位：円） 

 

次に、人事、予算、情報獲得を中心にし、撫順県協和会の組織的特徴を要約する。人事に

関しては、満州国協和会撫順弁事処は撫順の満州青年連盟と撫順実業協会と人事面での連

続性が存在していた。特に、満洲青年連盟・協和会の指導は撫順炭鉱庶務課にあった。こ

うした協和会と撫順炭礦と撫順実業協会の人事面での連続性は、撫順県における協和会運

動の浸透過程において重要な意味を持っていた。すなわち、第一に、在撫順在留邦人の協

和会加入によって、撫順県協和会運動が大金の資金調達の確保が可能となり、第二に活動

内容の企画と実施の過程では、協和会が満鉄の撫順炭鉱組織の協力を得た。馬群村の協和

会分会の常務員（1942年）は 100畝以下の中上・中農が比較的に多く、農村公署に勤務し

ている人は半分であった。馬群村分会長の張鶴齢は、約 160畝の大地主であり、地方行政

の役務を果たしていた。【表 5.6】では、撫順県馬群村分会、吉林省楡樹県土橋分会、通

331 満州国軍事顧問部『国内治安対策の研究』第一巻, 大安, 1964年, 422頁。 

撫順県馬郡村分会 吉林省楡樹県土橋分会 通化省輯安県楡林分会

収入の部 収入の部 収入の部

会費収入＊ 600 会費収入 7200 会費収入

会費収入（ 分会金） 6678 補助金（ 県公署） 1300 補助金（ 県公署）

寄付金 2
計 7280 計 8504 計 1590

支出の部 支出の部 支出の部

事務費 2536 事務費 5600 事務費（ 人事費のみ） 508.8
2172 事業費 1700 事業費 667.8

連合分会本部上納金 2570 県本部に上納金 900
繰越金 304 その他 413.4

計 7280 計 8504 計 1590
一人の会員当たり 支出 2.87 一人の会員当たり 支出 15.2 一人の会員当たり 支出 1.44

＊補助金、 連合分会より

事業費**

出典： 満州帝国協和会中央本部調査部『 農村分会実態調査報告書』 （ 1943年）

**青少年団補助費を含めて

 
 

                                                 



化省輯安県楡林分会の予算が確認できる。【表 5.6】が示すように、馬群村の予算が比較

的に高く、収入源の中では会費が重要な位置を占めた。撫順県馬群村では、協和会分会費

が原則として毎戸平均 3円として計算されたが、実際には分会職員が貧富の差のにより 1

円 50銭から 9円の間で徴収していた。 

 最後に、情報獲得に関しては、撫順県協和会弁事処が第一に農村実態調査（1934年 7月

に「撫順城村村勢調査」、1935年４月には「農村基本調査」）と、第二に 1935年から分会

連合会を通じて地方社会に関する情報を獲得できた。協和会中間組織による調査の実施が

珍しいことを考慮すると、撫順県協和会の高度な組織的枠組が目立つ（以上につき第３章、

第 4章を参照）。 

 次に、第一時期（1932年〜1936年）と第二時期（1937年〜1942年）という時期を区分

し、撫順県協和会の活動内容を検討していきたい。第一期には、協和会弁事処が産業、教

育、衛生、医療、紛争調停となどの農民生活の多数の領域で「公益事業」を行っていた。

撫順炭鉱と撫順の実業者の協力のもとで、協和会分会は、このような便益を供給したこと

で、農民に協和会への加入のインセンティブを与え、会員の獲得を可能とした。資源の供

給は、ブローカーとして活躍していた弁事処長・丸川順助と協和会農村分会・張との持続

的な人格関係を通じて行われていた（第 3章を参照）。分会の指導者が農村における弁事

処から流入した資源の配分を担当した。これによって、満州国設立後には地方有力者が農

村における権力的な地位を持続できた。そして維持できた権限に基づき、分会の指導者は

土地をめぐる土地紛争を多く扱っていた。撫順県の場合、短期間に農村社会に根付けてき

た協和会は、農業用水路を巡る民族的対立の問題に関しては重要な媒介の役割を果たして

いた。第二の時期には、農村制度が多様な改革を経た。30年代後半には「公益」議業とし

て位置付けられた農村への協和会による便益の供給は持続できなくなってきた。30年代前

半に選ばれた農村の協和会指導者が、協和会分会が消費財の配給と農産物の集荷を指揮し

 
 



て、農村部における流通機構の統制を実施することになった。言換えれば、本章の分析対

象となる協和会分会と異なり、撫順県協和会は地域社会における流通統制化を指導する機

関であった。しかし、土地登記が未完成のままに残されていた 1930・40年には、協和会

分会の官吏は農村における土地紛争の調停に活躍しつづけた。それに加え、分会指導者は

流通統制化に関する村レベル紛争（農作物の集荷の割当など）を扱ってきた。そこで、協

和会への農民の反発が頻発していたが、会員数は減少していなかった。 

 

 

第３節 通化省輯安県楡林村における協和会分会 

 本県は通化省東南部の鴨緑江岸に沿っている地域で朝鮮との国境に所在する。ほとんど

山岳地で、平地は極めて少ないが、鴨緑江河と渾河の多数の支流が流れている。1909年の

調査によれば、農業に勤めた住民は就業者の 86.61％を占めて 332、農業は主な産業である。

1908年には主な農作物は大豆（2万 9564畝、耕地総面積の 33.58％）、蜀黍（2 万 9564畝、

32.93％）、粟（1万 7781畝、20.2％）で、1934年には大豆（1934年に 9万 4600畝、耕

地総面積の 22.4％）、玉蜀黍（4 万 9900 畝、11.58％）、高梁（11 万 5400 畝、26.79％）

水稲（2900畝、0.6％）が生産されているが 333、農作物の中では、大豆と米だけは輸出さ

れていた。1909年に搾油業は 22戸、酒造業は９戸が存在して、地方の農作物加工業が形

成した。工場と商店は県城輯安に集中した。輯安県は鉱業地でその開発が 1930年代に始

まった。 

 楡林村は通化県西部、最も鴨緑江に沿い、本県を横断する老嶺脈の南側にある地域に位

置していた。本村は八屯に構成されたが、村公署の所在地である富有屯（又は楡林屯）の

332 関東都督府陸軍経理部編『満洲誌草稿 第 2輯 満洲地方誌 巻 1-4 . 奉天省』クレス出版, 

2000.11-2002.1  

 年 2183頁。 

333 満鉄経済調査会 編『満洲産業統計』南満州鉄道（1934年）12、13頁。 

 
 

                                                 



設立は 1880年代にあった。1923年に村制度がされた際、楡林村には二つの小村が設置さ

れ、さらに 1929年に二村を合併した富有村が設置された。満州国設立以降期に楡林に改

称し、強制的な集家が行われていた。人口の総数は 1万 1397人で朝鮮人は 2362人であっ

た。就業者の中農業に勤めていたのは約 74.68％でが、耕地面積は耕地総面積の 3万 521

畝の中では水田は 3790 畝だけで、その以外は畑であった。土地所有の分配に目を移すと、

1416戸の農家の中では、小作人が 986戸で地主総数の 69.63％を占めた。1000畝以上の大

地主も存在するが、土地所有者の殆どは二・三天地（略 25畝）以下の土地を所有する零細

地主であった。撫順県と異なり、本県では朝鮮人の農家の間では地主が 20戸程度で存在

していた。輯安県で協和会県本部と楡林村が設置された 1937年には、この地域で協和会

運動が開始された。協和会県本部は、県城輯安に設立した。協和会の組織末端が根付いた

背景には、地方の治安の不安定化があった。満州国設立以降に於いても、この地域では玉

鳳閣と曹雅範という匪賊が活躍しそれぞれ部下約 2 千人を数えて活発な活動を行っていた。

さらに、共産党系の反植民地運動が活動していた。この地域で反植民地運動を鎮圧するた

め、1936年 10月に満州国が北部東辺道秋討伐の実施を命じたが、そして関東軍命令によ

り翌月に設立した治安工作委員会が作戦の補完的な位置を占め、地方において協和会運動

の強化を計画した。そこで、「北部東辺道治安工作委員会協和会工作要旨」334に従って、

1937年 1月には東辺道復興委員会の設置、集団部落の実施と地方での協和会の組織化が進

められた。【表 5.1】から確認できるように、通化省には協和会会員数が 2万 9千人程度

と相対的に少なく、居留民数の全住民中比率はかなり低か 

った。輯安県の場合、1939年に居留民の総人口は 335人で、その中で協和会会員となった

のは 56人で、そのほとんど（54人）は輯安街にいた。335【表 5.4】と【表 5.5】は、輯安

県の県と村レベルの協和会施設と会員数が、本章で研究対象となっている地域の中でもっ

334 満州国軍事顧問部、前掲史料，410−413 頁。 

335 満洲帝国協和会中央本部『満洲帝国協和会現勢要覧 康徳六年版』326−329 頁。 

 
 

                                                 



とも少ない地域であると示す。輯安県における協和会の浸透程度が低い原因は、この地域

での協和会運動が進出した直後に会員数統計調査が行われた点も考慮すべきであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



【表 5.7】通化省輯安県、吉林省楡樹県の協和会分会常務委員会名簿 

 

通化省輯安県楡林村分会常務委員会

人名 所在地（協和会） 年齢 学歴 備考

季雲章 42 2000 40 中学卒業 農業

干国華 32 3000 60 同上 農業
朱同慶 屯長 37 2000 ー 小学卒 農業
杜洞琛 50 500 ー 私塾二年 農業
崔錫中 屯長 45 1000 20 私塾四年 農業
周資存 52 2000 50 私塾四年 農業
楽芝懋 31 3000 ー 高級小学卒 商業
宮延耀 52 1000 20 同上 商業
叢学禮 国民学校校長 38 500 ー 高級師範卒 教員

干季廉 28 1000 ー 高級小学卒 農業
游住志 分会長 屯長 32 1000 ー 同上 農業
季永春 28 500 ー 〃 農業

陳福泉 38 1000 ー 〃
姜学賢 30 1000 ー 〃 農業
董承恩 屯長 52 1000 ー 〃
温福元 62 2000 ー 〃 農業
王鎭峯 郵政弁事処長 52 2000 20 〃
劉喜芝 49 2000 30 〃 農業

尹鎭峯 42 2000 20 高級小学卒 商業
劉文陸 32 1000 20 中学卒業 農業
劉文□ 屯長 38 2000 10 〃 農業
趙国財 屯長 32 500 ー 高級小学卒 農業

吉林省楡樹県土橋村
常務会

人名 所在地（協和会） 年齢 学歴 備考
周選延 分会問事主任 校長、代理県長 49 30 900 師範講習科
張鳴飛 33 15 500 高級中学 教員
趙国忱 59 50 840 私塾七年 積谷倉倉董
呉占林 分会指導係担任 校長 38 20 300 北平平陽大
王敢初 警察署長 49 37 470 軍官育成所
季陰延 村助理員 43 20 430 私塾四年
季陟三 41 24 740 師範学校 教員

韓子棟 分会長 45 15 200 私塾三年

敦致中 商工公会副会長 61 103 1200 私塾三年

張子陽 35 15 320 私塾二年
黄王華 分駐所主任 29 ー ー 中学卒業
孟昭竣 60 780

評議会
季香国 28 15 245 師範学校 主任教員

孫瑞亭 49 15 560 私塾四年
黄済霖 糧棧経理 58 50 280 私塾三年
姜蔚林 52 50 742 吉林法制専門学校 積谷倉倉董
季克□ 分会問事主任 校長、代理県長 50 50 1680 師範学校
敦尊九 37 3 35 私塾三年 商店経理

所在地（行政、
その他）

　資産　　
（元）

所有耕地
（畝）

分会総務係人事, 指
導係問事担任
分会総務係事務, 指
導係組織担任, 分会
書記

分会青少年係強化担
任

分会総務係文書, 経
理担任, 分会書記

分会指導係政経, 青
少年係組織担任

所在地（行政、
その他）

所有家屋面
積（間）

所有耕地
（畝）

村長、道徳会理
事

商工公会参事、
糧棧組合支部長

自衛団団長、郵
敢弁事所長

出典：滿洲帝国協和會中央本部調査部『農村分會實態調査報告書. 康徳10年度』1943年, 67-69, 75,76, 108, 109頁。
資料では、吉林省楡樹県土橋村での所有地面積の単位は晌だが、表では晌=10畝の度量衡換を利用して畝にした。楡樹県における
度量衡換に関しては、國務院實業部臨時産業調査局『康徳三年度農村實態調査報告書. 戸別調査之部. 第二分冊』（1936年）340頁

 
 



【表 5.8】通化省輯安県、吉林省楡樹県、濱江省雙城県の協和会県本部常務委員会名簿 

 

以下は地方の協和会の組織的特徴を分析して、この地域に於ける協和会運動の停滞の原因

通化省輯安県
所在地 人名 兼所在地 学歴 職歴

王郁昌

陳天喜 県長 中央警察学校本科卒
副本部長 西島寛 副県長
事務長 井東三郎

宇都宮光吉
伊藤信之

部員 伊藤信之

宮沢優 神宮皇学館大学卒
劉継志

嘱託 趙萬基
瀋善章
佐藤桑太
王永麟

雇員傭人 韓景陽
季仕傑
雷雨峰
金基英
高九亮

吉林省楡樹県
本部長 熊希長
副本部長 平岡修治 県参事官
事務長 随行三郎

荒木一二 京大経済学部卒
張立法

部員 曹善政
原正雄

嘱託 奉彬章
安田重二

雇員傭人 薜中□
濱江省雙城県

本部長 呉奎昌 県長 奉天警務学堂卒

中島健治 県参事官 京大経済学部卒

副本部長 寺岡健治郎 副県長 東大法律学科卒 満州国法制局官、同参事官総務長など
事務長 韓樹棟 県公署属官

佐藤清次郎

河野徳太郎 東京商大卒
部員 韓樹棟 県公署属官

辛嵐嘉文
関明全

嘱託 赤堀郡平
福興昌

本部長*

本部長**
遼陽県警察局督察長、民政部属官警務
司保安科勤務など

輯安県本部、協和会副参事、蒙江県本
部事務長（1942年）

協和会中央本部練成所参事（1943年）

警察界奉職、協和会属託中央本部総務
部文書科勤務

奉天省新民県警察所長、哈爾賓警察庁
理事官保安科長
新聞記事者、黒龍江省公署事務官警務
庁総務課長など

満州国民政部総務司人事科属官、協和
会中央本部人事科属託

出典：中西利八『満洲人名事典』日本図書センター, 1989年。國務院總務廳人事處編纂『滿洲國官
吏録　康緑六年』（1939年）。滿蒙資料協會編『満洲紳士録』満蒙資料協会, 1943年。 
*1938年 **1939年

 
 



を考察していきたい。 

 まず、人事の状況を見ておこう。【表 5.8】の断片的なデータから推測できるように、

輯安県では、県公署長と副長がそれぞれ協和会県本部長と副本部長を兼任したことで、協

和会と行政機関との二位一体制が実施されていた。県本部規則によると、県本部長は省本

部長の統制を承け管内の協和会運動を指導・監督することとされた（第五条）が、事務長

は本部長の命を受け常務を掌理し、県本部職員と分会職員と直接に連絡を取り指導してい

た（第十三条）336。すなわち、県本部事務長は本部長の指導に基づき、分会を通じて伝達

された住民の陳情を受けて、地方の協和会活動の企画と実施に対して実践的な指導を施行

していた。輯安県協和会県本部の職員の経歴をみると（【表 5.8】を参照）、協和会県本部

長と副本部長の職歴に協和会の活動が確認できず、協和会での位置が公式的で運動に対し

て消極的だった印象が強い。他方、協和会県本部部員として活躍した宮沢優が代表的な協

和会官僚の経歴を持っていた。その経歴から分かるように、1937年 10月に協和会に入会

して輯安県本部に所属し、そのあと通化省本部青少年北満幹訓練處就任、つづいて呼蘭県

本部事務長をへて、1942年 12月に協和会副参事、蒙江県本部事務長に職任した 337。すな

わち、本県の協和会県本部における人事は、県公署の上部官僚と協和会運動家との二層に

特徴付けられていた。他方、撫順県と違い、都市部の自治体、商工会議所などの大幅な居

留民コミュニティーや満鉄のような大工業との連携はなかった。 

 【表 5.7】では、輯安県楡林村の分会常務委員会会員の一覧が確認できる。表で分かる

ように、22人の常務員の中、50畝以上の土地を所有する者は干国華（60畝）のみであり、

その次に 10人の委員会員が 50畝以下の土地所有者で、残りの 11人の小作人を含む零細農

家であった。すなわち、本分会会員は中小農で、小作人が多く、分会では農村民の諸階層

が代表されていた。特に、原則として村公署において就職する資格は所有者に限定された

336 佐藤岩之進 著『協和會之概貌』滿洲帝國協和會, 康徳 3版, 56,57頁。 

337 滿蒙資料協會編 『満洲紳士録 第 4版』1943年, 1195頁。 

 
 

                                                 



ことを考慮すると、分会常務委員会の間の小作人の存在が注目すべき点である。常務委員

の代表的な立場を持つ分会長は 24〜40畝の所有地を持つ中農で学校教員の経験ある「土着

の優秀な人物」であった。協和会分会の官僚の総数は 50人で、常務員の一覧が示すように、

その官僚達の階層は大地主から小作人までの者を含めて、幅広い農民諸階層から構成され

ていた。さらに、官僚達の中では４人の朝鮮人がいた 338。分会の事務所が「会運動の独自

性を保ちその行政化を避け、分会書記の吏僚化を防ぎ運動にのみ没頭せしめるため」339、

村公署と別個に設けられた。 

 【表 5.6】では通化省輯安県楡林村の予算（1942年）を撫順県馬群村分会と楡樹県土橋

村と比べて検討しておこう。表で分かるように、協和会分会の収入は会費収入と県公署か

らの補助金で構成されていた。表では輯安県楡林村分会の場合、分会収入の詳細は明確で

はないが、資料は「分会済費が殆ど全部が分会費に依存する」340と示している。本県では

分会費が 1円 20銭、２円 40銭、3円 60銭の三階級に分けており、楡林村では会員の資産

に応じて徴収されている。分会費の徴収は村費と租税とは別個に徴収され、分会役員は徴

収を担当していた。会費の家族資産の多様化政策にも関わらず、協和会加入する人が少な

かったので、分会収入は低かった。特に、楡林村分会の収入が馬群村と土橋村と比べてそ

れぞれ 4.6回、5.3回低かった。次に、低い収入の結果として、楡林村分会の活動内容に

利用する事業費が、馬群村分会と土橋村分会と比較してそれぞれ 3.2回と 2.5回低かった

のである。 

 輯安県楡林村分会において、活動内容を検討する前に、協和会がどのように村に関する

情報を獲得し、県協和会へ伝えていたのだろうか。輯安県の場合、協和会が管轄地域に対

する調査を行っていなかった。他方、それに対して、東辺道復興委員会、治安工作員会に

338 滿洲帝国協和會中央本部調査部、前掲書、71頁。 

339 同上、75頁。 

340 同上, 77頁。 

 
 

                                                 



よる調査報告書が存在していた。これらの報告書の研究対象となったのは、伝統的な自衛

団・保甲体の現状に関する調査、戸口調査であった。協和会の組織内の情報伝達には隣保

組織が重要な役割を演じた。村以下の隣保組織単位である屯・10戸を含む牌では、それぞ

れの協議会が定期的に開催されていたが、その際上部組織代表が協和会員と集合し、上意

下達、下意上達が行われていた。そして、協和会県本部と分会との情報伝達に関しては、

撫順県馬群村のように恩顧主義的な関係が特に利用されていた。『農村実態報告書』で読

めるに、「分会に発生した問題でも分会内で解決し得るものは必ずしも多いと言えず、県

本部と県当局、警察との接衝に依って政治的に解決せねばならぬものが多くなるし、［略］

かかる時分会活動の実際的推進力なりとされる中堅会員は、県本部職員と直接個人的に結

び付き、それに対する信頼の上に立たなければその活動はできないだろう。」341 

 次に、輯安県楡林村分会の活動内容を検討しておこう。1938 年から 1940 年にかけては、

協和会通化県本部と農村分会との関係が薄く、「県本部は指導工作を行うこと甚だ徴弱で」

あった。この時期の楡林村分会では、林村分会農村分会の事務所は警察署内にあり、分会

長は警察長であった 342。治安の回復が最重要な課題である中、協和会が宣伝工作、自衛団

の組織化を通じて警察の補助的な役割を果たした。1940年、1941年には協和会運動の活

動が本格的に始まるが、その活動では協和会中堅役員による経済統制遂行に重点を置いて

いた。すなわち、農作物の物質配給、出荷工作、増産、そして除草作業などの共助活動の

工作が分会によって実施されていた。以下では、物質配給、出荷工作を中心にして、経済

統制の実施過程に対する協和会分会の役割とこの地域における協和会の活動内容を解明し

ていきたい。楡林村では、物資配給が常に村助吏員、警察署長、警務主任、保安主任が参

加する行政機関付属の配給委員会に実施されていた。委員会会員の間では協和会分会常務

員として活動する者もいた。村以下の物資配給の実施の場合、委員会は屯会、牌会などの

341 同上, 73頁。 

342 同上, 63頁。 

 
 

                                                 



隣保組織を活用していた。具体的に物資を直接取扱うのは指定商店であったが、屯長は物

資配給台帳の整備・保管を担当した。さらに、協和会分会、屯会、牌会のそれぞれの常務

会は審議機関として物資配給に関する問題を議論し、協和会県本部の協力を通じてその解

決に努力していた。『農村分会実態調査報告書』から読めるように、「配給問題を常務会

に於ける大なる仕事の一として取り上げ隣保組織内容の一つとなさしめたと言うことが隣

保活動の恒常化活発化の原因であるとも言えよう。この活動が強力に行はれ出すと、警察

方面の圧迫が分会の或る特定人に対して加えられると言うことが屢々起ったのであるが、

県本部職員の努力で解決することが出来た。この事は中堅会員の意気を大いに高揚したと

言う。現在の程度まで隣保活動が活発化して来ると村公署では勿論警察でも分会活動に対

する干渉は出来なくなる。」343以上のように、輯安県楡林村の場合、物資配給の実施過程

においては、村公署とそれに属する配給委員会が中心的な機関であり、分会は、物資配給

台帳の管理などの補完的な機能のみ果たしていた。協和会が特に担当したのは、村民の生

活配給に関する村民の要求の受付、その解決、又は協和会の地方組織を通じて上部組織へ

の陳情の伝達であった。こうして協和会分会は時には警察との対立的な立場をとることも

あったことも資料から分かる。 

 農作物の集荷工作においても、協和会がその実施過程の正式的な位置を占めるよりも、

一定の問題を取扱い、その適切な対応に努力していた。以下は、『農村分会実態調査報告

書』で載っている協和分会常務会の記録書に基づき、分会常務会では農作物出荷と必要品

配給に関する問題がいかに議論されていたかを検討しておこう。協和会分会常務会の議会

は 1943年 6月 14日に開催されたが、分会長、副分会長、常務員十五名警察署長、阿部警

務主任、王部員が出席していた。 

 

343 同上, 82−83 頁。 

 
 

                                                 



「分会長：［略］先ず集荷のことに就て意見を述べて貰いたい。 

常務員：本年秋の集荷も村から屯、屯から各戸へと形式的に割当てられようとして居る。

これでは昨年同様不公平不合理のことを生ずる惧れがある。県から人が来て調査をして居

たが実態に添はぬやり方だ。 

副分会長（屯長）：江口屯は水田が多く農作物は水稲が大部分であるが、籾を全部出荷し

た その籾の代り配給すると言う複雑 食料も又水稲種子も手当をして呉れて居ない。だ

から現在田植期になって居るが労働者を雇うことも出来ないで居る。かうして居ては出荷

に対する責任も負えなくなるから、早く現地の事情を県の方から調査に来て貰い、田植の

ための食糧を配給して貰いたい。［略］ 

分会長：県公署当局の方針は結構だと思うが、県当局から出荷割当のために調査に来ると

その調査者の私見が入って、却って不合理を来たし出荷を防ばむ惧れがある。さうすると

来年は本年の如く民食も不足しないと思う。又浮浪者は本年食糧に苦しみ自給しようとし

て居るから村全体としては助かることになる。 

副分会長：田植時の労力不足食糧不足は主として鮮系農民のことであるが他人の事と思わ

ず隣保援助してやって貰いたい。尚県から来てやって居る出荷割当は半ば終わって居るか

ら、それを続行してその内容を改善して行くことにしたらどうか。 

常務員多数：鮮系の方へは出来るだけ援助する様にする。併し調査は県の方でやった通り

だと結局、実態に添はぬものになる。作物別作付面積を調査して割当てるようにせねばな

らぬ。この調査は中堅会員と屯長との協力で立派にやって見せるから我々に委して貰いた

い。」344以上のように、常務会では食糧配給の不足と農作物集荷の不適切な屯別割当が課

題となっている。前者に対しては、隣保組織を活用させ、朝鮮人農民を援助させることが

提案されたが、後者の問題に関しては作物別作付け面積に関する調査を改めて実施し、適

344 同上, 84−86頁。 

 
 

                                                 



切な集荷の割当を再検討することが提案された。増産工作の対象となった産物の中で綿麻

もあったが、綿麻の集荷の事例を見ておこう。『農村分会実態調査報告書』で書いてある

ように、「綿麻耕作はその収買価格が比較的低価格なるために、誰しもが好まない所であ

るが、国家の要請として農民に於て無理ではあるが作付して居る。［略］この村に於ては

分会常務会の決定に基き、屯単位にて割当面積を協同耕作となし、綿麻の作付適地を一屯

に一乃至三、四カ所を選定策付し、農民が申合せによる労力提供をなして耕作し、十分の

収穫を上げている。各人の負担は僅小化され平均されるし又適地栽培であるから収穫量も

各戸別に耕作したよりはよい。」345以上の事例でも、地方協和会が農作物集化工作に対し

て異議を申し立てず、農民の動員と耕作作業の指導によって「上から」の要請に対する各

農家の負担を減少させようとした。しかし、次に見る楡樹県土橋村分会と異なり、予算が

低い輯安県楡林村分会の場合は、動員工作の対象となった農村民には協和会が給料を提供

できなかった。協和会は以上の現地での問題解決の事業は、「警民懇談会」の審議機関を

通じて行っていた。1940年に設立した「警民懇談会」において「民衆の意見に依り警察官

の非行を採り上げてこれが解決を計った」346。例えば、1940年の「秋、奥地の刈入作物を

部落まで運搬をする様厳命があり、そのことの実行は事実上不可能であり又、匪賊も平定

された後であるからその必要もないので農民は困惑して居る時、［協和会］県本部伊藤事

務長はこれを解決してや」347った。この事例も示すように、分会が解決をせまられた問題

は協和会県本部の事務長となった伊藤信之の調停を通じて「解決」を見つけた。他方、問

題解決の実施が限界をみせた。例えば、撫順県と同じように本県にも水田を開墾し耕作し

ている朝鮮人小作人が多く、中国人地主と朝鮮人小作人との間の紛争が頻繁に発生してい

たが、本県の場合、「小作の問題に触れ、これが根本的解決に進むことは現下の本部指導

345 同上, 83頁。 

346 同上, 63頁。 

347 同上, 63頁。 

 
 

                                                 



能力では不可能であ」ったという 348。同じ朝鮮人小作人問題への対処が、撫順県協和会と

は重なっていたのである。さらに、以下の事例で分かるように、本県では地方協和会が民

法的事件も取扱っていた。「この時、兄弟間の紛争に就き問事が提出された。食料の問題

である。同一家内であるが炊事は別にして居る。約四十畝を共同耕作して居る自作農家で

ある。兄は少し頭が變になって居るのをおいいことにして兄だけを働かして家の収入収穫

を弟が多少瞞着して多くとって居るらしい。一家の収穫を兄弟で分けたと言うが、家族数

に比例して分けたので兄（夫婦、子一）の取分は弟（夫婦、子三）より少なく、早く食ひ

儘した。弟は兄に十圓、五圓と二回金を興へたが食料を賣る家はない。弟は兄が草を入れ

て居り粗食に馴れた皆も驚いて居たが、弟ははるかにいい食物を食って居た。兄はひどい

ボロを着、弟の不法時を訴へる時はボロボロ涙を流して居た。本件は中型会員の問事とし

て取り上げ、両人の希望通り分家させ、弟の持分の一部を兄に分けさせる様受計らふこと

にした。それで足りない食料は屯長の責任で隣保互助する。」349 

 輯安県協和会運動は、撫順県の協和会組織と異なり、会員への「公益」事業をほとんど

行うことが出来なかった。1941年には協和会が副業奨励の工作として、協和会会員への叺

織りの講習を企画し実施したが、この工作以外には、『農村分会報告書』から社会福祉的

な工作の存在は確認できない。そこで、農民の協和会加入の原因は、協和会による村内社

会問題の対処が行政機構の補完的機能をはたしたことにあった。『農村分会報告書』にお

いて記録された協和会分会書記の証言によれば、「彼が分会活動に挺身する様になった動

機は、村内の困難な問題が分会活動に依って解決され［略］その解決の仕方が行政力の押

付けと異なり、相当に民意を尊重しこれを容れたものであったから、自然協和会運動に魅

付けられ、そのことから県本部職員（駐在して居た）と同志的関係が出来るに従って分会

348 同上, 72頁。 

349 同上、95頁。 

 
 

                                                 



専任書記として入る様になったものである」350とされている。 

 

 

第４節 吉林省楡樹県土橋村における協和会分会 

 楡樹県における定住は 18世紀中旬に始まった。1908年に行われた調査によれば、楡樹

県では主な農作物が蜀黍（1908年の作付面積は 130万 4660畝）大豆（1908年に同 54万

526畝）、粟（1908年に 59万 4335畝、）であった。3511933年には楡樹県において主な農

作物が大豆（作付面積 103万 3400畝）、高粱（91万 7100畝）、粟（54万 8100畝）にな

った。352土橋村の一帯の地は土地の高低差があり、土質も農耕に好適地ではなかった。 

 1942年には土橋村において耕作農家が全戸数の中 83％（約 3500戸）であったが、本村

では商工業者が 1908年には約 25戸数で 353、1942年には約 70戸数に昇った。糧棧、雑貨

舖で兼業として油坊、焼銅でもあった商工業経営者が少なくなかった。農家の間では純雇

農がその 13％（約 550戸）を占め、自作は 30％（1300戸）を、小作人は 39.5％（1673戸）

を占めた。『農村分会実態調査』の調査員によれば、面積別の土地所有戸数を見ると、50

畝以下の零細土地の所有者は 50％（1000戸）で、50畝以上 100畝以下の土地を所有する

農家は 27％（550戸）で、100畝以上 300畝以下の土地を所有する農家は 20％（400戸）

で、富農（300畝以上 700以下）は 2.5％（50戸）で、大富農（700畝以上）は 0.5％（10

戸）であった。すなわち、農家の殆どが零細土地所有者であったが、本地域では大地主は

少なくなかった。 

 楡樹県の場合、県協和会弁事処の設立が 1937年に記録され、楡林村分会は翌年に結成

350 同上、70頁。 

351 関東都督府陸軍経理部編『満洲誌草稿 第 2輯 満洲地方誌 巻 1-6 . 吉林省』クレス出版, 

2000.11-2002.1,  

 1118-1119頁。 

352 満鉄経済調査会 編『満洲産業統計 . 昭和 6年』1933年, 南満州鉄道 14−15 頁。 

353 関東都督府陸軍経理部編、前掲書、1139頁。 

 
 

                                                 



された。この地域における協和会の浸透の背景には、地方における軍事的な統治の確保が

あった。当時の協和会県本部の事務長・随行三郎が治安工作隊長として本村に駐在し、治

安回復のため分会を設置した。 

 次に、本地域における協和会の住民組織化の程度を検討しておこう。第１節で見たよう

に、楡樹県が位置する吉林省では協和会が最も多い会員数を獲得した（【表 5.1】を参照）

反面、奉天省と比べて日本人協和会会員が多くなく（【表 5.2】を参照）、会員に対する協

和会分会の割合が低かった（【表 5.3】を参照）。特に、楡樹県には 1939年に在満日本人

が 81人だけ記録されているが、その内協和会会員になったのは県城に位置する 6人のみで

あった。撫順県と輯安県と異なり、本県では朝鮮人は記録されていなかった。354【表 5.4】

では、楡樹県における県レベルの協和会会員数が 5377人で、吉林省の他の県会員数と比

べれば低く、本章で分析対象となる４つの県の中では三番目の多い特徴が見られる。さら

に、【表 5.4】では吉林省のように楡樹県でも会員に対する協和会分会の割合が低かった

ことが分かる。【表 5.5】は研究対象となった四つの村における協和会会員数を示すが、

表で分かるように土橋村で分会が設置された 1938年には会員数が 238人であったが、その

後会員数が増加しつつけた。特に 1941年と 1942年の間では会員数が二倍になり 3278人数

になった。1942年には土橋村における分会会員数が分析対象となった村の中で最も高った

が、日本人会員が７人であり、大半が中国人農民であった。以上のように、本村では 1940

年代初頭に撫順県馬群村の会員数を超えて、会員数に限ってみると協和会運動はかなりの

程度で浸透できた。 

 次に、楡樹県における協和会の組織的な特徴を検討しておこう。【表 5.8】から分かる

ように、副本部長・平岡修治は楡樹県県参事官を兼任していた。一方、事務長・ 随行三

郎は『農村分会実態調査報告書』が作成されている 1943年には協和会中央本部に所属して

354 満洲帝国協和会中央本部,  前掲書, 214-215頁。 

 
 

                                                 



おり、協和会内においてキャリアを重ねた者であった。事務員・荒木一二は警察界に活用

した後、1937年には協和会に入会し、中央本部総務部文書科勤務の次に、吉林省敦化県、

懷徳県、楡樹県各県の本部事務長を経て、1942年には東安省本部庶務科長の職に就い

た。355以上のように、通化省輯安県と同様に楡樹県県本部においても県公署の上層官僚と

協和会運動家との県本部から人事の二重構造が確認できる。【表 5.7】には、楡樹県土橋

村分会の人事一覧が書いてある。村分会の常務会の構成員を見ると、12人の常務員の中、

51畝以上 99畝以下の土地所有者は 6人で、50畝以下の土地所有者は 6人であった。すな

わち、分会職員のなかで大地主だけではく、中上・中農も多かった。さらに、輯安県楡林

村分会と同様に、楡樹県土橋村分会常務会においても土地所有者、教員、警察官が多いが、

土橋村分会には、敦致中、張子陽のように地方の商工会議員も活用していた。 

 【表 5.6】では土橋村分会の予算を検討しておこう。撫順県馬群村分会と輯安県楡林村

分会と比較して本村分会の収入額が最高である。会員数がもっとも多い土橋村では会費収

入が他の村分会より高かった。さらに、本村分会の場合、県公署からの補助金は少なくな

かった。分会の支出内容を見ると、大部分は事務費に割当てられ、撫順県馬群村分会と比

較して事業費が低かった。土橋村会分会費は 10円、7円、5円、3円という四等級で徴収

されたが、通化省輯安県楡林村分会で最高の会費が 3円 60銭であることを考慮すると、土

橋村分会の会費は撫順県協和会と同様にかなり高かったことが分かる。 

 土橋村分会の場合、協和会が管轄地域に対する調査を行っていなかったが、情報獲得は 

屯長会議⇄連絡幹事会⇄行政村の分会常務会⇄中心分会⇄県本部という協和会末端の組織内を

通じて行われていた。本地域では協和会が隣保組織を活用し、原則的には村民は自然農村

の屯（班）と十戸程度を含む組に組織化された。しかし、実際は本地域では隣保組織が十

分に活動できず、協和会の組織末端は自然村・屯レベルまでに及び、村分会と屯との間の

355 中西利八『満洲人名事典』日本図書センター, 1989年, 680頁。 

 
 

                                                 



中間的な機関としては連絡幹事会が設立した。さらに、八つの中心分会という県本部と村

分会との中間的な機関の存在は、楡樹県の特徴である。三・六の分会のグループを含む中

心分会は、行政、警察、交易場管轄、出荷奨励区域単位と同一区画に構成されている。中

心分会レベルでは官民懇談会と中心分会レベルの協議会が開催されていた際、県本部と分

会との間の上意下達・下意上達の意思伝達が行われていた。 

 土橋村分会は高い予算にも関わらず、30年代前半の撫順県ほどの活動は発展していなか

った。特に、地方社会における農作物出荷の経済統制の実施が主に満州国警察と行政の指

導の下で行われており、協和会は補完的な地位を占めるにすぎなかった。土橋村分会の活

動内容の中、「協同除草督励運動」、「農産物病虫鳥害撲滅運動」などの工作があったが、

分会は宣伝と督励に重点を置いたが、除草工作などの実施は行政機関の指導の下で行われ

た。356「労工供出」と「物資配給・農作物集荷」の場合も、行政村と生産消費委員会とい

う適切な地方機関により実施されていた。協和会は青少年団体を通じて、除草、病虫鳥害

撲滅の督励と共同耕作地を設け、荒地開墾の事業を行った。特に、青少年団体の 12ヶ隊

（基本隊員数 300名）が大豆の畑（291畝）、高粱の畑（140畝）などの畑を開いた。勤務

奉仕、草刈売却、訓練、器具浮などの団の経費は 1942年に 2933円で、分会支出の 34.4％

を占めた。357以上の活動にもかかわらず、この地域における協和会の独自的な活動は「問

事工作」であった。すなわち、楡樹県土橋村でも協和会分会の基本的な活動は、会員の陳

情の受付と問題解決の業務であった。例えば、馬賊が潜む拠点として利用していた森林を

伐採することになり、その際に貧農の救済の目的で、協和会楡樹県県本部が 1938年に貧農

を雇って森林の伐採を指導した。『農村分会実態調査報告書』が言うように、「治安悪し

きため農業も安心もして行へず農耕地は荒廃するもの多く村民中には食糧に窮する貧民も

多かった。分会に於ては県本部を通じて県当局にこのことを陳情した所、県当局は治安対

356 滿洲帝国協和會中央本部調査部、前掲書、118−122 頁。 

357 同上、126頁。 

 
 

                                                 



策の手として、当時多かった森林を村民に伐採せしめ、これを県で売り上げその代金で食

糧を購入せしめた。」358以上のように、動員工作の対象となった農村民には協和会が森林

伐採代金を支払ったのは、土橋村分会の特徴である。 

1938年から 1940年にかけては、土橋村分会が毎年受け付けた「問事」は約 100件で、そ

の内容は、「治安関係」が多くその主な内容は「通匪の密告、金銭略奪、許欺、涜職、土

地境界紛争、又警察を背景にして他人を苦しめ悪事をすること等に関する悪質な事件」359

であった。1942、43年には問事のケースは 47件、53件になり、その内容は「地籍整理よ

り生じた土地紛争、出荷に対する特配品（主に綿布）の分配過程での紛争、離婚、分家

等」360であった。特に土橋村では、管轄下の屯の間に農作物の集荷割当に関する紛争が発

生した。そこで、協和会の介入によって紛争が解決されたことで、本村における農作物の

集荷の業績が上昇した。例えば、土橋村において集荷された大豆は 1941年の 440トンから

1942年の 666トンに上がった。361 

以上のような民事事件の発生した際、協和会分会が所属している協和会会員の「問事」

を受付し、問事主任という協和会分会勤務員が事件を調査しその解決に努力した。解決未

完の事件は分会常務会から中心分会や官民懇談会に提出され、警察との協力に基づき事件

の殆どはこのレベルで解決されている。それ以外の未解決問題は県本部において処理され

ていた。 

 

第５節 濱江省双城県新康村連合分会 

 双城県新康村はハルビン市の北方 30キロ、双城街の北方 18キロの地点に位置していた

村である。村内の地勢は概ね平坦な地域であった。19世紀前半には新調政府が北満州開拓

358 同上、105頁。 

359 同上、123頁。 

360 同上、124頁。 
361  同上、61 頁。  
 
 

                                                 



のため屯田兵制度によって双城県地方の開墾を目的に旗人移植の計画を樹立し、第一次、

第二次において南満州地方の旗人の移植を行い、第三次には関内旗人の移植を行った。新

康村の場合も、最初の定住 1812年に記録されたが、開拓民は北京居住の旗人であった。

最初の開拓団体は５つの屯に組織されていたが、その後新しい定住が設立して満州国期に

は 15つの屯になった。1934年に保甲制が導入され、村屯のことは常務甲長によって処理

され、1935年には県協和会弁事処が設立した。1937年には地方制度が保甲制から街村制

に移行し保甲制が廃止され、1939年には新康村が設置され、同年には協和会分会も設立し

た。1940年には満州国政府が新康村を実験村として指定し、本村では日系指導員が来住し

た。翌年に興農合作社、農務会弁事処が村に、興農会が各屯に結成された。この地域にお

いて協和会の末端が設置された背景には、土地問題があった。雙城県には 30年代に所有

権に関する紛争が比較的に多かった地域である。19世紀初頭には、この地域が清朝政府主

導の旗人定住の対象地となり、旗人の一部は土地を漢民族の農民に貸出し不在地主となっ

た。362土地税制改革（1890〜1920年代）が実施される中、旗人の不在地主の子孫と漢民小

作人の子孫との間の所有権に関する紛争が発生してきた。そこで、1936年に雙城県公署臨

時土地整理員会が設置されたが、委員会が土地売買取引に関する調査を行い、１万畝程度

の土地に関する所有権を整理した。さらに、土地問題に関する陳情をうけた協和会県本部

は、1939年に特別調査委員会を設置し、県公署と他の機関と協力し５千畝の土地整理を行

った。363以上のように、雙城県でも土地問題が深刻であり、その解決のため農民は協和会

の機能を積極的に利用しようとした。しかし、本県の場合、撫順県のように土地問題は農

村分会レベルではなく、県本部レベルで取扱ったことが重点である。 

362 Shuan Chen, Where urban migrants met rural settlers: state categories, social boundaries, and 
wealth stratification in Northeast China, 1815-1913, Dissertation (Phd), University of Michigan, 2009, 
chpt. 3~5, 60-177頁。南満州鉄道株式会社北満経済調査所『労働を中心として見たる北満農村の農業経営

事情 — 雙城県大白家窩堡に於ける調査．第二編記述之部』（1939年）1,２頁。 

363 協和帝国協和会雙城県本部『県本部工作概況並康徳七年度運動方針説明書 康徳七年度』（1940年）5, 

6頁。 

 
 

                                                 



 双城県では、1909年に主な農作物は大豆（59 万 2320畝、全耕地の 23.44％）、蜀黍（50

万 2320畝、19.88％）、小麦（50万 2320畝、19.88％）、粟（37万 6740畝、14.91％）か

ら、1934年には大豆（69万 3700畝、27.5％）、粟（69万 3700畝、21.11％）、高粱（67

万 2800畝、20.47％）、大麦（41万 4800畝、12.62％）であった。364双城県における工業

をみると、1909年には造酒浮業者が 22戸を数え、焼銅の工場は 8社だったが 365、1940年

には大小工場数が約 175社に昇り、製粉、焼銅、油坊、醤工などの醤油、豆油、豆粕は主

な産業分野であった。366 

 1942年には新康村の総面積が 10万 6430畝で、その内の耕地が 9万 3620畝であった。本

村の 1234 戸の農家を農業経営規模別見ると、小規模土地所有者が多かったことが分かる。

特に、全農家の半分（672戸）が 10畝以上 200畝以下の小規模経営農戸であり、その三分

の一（492戸）は 210畝以上 500畝以下の中規模経営農戸であった。さらに、本村には 510

畝以上 1000畝以下の大地主が 69戸を数えた。 

 次にこの地域における協和会会員数を検討しておこう。【表 5.1】が示すように、濱江

省において協和会が 7万 9583人の会員を獲得し、吉林省と奉天省のグループを除いて濱江

省は満州国の中で、最高の会員数を占めた。双城県の県レベル協和会会員数は 7104人で

あり、（【表 5.4】を参照）、本章の四つの県の中 2番目の多い。協和会会員の民族別割合

を見る（【表 5.2】を参照）と、吉林省と奉天省の次では濱江省が日本人会員の最高数を示

す。双城県には日本人は 442人でその内協和会会員になったのは、日本人分会（137人）、

鉄路分会（30人）、官公吏分会（20人）、郎家村分会（8人）に所属する 195人であった。367

協和会分会の大部分は農村部に開かれていた地域分会であった（【表 5.3】を参照）が、日

本人協和会会員が主にハルビンの都市部に集中していた。他方、濱江省の農村部では開拓

364 関東都督府陸軍経理部編, 前掲書, 898, 899頁, 満鉄経済調査会 編, 前掲書, 14,15頁。 

365 関東都督府陸軍経理部編, 前掲書, 900, 901頁。  

366 満洲事情案内所 編『満洲国地方誌』満洲事情案内所, 1940年, 225頁。 

367 満洲帝国協和会中央本部,  前掲書, 253-255頁。 

 
 

                                                 



団員の協和会会員は少なくなかったと思われる。 

 次に、双城県協和会の組織的特徴を分析したい。先ず、県本部と分会レベルの協和会の

人事を検討しておこう。【5.8】で双城県の協和会県本部の上部組織を見ると、双城県県長

と副県長が地方の協和会県本部長と副本部長をそれぞれ担任して、双城県で協和会と県公

署との二位一体制が確保されたことが分かる。さらに、本章の分析対象となった県本部の

ように、県本部長と副本部長の場合、協和会の組織内の職歴は確認できない。他方、協和

会官吏・河野徳太郎が協和会県本部事務長の位置を占めた。河野は日本本国で東京市全国

購買組合連合会に参加し、同市高輪において商業教員として勤務し、満洲へ渡ってから満

州国民政部総務司人事局官歴に任務して、1936年 2月以来に協和会中央本部人事科に属託

し、次に濱江省双城県協和会県本部事務長になった。協和会内のキャリアをつみ協和会中

央本部訓練科主任、中央訓成所補導の経歴を持ち、1940年には中央本部企画局主任になっ

た。以上のように、双城県の協和会県本部の組織上部の人事昇進においても、県公署と協

和会の二重構造が確認できる。368他方、県本部長・呉奎昌、中島健治と副県本部長・寺岡

健治郎らのすべての経歴は官僚的な色彩が濃く、撫順県協和会のように在満日本人の経済

界との関連性は見られなかった。 

 協和会分会の人事に移すと、1942年における双城県協和会の分会組織改革の実施により、

村レベル分会が分会連合会となり、屯では協和会分会が設置されてきた。さらに、分会役

員は行政役員及び興農会役員を兼任し、連合分会長は街村長、興農会弁事処長を、分会長

は屯長、興農会長を、常務員は村屯協議員、興農会委員をそれぞれ兼任する三位一体制を

全県下画一的に採用した。村レベルの新康村連合分会長・呉守慶は 31歳で中等学校出身

者で、数年前から本村の村長と分会長を兼任してきたが、1942年の分会改革後に村長、連

合分会長、農会弁事処長の三職を兼任するようになった。屯分会と常務員が原則として屯

368 中西利八『満洲人名事典』日本図書センター, 1989年, 309頁。 

 
 

                                                 



長又は屯長の信頼を有する人で、実力のある人で、相当の所有地耕作地を有するものの中

で選ばれていた。実際には、本村で旗人同族意識、宗族的関係が密接で、分会長と一般農

家との間で大地主と零細農との階層的対立が存在なく、中・小農が大部分を占めている。

例えば新康村下の廂藍四屯分会の分会長・冠魁互（56歳）は私塾出身で、100畝の耕地を

所有する自作農であった。分会事務員は本村出身で 31歳前後の農家である。さらに、本

村は 1940年 7月に実験村として指定された時、指導者員として本池史郎が来村した。本池

は 36歳の鳥取県出身で、満州事変直後に満洲に渡り、満州国農業指導者として活躍して

いたが、双城県の嘱託し、区弁事処副処長を兼任した。本池は『農村分会実態報告書』の

調査員に言ったように、「自分は協和会会務職員ではないが、この接に於ける自分の仕事

は凡て協和運動の根本理念に立ってやっている」。369 

 分会の組織改革は分会費の徴収過程にも及んでいた。すなわち、従来の分会費の徴収が

停止され、新たに「公費」として制定された。分会費、隣保費、興農会費を包括した性質

のもので正規の分会員のみならず屯内の全戸から徴収するものである。「公費」は徴収方

法が一戸当たり一円で、職業問わず全戸から徴収され、土地所有者の場合は所有地十畝当

たり一円徴収で、商工業者は年売上金の千分の二徴収であった。 

 最後に、地方社会に対して双城県協和会がいかに情報を獲得したかを検討しておこう。

本県では協和会が地方調査を行っておらず、情報の伝達は、協和会県本部・区レベル協和

会弁事処・村連合分会・屯分会という協和会末端の協議会を通じて行われていた。特に、

新康村が五家地区連合会に所属し、同地区連合協議会が開催された際、所属する村連合会

代表者は農村民からの要求について討論していた。例えば、1943年 2月に開催された五家

地区連合協議会において主な議案は、「大豆、小麦種子配給方要望に関する件」、「糧棧

収買価格の増産への影響に関する件」、「無出荷農家への綿系布配給方策等に関する件」、

369 関東都督府陸軍経理部編, 前掲書, 148頁。 

 
 

                                                 



「不良慣矯正に関する件」、「農業労働者の移動防止及び農耕賃銀の統制に関する件」、

「増産技術方法の徹底に関する件」、「民食不足対策に関する件」、「土地等級に準じて

の出荷割当決定方要望に関する件」であった。さらに、屯レベルの分会の常務員会の定例

会議が毎月 25日に開催されていたが、その際常務委員が協和会の組織上部を通じて伝達

された満州国の要請と会員の陳情について議論していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 
 

【地図 5.1】満州国各省における協和会会員数（1938 年）                     



 

新康村連合会下の協和会分会常務委員会の議会記録書は、「1．工作実施経過報告、2．県

本部、区弁事処及び連合分会から伝達された実践事項の説明、3．村公署、合作社からの

伝達事項の説明協議、４．村公所・合作社からの伝達事項の説明協議地区連合協議会議案

の取纏め及び上程、５．全連、県連及び地区協議会の決議事項の各牌への伝達、６．屯内

諸事項の主催及び民生対策の企画実践、７．増産、出荷運動に関する企画協議及び実践指

導、８．物資配給への協力、９．青年団・国防婦人会・軍人後援会等に関する事項、10．

牌会上程事項の協議、11．宣伝、防衛、生活改善等に関する事項、12．調査及び情報蒐集、

13．その他各種実践の指導、督励」370を示した。 

 次に、双城県新康村における協和会の活動内容の重点が「増産運動」、「集荷工作」、

「配給への協力」、「部落防備」、「更生運動」、「民食対策」に置かれた。ここは、「集

荷工作」、「配給への協力」の内容を検討しておこう。上述したように、本村では三位一

体制度が実施されたことで、協和会運動の活動は行政機関と興農合作者の活動とは区別で

きない状況にあった。特に、実験村として指定された新康村では、増産運動の企画と実施

が日系指導者・本池史郎の指導の下で行われていた。特に、本池は屯分会常務員の協力を

得て、一般農民に増産運動の実施だけでなく、具体的な技術的方法を具備していた。増産

運動の重点は、青少年団及び農家を動員して 1．周期播種の宣伝と実施、２．種子消毒、

病虫害駆除の宣伝と実施、３．模範採種圃、苗圃の設置及び優良種子の配布、４．模範的

栽培法の実施指導、５．土糞増産及び科学肥料使用法の指導、６．完全除草、７．畜力除

草機使用法の実施指導、８．刈取堆積法の改善指導、９．農産物品評議会の開催、10．農

家月中行政板の設置、11．畜力草器の共同購入斡旋、12．各種間作、後作の計画的実施、

13．亜麻共同耕作圃の設置にあった。 

370 同上、153−154 頁。 

 
 

                                                 



 物資の配給に関しては、生活必要品は村公署、豆粕、豆油、麻袋などは興農会がそれぞ

れ行い、屯レベル協和会分会は補完的な地位を占め協力していた。特に、協議会において

配給に関する提案が議論され、分会常務員は配給過程を動員し、不正事件の防止のために

監督した。 

 

 

 おわりに 

 本章では、奉天省撫順県、通化省輯安県、吉林省楡樹県、濱江省雙城県の４県を対象に

し、農村社会における撫順県協和会組織と運動の地域的展開を比較史的に考察してきた。 

 【地図 5.1】は満州における協和会の浸透度と組織力の多様性が示している。【地図 5.1】

では農村社会における地域別の協和会の会員数の順位が分かるが、撫順県の位置している

南満州鉄道沿線地帯は協和会会員が最も多く、第二に南満州鉄道沿線地の周縁地に位置し、

第三には満洲東側に、第四目のグループは満洲西側に位置していることが分かる。さらに、

【地図 5.1】では協和会が獲得した会員数と省・県・村レベルの協和会組織の予算の程度

との間では正比例関係が確認できる。すなわち、協和会会員が最も多い地域では、協和会

地方組織は収入がもっとも大きく、活動を行う余裕があった。協和会の浸透度と地方機関

の組織力との関連性は、満州国の経済政策に呼応して協和会中央機関がその地域の協和会

分会の力によりキー・エレアを中心にして資金と組織力を集中できたことによる。具体的

に、工業、農業と流通機構に対して中心的な位置を占める奉天省と吉林省の場合、【5.6】

の楡樹県土橋村の事例が示すように、協和会の中央機関は分会への補助金を供給して組織

末端の活動を支えた。一方、同表で分かるように、協和会の分会収入の柱の一つは会費徴

収にあった。すなわち、自力で資金をまかなう協和会の地域機関にとっては、新しい会員

 
 



の獲得と会費の徴収が運動活動の資金的な基盤となった。そこで、【地図 5.1】が示す地

域間の予算の差異は、協和会の地方機関による会員獲得の能力の違いの結果でもある。 

 次に、分析した四つの協和会の村分会の事例に基づき、満洲の農村社会における協和会

の展開過程の類型化を試みるに当たり、いくつかの点を確認しておきたい。まず第一に、

撫順県協和会の突出した発展が目立つ。四つの事例の中で、撫順県だけは、20年代末に満

洲青年連盟の支部が結成され、満州事変直後にはやくも協和会の地方組織が早くも設立さ

れた。そこで、協和会は 30年代前半に農村部へ進出し、協和会運動のリーダー丸川順助

と農村有力者（＝大地主）との恩顧主義的関係を形成した。他の事例と同様に、撫順県の

場合も分会設置の背景には「治安問題」の解決があったが、撫順県の事例では日系実業者・

満鉄の役割が人材面・資金面で特に重要であり、それらの協力は県レベル協和会の大きな

収入源確保→多様な農村救済政策→村レベルの有力者による土地問題の処理→分会への組

織化というルートを介して農民の協和会運動への獲得を可能とした。さらに、こうした農

民の組織化を踏まえて、住民の組織化が 30年代前半に始まった撫順県では、1940年代に

は地方社会における農作物の集荷・分会などの流通統制が協和会の組織を通じて行われて

いた。興味深いことには、在満日本人経済界の協力がない通化省輯安県の場合、協和会予

算が低額に押さえられており、現地の有力者の協力を得ることができず、地方の紛争や社

会問題を取扱う組織力を持っていなかったことで、県レベルの会員数は少なかった。そし

て、農村分会レベルの予算が高かった楡樹県協和会は多様な地方の社会問題を取扱い調停

する組織力をもっていたが、工作の計画と実施に関する在満日本人の協力が得られなかっ

たこの地域では、農村救済政策の規模が小さく、県レベルで獲得できた会員数は撫順県よ

り遥かに少なかった。 

 以上、撫順県協和会の特異性を強調したいが、奉天省における他の県でも日系協和会会

員が多く、満洲青年連盟が活躍し、協和会分会の設置が 1933年から活発的であったこと

 
 



を強調しておきたい。従って、撫順県協和会が孤立した事例ではなく、奉天省における協

和会運動の地域の展開を代表する事例として捉えるだろう。例えば、協和会は 1933年に

撫順の他に奉天省に所属する営口、鞍山と、ハルビン（呼海沿線）においても、地方の協

和会組織が住民の組織化に取り掛かり自力復興の工作を指導し、そして 3万元の資金を以

て食料品の配給を行っていた。371 

 他方、撫順県協和会の事例は、他の事例といくつかの類似点・共通点を表している。第

一に、他の地域においても、協和会への住民の参加は「上から」の強制的の施行のもとで

行われず、協和会が「問事工作」などの住民の要求に対応しようとした経済的社会的工作

によって住民に入会インセンティブを付与したことで可能となった。以上の点と関連して、

第二に、吉林省楡樹県協和会県本部による森林伐採のための貧農雇用の事例を示すように、

撫順県の協和会と同様に他の地域でも、協和会運動による農民の動員力が地方機関の固有

の努力・能力に規定されていた。第三に、濱江省双城県の事例が示すように、撫順県の他

の地域でも土地問題が農民の日常生活を不安定化させている中、協和会による土地紛争の

取扱いは同組織による地方社会への浸透の原因の一つであった。ただし、撫順県協和会以

外の地域では、満州国の地方行政執行の補完的役割を協和会が担っていたことにも留意し

ておく必要がある。 

 さらに、本章で検討した分会の事例から農村社会への協和会の浸透過程の多様性が浮び

上がる。撫順県では在満日本人財界との連帯が、地方社会における協和会の浸透の重要な

原因であった一方、吉林省楡樹県の地方協和会は異なる発展型を示した。すなわち、楡樹

県の場合、協和会が日本人会員が少ないものの、短期間でしかも農村社会においてかなり

の程度浸透できた。通化省輯安県楡林村と異なり、この地域の分会では協和会が中国人大

地主を組織化することができたが、そして、楡樹県では会費が輯安県と比べてかなり高か

371 満州国協和会『満洲国協和会之概要』1933年, 23頁。 

 
 

                                                 



った。流通機構の統制機関が整備されている中で楡樹県協和会が設立したことで、撫順県

と同様にこの地域では協和会が統制化の指導機関ではなかった。他方、徴収した大金額の

会費に基づき、楡樹県協和会県本部は賃銀を払って農民の動員を行っていたことによって、

協和会会員を獲得できた。さらに、濱江省双城県協和会は別の農村社会への浸透過程を見

せた。興農会と村公署とは殆ど区別できなくて、協和会の活動の企画と指導は協和会運動

との関係が薄い日系指導者・本池史郎のもとであった。この場合、地方社会への協和会の

浸透過程に対しては、同組織の地方機関の個別の予算がなく、都市部の経済界とのその関

係の重要性が低かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



終章 

 

 

 本論文では、農村史と地域史の視点から 1930年代満州国協和会の組織的な特徴、被統

治民族の加入メカニズムと関連させて農村社会における協和会の活動内容とその歴史的な

意味について考察してきた。従来、協和会の組織的な変遷に焦点を当てた鈴木隆史と平野

健一郎の研究は、ま組織上部の政策的な展開を重視して、満州国協和会が同組織の官僚化

の過程によって同志的団体から「国民組織」へと再編されたと指摘した。そして同研究は、

経済統制政策が実施されてきた 1936年以降には、行政権力機構と協和会との二位一体制

の確立を通じて、大政翼賛会に類似した満州国の戦時ファシズム支配の組織的基盤になっ

た、という協和会に関する歴史像を提供してきた。他方、1980年代以降に満州国の地方統

治機構について論じた研究は、地域社会における協和会の活動の実態に焦点を当てて、従

来に形成されてきた協和会の歴史像を著しく再編した。塚瀬進は農村社会における協和会

の活動が事実上に開始したのはその設立直後ではなく、30年代後半であったと指摘した上

で、同組織の浸透程度の限界を強調した。さらに、満州国の地方行政の変遷とその制度的

な特質を解明した奥村弘の研究によれば、協和会が 1937年に導入された街村制の指導・

育成の地位を占めたが、国民隣保組織が確立された 1940年代には協和会が地方統治制度

から事実上に排除されたということであった。 

近年の実証的な研究を踏まえて、本研究は農村社会における協和会の浸透過程の実態と

その歴史的な意味を考察することによって、変わりつつある協和会の「歴史像」を再検討

してきた。まず、協和会の浸透程度という課題を検討する際、協和会運動の先進地域とい

える奉天省撫順県の事例を取り上げて、協和会会員の大半をしめた被統治民族の加入メカ

ニズムを、組織末端の会員と活動に焦点を当てて内在的に検討してきた。撫順県は満州に

 
 



おいて協和会運動がもっとも典型的展開した地域の一つであり、他地域のモデル・ケース

として扱われていた。そこで、第３章では、満州国協和会の組織末端に関する検討を、撫

順県の事例を中心にややくわしく行った。さらに、第５章では撫順県協和会の組織的な特

徴と農村社会における撫順県協和会の地域的展開の在り方を、通化省輯安県、吉林省楡樹

県、濱江省雙城県の３県を対象に比較分析を通じて再検討して、撫順県の事例はどの程度

一般化できるかを明らかにした。協和会への組織化は、満州国行政権力のみではなしえな

い、その地方の解決の難しい社会問題や紛争の調停への「解決」能力にかかっていたこと

は、すべての県に共通にみられる。ただし、撫順県を除くと、協和会運動は満州国の地方

行政組織の補完的機能をはたしていたことが明らかになった。加えて、農村社会への満州

国協和会の浸透過程の動態を解明するに当たって、被統治民族の農民が協和会への加入を

いかに認識していたかを解明するのは、本論文の特徴である。特に、中国東北部の農業

史・移民史を踏まえ、土地の権利関係（第１章）と家族形態（第２章）を長期間的に検討

した上で、協和会会員になった農村有力者、小規模の土地所有者、朝鮮人小作人（第４章）

は、協和会をいかに認識したことを解明してきた。 

 従来の満州国統制経済史像と異なり、山本有造は日中戦争期の満州国における農業生産

が拡大傾向を見せたことを明らかにした。 以上の満州国の統制経済の再検討の中、植民

地下の日本と中国との間の「提携」の場所として機能した地方商工業団体、中間団体が中

国東北部経済にいかに寄与していたかは、近年重要な課題となった。第４章では、近年の

太平洋戦争期の満州国における農作物集荷「満州産業開発五カ年計画」の軍需品の対象と

なる米に焦点を当て、満州国の経済政策の実施に対する協和会の活動の意味という課題を

取り上げた。特に、撫順県の事例を中心にし、満州国政府が決定した水稲生産の拡大とい

う目標に対しては、協和会の活動がどの程度寄与できたかを検討してきた。 

 以下、各章が明らかにしたことを相互の関連に留意しつつ簡単にまとめ、達成された研

 
 



究市場の成果と論点を明示したい。 

 

 

第１節 各章の概要 

 本研究の「第一部 中国東北部における近代的土地制度の成立とその諸問題―協和会活

動の歴史的前提―」では、協和会の浸透過程の歴史的前提として中国東北部農村社会の変

遷を動態的に解明してきた。特に、土地所有と家族の形態に焦点を当て、清朝末から満州

国期にかけての長期的な期間にわたる、満洲の農村社会の変遷を明らかにしてきた。これ

によって、協和会活動の重要な位置を占めた農村有力者（大地主・商人）と、協和会会員

の大半を占めた小規模の土地所有者に焦点を当て、被統治民族が協和会の活動をいかに認

識し、協和会に入会してどのような動向を遂げたかという課題を明らかにしてきた。 

 まず、「第１章 清末・民国期における土地税制度改革と土地所有保証の再編」では、

土地税制改革の政策的展開を検討した上で、撫順県の事例を中心に、土地改革の実態と、

同改革の実施による土地習慣の変容を解明した。本章で明らかにしたように、1910年から

30年代にかけて奉天省では改革の重点であった土地測量、土地の民営化、官有地の経営合

理化の展開がかなりの程度進展してきたが、土地登記は未完成であったことが判明できる。

清朝期に官有地が支配的であった撫順県では、官地払下を通じてかつて八旗制のもとで地

方行政によって公認されない形で土地を使用した農民や小作人は、土地払下の際に発行し

た地券により土地の所有権を確保する条件が与えられた。清末・民国期の満洲における土

地税制改革の実施によって、近世中国東北部で成立した農民的所有秩序が著しい変化を遂

げた。すなわち、土地改革以降に土地売買契約と地券の検討に基づいた土地所有保証の二

重構造が成立した。この新しい土地保証制度は公式・非公式の土地所有の裁きによって事

実上の公認によって確立された。そして土地所有保証としての地券の利用が根付いた背景

 
 



には、土地改革以降における土地慣習の変容と土地に関する紛争の頻発があった。以上の

新たな土地所有保証の成立は二つの結果をもたらした。第一に、土地所有保証としての地

券の問題のため、土地所有はさらに不安定になった。第二に、こうした土地所有の公証制

度が確立する中、地券の適切な鑑定を行えた奉天省政府の土地整理事業機関と植民地支配

機関は紛争の調停事業を担当することになった結果、紛争調停に排除された農村有力者は

農村における権力関係の一つの柱に奪われた。 

 「第２章 刻家族化、所有地の零細化と地方有力者の動向（1870〜1940 年代）」は、農

家の分家発生度の変容を注目して、19世紀末〜20世紀前半という長期間にわたって満洲

の家族の展開を再検討する。本章から分かるように、1910〜40年代間の撫順県における

規模別耕地所有農家に関する統計は、50畝以上の相対的大規模な農家が４割から５％未

満著しい減少を示すとともに、30畝未満の小農が 35％から 75％へと増加を示す。こうし

た所有地の小規模化の傾向の条件としては以下の二点を指摘した。第一に、第１章で見た

ように、清末・民国期の土地税制改革の実施による官地の民営化によって小規模の土地所

有が公認されてきた。そこで、1910・20年代において小規模の農家の割合が急に増加し

た背景には、土地測量の進展にともない、土地調査による実態的な土地分配の把握が深化

したことがある。さらに、小規模の土地所有が増加した背景には、清末以降における中国

東北部では家族制度史上の重要な展開があった。すなわち、清朝末の八旗制度の解体によ

る長男子相続制の停滞、分家の自由化、農家の流動性の増加が 19世紀末から家族分割の

発生度の上昇を引き起した。家族の分家の進展は、撫順県を含めて近代中国東北部におけ

る土地小規模化の重要な要因であった。こうした 20世紀前半における土地所有の小規模

化は、農村の階層関係の画期的な展開を反映していた。すなわち、分家の際に決定された

家産の分割のため、草分農家は経済的な基盤が著しく縮小された。そこで、第１章で解明

した紛争調停の事業から排除されたとともに、草分農家が従来足していた農村有力者とし

 
 



て政治的な優位性が損なわれた。さらに、所有地の小規模化は、20世紀前半の満州にお

ける農作物構成の変容をの原因であった。本章で解明したように、流通機構が発展してい

る地域では、所有地の小規模化傾向は農家に土地利用の合理化・土地の生産力の増加を促

進した。撫順県の場合、こうした動向がいくつか地方での水田開発の要因となった。 

 第一部で解明したように、協和会が組織活動していた 1930年代に、従来に農村有力者

の地位を占めた大地主と商人の宗族の子孫は、分家の際に家産の分割のためその経済的な

基盤が縮小してきた。さらに、地券の利用の浸透に連れて、土地紛争の調停が満州国の土

地整理事業機関などが行う専門的な作業になった。そこで、農村有力者の宗族が土地紛争

の調停事業から排除され、農村内の信望を失った。こうして、第３章で明らかになるよう

に、協和会が活動している 1930年代に権力の経済的政治的な基盤が著しく損なわれた農

村有力者は、協和会の組織末端の職員になり農村内の権力的な地位を安定化させようとし

た。さらに、地券によって土地所有権の公認に与えられた多数の小規模の所有者は、協和

会への入会によって「所有権不単一」などのため不安定になった土地所有を確保しようと

した。 

 「第二部 土地問題と農村社会への撫順県協和会の進出」では、上述した近代満洲の農

村社会の文脈の中、その組織的特徴と活動内容と関連させて撫順県協和会の浸透過程を考

察する。特に、土地紛争を解決する「問事工作」などの協和会の活動内容と、撫順県協和

会弁事処と地方の在満日本人の経済界との関係を検討した上で、農民による協和会への加

入メカニズムの実態を明らかにした。次に、第二部では協和会がかなりの程度浸透した撫

順県の事例を取り上げて、満州国政府の経済政策に対して協和会運動の活動がいかなる意

味をもっていたかという課題を取扱う。その際、満州国政府が要求した撫順県における水

稲面積の拡大に対して、撫順県協和会が設立した「協和民水利合作社」がどの程度寄与出

来たかを検討してきた。「第３章 「公益事業」と農村社会における協和会の展開」は、

 
 



1932〜43年奉天省撫順県農村部における満州国協和会の展開過程の特質とそれに対する

農民の動向を、組織史・地域史の視点から明らかにしてきた。協和会の県レベルの機関・

弁事処が 1932年〜36年の間には「農村経済救済工作」の目標を掲げて多様な工作を実施

したが、その工作に対して多数の農家は積極的に対応して協和会に加入した。1937年以

降には、日中戦争体制下で協和会の組織末端が政変された中、協和会は撫順県における農

作物流通統制を管理する機関となり、1930年代前半期において盛んであった農業経営の

改善方策の進展という機能が弱まった。それにもかかわらず、協和会からの会員の著しい

退出が確認できず、農民は協和会分会の政策展開への不満を発言したり、農村有力者は

「農村の振興」工作の復活を請求した。農村部社会への協和会の進出過程には多様な主体

が協力した。統治側では、協和会に協力した撫順実業会は大豆の出回りを拡大しようとし

たが、撫順炭礦は 1932 年の反満抗日ゲリラの攻撃のあと、治安の回復と維持を目指した。

農村側では、村内有力者は協和会との協力によって動揺してきた権力関係の安定化を求め

たが、その従属する農家は不安定な経済的な状況の中、農家経済の支持を掲げた協和会に

積極的に参加した。協和会と被統治民族との間の接触は農村内の権力関係を再生産し、撫

順県協和会のリーダー・丸川順助を中心にした恩顧主義的な関係の形をとった。以上の撫

順県の事例を判断すると、先行研究と異なり、協和会運動は 30年代前半に積極的に農民

の組織化を実施したことが分かる。さらに、協和会内の上意下達の伝達メカニズムを重視

した先行研究と差異にし、協和会の組織末端は、管轄地域に対する調査に基づき、地方の

日本人経済界との強力を受け自立的に活動内容の立案過程とその実施を行った。 

 次に、「第４章 農業用水利をめぐる民族的対立と協和会の媒介 — 撫順県を中心に」

は、撫順県を事例として、1910年代から 1940年代にかけての中国東北部における水田化

の実態と農業用水利経営を規定する制度的展開の特徴を、河川の自然的条件にも留意して

明らかにした。特に 1930年代の撫順県において満州国下の水利組合の設置過程を明らか

 
 



にし、地方の水田化に対する水利組合の役割について考察した。まず、第１節では撫順県

を流れる主な河川である渾河の特徴に関して考した。第２節の課題は、撫順県における水

田化の実態を、数量的考察を通じて解明することであった。第３節では、上記で明らかに

された水田開発を、水利運営の側面から説明した。特に３節では、張作霖政権期から満州

国の敗戦直前にかけての奉天省の農業用水利運営の史的展開の中で進められた、撫順県の

水利組合の結成過程と、水田開発に対して水利組合がどの程度寄与していたかを明らかに

した。本章の結論は以下のようである。1910・20年代には奉天省公署が奉天省水利局を

設立して水利局が主導する農業用水利運営制度を確立したが、満州国設立直後には、水利

局が廃止され撫順県では農業用水施設の自生的な運営（水利組合）が試行的に導入された。

しかし、河川治水事業の限界と水利組合の営業問題のため、1940年代に入ると治水と農

業用水経営は中央主権化の途を辿った。先行研究によれば、協和会は満洲社会において浸

透できなかったので、経済統制化政策の実施過程から事実上排除されてきた。こうした協

和会の捉え方と異なり、第４章が示すように、協和会がかなりの程度農村社会に浸透した

撫順県では、協和会系の水利合作社の営業問題のため、1910年代から発生した水稲面積

の拡大過程を妨げた。すなわち、協和会が満州国の経済政策の実施過程に十分に寄与でき

なかった原因は、協和会の農民組織化の未完成ではなく、同運動内の農業などの技術的な

限界にあった。 

 最後に「第三部 協和会分会の比較的分析」では、以前に研究対象となった撫順県協和

会の組織的な特徴と農村社会内のその展開過程は、満洲の他の地域でどの程度一般化でき

るかという課題を取扱ってきた。特に、「第５章 協和会分会の比較的分析」では、通化

省輯安県、吉林省楡樹県、濱江省雙城県の３県を対象に検討して、農村社会における撫順

県協和会の地域的展開の在り方を比較史的に考察した。本章で明らかになったのは、満州

における協和会の浸透度と組織力の多様性である。特に、撫順県の位置している南満州鉄

 
 



道沿線地帯は、協和会が最も多い会員数を獲得できた地域である。その次に、協和会がも

っとも浸透した地域は、南満州鉄道沿線地の周縁地にあり、その次に三江省、間島省など

の満洲東側に、最後に興安省などの満洲西側にあった。本章で行った比較分析では撫順県

協和会の特異性が目立つ。他の地域と異なり、撫順県において協和会が多数の会員を獲得

できた原因は、撫順県協和会は日系実業者・満鉄との協力のもとで、県レベル協和会の大

きな収入源確保→多様な農村救済政策→村レベルの有力者による土地問題の処理→分会へ

の組織化というルートを介して活動できたことにある。他方、撫順県協和会は本章で検討

した他の事例といくつかの類似点を表している。まず第一に、他の地域においても、協和

会への住民の参加は「上から」の暴力の施行のもとで行われず、協和会が「問事工作」な

どの住民の要求に対応しようとした工作によって住民に入会インセンティブをあげたこと

で可能となった。第二に、撫順県の協和会と同様に他の地域でも、協和会運動による農民

の動員力が地方機関の固有の努力・能力に規定されていた。第三に、撫順県の他の地域で

も土地問題が農民の日常生活を不安定化させている中、協和会による土地紛争の取扱いは

同組織による地方社会への浸透の原因の一つであった。以上の点では、協和会の浸透度合

の多様性にもかかわらず、研究対象となった各地域でも農村社会において協和会が浸透す

る条件は、その組織末端の組織力にあった。 

 

 

第２節 本研究の成果 

 本研究は、満州国協和会への被統治民族の加入メカニズムと関連させ、協和会組織末端

の官僚と農村部の会員のそれぞれの意識・行動の視点から、満州国協和会の活動を歴史実

証的に解明するものである。具体的には、協和会末端の活動の軌跡に焦点をあて、①県レ

ベルの組織指導者がどのように会員を獲得していたのか、②被統治民族の農民が協和会を

 
 



如何に意識し、協和会活動が農家経済に対していかなる意味を持っていたのかを検討した

上で、③農村社会への協和会の浸透と満州国による農業経済政策に対する同組織関与の実

態を明らかにする。 

 この課題のために、本研究は、分析視角と研究対象を以下のようにしぼった。第一に、

協和会による被統治民族の加入メカニズムを検討する際に、協和会の組織上部における政

策の決定過程と協和会内の上意下達の伝達回路を重視した先行研究と異なり、研究対象と

して撫順県協和会の事例を中心にし、地域史と組織史の視角から協和会末端の組織的特徴

とその活動内容を解明した。第二に、協和会に対する被統治民族の農民の認識を解明する

ため、協和会の組織末端の職員であった大地主・農村有力者と協和会会員の大半をしめた

小規模の中国人土地所有者（第 1章と第 2章）と朝鮮人小作人（第 4章）に焦点を当てた。

特に、土地制度と家族の形態の変遷を中心にし、清朝末から満州国期にかけてという長期

間にわたる、農村社会が遂げた社会経済的な変容とそこから生じた諸問題を検討してきた。

第三に、満州国の経済政策に対する協和会の寄与を解明するため、「満州産業開発五カ年

計画」において増産政策対象となる米と米作に必要な水利事業を取り上げた。環境史と農

業史の視点から 20世紀前半の撫順県における水利事業の展開の中、協和会が設立した水

利合作社の位置付けを解明した。 

 以下、この課題に対する本研究の成果をまとめよう。 

 

 

（１）農村社会における協和会の浸透過程と協和会の組織力 

 満洲社会における協和会の浸透程度と植民地支配機構におけるその位置付けという二つ

の論点に関しては、近年の協和会史研究者は従来の評価を変えて、協和会の過大評価を戒

 
 



めてきた。特に、風間秀人は 1942年の隣保組織の設置によって協和会運動による農民の

組織化が村レベルまで下降し、満州国農村支配の中心的な位置を占めるようになったと

1980年代に指摘した。しかし、近年では、塚瀬進は農村部における協和会の浸透程度がか

なり限られていたと指摘し、奥村弘は 40年代において協和会が満州国の地方統治制度か

ら排除されたと指摘した。こうした研究史の変遷に対して、本研究は多くの農村社会資料

と協和会の分会資料に基づいて、農村社会への協和会組織の浸透程度に関しては著しい多

様性を有していることを明らかにした。例えば、満洲青年連盟の支部が集中していた奉天

省では、満州国設立直後に協和会は活動を開始し、最も多い会員数を獲得できた。他方、

満洲西側の興安北省、興安南省などの場合、協和会の地方機関は 30年代末に設立され、

組織化できな住民は限られていた。こうした協和会運動と協和会組織の浸透の多様性の要

因は、協和会の中央機関や協和会省本部が住民の組織化に関して特定の地域に重点を置い

た結果よりも、各地域の県・村レベル協和会の指導者・メンバー構成などの組織力にあっ

た。 

 まず、撫順県の事例を中心にし、協和会への農民加入のメカニズムを検討しておこう。

撫順県では協和会による農民の組織化事業が協和会設立直後から開始した。1932年〜36

年の間に協和会は、「農村経済救済工作」の目標を掲げた、副業奨励から日語学校の設立

までの多様な工作を実施して、流通統制の確立を整備した。1937年から 1943年にかけて

は、従来の「農村経済救済工作」政策が縮小され、協和会は撫順県における農作物流通統

制を経営する機関となった。撫順県協和会がこうした工作を実施できた原因は、撫順にお

ける在満日本人財界と撫順炭鉱の協和会運動との協力関係の強さにあった。30年代前半に

大豆の出荷高を拡大しようとした撫順実業会は協和会に協力した。撫順炭礦は 1932年の

反満抗日ゲリラの攻撃のあと、治安の回復を目指して、協和会を支持していた。在満日本

人の商工業界と撫順炭鉱による寄付と技術的な支援のもとで、県レベルの協和会は多数の

 
 



工作を企画しそれを実施できた。撫順県協和会のリーダー・丸川順助と農村有力者が取り

組んだ恩顧主義的関係を通じて、撫順県協和会は農民に物資と便益の供給を行いえた。県

レベル協和会組織と一般会員との連結機能を果たしていた農村有力者には、協和会へ加入

することで従来の農村内の権力的な地位を維持できた。その有力人農民に従属する農家は、

社会的経済的な不安定な状況の中、自らの土地所有を保護するため農家経営の改善を掲げ

た協和会に積極的に参加した。さらに、多数の朝鮮人小作人は開墾した水田に対する「小

作権」を守る目的で、問事工作を重視する協和会に加入していた。しかしながら、農家経

営改善工作が中止された 1936年以降においても、協和会からの会員の著しい退出が確認

できない。そのかわり、農民は協和会分会の政策展開への不満を発言したり、農村有力者

は従来行われていた農家経営の改善工作の復活を協和会組織に請求した。他方、協和会が

30年代前半に整備した農村有力者との関係に基づき、村レベルの農作物の蒐荷と必要品の

分配などの農作物流通統制を実施することができた。 

 このように撫順県は農村社会において協和会はかなりの程度浸透できた事例であったが、

第五章で検討してきた他の三つの事例の場合、村レベルでの協和会分会の設置は 30年代

後半を待たなければばらず、撫順県と比して是等の地域では協和会が実施した農家経営の

改善工作は規模が小さかった。言換えれば、他の地域と比較すると、撫順県協和会の組織

的優位性が目立つ。一方、すべての事例では、協和会が浸透できるいくつかの条件は確認

できる。すなわち、第一に、在満日本人の商工業者との協力があること、第二に、商人、

大地主などの地方有力者が協和会職員として活用すること、第三に、協和会の組織末端の

固有の組織力のあることはそれである。以上のファクターは撫順県だけでなく、南満州鉄

道の沿線地帯・奉天省にあったので、撫順県協和会の類型が奉天省全体に一般化できると

思われる。 

他方、第五章では農村社会への協和会の浸透過程の多様性が浮び上がった。撫順県では

 
 



在満日本人財界との連帯が、地方社会における協和会の浸透の重要な原因であった一方、

吉林省楡樹県の地方協和会は異なる発展型を示した。すなわち、楡樹県の場合、協和会が

日本人会員が少ないものの、短期間でしかも農村社会においてかなりの程度浸透できた。

通化省輯安県楡林村と異なり、この地域の分会では協和会が中国人大地主を組織化するこ

とができたが、そして、楡樹県では会費が輯安県と比べてかなり高かった。流通機構の統

制機関が整備されている中で楡樹県協和会が設立したことで、撫順県と同様にこの地域で

は協和会が統制化の指導機関ではなかった。他方、徴収した大金額の会費に基づき、楡樹

県協和会県本部は賃銀を払って農民の動員を行っていたことによって、協和会会員を獲得

できた。さらに、濱江省双城県協和会は別の農村社会への浸透過程を見せた。興農会と村

公署とは殆ど区別できなくて、協和会の活動の企画と指導は協和会運動との関係が薄い日

系指導者・本池史郎のもとであった。この場合、地方社会への協和会の浸透過程に対して

は、同組織の地方機関の個別の予算がなく、都市部の経済界とのその関係の重要性が低か

った。 

 

（２）農村社会の変容過程と協和会に対する農民の意識 

 60年代末・70 年代における協和会史研究は、満洲青年連盟・協和会の日本人指導部を

中心にし、社会史、組織史の視点からの協和会の組織と活動を検討しはじめたが、協和会

会員の大半を占めた中国人・朝鮮人の協和会会員は研究対象として外されていた。本論文

では以上の研究課題を検討してきた。特に、本研究の事例研究から判断すると、満州国協

和会に対しては農民が明らかな抵抗を行っていなかったことが分かる。それどころか、協

和会が会員に提供した便益と農家経営改善策を獲得するために、会費を支払って積極的に

協和会に加入するケースもしばしばみられた。さらに、撫順県の事例に、協和会が遂行し

た農村工作が減少し農作物集荷の統制と動員の組織となった 1930年代後半には、農民が

 
 



協和会分会の政策展開への不満を発言したり、農村有力者に農家経営改善策の復活を請求

することはあったが、協和会から脱会のケースはなかった。以上の協和会に対する農民の

積極的な対応の背景には、20世紀前半を通じての変容があった。まず、大地主・地方有力

者の動向を検討しておこう。清朝末の八旗制度の解体による家族分割の発生度が上昇した

中、村内有力者の宗族の家産が子孫の間に分割された結果、有力者の経済的な基盤が著し

く縮小してきた。さらに、清朝末・民国期における土地税制改革の実施以降には、土地売

買契約と地券の検討に基づいた土地所有保証の二重構造の成立によって、土地紛争の媒介

は土地整理事業機関などが担当する専門的な作業になった。そこで、農村内有力者は従来

農村内の権力の印であった紛争解決の事業から排除されて、かれらの政治的な権力が損な

われた。以上の状況にあった大地主は協和会分会の指導階層として、不安定になった権力

的な地位を維持しようとした。まず、分会の指導者としては農村有力者が県レベルの協和

会から供給された物質・便益の会員への分配を経営していた。さらに、協和会中間・末端

組織の指導部の一角を構成し、協和会分会の分会長や評議会会員の位置を占めた大地主は、

「問事工作」を通じて土地、分家に関する紛争、又は農作物の統制政策に対する陳情の申

し立てを受け、地券の鑑定などの解決しきれない紛争の件は県レベル協和会機関に伝達し

ていた。これによって協和会分会の指導階層を構成する大地主・農村内有力者は村内の政

治的な権力を再生産できた。 

 協和会会員の大半を占めたのは小規模の土地所有者であったが、小農はなぜ協和会に入

会していたのだろうか。世界恐慌の影響で大豆経済が危機の状態に入った 1920年代末か

ら 30年代中旬にかけて大豆価格の暴落のため農家経済は著しい損害を受けた。次に、農

作物流通統制政策の実施が本格的な段階に入った 1938年以降には公定価格のもとで農民

の収入は著しく限定されてきた。以上の厳しい経済状態の中で、「民族協和」の実現を掲

げた協和会運動へ加入することによって、農村経済復興の目標を目剤した工作の便益を受

 
 



けたり、または流通統制政策に関する陳情を申し立て、経済状況の困難を緩和しようとし

た。さらに、土地税制改革の実施以降において頻発していた土地所有に関する紛争、また

は満州国設立以降に台頭した朝鮮人小作人による小作争議のため、土地所有は不安定な状

況に会った。そこで、土地所有者は多様な紛争を取扱った協和会へ加入して、土地所有を

保証しようとしていた。 

 中国人地主と対称的に、朝鮮人小作人は「小作権」を保護するため協和会に加入した。

満洲国設立直後に満州国による商租土地の整理事業が進展する中で、朝鮮人小作人に貸付

した土地の登録を避けるために、中国人地主は朝鮮人小作契約の更新を回避していた。そ

こで、小作契約から排除された朝鮮人小作人は、水田を開墾して耕作した水田に対する

「小作権」を当局に訴えて、満州国協和会に小作契約の更新を陳情していた。以上のよう

に、地主と小作人との関係が悪化し、両者の間では、耕作権の保存をめぐる紛争が発生し

たため、協和会を斡旋媒介事業を行える中間団体として認めて、解決を請願するため協和

会に加入した。 

 

 

（３）「満州国」の経済政策と協和会の活動 

 近年、満州国の生産力構造に関する実証面での研究が進展してきた。特に、従来の通史

的な研究と異なり、近年の研究は経済統制化政策が本格的な段階に入った 1930年代後半

期において、満州国の農産加工工業を中心とする生産力が上昇してきたと実証してきた。

そこで、40年代において流通統制政策の実施過程が挫折した従来の捉え方と異なり、地域

社会において満州国の経済政策を浸透させようとした地方支配機関の組織的特徴と実績を

再検討する必要がある。本研究は協和会地方機関が「満州国」の経済政策の実現に対して

どの程度寄与できたのだろうかという課題を取り上げた。村レベルにおいて協和会が流通

 
 



統制化に対する指導的な立場を占めたのは、かなりの程度浸透できた地域のみにあった。

第五章で検討の対象となった四つの村の間では、撫順県だけでは協和会が農作物の収穫と

必要品の分配を村レベルで経営していた。また、撫順県以外の三つの場合、村レベルにお

いて経済統制化政策は行政村と警察により実施され、協和会は警察との補完的な位置を占

めたのである。他方、協和会が支配的であった地域では、協和会による流通統制化の経営

は農作物の集荷の業績を上げた。なぜなら、撫順県の事例で確認できるように、満州国産

業部系の農事合作社と異なり、協和会は「問事工作」によって農民の陳情を引き受けて満

州国に要求された集荷負担の分配を調整したことで、農民の抵抗を押さえたことは考えら

れる。 

 かなりの程度浸透できた地域において協和会が実施した多様な工作は、新しい会員の獲

得という意味をもったのみならず、満州国の満洲経済「開発政策」の地方での実現も目標

にした。例えば、撫順県の場合、「満州産業開発五カ年計画」の対象となった米の増産は

協和会の課題となった。特に、撫順県協和会は水稲耕作に必要な農業用水路の整備と米作

の増産を目的とした水利合作社を設立し指導していた。ただし、経営の問題のため、協和

会系の水利合作社は撫順県における水田開発を進展させなかった。そこで、撫順県におけ

る水田開発の事例が示唆するように、技術的な知識の不足のため、協和会の地方指導者は

経済開発に寄与できなかったと結論できる。 
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